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１節 一般事項 

 

1 この工事標準仕様書は、東京都住宅供給公社（以下「公社」という。）が

施行する建設工事及び営繕工事等の施工に適用する。 

2 この工事標準仕様書に規定されている事項は、別の定めがある場合を除

き、受注者の責任において適正に履行しなければならない。 

3 全ての設計図書は、相互に補完する。ただし、設計図書間に相違がある場

合の優先順位は、次の(1)から(6)の順番のとおりとし、これにより難い場合

は、1.1.13「疑義に対する協議等」による。 

(1) 質疑回答書（(2)から(6)までに対するもの） 

(2) 設計説明書（追加説明書含む） 

(3) 特記仕様書 

(4) 図面及び営繕工事等の数量書 

(5) 標準設計図（標準図含む） 

(6) 工事標準仕様書 

 

工事の施工に当たっては、関係法令等に基づき、工事の円滑な進行を図

る。また、その運用及び適用は、受注者等の負担と責任において行う。 

 

 

この工事標準仕様書の用語の意義は、次による。 

(1) 「監督員」とは、契約書に基づき発注者が当該工事請負契約の受注者に

通知した者を総称していう。 

(2) 「受注者等」とは、当該工事請負契約の受注者又は契約書に基づく現場

代理人をいう。 

(3) 「監督員の承諾」とは、受注者等が監督員に対し、書面で申し出た事項

について、監督員が書面をもって了解することをいう。 

(4) 「監督員の指示」とは、監督員が受注者等に対し、工事の施工上必要な

事項を書面によって示すことをいう。 

(5) 「監督員と協議」とは、協議事項について、監督員と受注者等とが結論

を得るために合議し、その結果を書面に残すことをいう。 

(6) 「監督員の検査」とは、施工の各段階で、受注者等が確認した施工状況

や機材の試験結果等について、受注者等から提出された品質管理記録に基

づき、監督員が設計図書との適否を判断することをいう。 

なお、品質管理記録とは、品質管理として実施した項目、方法等につい

て確認できる資料をいう。 

(7) 「監督員の確認」とは、施工の各段階における施工状況等について､監
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督員の立ち会い又は受注者等から提出された資料に基づき、監督員がその

事実を確認することをいう。 

(8) 「監督員の立会い」とは、必要な指示、承諾、協議、検査、確認及び調

整を行うため、監督員がその場に臨むことをいう。 

(9) 「監督員に報告」とは、受注者等が監督員に対し、工事の状況又は結果

について、書面をもって知らせることをいう。 

(10) 「監督員に提出」とは、受注者等が監督員に対し、工事に関わる書面又

はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

(11) 「基本品質」とは、工事目的物の引渡しに際し、施工の各段階における

完成状態が有している品質をいう。 

(12) 「品質計画」とは、設計図書で要求された品質を満たすために、受注者

等が工事において使用予定の機器、材料、仕上げの程度、性能、精度等の

目標、品質管理及び体制について具体的に示すことをいう。 

(13) 「品質管理」とは、品質計画における目標を施工段階で実現するために

行う管理の項目、方法等をいう。 

(14) 「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

(15) 「設計図書」とは、1.1.1「適用」の 3(1)から(6)までをいう。 

(16) 「特記」とは、1.1.1「適用」の 3(1)から(5)に指定された事項をいう。 

(17) 「書面」とは、発行年月日が記載され、署名又は記名押印（以下「押

印」という。）された文書をいう。 

また、関係規程等で署名又は押印を不要とした書類については、署名又

は押印が無い場合でも有効な書類として取り扱う。 

なお、緊急を要する場合は、Ｅメール等を使用することができるが、後

日有効な書面と差し替えるものとする。 

(18) 「工事関係図書」とは、実施工程表、施工計画書、施工図等、工事写真

その他これらに類する施工、試験等の報告及び記録に関する図書をいう。 

(19) 「施工図等」とは、施工図、現寸図、工作図、製作図その他これらに類

するもので、契約書に基づく工事の施工のための詳細図等をいう。 

(20) 「JIS」とは、「産業標準化法」（昭和 24 年法律第 185 号）に基づく日本

産業規格をいう。 

(21) 「JASS」とは、建築工事標準仕様書（日本建築学会）をいう。 

(22) 「JAS」とは、「日本農林規格等に関する法律」（昭和 25 年法律第 175

号）に基づく日本農林規格をいう。 

(23) 「規格証明書」とは、設計図書に定められた規格・基準等に適合するこ

との証明となるもので、当該規格・基準等の制度によって定められた者が

発行した資料をいう。 

(24) 「工事検査」とは、契約書に基づく工事の完成の確認、部分払の請求に

係る出来形部分等の確認及び部分引渡しの指定部分に係る工事の完成の確

認その他の検査で、発注者又は検査員が行うものをいう。 
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(25) 「検査員」とは、発注者が定めた者であって、契約書に基づく工事検査

を行うものをいう。 

(26) 「機材の品質・性能基準」とは、公共住宅事業者等連絡協議会が住宅部

品、設備機器等について公共住宅としての品質・性能等を判断するために

試験方法も含めて定めた基準（以下「品質・性能基準」という。）をい

う。 

(27) 「自治会等」とは、公社・都営・区営・水道局・教育庁住宅においては

自治会及び居住者、借上都民住宅等においては所有者及び居住者、分譲住

宅においては管理組合をいう。 

(28) 「概成工期」とは、工事目的物の使用を想定して総合試運転調整を行う

上で、契約に基づく関連工事及び設計図書に明示された他の発注者の発注

に係る各工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限をいう。 

(29) 「必要に応じて」とは、これに続く事項について、受注者等が施工上の

措置を判断すべき場合においては、あらかじめ監督員の承諾を受けて対処

すべきことをいう 

(30) 「原則として」とは、これに続く事項について、受注者等が遵守すべき

ことをいうが、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合又は「ただし書」の

ある場合は、他の手段によることができることをいう。 

 

1 契約書に基づき、発注者が定める当該工事の監督員は、次に掲げる者をい

う。 

(1) 総括監督員 

(2) 主任監督員 

(3) 担当監督員 

2 監督員の権限は、契約書に基づく次の事項である。 

(1) 工事の施工についての受注者等に対する指示、承諾又は協議 

(2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注

者等が作成した詳細図等の承諾 

(3) 設計図書に基づく工程の管理、立ち会い、工事の施工状況の確認又は工

事材料の試験若しくは検査 

3 監督員が行う受注者等に対する契約上の権限の行使又は義務の履行につい

ては、いずれの監督員も受注者等に対して行うことができる。 

4 受注者等が行う監督員に対する契約上の権利の行使又は義務の履行は、監

督員に対して書面により行う。 

5 監督員が 2に掲げる権限を受注者等に行使する場合は、書面でこれを行

う。ただし、安全を確保するためであって、かつ、時間的な余裕がない場合

など、緊急又はやむを得ない場合等は、口頭で指示等をすることができる。

口頭で行った指示等の内容は、後日、監督員と受注者等との双方で書面によ

り確認する。 
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工 事 の 下 請 負 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．8 

工 事 実 績 情 報 

の 登 録 

 

 

1 工事の着手、施工及び完成にあたり、関係法令等に基づく官公署その他の

関係機関への必要な届出手続等を遅延なく行う。 

2 1 に規定する届出手続き等を行うにあたり、届出内容について、あらかじ

め監督員に報告する。 

3 関係法令等に基づく官公署その他の関係機関の検査に必要な資機材、労務

等を提供し、これに要する費用を負担する。 

4 官公署等との届出手続等において、工事に係る条件の変更又はその可能性

が生じたときは、遅滞なくその旨を監督員に報告する。 

 

1 現場代理人は、工事現場の運営及び取り締まり並びに契約書に基づく職務

の執行に必要な知識と経験を有する者とする。 

2 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に定める、監理技術者、監理技術者

補佐及び主任技術者についての資格を証明する資料を監督員に提出する。た

だし、監理技術者が監理技術者資格証の実物を監督員に提示した場合には、

資料の提出は不要とする。 

3 監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者の交代については、契約書に

よる。 

4 監理技術者、監理技術者補佐及び主任技術者は腕章を着用し、監理技術者

にあっては監理技術者資格者証を携帯する。 

 

1 受注者は、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成

12 年法律第 127 号）第 14 条及び「建設業法」第 22 条の規定に反する一括下

請負、その他不適切な形態の下請負契約を締結してはならない。 

一括下請負の判断基準及び元請・下請それぞれが果たすべき役割は、「一

括下請負の禁止について」（平成 28 年 10 月 14 日付国土建第 275 号）によ

る。 

2 受注者は、下請負に付する場合には、次の要件を満たす下請負人を選定す

る。 

(1) 当該下請負工事の施工能力を有していること。 

(2) 公社の競争入札参加有資格者である場合は、指名停止期間中又は排除措

置中でないこと。 

3 2 により下請負人を選定した場合は、遅滞なくその旨を監督員に報告す

る。この報告は、別に定める書面に従い、工種別に行う。 

 

1 契約金額が 500 万円以上の工事は、工事実績情報システム（CORINS）に基

づく工事実績情報の登録を行う。登録にあたっては、登録内容についてあら

かじめ監督員の確認を受けた後、次に示す期間内に所定の登録機関へ登録手

続きを行う。ただし、期間には、「東京都の休日に関する条例」（平成元年東
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設 計 図 書 等 
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1．1．11 

施 工 体 制 等 に 

つ い て 

 

 

 

 

 

京都条例第 10 号）第１条第１項に規定する東京都の休日等は含まない。 

(1) 工事受注時    契約締結後 10 日以内 

(2) 登録内容の変更時 変更契約締結後 10 日以内 

(3) 工事完了時    工事完了後 10 日以内 

なお、変更登録は、次に示す事項に変更が生じた場合に行うものとする。 

(1) 当初の契約金額が 500 万円以上の工事において、工期、配置技術者等

（現場代理人及び主任技術者又は監理技術者（以下「監理技術者等」とい

う。）、請負金額に変更があった場合 

(2) 契約金額が当初 500 万円未満で、変更契約により 500 万円以上になった

場合 

(3) 契約金額が当初 500 万円以上で、変更契約により 500 万円未満になった

場合 

2 登録後は、直ちに登録されたことを証明する資料を監督員に提出する。 

なお、変更時と工事完成時の間が 10 日に満たない場合は、変更時の登録

されたことを証明する資料の提出を省略できるものとする。 

 

1 監督員に提出する工事請負契約関係の書面の書式、提出部数、取扱い等

は、別に定める「受注者等提出書類処理基準」等によるほか、事前に監督員

と協議による。 

2 標準仕様書において書面により行わなければならないこととされている

「監督員の承諾」、「監督員の指示」、「監督員と協議」、「監督員に報告」及び

「監督員に提出」については、電子メール等の情報通信の技術を利用する方

法を用いて行うことができる。 

 

1 設計図書及び設計図書において適用される必要な図書を工事現場に備え

る。 

2 設計図書及び工事関係図書を、工事の施工の目的以外で第三者に使用又は

閲覧させてはならない。また、その内容を漏えいしてはならない。ただし、

使用又は閲覧についてあらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、この限りで

はない。 

 

1 監理技術者等の配置 

(1) 監理技術者等の配置については、建設業法第 26 条（主任技術者及び監

理技術者の配置等）による。 

(2) 監理技術者等は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有する者でな

ければならない。 

(3) 監理技術者等の交代については、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退

職等真にやむを得ない場合に認めるものとする。ただし、次に掲げる理由

等の場合は、交代前後における監理技術者等の技術力が同等以上に確保さ



- 総6 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

れ、かつ、一定期間重複して工事現場に配置し、工事の継続性、品質確保

等に支障がないと認められるときに限り、変更を認めるものとする。 

ア 受注者の責めによらない理由により工事中止又は工事内容の大幅な変

更が発生し、工期が延長された場合 

イ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等

の工場製作を含む工事であって、工場から現地へ工事の現場が移行する

時点 

ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合 

(4) 監理技術者等は、工事を適正に施工するために、施行計画の作成、工程

管理その他の技術上の管理及び施工に従事する者の技術上の指導監督を行

わなければならない。 

(5) 建設業法第 26 条第 3項の規定により専任が求められる監理技術者等

は、次の期間については工事現場への専任を要しない。なお、この期間の

うち、(ｲ)に限って、発注者の承諾があれば、発注者が同一の他の工事

（元の工事の専任を要しない期間内に完了するものに限る。）の専任の監

理技術者等として従事することができる。 

ア 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設

置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間） 

当該期間については、請負契約の締結後、監督員と協議の上、書面に

おいて定める。 

イ 工事用地等の確保が未了であること、自然災害の発生又は埋蔵文化財

調査の実施等により、工事が全面的に一時中止している期間 

当該期間については、請負契約の締結後、監督員からの工事の全部中

止の通知により定める。 

ウ 橋りょう、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤など、電

機品等の工場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われてい

る期間 

当該期間については、請負契約の締結後、監督員と協議の上、書面に

おいて定める。 

なお、当該工場製作過程において、同一工場内で他の同種工事に係る

製作と一元的な管理体制の下で製作が可能である場合は、同一の監理技

術者等がこれらの製作を一括して管理することができる。  

エ 工事完了後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合

を除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間。 

(6) 監理技術者等が、技術研鑽のための研修、講習、試験等への参加、休暇

の取得、その他の合理的な理由で短期間工事現場を離れることについて

は、適切な施工ができる体制を確保するとともに、その体制について、元

請の監理技術者等の場合は監督員、下請の主任技術者の場合は元請又は上

位の下請の了解を得ていることを前提として、差し支えない。 
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1．1．12． 

関 連 工 事 等 の 調 整 

 

 

1．1．13 

疑 義 に 対 す る 

協 議 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 施工体制台帳の提出等 

工事を施工するために、下請負契約を締結した場合、「建設業法」（昭和

24 年法律第 100 号）及び「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律」（平成 12 年法律第 127 号）に基づき、次の(1)から(5)までに従わな

ければならない。 

(1) 「建設業法施行規則」（昭和 24 年建設省令第 14 号）及び「施工体制台

帳の作成等について（通知）」（令和３年３月２日国不建第 405 号）に従っ

て記載した施工体制台帳（下請負契約金額を記載した下請負契約書の写し

を含む。二次下請負以下も同様とする。）を作成し、工事現場に備えると

ともに、その写しを監督員に提出しなければならない。 

(2) 各下請負人の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、これを当

該工事現場の工事関係者及び公衆が見やすい場所に提示するとともに、作

成した施工体系図の写し及び掲示状況写真を、監督員に提出する。 

(3) 施工体制台帳及び施工体系図には、工事に従事するすべての下請負者を

漏れなく記載する。この場合、オペレーター付リース下請負契約等につい

ても記載するものとする。 

なお、特記仕様書に記載のある場合又は監督員の指示があった場合に

は、資材業者、警備業者、運搬業者についても記載する。 

(4) 監督員から工事現場の施工体制が、施工体制台帳及び施工体系図の記載

に合致していることの確認を求められたときは、速やかに応じる。 

(5) 施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに

監督員に提出しなければならない。 

 

契約書に基づく関連工事及び設計図書に明示された他の発注者の発注に係

る工事（以下「関連工事等」という。）について、監督員の調整に協力し、当

該工事関係者とともに、工事全体の円滑な施工に努める。 

 

1 次の(1)から(2)までの場合において、監督員と協議する。 

(1) 設計図書に定められた内容に疑義が生じた場合 

(2) 現場の納まり、取合い等の関係で設計図書によることが困難若しくは不

都合が生じた場合 

(3) 設計図書に記載されていない見え隠れ部分に不具合が認められた場合 

2 1 の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、契

約書の規定及び「工事請負契約設計変更ガイドライン」による。 

3 1 の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更に至らない事項について

は、記録を整備する。 
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1．1．14 

工 事 の 一 時 中 止 

に 係 る 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．15 

工 事 の 変 更 に 

係 る 資 料 の 提 出 

 

1．1．16 

特 許 権 等 

 

 

 

 

1 次の(1)から(6)までのいずれかに該当し、工事の一時中止が必要となった

場合は、直ちにその状況を監督員に報告する。 

(1) 埋蔵文化財調査の遅延又は埋蔵文化財が新たに発見された場合 

(2) 関連工事等の進捗が遅れた場合 

(3) 工事の着手後、周辺環境問題等が発生した場合 

(4) 第三者又は工事関係者の安全を確保する場合 

(5) 暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ

の他の自然的又は人為的な事象で、受注者の責めに帰することができない

事由により、工事目的物等に損害を生じた場合又は工事現場の状態が変動

した場合 

(6) (1)から(5)までのほか、特に必要がある場合 

2 発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は監督員の指示に従わない場合

等、監督員が必要と認めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工

事の全部又は一部の施工について、一時中止をさせることができる。 

3 契約書に基づき工事を一時中止する場合は、中止期間中における工事現場

の維持・管理に関する基本計画書（以下「基本計画書」という。）を発注者

に提出し、承諾を受けるものとする。 

なお、基本計画書には、「工事請負契約設計変更ガイドライン」によるほ

か、以下の事項を記載すること。ただし、一部一時中止等で、工事現場の維

持・管理体制が保たれている場合は、内容を省略することができる。 

(1) 中止時点における工事の出来形、職員の体制、労務者数、搬入材料、建

設機械器具等の確認に関すること 

(2) 中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること及び工事現場の維

持・管理に関する基本的事項 

(3) 中止した工事現場の管理責任は受注者に属するものとし、この旨を明記

すること 

4 工事の施工を一時中止する場合は、工事の続行に備え工事現場を保全する

こと 

 

契約書に基づく工期の変更についての発注者との協議に当たり、協議の対

象となる事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他

の協議に必要な資料をあらかじめ監督員に提出する 

 

1 特許権等を使用する場合、設計図書に特許権等の対象である旨の明示が無

く、その使用に関して発注者に求める場合、権利を有する第三者と使用条件

の交渉を行う前に、監督員と協議を行う。 

2 業務の遂行により発明又は考案したときは、書面により監督員に報告する

とともに、これを保全するために必要な措置を講ずる。 

また、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議する。 
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1．1．17 

埋 蔵 文 化 財 

そ の 他 の 物 件 

 

 

 

1．1．18 

保 険 の 加 入 及 び 

事 故 の 補 償 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．19 

関 係 者 へ の 

広 報 等 

 

 

 

3 発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（昭和 45 年法律第 48

号）第 2 条第 1 項第 1 号に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物

の著作権は発注者に帰属する。 

なお、前項の規定により、出頭及び権利等が発注者に帰属する著作物につ

いて、発注者は、これを自由に加除又は編集して利用することができる。 

 

工事の施工にあたり、埋蔵文化財その他の物件を発見した場合は、直ちに

その状況を監督員に報告し、その後の措置については、監督員の指示によ

る。 

なお、工事に関連した埋蔵文化財その他の物件の発見に係る権利は、発注

者に帰属する。 

 

1 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）、労働者災害補償保険法（昭和 22

年法律第 50 号）、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）、「厚生年金保険法」

（昭和 29 年法律第 115 号）、及び中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第

160 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者と

するこれらの保険に加入する。 

2 契約後、速やかに「労災保険加入証明書」を、東京労働局又は所轄労働基

準監督署へ提出し、確認を受けた後、発注者へ提出する。 

3 雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対し

て責任をもって適正な補償を行う。 

4 建設業退職金共済制度の適用及び運用は、受注者の負担と責任において行

う。 

5 建設業退職金共済制度に加入し、かつ、契約金額が 2,000 万円以上の工事

については、その掛金収納書(発注者用)を工事請負契約締結後、原則 1ヶ月

以内（電子申請方式による場合は、原則 40 日以内）に、発注者に提出す

る。 

6 「労災保険関係成立票」及び「建設業退職金共済制度適用事業主工事現

場」の標識を、工事関係者及び公衆が見やすい場所に掲示する。 

7 発注者から、共済証紙の受払状況を把握するための請求があった場合は、

速やかに共済証紙の受払簿（電子申請方式による場合は、掛金充当書(工事

別)）その他関係資料を提出する。 

 

1 工事の施工に当たり、地域住民その他の関係者との間に紛争が生じないよ

うに努めるとともに、広報等が必要な場合は速やかにこれを行う。 

2 工事に関して、地域住民その他の関係者から説明を求められたり、苦情が

あった場合は、誠意をもって直ちに対応するとともに、その解決にあたる。 

3 工事の施工上必要な地域住民その他の関係者との交渉は、受注者の責任に

おいて行うものとし、あらかじめその概要を監督員に報告する。 
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1．1．20 

居 住 者 へ の 対 応 

（ 営 繕 工 事 等 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．21 

完 成 後 の 維 持 管 理 

及び契約不適合補修 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．22 

契 約 不 適 合 補 修 

（ 営 繕 工 事 等 ） 

 

1．1．23 

守 秘 義 務 

 

4 前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう、文書で確認する

等、明確にしておくとともに、その経過を遅滞なく監督員に報告する。 

 

着工に先立ち、監督員と協議の上、工事内容・工事期間・注意事項・施工

者名・現場代理人・連絡先・工事概要等を施工敷地内の要所に掲示する。 

また、必要に応じ居住者へ工事の説明を行う。 

(1) 工事に際し、居住者の生活に支障が生じないよう、最大限の注意を払う

と共に、工事工程も居住者の生活を考慮する。 

(2) 専用部分の工事の際は、居住者と連絡をとり、確認のうえ工事にあた

る。 

(3) 工事施工範囲に居住者の財産物等があり、工事作業に支障をきたす場合

は、その所有者に連絡のうえ、作業を行うものとする。 

なお、特記なき限り居住者所有の財産物等の移動は、その所有者の負担

により行う。 

(4) 工事中、団地自治会、居住者から要望、質問及び依頼等を受けた場合

は、苦情等がないように十分注意して対応し、速やかに監督員に報告し、

指示を仰ぐ。 

(5) 工事に必要な電力・用水を団地共用設備から使用する場合は、事前に自

治会等に連絡し、了承を求める。なお、使用料は受注者の負担とする。 

(6) 工事関係者及び作業員は、受注者名を明記した腕章・バッジ等を着用

し、作業を行うものとする。 

 

1 契約書で規定する、工事目的物の引渡し完了後（二段工期にあっては、工

事目的物全部の引渡し完了後）4 ヶ月以内で入居日までは、完成物件に関す

る火災予防、盗難予防、室内の換気、カビの発生予防及び日焼け予防等の維

持管理を行う。  

2 契約書で規定する契約不適合責任期間の満了前に、契約不適合点検の請求

を受けたときは、公社の指定する期日までにこれを実施し、必要に応じて補

修を行い、その結果を報告する。 

3 入居指定日から 1ヶ月間は、必要な人員を現場に常駐させ、入居者からの

補修依頼等に対応する。 

 

契約書で規定する契約不適合責任期間の満了前に、契約不適合点検の請求

を受けたときは、公社の指定する期日までにこれを実施し、必要に応じて補

修を行い、その結果を報告する。 

 

受注者は、工事に関して知り得た情報及び秘密を第三者に漏らしてはなら

ない。このことは、契約の解除及び工事期間満了後においても同様とする。 
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1．1．24 

部 分 使 用 

 

 

1．1．25 

ユ ニ バ ー サ ル 

デ ザ イ ン 

 

1．1．26 

不 当 介 入 に 

対 す る 通 報 報 告 

 

 

1．1．27 

工 事 履 行 の 

適 正 化 

 

 

 

 

 

 

1．1．28 

各 種 点 検 、 調 査 、 

見 学 会 等 へ の 協 力 

 

 

 

 

 

1．1．29 

個 人 情 報 の 保 護 

 

 

 

 

 

 

 

発注者から契約書の規定により建築物等の部分使用の承諾を求められた場

合は、当該部分について発注者に出来形その他の検査又は確認を請求するこ

とができる。 

 

工事の施工にあたっては、「都立建築物のユニバーサルデザイン導入ガイド

ライン」の主旨を踏まえ、ユニバーサルデザインの考え方を反映する。 

 

 

工事の施工にあたり、暴力団等から不当介入を受けた場合（下請負人が暴

力団等から不当介入を受けた場合を含む。）は、「東京都住宅供給公社暴力団

等排除措置要綱」（平成 24 年 1月 1 日）により、監督員への報告及び警視庁

管轄警察署への通報、ならびに捜査上必要な協力をする。 

 

1 受注者は、工事の履行を、主任技術者、建設業法（昭和 24 年法律第 100

号）第 26 条第 3項ただし書により監理技術者の職務を補佐する者(以下「監

理技術者補佐」という。)又は監理技術者（以下「監理技術者等」という。）

及び現場代理人に一任することなく、誠意と責任をもって工事を遂行しなけ

ればならない。 

2 受注者は、この工事の指名業者を下請負（二次下請負以下も含む。以下同

様）として使用してはならない。ただし、工事請負業者選定要綱により任意

に指定された者で、かつ、入札を辞退した者はこの限りではない。 

 

1 監督員以外の職員が、施工体制、現場管理、施工管理等の適正化を図るた

めに各種点検、調査等を行う場合は、受注者はこれに立ち会い、協力しなけ

ればならない。  

2 上記１の各種点検、調査等の結果に基づき、監督員から改善措置等の指示

があった場合、受注者は、速やかにその指示に従わなければならない。  

3 監督員が現場見学会等を開催する場合は、受注者は、これに協力しなけれ

ばならない。 

 

1 発注者が貸与する資料に記載された個人情報及び業務に関して知り得た個

人情報は、全て発注者が保有する個人情報であり、発注者の許可なく複写、

複製し、又は第三者へ提供してはならない。また、契約が終了し、又は解除

されたときも同様とする。 

2 発注者から提供を受け、又は受注者が収集し若しくは作成した個人情報が

記載された資料等（電子媒体に記録されたものを含む。）について、受注者

は、契約の終了後直ちに発注者に返還し、又は引き渡さなければならない。 

3 受注者は、前述１及び２に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがある

ことを知り得たときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従わなけ
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1．1．30 

住 宅 瑕 疵 担 保 

履 行 法 に 基 づ く 

資 力 確 保 の 措 置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．31 

法 人 等 名 称 の 略 語 

 

 

 

ればならない。 

4 工事を施工するにあたり、個人情報の取り扱いは、次により適正に行わな

ければならない。 

(1) 取り扱う個人情報については、漏洩、滅失及び毀損の防止、その他の個

人情報の適正な管理のために、必要な措置を講じることとし、個人情報に

該当するデータは、事務所等で施錠できる場所（ロッカー等）で保管す

る。なお、車両内（施錠した場合も含む。）での保管は厳禁とする。 

(2) 受注者は、工事の施工にあたり、個人情報を収集するときは、工事を行

うために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集することとし、

工事アンケートや工事完了確認等の方法は、発注者と協議のうえ、所定の

書式により作成する。 

(3) 工事に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。また、契約

終了時、又は解除された時も同様とする。 

(4) 発注者は、個人情報の取り扱い状況について、受注者の事務所等におい

て前述の事項が履行されているか、適宜確認を行う。その際、受注者は、

発注者に協力しなければならない。 

 

1 建設工事の受注者は、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律（平成 19 年法律第 66 号）（住宅瑕疵担保履行法）」に基づき、当該建物

（別棟の付属施設及び住棟施設の非住棟施設を除く。）全てに係る瑕疵担保

責任の履行のために、保険への加入又は保証金の供託のいずれかの方法によ

り、資力確保の措置を講ずることとする。 

2 受注者が保険の加入を選択した場合 

(1) 国土交通大臣が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人と、保険契約を契約

する。 

(2) 保険契約締結に先立ち、住宅瑕疵担保責任保険法人が設計施工基準に基

づいて現場検査を行うため、着工までに保険の申込みをする。 

(3) 保険契約の申込みを行った場合には申込書の写しを、保険契約締結後に

は契約書の写し及び保険料の納入書等の写しを、発注者に提出する。 

3 受注者が保証金の供託を選択した場合 

(1) 保証金の供託を行う。 

(2) 着工までに、供託する予定の供託所を記載した書面を、発注者に提出す

る。 

 

工事標準仕様書で使用する法人等名称は、次表のとおり漢字略語を使用す

る。 
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1．1．33 
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法人等略語名称表 

法人等名称 漢字略語 

財団法人 （財） 

一般財団法人 （一財） 

公益財団法人 （公財） 

社団法人 （社） 

一般社団法人 （一社） 

公益社団法人 （公社） 

 

1 工事の施工に当たっては、「公共事業への日雇労働者吸収要綱」(昭和 51

年 7月 23 日付 51 労職労第 221 号)により日雇労働者の雇用に努める。 

2 同要綱を適用した工事の工事完了届には、公共事業遵守証明書を添付す

る。ただし、公共事業施行通知書により雇用予定者数がないと認定された事

業は、公共職業安定所又は（公財）城北労働・福祉センターの収受印が押印

されている公共事業施行通知書の写しをもって、公共事業遵守証明書の代わ

りに添付する。 

3 無技能者を必要とする場合は、公共職業安定所又は（公財）城北労働・福

祉センターの紹介する日雇労働者を雇用する。ただし、手持ち労働者数を差

し引いた人員とする。 

 

電力会社との契約が必要な設備の新設、撤去、改修等が生じた場合には、

以下のとおり必要な手続きを行う。 

※対象設備：集会室、共用灯、屋外灯、駐車場灯、自転車置場灯、昇降機、

ポンプ室、増圧ポンプ、機械式駐車場など 

1 新設は新規契約、撤去は契約解除、改修は契約変更する。 

2 現行の契約内容（種別、容量、契約名義）を監督員、自治会等に確認す

る。 

3 現行の契約内容を変更（増設・減設等）する場合、監督員と協議の上、電

力会社との契約変更手続きを行う。自治会名義の契約を変更する場合は、変

更内容を自治会に説明する。 

4 契約名義は次が基本であるが、手続き時には監督員が確認する。 

(1) 都営住宅の集会室、共用灯、屋外灯、自転車置場灯、昇降機、ポンプ

室、増圧ポンプなど（自治会） 

(2) 都営住宅の機械式駐車場、駐車場灯（公社） 

(3) 公社住宅（公社） 

(4) 区市住宅（各行政による） 

※上記とは異なる契約名義で管理している住宅があるので、必ず監督員に確

認する。 

5 契約内容を監督員に報告する。 

6 竣工図書等に、電力会社への申込書（写）を添付する。 
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２節 工事関係図書 

 

1 工事の着手に先立ち、実施工程表を作成し、監督員の承諾を受ける。 

2 実施工程表の作成に当たり、関連工事等の関係者と調整の上、十分検討す

る。 

3 契約書に基づく条件変更等により、実施工程表を変更する必要が生じた場

合は、施工等に支障がないよう実施工程表を直ちに変更し、当該部分の施工

に先立ち監督員の承諾を受ける。 

4 3 によるほか、実施工程表の内容を変更する必要が生じた場合は、監督員

に報告するとともに、施工等に支障がないように適切な措置を講ずる。 

5 監督員の指示を受けた場合は、実施工程表の補足として、週間工程表、月

間工程表及び工種別工程表等を作成し、監督員に提出する。 

6 概成工期が特記された場合は、実施工程表にこれを明記する。 

 

1 工事の着工に先立ち、原則として次の事項について施工計画書（総合施行

計画書）を作成し、監督員に提出する。ただし、軽微なものは、監督員と協

議の上その一部を省略することができる。 

(1) 全体施工計画書及び実施工程表 

(2) 工事種別毎の施工計画 

(3) 工程計画（実施工程表、作業数量、日数等） 

(4) 仮設計画（仮設建物、山留め、足場、桟橋、材料置場、工事用機械、仮

設電力設備、仮設給排水設備、仮囲い等の設置位置・撤去時期等） 

(5) 停電作業、停波作業、断水作業、仮設排水(位置、構造、排水の処理方

法)等の計画 

(6) 既存物の処理計画（建物及び構築物の保護、移設、撤去時期、方法、位

置等） 

(7) 既存樹木の保護計画（施工中に損傷のおそれがある既存樹木の保護に関

する計画、方法等） 

(8) 防災計画、交通管理計画、安全管理計画、安全及び訓練等の実施計画 

(9) その他（緊急時の体制、現場作業環境の整備等） 

2 1 の(2)の施工計画は、原則として次の事項を具体的に記載し、監督員に提

出する。 

ただし、軽易なものは、監督員と協議のうえ、その一部を省略することが

できる。また、着工に先立ち提出することが困難な場合は、品質計画･一工

程の施工の確認を行う段階までに、監督員と協議のうえ、監督員の指示する

時期までに提出する。 

(1) 当該工事の概要（工事範囲を含む。） 

(2) 現場組織（管理体制を含む。） 
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(3) 品質計画（主要材料、仕上げ、性能･精度等の目標値等） 

(4) 施工方法（工法の概要、施工要領等） 

(5) 品質管理（管理項目、管理方法、管理値等） 

(6) 検査計画（検査項目、検査方法、体制等） 

(7) 養生計画（搬入、保管、取り付け等） 

(8) その他（解体・発生材処理、関連工事との取り合い等） 

3 施工計画書の内容を変更する必要が生じた場合には、あらかじめ変更内容

を監督員に報告するとともに、施工等に支障がないよう適切な措置を講ずる

とともに、変更に関する事項について変更計画書を監督員に提出する。 

4 2 の施工計画書の範囲には、仮設は含まないものとする。ただし､特記され

た仮設はこの限りでない。 

5 品質計画、施工の具体的な計画並びに一工程の施工の確認内容及びその確

認を行う段階を定めた施工計画書（工種別施工計画書）を、工事の施工に先

立ち作成し、監督員に提出する。ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた

場合は、この限りでない。 

6 1 及び 5の施工計画書のうち、品質計画に係る部分については、監督員の

承諾を受ける。また、品質計画に係る部分について変更が生じる場合は、監

督員の承諾を受ける。 

 

1 施工図等を当該施工に先立ち作成し、監督員の承諾を受ける。ただし、軽

易な工事については、監督員の承諾を受け、作成を省略することができる。 

2 施工図等の作成に当たり、関連工事等との納まり等について、当該工事関

係者と調整の上、十分検討する。 

3 施工図等の内容を変更する必要が生じた場合は、監督員に報告するととも

に、施工等に支障がないように適切な措置を講ずる。 

 

1 契約書に基づく履行報告については、工事の全般的な経過を記載した工事

報告書を作成する。 

2 監督員が指示した事項及び監督員と協議した結果について、記録を整備す

る。 

3 工事の施工に当たり、試験を行った場合は、直ちに記録を作成する。 

4 次の(1)から(4)のいずれかに該当する場合は、施工の記録、工事記録写

真、見本、試験の記録等の資料を整備する。 

(1) 設計図書に定められた施工の確認を行った場合 

(2) 工事の施工による隠蔽状態となるなど、後日の目視による検査が不可能

又は容易でない部分の施工を行う場合 

(3) 施工の各段階が完了した場合 

(4) 監督員が必要であると認め、指示した場合 

5 4 の資料のうち、工事記録写真を次により撮影し、編集の上、監督員に提
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出する。なお、工事記録写真撮影計画書等を作成する場合は、特記による。 

(1) 各施工段階における状況が、明瞭に判断できるよう撮影する。 

(2) 後日の目視による検査が不可能又は容易でない部分は、特に注意し撮影

をする。 

(3) 写真は、撮影の都度整理し、監督員が随時閲覧できるよう編集する。 

(4) 写真は、写真帳に編集して、提出する。 

(5) 工事記録写真の撮影等は、監督員の指示により、別に定める「工事記録

写真撮影要領」等による。 

6 3 及び 4の記録等について、監督員から請求されたときは、提示又は提出

する。 

7 受注者は、提出する写真の全ての著作権（「著作権法」（昭和 45 年法律第

48 号）第 27 条及び第 28 号の権利を含む。）を発注者に譲渡する。また、発

注者の行為について人格権を行使しない。 

8 デジタル工事写真の小黒板情報電子化（被写体画像の撮影と同時に工事写

真へ小黒板の記載情報を電子的に記入するもの。以下「電子黒板」とい

う。）については、次による。 

受注者が電子黒板の導入を希望する場合、その旨を監督員と協議し、承諾

を得た上で、電子黒板対象案件とすることができる。 

なお、申請時には電子黒板の導入に必要な機器及びソフトウェア等（以下

「使用機器」という。）に関する資料を添付する。 

(1) 対象機器の導入 

受注者は、使用機器について、写真撮影要領等で示す小黒板記載事項の

電子的記入ができ、かつ、信憑性確認機能（改ざん検知機能）を有するも

のを使用する。信憑性確認機能（改ざん検知機能）については、「電子政

府における調達のために参照すべき暗号のリスト（CRYPTREC 暗号リス

ト）」に記載されている技術を使用することとする。 

受注者は、監督員に対し、工事着手前に、本案件での使用機器について

報告すること。 

受注者は、使用機器の事例について、「デジタル工事写真の小黒板情報

電子化対応ソフトウェア」を参照すること。ただし、当該ソフトウェア以

外のものから使用機器を選定することを妨げない。また、高温多湿又は粉

じん等の現場条件の環境により、対象機器の使用が困難な工種において

は、必ずしも使用機器を利用しなくてもよいものとする。 

(2) 電子黒板写真の信憑性確認 

納品時に受注者は一般財団法人日本建設情報総合センター（JACIC）が

提供しているチェックシステム（デジタル工事写真信憑性チェックツー

ル）等を用いて、電子黒板写真の信憑性確認を行い、その結果を書面で監

督員に提出するものとする。 

 



- 総17 - 
 

1．2．6 

色 、 柄 等 の 

見 本 の 提 出 

 

 

 

 

1．3．1 

施 工 管 理 

 

 

 

 

 

1．3．2 
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1．3．3 

施 工 管 理 

技 術 者 等 

 

1．3．4 

工 事 用 電 力 設 備 

の 保 安 責 任 者 

 

1．3．5 

電 気 保 安 技 術 者 

 

 

 

 

 

 

 

1 各種材料の色、柄等は、監督員の指示による。 

2 当該工事の施工に先立ち、設計図書に定められた材料、仕上げの程度、色

合い等を示す見本を監督員に提出し、確認を受ける。 

 

 

３節 工事現場管理 

 

1 設計図書に適合する工事目的を完成させるために、施工管理体制を確立

し、品質、工程、安全等の施工管理を適切に行う。 

2 工事の施工に携わる下請負人に、工事関係図書及び監督員から指示の内容

を周知徹底する。 

3 工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、

品質及び出来形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理を行う。 

 

1 現場代理人及び主任技術者（監理技術者）は、常に計画工程表と実施工程

とを照合し、工事の進捗に留意するほか、建築基準法、労働安全衛生法その

他関係法令に従って、工事現場を良好に管理する。 

2 各種仮設設備は、関係法令に従い安全上、衛生上支障のないように設置す

る。 

3 工事現場は、常に整理整頓を励行し、危険箇所等の点検を行う等、事故の

防止に努める。 

 

1 施工管理技術者は、工事に相応した能力を有する者とし、工事の施工、製

作等に係る指導及び品質管理を行う。 

2 施工管理技術者の資格等の能力を証明する資料を、監督員に提出する。 

 

1 工事用電力設備の保安責任者を定め、監督員に報告する。 

2 保安責任者は、関係法令に基づき、適切な保安業務を行う。 

 

 

1 電気工作物に係る工事においては、電気保安技術者をおくものとする。 

2 電気保安技術者は次による者とし、必要な資格又は同等の知識及び経験を

証明する資料を提出し、監督員の承諾を受ける。 

(1) 事業用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は、その電気工作物の工

事に必要な電気主任技術者の資格を有する者又はこれと同等の知識及び経

験を有する者とする。 

(2) 一般用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は、第一種電気工事士又

は第二種電気工事士の資格を有する者とする。 

3 電気保安技術者は、監督員の指示に従い、電気工作物の保安業務を行う。 
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1 施工日及び施工時間は、次による。 

(1) 「東京都の休日に関する条例」第 1 条第 1 項に規程にする東京都の休日

は、施工しない。ただし、設計図書に定めのある場合又はあらかじめ監督

員の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

(2) 設計図書に施工日又は施工時間等が定められ、これを変更する必要があ

る場合は、あらかじめ監督員の承諾を受ける。 

(3) 設計図書に施工時間等が定められていない場合で、夜間に施工する場合

は、あらかじめその理由を付した書面を監督員に提出し、承諾を得る。 

2 施工順序 

施工順序に制約がある場合は、特記による。 

3 工事車両の駐車場及び資材の置き場所は、特記による。 

4 1 から 3まで以外の施工条件は、特記による。 

 

1 「建築基準法」（昭和 25 年法律第 201 号）、「労働安全衛生法」（昭和 47 年

法律第 57 号）、その他関係法令等に基づくほか、「建設工事公衆災害防止対

策要綱 建築工事編」（国土交通省告示第 496 号 令和元年 9月 2日）及び

「建築工事安全施工技術指針」（平成 7 年 5月 25 日付建設省営監第 13 号）、

「土木工事安全施工技術指針」（国官技第 317 号平成 21 年 3月 31 日）及び

「建設機械施工安全技術指針」（国官技発平成 17 年 3月 31 日）を踏まえ、

常に工事の安全に留意し、施工に伴う災害及び事故の防止に努める。 

2 工事現場の安全衛生に関する管理は、現場代理人が責任者となり、労働安

全衛生法その他関係法令等に従って行う。ただし、別に責任者が定められた

場合は、これに協力する。 

3 同一場所にて関連工事等が行われる場合で、監督員により労働安全衛生法

に基づく指名を受けたときには、同法に基づく必要な措置を講じる。 

なお、同法第 30 条第 2項による指名の有無は特記による。 

4 気象予報、警報等について、常に注意を払い、災害の予防に努める。 

5 工事の施工に当たり、工事箇所並びにその周辺にある地上及び地下の既設

構造物、既設配管等に対して、支障をきたさないよう、施工方法等を定め

る。ただし、これにより難い場合は、監督員と協議する。 

6 火気を使用する場合又は作業で火花等が発生する場合、火気等の取扱いに

十分注意するとともに、適切な消火設備、防炎シート等を設けるなど、火災

の防止措置を講ずる。 

なお、営繕工事等では、建物内火気の使用は原則として禁止する。やむを

得ず火気を使用する場合は次によることとし、取り扱いには十分注意する。 

(1) 使用する火気に適した種類及び容量の消火器等を設置する。 

(2) 火気の使用箇所付近に可燃性のもの及び危険性のあるものを置かない。 

(3) 火気の作業箇所付近は、防炎シート等による養生及び火花の飛散防止措
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置を講ずる。 

(4) 作業終了後十分に点検を行い、異常のないことを確認する。 

7 工事現場からの落下物によって、工事現場の内外に危害を及ぼすおそれの

ある場合には、関係法令に従って防護金網、防護柵等を設け、落下物による

危険の予防処置をする。 

8 現場内の仮設道路及び周辺の搬入路は、監督員及び道路管理者の指示に従

い、常に良好な維持管理（路面の保持、清掃及び道路付帯の排水施設の清掃

等の実施をいう。）及び復旧を行うとともに、工事用運搬路として道路を使

用するときは、特に第三者に損害を与えないように注意する｡ 

9 仮設排水路は、敷地内外に害を及ぼさないよう、常に良好な維持管理を行

う。 

10 通行者の安全確保について、次のとおり行う。 

(1) 団地内道路、公園等で工事を行う場合は、特に子供の歩行又は夜間の歩

行等に支障のないように仮囲い、点滅灯等の処置を施す。 

(2) 工事作業範囲、資材置場等をバリケード等適切な資材で明確に区画し

（原則、トラロープの使用は不可。）、夜間の視認性を十分に確保する。 

(3) 仮設通路は段差が生じないよう、かつ、滑らないよう必要な措置を施

す。 

(4) 建設機械の出入、作業等に近接する場所は、保安要員等を配置する。 

11 工事用車両等の団地内走行及び材料の積み下ろし、また、アプローチ道

路、 公園近辺など、子供の飛び出しが予想される場所での走行について

は、十分注意する。 

12 住戸内の工事に伴う材料の荷揚げ、廃材の搬出は、バルコニー及び階段室

の手摺越しに行ってはならない。やむを得ず行う場合は、監督員と協議す

る。 

13 足場設置期間中は、子供等が侵入しないよう足場に防護網、施錠等の措置

を講ずる。 

14 工事の作業時間については、居住者の生活に大きな支障を及ぼす時間帯は

極力避ける。 

15 給排気筒等ガス燃焼機器類の取扱いは次によるものとし、ガス器具の不完

全燃焼防止の対策を講じる。 

(1) 給排気筒、給排気口及び給湯器本体等ガス燃焼機器類は、養生等で塞い

ではならない。 

(2) 作業中に給排気筒に付いた汚れは速やかに除去する。 

16 工事現場は、常に整理整頓するとともに、危険な箇所は点検するなど、事

故の防止に努める。 

17 施工に当たり、暗きょ内、ピット内、トレンチ内、シャフト内、排水槽内

等で酸素欠乏、湿気、臭気、有毒ガス、粉じん、煙等が滞留又は発生する恐

れのある場合は、酸素濃度等の確認を行い、作業者に工事作業の手順及び安
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1．3．9 

アスベストに関する 

関 係 法 令 の 遵 守 

全措置についての指示を行うとともに、十分な換気等の措置を講ずる。 

なお、作業時は、必ず複数の作業員で行い、監視人を配置して安全確保に

努める。 

 

1 「建築基準法」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成

12 年法律第 104 号。以下「建設リサイクル法」という。）、「環境基本法」（平

成 5年法律第 91 号）、「騒音規制法」（昭和 43 年第 98 号）、「振動規制法」

（昭和 51 年法律第 64 号）、「大気汚染防止法」（昭和 43 年法律第 97 号）、

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号）、「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）、「土

壌汚染対策法」（平成 14 年法律第 53 号）、「資源の有効な利用の促進に関す

る法律」（平成 3年法律第 48 号。以下「資源有効利用促進法」という。）、

「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（平成 12 年東京都条例第

215 号）その他関係法令等に基づくほか、「建設副産物適正処理推進要綱」

(平成 5年１月 12 日付建設省経建発第３号)」を踏まえ、工事の施工の各段

階において、騒音、振動、粉塵、臭気、大気汚染、水質汚濁等の影響が生じ

ないよう、周辺の環境保全に努める。 

2 仕上げ塗材、塗料、シーリング材、接着剤、その他の化学製品の取り扱い

に当たり、当該製品の製造者が作成した JIS Z 7253(ＧＨＳに基づく化学品

の危険有害性情報の伝達方法－ラベル、作業場内の表示及び安全データシー

ト(ＳＤＳ))による安全データシート(ＳＤＳ)を常備し、記載内容の周知徹

底を図るため、ラベル等により、取り扱う化学品の情報を作業場内に表示

し、作業者の健康、安全の確保及び環境保全に努める。 

3 雨天の場合等、やむを得ない場合を除き、住戸内部施工中は極力サッシ等

を開放し、通風・換気を行う。また、物入れ、キッチンキャビネット及び押

し入れ等閉塞箇所の扉等もできるだけ開放し、通風・換気を行う。 

4 接着剤又は塗料を用いて施工する場合、関係法令を遵守し、その使用方

法、塗布量、乾燥期間及び施工中における窓開放等換気に関する事項を、施

工計画書に明記するとともに、作業者に対しても指導を行う。 

5 内装仕上げを行った室内は常に換気に注意し、仕上げ材料等から初期に放

散されるホルムアルデヒド、その他の揮発性物質を室内に滞留させないよう

にする。 

6 自動車等を運転する者に対して、荷待ち等で駐停車する時は、エンジンを

停止（アイドリングストップ）するように指導する。 

7 工事期間中は、作業環境の改善、工事現場の美化等に努める。 

 

アスベストを重量で 0.1％を超えて含有する建材（アスベスト含有吹付け

材、アスベスト含有保温材等（アスベストを含有する保温材、耐火被覆材及

び断熱材）、アスベスト含有成形板等及びアスベスト含有仕上塗材）を使用す
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1．3．11 
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1．3．12 

地 下 埋 設 物 等 

 

 

 

る建築物等の除却工事又は改修工事等を施工する場合は、「労働安全衛生法」

「石綿障害予防規則」「大気汚染防止法」「都民の健康と安全を確保する環境

に関する条例」「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「建築基準法」等のア

スベストに関する関係法令を遵守すること。 

なお、適用範囲・施工手順等の具体的内容については、「工事標準仕様書

（アスベスト編）第 39 章石綿処理」による。 

 

1 災害及び事故が発生した場合は、直ちに事故状況の確認を行い、速やかに

監督員に報告する。また、次の事項を遵守する。 

(1) 人命の安全確保を優先するとともに、二次災害の防止に努める。 

(2) 緊急体制による対応を行い、原因、経緯、損害の内容等について監督員

に報告し、事故報告書にまとめて提出する。 

(3) 第三者に損害を及ぼした場合は、一次的に受注者が窓口になり、早期か

つ適切な解決を図る。 

2 監督員は、工事の施工に伴い第三者への損害が生じた場合には、受注者が

善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか否かの判断

をするための資料の提示を、受注者に対して求めることができる。 

3 豪雨、出水、その他天災に対しては、天気予報及び警報等に常に注意を払

い、災害の予防に努めると同時に、常にこれに対処できる防災体制を整え

る。なお、地震により中断した工事の再開は、監督員の指示による。 

4 降雨、強風等の被害を最小限にとどめるよう、その日の現場作業を完成さ

せ、現場状況により必要な場合には、仮排水溝を設ける。 

 

1 工事の施工中において、境界標、測量点等は、次により良好な維持管理を

行う。 

(1) 監督員の指示がない限り、移設、除去又は埋設してはならない。 

(2) 工事の施工中に損傷、紛失のおそれがないように、境界標等の周囲を保

護する。 

2 万一、損傷、紛失又は移動した場合は、遅滞なく監督員に報告し、別に定

める「公共測量作業規定」（国土交通省）及び「測量調査委託標準仕様書」

に準じて、監督員、近接地主、関係者と立会いのうえ原状復旧を行う。 

3 境界標天端が、地盤又は構造物と差異が生じる場合には、監督員に報告す

る。 

 

1 施工に際して、地下埋設物等に保全等対策が必要と予想される場合は、あ

らかじめ、給排水管、ガス管及びケーブル等の管理者と現場立ち会いの上、

打ち合せを行い、事故発生の防止に努める。 

2 前述の保全対策について、打ち合せを行ったときは、打ち合せ事項を記録

し、写しを監督員に提出する。 
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1．3．13 

既 存 樹 木 等 の 保 護 

 

1．3．14 

建 設 副 産 物 の 処 理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 地下埋設物又は架線等に移設の必要が生じたときは、調査資料、移設計画

図等を添えて監督員と協議する。 

4 監督員の指示により、必要に応じて関係機関立会いのもと、試掘調査を行

う。 

5 営繕工事等において、地中埋設物・躯体埋込み配管等が予想される箇所を

掘削・搾孔する場合は、次に注意して施工する。 

(1) 施工前に、地中又は壁内の配管（電気・給排水・ガス等）の有無を、図

面及び現地で確認する。 

(2) 住戸内側から配管等の位置を確認し、搾孔の注意範囲等を当該箇所にマ

ーキングする。 

(3) 搾孔等施工の際は、特記仕様書記載の探査機等で埋め込み管等の調査を

行ったうえ、初回は必ず監督員の立ち会いのもとモデル施工を行い、その

後は同様の手順で施工する。 

(4) 仮設等で地中へ単管等を打ち込む場合においても、周辺を試掘して埋設

管の有無、位置を確認する。 

 

監督員の指示を受けた既存樹木等の保護については、「工事標準仕様書（土

木・造園）の造園編」による。 

 

1 建設工事及び営繕工事等に伴い副次的に得られた建設廃棄物や建設発生土

等（以下「建設副産物」という。）は、「建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律」（平成 12 年法律第 104 号。以下「建設リサイクル法」とい

う。）、「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成３年法律第 48 号。以

下「資源有効利用促進法」という。）、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）、「建設副産

物適正処理推進要綱」（平成５年１月 12 日付建設省経建発第３号）、「東京都

建設リサイクルガイドライン」、「東京都建設泥土リサイクル指針」等に基づ

き、発生抑制、現場内での分別、再使用、再生利用及び適正処理に努める。 

また、再生資源の積極的活用に努める。 

2 建設副産物の処理は次による。 

(1) 現場において再使用、再生利用及び再資源化を図るものは、特記によ

る。 

(2) 計図書で定められた以外に、建設副産物の再使用、再生利用、再資源化

及び再生資源の活用を行う場合は、監督員と協議する。 

(3) 発注者に引渡しを要するもの並びに特別管理産業廃棄物の有無及び処理

方法は、特記による。 

ア PCB を含む機器類は、PCB が飛散し、流出し、又は地下に浸透しない

よう、適切な容器に収めるとともに、適切な場所に保管する。 

イ PCB を含む機器類の取り扱い作業は、必ず構内で行い、構外に搬出
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してはならない。 

ウ PCB を含む機器類の取り扱いについては、ア及びイによるほか、「廃

棄物処理法」、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法」（平成 13 年法律第 65 号）、「電気関係報告規則」（昭和 40

年通商産業省令第 54 号）、「電気設備に関する技術基準を定める省令」

（平成 9 年通商産業省令第 52 号）等に定めるところによる。 

(4) (3)の発注者に引渡しを要すると指定されたものは、監督員の指示を受

けた場所に整理の上、調書を作成し、監督員に提出する。 

(5) (1)から(3)まで以外のものは、全て工事現場外に搬出し、1 により適正

に処理する。 

(6) CCA 処理木材（クロム・銅・ひ素化合物系木材防腐剤処理木材）は、

適切な延焼・排ガス処理設備を有する中間処理施設で処理する。 

(7) せっこうボードの処理方法は次による。 

ア 石綿含有せっこうボードの処理は、特記による。 

イ ひ素・カドミウム含有せっこうボードの処理は、非含有せっこうボー

ドと分別して解体した後、製造業者に回収を委託するか又は管理型最終

処分場で埋立処分するものとし、適用は、特記による。 

ウ ア及びイ以外のせっこうボードの処理は次のＡ又はＢにより、適用

は、特記による。 

Ａ 最終処分とする場合は、管理型最終処分場で埋立処分する。 

Ｂ 再資源化する場合は、再資源化施設の受入条件を確認のうえ、適切

に分別したのち、再資源化施設で再資源化する。 

(8) PCB 含有シーリング材の処理は次による。 

ア PCB 含有シーリング材の分析調査及び撤去は、特記による。 

イ PCB 含有シーリング材は、PCB が飛散しないように適切な容器に収

め、適切な場所に保管し、工事完了後監督員に引き渡す。 

(9) 非飛散性アスベスト廃棄物（非建材）の処理は、「非飛散性アスベスト

廃棄物の取扱いに関する技術指針（環境省）」「建築物の解体又は改修工事

において発生する石綿を含有する廃棄物の適正処理に関する指導指針（東

京都環境局）」等に基づき、適正な処理を行うこと。 

なお、非飛散性アスベスト廃棄物とは次のものをいう。 

ア 磨耗材 

イ 接着剤(断熱材料) 

ウ 石綿紡織品 

エ シール材（ガスケット、パッキン等） 

オ 電気絶縁板（開閉器類、継電器類） 

3 建設廃棄物の保管並びに運搬及び処分の委託等は、次による。 

(1) 工事現場内の保管 

建設廃棄物の工事現場内の保管に当たっては、周辺の生活環境に影響を
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及ぼさないようにするとともに、分別した廃棄物の種類ごとに、「廃棄物

処理法」の規定による「産業廃棄物保管基準」に従い保管する。 

(2) 運搬及び処分の委託 

ア 建設廃棄物の運搬及び処分の委託契約は、「廃棄物処理法」の規定によ

り、委託先ごとに、個別に書面で行う。 

なお、運搬及び処分を委託した場合は、建設廃棄物の処理の状況に関

する確認を行った上で、最終処分までの処理が適正に行われるための必

要な措置を講ずる。 

イ 建設廃棄物の運搬の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業許可のあ

る産業廃棄物収集運搬業者とする。 

なお、運搬途上で積替え保管を行う場合は、当該廃棄物の積替え及び

保管の事業許可を確認する。 

ウ 建設廃棄物の処分の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業許可のあ

る産業廃棄物処分業者とする。 

エ 混合廃棄物の処分又は再生の委託先は、選別設備を有する中間処理施

設又は再資源化施設とする。 

オ 建設廃棄物の運搬又は処分を委託する場合は、マニフェストを利用

し、最終処分が終了したことを確認する。また、「廃棄物処理法」に基づ

く情報処理センターが運営する電子情報処理組織への登録（電子マニフ

ェスト）により確認を行う場合においても、最終処分が終了したことを

確認する。 

4 特別管理産業廃棄物の保管並びに運搬、処分及び回収の委託は、次によ

る。 

(1) 工事現場内の保管 

特別管理産業廃棄物は PCB 廃棄物を除き、現場内に保管しない。搬出す

るまでの間やむを得ず保管する場合は、種類を表示し、雨水のかからない

場所とし、周辺環境に影響を及ぼさないようにするなど、「廃棄物処理

法」に基づく「特別管理産業廃棄物保管基準」に従い保管する。 

(2) 運搬、処分及び回収の委託 

ア 特別管理産業廃棄物の運搬、処分及び回収の委託契約は、「廃棄物処理

法」その他関係法令の規定により、委託先ごとに個別に書面で行う。 

なお、運搬及び処分を委託した場合は、特別管理産業廃棄物の処理の

状況に関する確認を行った上で、最終処分までの処理が適正に行われる

ための必要な措置を講ずる。 

イ 特別管理産業廃棄物は、運搬又は処分を委託しようとする者に対し、

特別管理産業廃棄物の種類、数量、性状、荷姿及び当該特別管理産業廃

棄物を取り扱う際に注意すべき事項を文書で通知する。 

ウ 特別管理産業廃棄物の運搬の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業

許可のある特別管理産業廃棄物収集運搬業者とする。 
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なお、運搬途上で積替え保管を行う場合は、当該廃棄物の積替え及び

保管の事業許可を確認する。 

エ 特別管理産業廃棄物の処分の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業

許可のある特別管理産業廃棄物処分業者とする。 

オ 特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合は、マニフェスト

を利用し、最終処分が終了したことを確認する。また、「廃棄物処理法」

の規定による情報処理センターが運営する電子情報処理組織への登録

（電子マニフェスト）により確認を行う場合においても、最終処分が終

了したことを確認する。 

5 受注者は、工事着手にあたっては、リサイクル計画書を作成し、施工計画

書に含めて監督員に提出する。また、受注者は、リサイクル実施状況等につ

いて必要書類を作成し、リサイクル報告書に取りまとめて監督員に報告す

る。 

なお、リサイクル計画書及びリサイクル報告書の記載内容、並びに添付書

類の適用等ついては「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）（島し

ょ部における工事においては、「東京都建設リサイクルガイドライン（島しょ

地域版）」（東京都）による。以下同じ。）による。 

6 建設副産物情報交換システム（以下「COBRIS」という。）の活用 

受注者は「COBRIS」登録対象工事を実施するにあたり、施工計画書作成

時、工事完了時及び登録情報の変更が生じた場合は、速やかに「COBRIS」に

データの入力を行い、その都度｢建設副産物情報交換システム工事登録証明

書」を監督員に提出してその確認を受ける。なお、登録対象工事とは、５品

目（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設

泥土、建設混合廃棄物）及び金属くず、廃プラスチック、紙くず、アスベス

ト、その他の廃棄物が発生する工事をいう。 

また、「再生資源利用計画書（実施書）」及び「再生資源利用促進計画書

（実施書）」の作成・提出にあたっては、「COBRIS］に搭載されている「建設

リサイクルデータ総合システム（以下「CREDAS」という｡）」に必要なデータ

を入力して作成し、監督員に提出する。 

受注者は、工事の完成後速やかに、「東京都建設リサイクルガイドライ

ン」（東京都）に従い、実施状況を記録し、報告するとともに、これらの記

録を工事完了後、１年間保存しておく。 

7 再生資材を使用する工事において、特記があるものは、｢COBRIS」の積極

的活用を図る。 

8 建築物等の分別解体等及び建設資材の再資源化等にあたっては、「建設リ

サイクル法」を遵守すること。「建設リサイクル法」による書類作成等につ

いては、「建設リサイクル法書類作成等の手引き（公共工事）」（東京都）に

よる。 

9 建設副産物は、処理方法に応じた分別及び保管の徹底により、効率的回収
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に努める。 

10 機材の搬入にあたっては、簡易梱包、通い箱方式等により、梱包材の削減

に努める。 

11 コンクリート塊を原料とした再生砂(RC-10 等)を使用する場合は、六価ク

ロムについて、平成 3 年 8月 23 日付環境庁告示第 46 号による測定方法に基

づき、あらかじめ土壌の汚染に係る環境基準に適合することを確認する。ま

た、試料には再生砂製品を直接使用し、工事毎に１購入先あたり１検体の試

験を行う。 

 

1 建設発生土の取り扱い 

工事で発生した建設発生土は、「東京都建設リサイクルガイドライン」(東

京都)に基づき、掘削量の削減、現場内での再利用等により、工事現場外へ

の搬出の抑制に努める。 

2 建設発生土の処理 

建設発生土処理は、特記による。特記がなければ監督員と協議する。ま

た、場外に搬出する場合は、受注者の責任において、適切な処分と有効活用

に努める。 

3 「建設発生土搬出のお知らせ」の提出 

受注者は、建設発生土を工事現場外に 100 ㎥以上搬出する場合は、「東京

都建設リサイクルガイドライン」(東京都)に基づき、「建設発生土搬出のお

知らせ」を３部作成し、１部を自ら保管し、残りは次のとおり提出する。 

(1) １部を施工計画書に添付して提出する。 

(2) １部を受入地のある区市町村の建設発生土搬出のお知らせ受理窓口宛に

提出する。ただし、新海面処分場及び海面処分場へ搬出する場合は除く。 

「建設発生土搬出のお知らせ」の様式、提出先等については、監督員の

指示による。受注者は、都以外の県に所在する民間受入地に建設発生土を

搬出する場合は、当該民間受入地が所在する市町村に提出先を問い合わせ

ること。 

4 土砂伝票等による管理 

受注者は、「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）に基づき、建

設発生土を受入機関に搬出する場合は、受入機関の定める土砂伝票（土砂搬

入管理券等・発生側の運搬証明）、土砂搬入確認書（受入側の受入証明）及

び自ら作成する集計表を監督員に提出する。 

なお、工事間利用及び民間受入地の場合も「東京都建設リサイクルガイド

ライン」（東京都）によること。 

5 異物混入の防止 

(1) 受注者は、建設発生土の積込み・搬出にあたっては、コンクリート塊、

木くず、金属くず等と分別し、これらの異物が混入しないよう搬出・運搬

しなければならない。 
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(2) 受注者は、建設発生土の積込み・搬出にあたり、現場での分別状況を写

真撮影し、工事記録写真帳に含めて監督員に提出しなければならない。た

だし、建設発生土の掘削のみの場合など、異物が混入するおそれのない場

合は、この限りでない。 

6 民間受入地の確認について 

受注者は、特記等により、民間受入地に建設発生土を搬入する場合は、民

間受入地が「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）に定義する適

正な受入地であることを事前に確認した上で、「搬入予定民間受入地届」を

施工計画書に添付し、提出する。また、建設発生土の積み込み、運搬、受入

地への搬入状況等の記録を工事記録写真に撮影して監督員に提出し、民間受

入地への搬入が適正に行われていることを確認するとともに、これを完了し

たときは「民間受入地搬入確認報告書」を作成し、監督員に提出する。 

7 リサイクル証明書による有効利用の確認 

受注者は、特記等により、民間受入地に建設発生土を搬入した場合は、そ

の有効利用が完了したときに、民間受入地事業者に「リサイクル証明書（建

設発生土）」の作成を求めるものとし、関係法令に基づく許可証の写し及び

現地の状況を撮影した写真を添付して提出させる。 

受注者は、提出された「リサイクル証明書（建設発生土）」を「民間受入

地搬入確認報告書」に添付して、監督員に提出する。 

8 汚染土壌の対応 

工事中に土壌汚染の疑いが生じた場合は、監督員に直ちに報告し、対応に

ついて協議すること。 

 

1 受注者は、舗装版切断作業を行いながら濁水を可能な限り回収し、作業後

速やかに回収した濁水を産業廃棄物の汚泥（油分を含む汚泥）として中間処

理施設に運搬及び処理するものとする。 

2 受注者は、汚泥の中間処理業の許可を受けている業者と産業廃棄物処分委

託契約を締結しなければならないものとする。 

3 受注者は、自ら運搬を行う場合を除き、汚泥の収集運搬業の許可を受けて

いる業者と産業廃棄物収集運搬委託契約を締結しなければならないものとす

る。 

4 受注者は、濁水の処理に関する履行について、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律において定める産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」とい

う。）により管理するものとする。 

5 受注者は、施工計画書において、濁水の回収、運搬及び処理に関する方法

を定めなければならないものとする。また、中間処理業者及び収集運搬業者

と締結した委託契約書の写し及び許可証の写しを添付する。 

6 受注者は、工事完成後速やかにマニフェストの写しを監督員に提示しなけ

ればならないものとする。 
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1．3．20 

清 掃 ・ 後 片 付 け 

7 受注者は、舗装版切断時に濁水を生じない工法を使用する場合において

は、事前に監督員と協議するものとする。 

 

1 建設副産物又は、工事用資機材及び機械等（以下「資機材等」という。）

の運搬に当たっては、ダンプカー等の過積載防止に努める。また、関係法令

の定めに従い、次の事項を遵守する。 

(1) 積載重量制限を超過して建設副産物及び資機材等を積み込まない。 

(2) 法に定める表示番号等の不表示車、積載重量自重計の未設置車、さし枠

の装着、荷台の下げ底等の不正改造車等に土砂等を積み込まず、また、積

み込ませないとともに、工事現場に出入りすることのないようにする。 

(3) 産業廃棄物運搬車等を、目的以外に使用してはならない。 

2 建設副産物及び資機材等の運搬に当たり、ダンプカー等を使用するとき

は、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措

置法」（昭和 42 年法律第 131 号）及び「車両制限令」（昭和 36 年制令第 265

号）に従い、関係機関と協議して、通行道路、通行期間、交通誘導員の配

置、標識・安全施設等の設置場所その他交通安全上必要な事項について搬送

計画を作成し、監督員に提出する。 

また、「車両制限令」第 3条第 1項に定める制限を越えて工事用資材及び

機械などを運搬する場合は、「道路法」（昭和 27 年法律第 180 号）第 47 条の

2 の許可を受ける。 

3 ダンプカー等大型自動車を使用するときは、2の特別措置法第 12 条に規定

する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進するな

ど、過積載の防止及び交通安全の確保に努める。 

4 土砂等の運搬を下請負に付する場合には、公正な取引の確保に努め、その

利益を不当に害し、過積載を誘発するような契約を締結してはならない。 

 

1 工事対象物又はその他の既設物等に損傷を与えた場合は、遅滞なく監督員

に報告するとともに、監督員の立ち会いのもと、その指示に従い、受注者の

負担において原状復旧する。 

2 工事の施工済箇所に、更に埋設施工を行い原状復旧する場合は、監督員の

立ち会いを受ける。 

 

1 既存施設部分、工事等の施工済み部分等については、汚損しないよう適切

な養生を行う。 

2 工事の施工に際し、既存施設部分、工事目的物の施工済み部分等を汚損し

た場合は、監督員に報告するとともに、承諾を受けて原状に復旧する。 

 

1 作業終了時には、適切な後片付け及び清掃を行う。 

2 工事の完成に当たり、工事目的物の内外の後片付け及び清掃を行う。 
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４節 仮設物等 

 

1 足場、作業構台、仮囲い等は、労働安全衛生法、建築基準法、建設工事公

衆災害防止対策要綱その他関係法規に基づき、適切な材料及び構造物のもの

とし、適切な保守管理を行う。 

2 定置する足場、作業構台等は、関連工事等の関係者に無償で使用させる。 

3 材料の荷揚げ業務等運転経費を要するものは、関連工事等の関係者間で協

議し使用する。 

4 枠組足場を設ける場合は、「手すり先行工法等に関するガイドライン」（厚

生労働省平成 21 年 4月）により、「働きやすい安心感のある足場に関する基

準」に適合する手すり、中さん及び幅木の機能を有する足場とし、足場の組

立て、解体又は変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等に関

する基準」の２の(2)手すり据置き方式又は(3)手すり先行専用足場方式によ

り行うこと。 

5 仮囲い等の位置等は、特記によることとし、足場等は、安全に使用できる

ようその種類に応じた点検を徹底し、工事期間中は良好な維持管理を行う。 

6 工事用道路、工事用電話、工事用電源、工事用水、排水及び特殊な仮設は

特記による。 

7 足場を設ける場合には、開閉器室等の共用諸室内の設備の保守、自動点滅

器等、外壁面に設置されている設備の作動など、団地維持管理に支障が無い

ように敷設する。 

 

1 始業前に仮設足場、仮囲い、バリケード、資材置き場等（以下仮設物等と

いう。）の点検を行い、異常があった場合には直ちに監督員へ報告する。な

お、仮設足場等については、改正労働安全衛生規則及び安全衛生部長通達

（最新のもの）に定められた点検及び記録・保管を行う。 

2 現場周辺地域に対し、気象庁より、警報・注意報が発令された場合の対応

は、次表による。 

 

現地点検 
作業時間内 直ちに実施 

夜間・休日等 翌現場稼働日の朝に実施 

点検結果報

告 

作業時間内 
被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 定時に監督員へ報告 

夜間・休日等 
被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 定時に監督員へ報告 

 

なお、特別警報が発令された場合には、直ちに命を守る行動をとることと

し、現場点検については、後日、監督員の指示による。 
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3 気象警報・注意報発令中の現場点検は、原則として１日３回（朝・昼・夕

方） 実施し、必要に応じて安全対策を講じること。また、点検結果・安全

対策内容について、次の時間までに電話等で監督員に報告する。 

朝  →  午前 8：30 まで（前日の警報等が解除された場合も含む） 

昼  →  午後 1：30 まで 

夕方→  午後 4：30 まで 

4 現場点検・点検結果報告が必要な気象警報・注意報の種類は次による。 

【警  報】大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪（波浪、高潮は沿岸部のみ） 

【注意報】大雨、洪水、大雪、強風、風雪、雷（波浪、高潮は沿岸部のみ） 

5 気象警報・注意報が発令されていない場合でも、監督員から指示があった

場合又は仮設物等に被害が及ぶおそれがあると判断される場合には、点検を

実施し、その結果を監督員に報告する。 

6 現場周辺地域に地震が発生した場合の対応は、次表による。 

 

震度階級 震度１～３ 震度４以上 

現場点検 

作業時間内 直ちに実施 

夜間・休日等 
翌現場稼働日の

朝に実施 

現場に急行し、

直ちに実施 

点検結果報告 

作業時間内 

被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 不要 
点検後、直ちに

監督員へ報告 

夜間・休日等 

被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 不要 
点検後、直ちに

監督員へ報告 

 

なお、震度 3以下の地震においても、別途、監督員から指示があった場合

には速やかに点検を実施し、その結果を監督員に報告する。 

7 点検結果・安全対策内容については書面にまとめる。書式については監督

員の指示による。 

 

1 工事の施工に必要な電力・電灯・給排水・ガス等の諸設備の設置及び設置

に必要となる手続きは受注者が行い、故障や危険が生じないよう常に整備

し、安全上の点検を行う。 

2 本工事用の電源を受電するまでの仮設工事費、及び完了検査合格日から入

居指定日までの光熱水料、及びその他仮設物に必要となる一切の費用は、受

注者の負担とする。 

3 営繕工事等に必要な電力・用水を団地共用設備から使用する場合は、事前

に自治会等と協議し、了承を求める。なお、使用料は受注者の負担とする。 

また、公社住宅の場合は「住宅共用施設使用願い」により届出をし、使用

料の清算を行う。 
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1．4．4 

資 材 置 場 等 

 

1．4．5 

危 険 物 貯 蔵 庫 

 

 

 

 

 

 

1．4．6 

受 注 者 事 務 所 

そ の 他 

 

 

 

 

1．4．7 

仮 設 物 の 撤 去 等 

 

 

 

 

 

 

 

1．5．1 

環 境 へ の 配 慮 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

材料置場、下小屋等は、使用目的に適した構造とする。 

 

 

塗料・油類等の引火性材料の貯蔵所は、関係法令等に基づき、適切な規

模、構造及び設備を備えたものとする。また、関係法令等適用外の場合で

も、建築物、仮設事務所、他の材料置場等から隔離した場所に設け、屋根、

壁等を不燃材料で覆い、各出入口には錠を付け、「火気厳禁」の表示を行

い、消火器等を設け、安全対策を講ずる。 

なお、やむを得ず工事目的物の一部を置場として使用する場合には、監督

員の承諾を受ける。 

 

1 受注者事務所、休憩所、便所等仮設物の配置に当たっては、関係法令等に

基づき行う。 

2 作業員宿舎は、工事現場内に設けてはならない。 

3 工事現場の適切な場所に、工事名称、発注者等を示す表示板を設ける。 

4 受注者事務所、資材置場、作業小屋、便所等の仮設物を設ける場合、設置

場所、その他については監督員及び自治会等の確認を受ける。 

 

1 工事完成までに、仮設物を撤去し、撤去跡及び付近の清掃、地均し等を行

う。 

2 工事の進捗上又は工事現場内の建築物等の使用上、仮設物が障害となり、

かつ、仮設物を移転する場所がない場合は、監督員の承諾を受けて、工事目

的物の一部を使用することができる。 

 

 

５節 機器及び材料 

 

1 使用する機器及び材料（以下「機材」という。）は、｢国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律」（平成 12 年法律第 100 号。以下「グリーン

購入法」という。）、「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）及び

「東京都環境物品等調達方針（公共工事）」（東京都）（島しょにおける工事

の場合は、「東京都島しょ地域における環境物品等調達方針（公共工事）」と

する。以下同じ。）により、環境負荷を低減できる機材を選定するように努

める。 

また、環境物品等の指定の有無は、特記による。 

2 使用する材料は、揮発性有機化合物の放散による健康への影響に配慮し、

次を満たすとともに、石綿を含有しないものとする。また、ホルムアルデヒ

ド放散量は、建築物の外部に使用する材用を除き「F☆☆☆☆」とし、放散

等級の表示については、次のいずれかによる。 
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1．5．2 

機 材 の 品 質 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) JIS 又は JAS に基づくホルムアルデヒド放散区分等の表示で確認でき

るもの。 

(2) 国土交通大臣の認定によるもので、認定に基づく表示の確認ができる

もの。 

(3) 指定性能評価機関の評価によるもので、評価に基づく表示の確認がで

きるもの。 

(4) 事業者団体等の自主表示制度に基づく表示が確認できるもの。 

ただし、アからエまでのいずれにも該当せず、かつ、「建築基準法」で

指定されている告示対象建築材料以外の材料についてはこの限りでない。 

3 省エネルギーや再生可能エネルギー等に関する器材、設備システム等の技

術の適用に際し、必要な情報の提供に努める。 

 

1 使用する機材は、設計図書に定める品質及び性能を有する新品とする。た

だし、仮設物に使用する機材及び特記等で指定するものは、この限りでな

い。 

なお、「新品」とは、品質及び性能が製造所から出荷された状態であるも

のを指し、製造者による使用期限等の定めがある場合を除き、製造後一定期

間内であることを条件とするものではない。 

2 使用する機材が、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明とな

る資料（試験成績書等）を、監督員に提出する。ただし、設計図書において

JIS 又は JAS によると指定された機材で、JIS 又は JAS のマーク表示のある

ものを使用する場合及びあらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、この限り

でない。 

3 製材等、フローリング又は再生木質ボードを使用する場合は、「グリーン

購入法」の基本方針の判断の基準に従い、林野庁作成の「木材･木材製品の

合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン(平成 18 年 2月 15 日)」に

準拠した証明書を監督員に提出する。 

なお、コンクリート工事のせき板として合板を使用する場合の材料につい

ては、1.5.1「環境への配慮」の 1 による。 

4 調合を要する材料については、調合に先立ち、調合表等を監督員に提出す

る。 

5 材料の色、柄等については、監督員の指示を受ける。 

6 設計図書に定める規格等が改正された場合は、1.1.13「疑義に対する協議

等」による。 

7 再生資材の品質は、特記等よる。 

8 機材を選定する際は、次の事項について配慮する。 

(1) 維持が容易であり、部品交換等への対応が整備されており、交換が容易

に行えるものであること。 

(2) 施工が容易であり、施工の確実性が確保できるようにマニュアル等が整
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1．5．3 

機 材 の 搬 入 

 

 

 

1．5．4 

機 材 の 検 査 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．5．5 

機 材 の 検 査 に 

伴 う 試 験 

 

 

 

 

 

 

備されていること。 

 

1 工事現場へ機材を搬入するごとに、監督員に報告する。ただし、あらかじ

め監員の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

2 搬入の証明となる資料を整備し、監督員から請求されたときは、遅滞なく

提出する。 

 

1 工事現場に搬入した機材は、種別ごとに監督員の検査を受ける。ただし、

あらかじめ監督員の承諾を得た場合は、この限りでない。 

2 1 による検査の結果、合格した材料と同じ種別の材料は、以後、抽出検査

とすることができる。ただし、監督員の指示を受けた場合は、この限りでな

い。 

3 1 による検査の結果、不合格となった機材は、直ちに工事現場外に搬出す

る。 

4 次の(1)から(5)による場合は、その品質・性能による基準に適合している

ものとする。 

(1) 設計図書に定める JIS 若しくは JAS のマーク表示のある機材又は規格、

基準等の規格が証明書により確認できるもの。 

(2) 設計図書に定める『品質・性能基準』によると指定されたもので、規

格、基準等が証明書により確認できるもの。 

(3) 公共住宅事業者等連絡協議会による公共事業用資機材品質性能評価事業

の評価を受けた機材で、評価書により確認できるもの。 

(4) 一般社団法人公共建築協会による建築材料・設備機材等品質性能評価事

業の評価を受けた機材で、評価書及び評価名簿により確認できるもの。 

(5) 建築基準法その他の認定品等と指定された機材で、その品質、性能を証

明する資料の確認ができるもの。 

5 特記による品質、性能の確認方法がある場合はそれによる。 

6 軽易なもので監督員が認めた場合、規格証明書の提出及び試験を省略する

ことができる。 

 

1 機材の品質及び性能を試験により証明する場合は、設計図書に定める試験

方法による。ただし、設計図書に定めがない場合は、監督員の承諾を受けた

試験方法による。 

2 試験の実施に当たり、試験計画書を作成し、監督員の承諾を受ける。 

3 試験は、監督員の立会いを受けて行う。ただし、あらかじめ監督員の承諾

を受けた場合は、この限りでない。 

4 試験及び検査に直接かかる費用は、受注者の負担とする。 

5 試験及び検査の結果は、監督員に報告する。 
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1．5．6 

機 材 の 保 管 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．6．1 

事 前 打 合 せ 

 

 

 

 

 

 

 

1．6．2 

施 工 

 

 

 

 

1．6．3 

技 能 士 

 

 

 

 

 

1．6．4 

技 能 資 格 者 

 

1．6．5 

一工程の施工の確認 

及 び 報 告 

1 搬入した機材は、工事に使用するまで、破損、変質等がないように保管す

る。 

2 消防法上の危険物の搬入数量については、その都度、その材料が適正な搬

入数量であることを監督員に報告する。 

3 搬入した機材のうち、破損、変質等により工事に使用することが適当でな

いと監督員の指示を受けたものは、適切な措置を講じ、工事現場外に搬出す

る。 

 

 

６節 施工 

 

1 実施工程表及び施工計画書で具体的な計画を定めるために次の関係者と必

要に応じ行う。 

(1) 建物・施設管理者 

(2) 電気主任技術者 

(3) 関係官公署（特定行政庁・建築主事・消防署・労働基準家督署等） 

(4) 電力、上下水道、ガス及び通信事業者 

(5) 建物保守管理業務受託者 

(6) その他必要な者 

 

1 施工は、設計図書、実施工程表、施工計画書、施工図等に基づき行う。 

2 コンクリート打込み等で隠蔽状態となる部分を施工する場合は、別に定め

る場合を除き、6.6.5「打ち込み前の準備」及び当該関連工事の施工の確認

が終了するまで、当該施工を行わない。ただし、あらかじめ監督員の承諾を

受けた場合は、この限りでない。 

 

1 技能士は、職業能力開発促進法(昭和 44 年法律第 64 号) による一級技能

士又は単一等級の資格を有する技能士をいい、適用する技能検定の職種及び

作業の種別は、特記による。 

2 技能士は、適用する工事作業中、１名以上の者が自ら作業するとともに、

他の作業従事者に対して、施工品質の向上を図るための作業指導を行う。 

3 技能士の資格を証明する資料を、監督員に提出する。 

 

1 技能資格者は、工事に相応した能力を有する者とする。 

2 技能資格者の資格等の能力を証明する資料を、監督員に提出する。 

 

一工程の施工を完了したとき又は工程の途中において監督員の指示を受け

た場合は、その施工が設計図書に適合することを確認し、適時、監督員に報

告する。 
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1．6．6 

施 工 の 検 査 等 

 

 

 

 

 

 

 

1．6．7 

施 工 の 検 査 に 

伴 う 試 験 

 

 

 

1．6．8 

施 工 の 立 会 い 等 

 

 

1．6．9 

工 法 等 の 提 案 

 

 

 

 

1．6．10 

環 境 に よ り 良 い 

自 動 車 の 利 用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、確認及び報告は、監督員の承諾を受けた者が行う。 

 

1 設計図書に定められた場合又は 1.6.5「一工程の施工の確認及び報告」に

より報告した場合は、監督員の検査を受ける。 

2 1 による検査の結果、合格した工程と同じ材料及び工法により施工した部

分は、以後、抽出検査とすることができる。ただし、監督員の指示を受けた

場合は、この限りでない。 

3 見本施工の実施が特記された場合は、仕上り程度等が判断できる見本施工

を行い、監督員の承諾を受ける。 

4 検査に用いる基準巻尺は、JIS B 7512（鋼製巻尺）の１級とする。 

 

1 試験は、次の場合に行う。 

(1) 設計図書に定められた場合 

(2) 試験によらなければ、設計図書に定められた条件に適合することが証明

できない場合 

2 試験が完了したときは、その試験成績書を監督職員に提出する。 

 

1 設計図書に定められた場合又は監督員の指示を受けた場合の施工は、監督

員の立会いを受ける。 

2 監督員の立会いに必要な資機材、労務等を提供する。 

 

設計図書に定められた工法等以外について、次の提案がある場合、監督員と

協議する。 

(1) 所定の品質及び性能の確保が可能な工法等の提案 

(2) 環境の保全に有効な工法等の提案 

(3) 生産性向上に有効な工法等の提案 

 

自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守する。 

(1) 「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」第 37 条のディーゼ

ル車規制に適合した自動車であること。 

(2) 「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法」（平成 4年法律第 70 号）の対策地域内で

登録可能な自動車であること。 

(3) 同条例第 34 条第 1項に規定する低公害・低燃費車の使用又は利用に努

めること。 

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証

明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又

は提出する。 
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1．6．11 

排 出 ガ ス 対 策 型 

建 設 機 械 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．6．12 

ディーゼル自動車、 

建 設 機 械 等 の 燃 料 

 

 

 

 

1．6．13 

低 騒 音 ・ 低 振 動 型 

建 設 機 械 

1 建設機械を使用する場合は、次のいずれかによる。ただし、これにより難

い場合は、監督員と協議する。 

また、工事現場において、排出ガス対策型建設機械又は排出ガス浄化装置

を装着した建設機械の写真撮影を行い、監督員に提出する。 

(1) 「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（平成 17 年法律第 51

号）に基づく技術基準に適合する機械 

(2) 「排出ガス対策型建設機械指定要領」（平成 3年 10 月 8日付建設省経機

発第 249 号）、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程」（平成

18 年 3月 17 日付国土交通省告示第 348 号）又は「第３次排出ガス対策型

建設機械指定要領」（平成 18 年 3月 17 日付国総施第 21 号）に基づき指定

された排出ガス対策型建設機械 

(3) 平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の

開発」又はこれと同等の開発目標で実施された「民間開発建設技術の技術

審査・証明事業」により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械 

2 1 の対象とする建設機械は次の建設機械をいい、排出ガス対策型建設機械

を用いるものとする。 

(1) 一般工事用建設機械（ディーゼルエンジン出力 8kW～560kW） 

ア バックホウ 

イ ホイールローダ 

ウ ブルドーザ 

(2) 一般工事用建設機械（ディーゼルエンジン出力 7.5kW～260kW） 

ア 発動発電機（可搬式・溶接兼用機を含む。） 

イ 空気圧縮機（可搬式） 

ウ 油圧ユニット（基礎工事用機械で独立したもの） 

エ ホイールクレーン（ラフテレンクレーン） 

オ ローラ類（ロードローラ、タイヤローラ又は振動ローラ） 

（道路運送車両法(昭和 26 年法律第 185 号)による排ガス規制を受けてい

る建設機械は除く。） 

 

1 ディーゼルエンジン仕様の自動車、建設機械等を使用する場合は、規格

（JIS）に合った軽油を使用する。 

2 発注者が調査のため、1の自動車、建設機械等から燃料を採取する等の場

合には、監督員の指示によりこれに協力する。 

 

 

 

1 建設機械を使用する場合には、「低騒音・低振動型建設機械指定の指定に

関する規程」(平成 9年 7月 31 日建設省告示第 1536 号)に基づき、指定され

た低騒音・低振動型建設機械を使用する。 
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1．6．14 

シ ッ ク ハ ウ ス 対 策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 1 の対象とする建設機械は、次に示すものとする。 

(1) ブルドーザー 

(2) バックホウ 

(3) クラムシェル 

(4) トラクターショベル 

(5) クローラクレーン、トラッククレーン及びホイールクレーン 

(6) バイブロハンマー 

(7) 油圧式杭圧入引抜機 

(8) アースオーガー 

(9) オールケーシング掘削機 

(10) アースドリル 

(11) ロードローラー、タイヤローラー及び振動ローラー 

(12) アスファルトフィニッシャー 

(13) コンクリートカッター 

(14) 空気圧縮機 

(15) 発動発電機 

 

1 居室内及び天井裏に使用する建築材料は、JAS 及び JIS 規格でホルムアル

デヒド放散等級が示されているものについては、Ｆ☆☆☆☆又は大臣認定を

受けたものとする。 

2 ホルムアルデヒド発散建築材料の使用制限 

(1) ホルムアルデヒドに関する規制の対象となる建築材料の品目は次によ

る。（詳細は建築基準法施行令第 20 条の 7（居室を有する建築物の建築材

料についてのホルムアルデヒドに関する技術的基準）、国土交通省告示第

1113 号等を参照すること。） 

ア 合  板（コンクリート型枠用合板を除く） 

イ 木質系フローリング（縦継ぎ等をした単層フローリングを除く） 

ウ 構造用パネル 

エ 集成材 

オ 単板積層材（ＬＶＬ） 

カ ＭＤＦ（中質繊維板、ミディアムデンシティファイバーボード） 

キ パーティクルボード 

ク その他の木質建材 

ケ ユリア樹脂板 

コ 壁  紙 

サ 接着剤（現場施工、工場での二次加工とも） 

シ 保温材 

ス 緩衝材 

セ 断熱材 



- 総38 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ソ 塗  料（現場施工） 

タ 仕上げ塗材（現場施工） 

(2) 内装仕上げの範囲規制対象となる内装仕上げの範囲は、「面的に用いない

柱等の軸材や回り縁・窓台その他これらに類する部分」を除く壁・床及び

天井の面的な部分であり、柱等の軸材、回り縁、窓台、巾木、手すり、鴨

居、敷居、長押、カーテンボックス等の造作部分、建具枠、部分的に用い

る塗料や接着剤等は対象外とする。 

ただし、これらの軸材の露出面積が室内に面する面積の 10 分の 1 を超え

る場合は、面的な部分とみなして規制の対象とする。 

また、造り付け家具や建具枠等の部分については、当該家具等の見付け

面積（建具・扉等の可動部分については当該可動部分ごとに判断する。）の

10 分の 1 を超える場合は、規制の対象とする。 

(3) 内装仕上げと天井裏等の区分 

ア 次の部分は、内装仕上げに該当する。 

Ａ 室内に直接面するボード類（表面化粧等の二次加工を含む） 

Ｂ 壁紙・カーペット等の透過性の材料を貼ったボード類（壁紙等だけで

なく壁紙等を貼ったボード類までが内装仕上げ） 

Ｃ 住宅部品・設備機器の室内に面する部分 

イ 次の部分は、天井裏等に該当する。 

Ａ 室内に直接面するボード類（壁紙等の透過性の材料を貼ったボード類

を含む）の裏面に貼られたボード類及び塗布された接着剤 

Ｂ 住宅部品・設備機器の内部の天板・側板・底板・棚板・背板等で固定

されている主要な面材（芯材及び棚板・仕切板等で取り外しが可能な部

分は規制対象外） 

3 クロルピリホス発散建築材料の使用禁止 

クロルピリホスを発散するおそれのある建築材料の使用を禁止する。 

4 揮発性有機化合物の室内濃度測定 

(1) 室内化学物質の測定は、受注者の責任により第三者の専門業者に委託し

て測定（パッシブ法による）し、厚生労働省の定める指針値以下であるこ

とを確認し、監督員に報告する。 

なお、事前に測定に関する計画書（測定箇所及び測定・分析機関の資料

等を添付する）を作成し、監督員の承諾を受ける。 

施設・住宅の合築棟の室内化学物質の濃度測定は、施設管理者と協議し

設定する。 
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(2) 測定対象化学物質 

物質名 
厚生労働省の指針値 

（25℃の場合） 
主な用途 

①ホルムアルデヒド 100μｇ/㎥ (0.08ppm) 
合板、壁紙接着

剤 

②トルエン 260μｇ/㎥ (0.07ppm) 
接着剤、塗料な

どの溶剤 
③キシレン 200μｇ/㎥ (0.05ppm) 

④エチルベンゼン 3,800μｇ/㎥ (0.88ppm) 

⑤スチレン 220μｇ/㎥ (0.05ppm) 
断熱財、畳心材

など 

 

(3) 測定対象及び測定箇所数 

ア 測定対象は、住宅の居室及び施設とする。 

イ 測定戸数は、棟ごとに住戸数の１０％程度（合計で請負工区総戸数の

１０％以上）の住戸等において行うこと。施設については監督員の指示

による。 

ウ 測定箇所数は 1住戸あたり２箇所を原則とし、詳細は監督員と協議す

る。施設については監督員の指示による。 

(4) 測定方法 

ア ホルムアルデヒドの測定方法は、パッシブ型採取機器によるＤＮＰＨ

誘導体固相吸着/溶媒抽出－高速液体クロマトグラフ法による。 

イ トルエン、キシレン、エチルベンゼン及びスチレンの測定方法は、パ

ッシブ型採取機器による固相吸着/溶媒抽出－ガスクロマトグラフ／質

量分析法による。 

(5) 空気試料の採取方法等 

空気試料の採取方法等は、原則として厚生労働省から示されている「室

内空気中化学物質の採取方法と測定方法」による。 

ただし、本工事に適用が困難な部分については、監督員と協議する。 

(6) 測定結果が厚生労働省の指針値を超えた場合の措置 

測定結果が厚生労働省の指針値を超えた場合は、ただちに監督員に報告

の上、発散源を特定し、換気等の措置を講じた後、再測定する。 

5 注意事項 

化学物質の室内濃度低減のためには、通風換気の時間を長く取ることが有

効であり、引き渡し時までに住宅全体を養生させるため、可能な限り余裕の

ある工程管理を行う。（換気システムを作動させ、昼間は窓開けを行うなど

して、３週間程度養生する。） 

また、室内濃度を指針値以下に抑え発散源を特定するために、建材に含ま

れる化学物質の情報を入手しておく。 
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1．6．15 

先 行 住 宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．7．1 

工 事 検 査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．8．1 

工 事 の 進 捗 

 

1．8．2 

使 用 機 材 一 覧 表 

 

 

 

1 建設する住宅の中から、監督員が指定した住戸を先行して施工し、可能な

限り早期に完成させる。 

2 先行住宅の施工にあたっては、工事の各段階ごとに建築、電気設備及び機

械設備の各工事の納まりについて監督員と協議のうえ、細部の納まり等の検

討を行う。 

3 先行住宅の軸組工事完了時に、内装工事の施工及び関連工事との取り合い

について、監督員の立ち会い、確認を受ける。 

 

 

７節 工事検査 

 

1 契約書に基づく工事の完了とは、次の(1)から(3)に示す要件の全てを満た

した時とする。工事が完了した際は、工事完了届を監督員に提出することが

できる。 

(1) 設計図書に示す、全ての工事が完了していること。 

(2) 監督員の指示を受けた事項が、全て完了していること。 

(3) 設計図書に定められた工事関係図書の整備が全て完了していること。 

2 契約書に基づく部分払を請求する場合は、当該請求部分に係る工事につい

て、1 の(2)及び(3)の要件を満たすものとし、出来形部分等の算出方法につ

いては、監督員の指示を受ける。 

3 契約書に基づく指定部分に係る工事完了届を監督員に提出する場合は、指

定部分に係る工事について、1の(1)から(3)までの要件を満たすものとす

る。 

4 1 から 3までの届出又は請求に基づく検査は、発注者から通知された検査

日に受ける。 

5 工事検査に必要な資機材、労務等を提供し、これに直接要する費用は受注

者の負担とする。 

 

 

８節 記録 

 

監督員の指示がある場合は、工事の進捗に関する書類を作成し、監督員に

提出する。 

 

工事完成後、工事科目ごとに、使用した主要な機材及びメーカー等の一覧

表を監督員に提出する。 
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1．8．3 

完 了 時 の 提 出 図 書 

 

 

 

 

1．8．4 

し ゅ ん 功 図 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．8．5 

保 全 に 関 す る 資 料 

 

 

1 工事完了時の提出図書は次による。 

(1) しゅん功図 

(2) しゅん功写真 

(3) 保全に関する資料（1.8.5「保全に関する資料」による） 

(4) その他は特記等による 

 

しゅん功図は、工事目的物の完成時の状態を表現したものとし、監督員の

指示する工事完成図書（配置図、平面図等）及び電子データを提出する。部

数は特記による。特記がなければ、各１部を提出する。 

1 しゅん功図の様式等は、次による。 

(1) しゅん功図の作成方法及び用紙のサイズは、特記による。特記がなけれ

ば、しゅん功図はＣＡＤで作成し、用紙はトレーシングペーパー又は普通

紙に出力する。 

なお、寸法、縮尺等は、設計図書に準ずる。 

(2) 設計図面と変更がない場合は、設計図面を複写したものをしゅん功図と

してもよい。 

2 電子データでの納品は、「東京都住宅供給公社 電子納品運用ガイドライ

ン」に基づき行うこととし、電子納品対象成果物は、監督員と協議するこ

と。 

 

1 保全に関する資料は次による。 

(1) 建築物等の利用に関する説明書 

(2) 機器取扱い説明書 

(3) 機器性能試験成績書 

(4) 官公署届出書類 

(5) 主要な材料・機器一覧表等 

(6) 総合試運転報告書 

2 1 の資料の作成に当たっては、監督員と記載事項に関する協議を行う。ま

た、提出時は、監督員に内容の説明を行う。 
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別表「⼯事標準仕様書総則編 読替え表」

各職種
項番

工事標準仕様書文中記載項番 読替え項番

建築編

1.1.3 総則編1.2.5「試験、施工等の工事の記録」 総則編1.2.4「工事の記録等」

2.2.5 総則編1.4.4「材料置場」 総則編1.4.4「資材置場」

3.1.3 総則編1.3.13「建設副産物の処理」 総則編1.3.14「建設副産物の処理」

3.2.5 総則編1.3.13「建設副産物の処理」 総則編1.3.14「建設副産物の処理」

3.2.5 総則編1.3.15「過積載の防止」 総則編1.3.17「過積載の防止」

4.1.4 総則編1.3.7「施工中の安全管理等」 総則編1.3.7「施工中の安全確保等」

4.2.5 総則編1.2.5「試験、施工等の工事の記録」 総則編1.2.4「工事の記録等」

5.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

8.3.3 総則編1.2.3「施工図」 総則編1.2.3「施工図書等」

12.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

17.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

20.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

20.9.2 総則編1.6.9「シックハウス対策」 総則編1.6.14「シックハウス対策」

21.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

22.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

　工事標準仕様書文中に記載されている総則編の参照項番は、下表の項番に読替えるものとする。
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頁

【建設編】

第１章 一般共通事項

1節 一般事項 1

第２章 仮設工事

1節 一般事項 3

2節 仮設物 3

3節 縄張り、やり方 4

第３章 土工事

1節 一般事項 5

2節 根切り及び埋戻し 5

3節 山留め 6

第４章 地業工事

1節 一般事項 7

2節 試験及び報告書 8

3節 既製コンクリート杭地業 9

4節 セメントミルク工法 9

5節 プレボーリング拡大根固め工法（特定埋込杭工法） 12

6節 節付鉄筋コンクリート杭オーガー掘工法（特定埋込杭工法） 13

7節 場所打ちコンクリート杭地業 15

8節 砂、砂利、捨てコンクリート地業等 18

第５章 鉄筋工事

1節 一般事項 19

2節 材料 19

3節 加工及び組立て 20

4節 ガス圧接 21

5節 機械式継手及び溶接継手 24

第６章 コンクリート工事

1節 一般事項 25

2節 普通コンクリートの品質 26

3節 普通コンクリートの材料及び調合 29

4節 レディーミクストコンクリートの発注、製造と運搬 31

5節 普通コンクリートの品質管理 33

6節 コンクリートの工事現場内運搬並びに打ち込み及び締固め 35

7節 養生 38

8節 試験 38

目　　　　　次



9節 暑中コンクリート 42

10節 流動化コンクリート 42

11節 高強度コンクリート 43

12節 高炉セメントB種を用いる普通コンクリート 44

13節 無筋コンクリート 44

14節 特殊コンクリート 45

第７章 型枠工事

1節 一般事項 46

2節 材料及び構造 46

3節 型枠の存置期間 48

4節 コンクリート面の補修 49

第８章 鉄骨工事

1節 一般事項 50

2節 材料 50

3節 工作一般 56

4節 高力ボルト接合 58

5節 普通ボルト接合 61

6節 溶接接合 61

7節 スタッド溶接及びデッキプレート溶接 65

8節 さび止め塗装 67

9節 耐火被覆 68

10節 工事現場施工 69

11節 軽量形鋼構造 70

12節 鉄骨階段等 71

13節 溶接亜鉛めっき工法 71

第９章 コンクリートブロック、ALCパネル、押出成形セメント板工事

1節 一般事項 72

2節 補強コンクリートブロック造（耐力壁） 72

3節 コンクリートブロック（帳壁）及び塀 76

4節 ALCパネル 78

5節 押出成形セメント板（ECP) 81

第１０章 防水工事

1節 一般事項 83

2節 アスファルト防水 83

3節 改質アスファルトシート防水 90

4節 合成高分子系ルーフィングシート防水 92

5節 塗膜防水 94

6節 モルタル防水 96

7節 シーリング 96



第１１章 石工事

1節 一般事項 100

2節 材料 100

3節 外壁湿式工法 104

4節 内壁空積工法 105

5節 乾式工法 106

6節 床及び階段の石張り 106

7節 特殊部位の石張り 107

第１２章 タイル工事
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１節 一般事項 

 

1 この工事標準仕様書は、東京都住宅供給公社（以下「公社」という。）が

施行する建設工事及び営繕工事等の施工に適用する。 

2 この工事標準仕様書に規定されている事項は、別の定めがある場合を除

き、受注者の責任において適正に履行しなければならない。 

3 全ての設計図書は、相互に補完する。ただし、設計図書間に相違がある場

合の優先順位は、次の(1)から(6)の順番のとおりとし、これにより難い場合

は、1.1.13「疑義に対する協議等」による。 

(1) 質疑回答書（(2)から(6)までに対するもの） 

(2) 設計説明書（追加説明書含む） 

(3) 特記仕様書 

(4) 図面及び営繕工事等の数量書 

(5) 標準設計図（標準図含む） 

(6) 工事標準仕様書 

 

工事の施工に当たっては、関係法令等に基づき、工事の円滑な進行を図

る。また、その運用及び適用は、受注者等の負担と責任において行う。 

 

 

この工事標準仕様書の用語の意義は、次による。 

(1) 「監督員」とは、契約書に基づき発注者が当該工事請負契約の受注者に

通知した者を総称していう。 

(2) 「受注者等」とは、当該工事請負契約の受注者又は契約書に基づく現場

代理人をいう。 

(3) 「監督員の承諾」とは、受注者等が監督員に対し、書面で申し出た事項

について、監督員が書面をもって了解することをいう。 

(4) 「監督員の指示」とは、監督員が受注者等に対し、工事の施工上必要な

事項を書面によって示すことをいう。 

(5) 「監督員と協議」とは、協議事項について、監督員と受注者等とが結論

を得るために合議し、その結果を書面に残すことをいう。 

(6) 「監督員の検査」とは、施工の各段階で、受注者等が確認した施工状況

や機材の試験結果等について、受注者等から提出された品質管理記録に基

づき、監督員が設計図書との適否を判断することをいう。 

なお、品質管理記録とは、品質管理として実施した項目、方法等につい

て確認できる資料をいう。 

(7) 「監督員の確認」とは、施工の各段階における施工状況等について､監
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督員の立ち会い又は受注者等から提出された資料に基づき、監督員がその

事実を確認することをいう。 

(8) 「監督員の立会い」とは、必要な指示、承諾、協議、検査、確認及び調

整を行うため、監督員がその場に臨むことをいう。 

(9) 「監督員に報告」とは、受注者等が監督員に対し、工事の状況又は結果

について、書面をもって知らせることをいう。 

(10) 「監督員に提出」とは、受注者等が監督員に対し、工事に関わる書面又

はその他の資料を説明し、差し出すことをいう。 

(11) 「基本品質」とは、工事目的物の引渡しに際し、施工の各段階における

完成状態が有している品質をいう。 

(12) 「品質計画」とは、設計図書で要求された品質を満たすために、受注者

等が工事において使用予定の機器、材料、仕上げの程度、性能、精度等の

目標、品質管理及び体制について具体的に示すことをいう。 

(13) 「品質管理」とは、品質計画における目標を施工段階で実現するために

行う管理の項目、方法等をいう。 

(14) 「契約図書」とは、契約書及び設計図書をいう。 

(15) 「設計図書」とは、1.1.1「適用」の 3(1)から(6)までをいう。 

(16) 「特記」とは、1.1.1「適用」の 3(1)から(5)に指定された事項をいう。 

(17) 「書面」とは、発行年月日が記載され、署名又は記名押印（以下「押

印」という。）された文書をいう。 

また、関係規程等で署名又は押印を不要とした書類については、署名又

は押印が無い場合でも有効な書類として取り扱う。 

なお、緊急を要する場合は、Ｅメール等を使用することができるが、後

日有効な書面と差し替えるものとする。 

(18) 「工事関係図書」とは、実施工程表、施工計画書、施工図等、工事写真

その他これらに類する施工、試験等の報告及び記録に関する図書をいう。 

(19) 「施工図等」とは、施工図、現寸図、工作図、製作図その他これらに類

するもので、契約書に基づく工事の施工のための詳細図等をいう。 

(20) 「JIS」とは、「産業標準化法」（昭和 24 年法律第 185 号）に基づく日本

産業規格をいう。 

(21) 「JASS」とは、建築工事標準仕様書（日本建築学会）をいう。 

(22) 「JAS」とは、「日本農林規格等に関する法律」（昭和 25 年法律第 175

号）に基づく日本農林規格をいう。 

(23) 「規格証明書」とは、設計図書に定められた規格・基準等に適合するこ

との証明となるもので、当該規格・基準等の制度によって定められた者が

発行した資料をいう。 

(24) 「工事検査」とは、契約書に基づく工事の完成の確認、部分払の請求に

係る出来形部分等の確認及び部分引渡しの指定部分に係る工事の完成の確

認その他の検査で、発注者又は検査員が行うものをいう。 
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1．1．4 

監 督 員 の 権 限 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(25) 「検査員」とは、発注者が定めた者であって、契約書に基づく工事検査

を行うものをいう。 

(26) 「機材の品質・性能基準」とは、公共住宅事業者等連絡協議会が住宅部

品、設備機器等について公共住宅としての品質・性能等を判断するために

試験方法も含めて定めた基準（以下「品質・性能基準」という。）をい

う。 

(27) 「自治会等」とは、公社・都営・区営・水道局・教育庁住宅においては

自治会及び居住者、借上都民住宅等においては所有者及び居住者、分譲住

宅においては管理組合をいう。 

(28) 「概成工期」とは、工事目的物の使用を想定して総合試運転調整を行う

上で、契約に基づく関連工事及び設計図書に明示された他の発注者の発注

に係る各工事が支障のない状態にまで完了しているべき期限をいう。 

(29) 「必要に応じて」とは、これに続く事項について、受注者等が施工上の

措置を判断すべき場合においては、あらかじめ監督員の承諾を受けて対処

すべきことをいう 

(30) 「原則として」とは、これに続く事項について、受注者等が遵守すべき

ことをいうが、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合又は「ただし書」の

ある場合は、他の手段によることができることをいう。 

 

1 契約書に基づき、発注者が定める当該工事の監督員は、次に掲げる者をい

う。 

(1) 総括監督員 

(2) 主任監督員 

(3) 担当監督員 

2 監督員の権限は、契約書に基づく次の事項である。 

(1) 工事の施工についての受注者等に対する指示、承諾又は協議 

(2) 設計図書に基づく工事の施工のための詳細図等の作成及び交付又は受注

者等が作成した詳細図等の承諾 

(3) 設計図書に基づく工程の管理、立ち会い、工事の施工状況の確認又は工

事材料の試験若しくは検査 

3 監督員が行う受注者等に対する契約上の権限の行使又は義務の履行につい

ては、いずれの監督員も受注者等に対して行うことができる。 

4 受注者等が行う監督員に対する契約上の権利の行使又は義務の履行は、監

督員に対して書面により行う。 

5 監督員が 2に掲げる権限を受注者等に行使する場合は、書面でこれを行

う。ただし、安全を確保するためであって、かつ、時間的な余裕がない場合

など、緊急又はやむを得ない場合等は、口頭で指示等をすることができる。

口頭で行った指示等の内容は、後日、監督員と受注者等との双方で書面によ

り確認する。 
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1．1．5 

官 公 署 そ の 他 へ 

の 届 出 手 続 等 

 

 

 

 

 

 

1．1．6 

現 場 代 理 人 、 

監 理 技 術 者 及 び 

主 任 技 術 者 等 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．7 

工 事 の 下 請 負 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．8 

工 事 実 績 情 報 

の 登 録 

 

 

1 工事の着手、施工及び完成にあたり、関係法令等に基づく官公署その他の

関係機関への必要な届出手続等を遅延なく行う。 

2 1 に規定する届出手続き等を行うにあたり、届出内容について、あらかじ

め監督員に報告する。 

3 関係法令等に基づく官公署その他の関係機関の検査に必要な資機材、労務

等を提供し、これに要する費用を負担する。 

4 官公署等との届出手続等において、工事に係る条件の変更又はその可能性

が生じたときは、遅滞なくその旨を監督員に報告する。 

 

1 現場代理人は、工事現場の運営及び取り締まり並びに契約書に基づく職務

の執行に必要な知識と経験を有する者とする。 

2 建設業法（昭和 24 年法律第 100 号）に定める、監理技術者、監理技術者

補佐及び主任技術者についての資格を証明する資料を監督員に提出する。た

だし、監理技術者が監理技術者資格証の実物を監督員に提示した場合には、

資料の提出は不要とする。 

3 監理技術者、監理技術者補佐又は主任技術者の交代については、契約書に

よる。 

4 監理技術者、監理技術者補佐及び主任技術者は腕章を着用し、監理技術者

にあっては監理技術者資格者証を携帯する。 

 

1 受注者は、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律」（平成

12 年法律第 127 号）第 14 条及び「建設業法」第 22 条の規定に反する一括下

請負、その他不適切な形態の下請負契約を締結してはならない。 

一括下請負の判断基準及び元請・下請それぞれが果たすべき役割は、「一

括下請負の禁止について」（平成 28 年 10 月 14 日付国土建第 275 号）によ

る。 

2 受注者は、下請負に付する場合には、次の要件を満たす下請負人を選定す

る。 

(1) 当該下請負工事の施工能力を有していること。 

(2) 公社の競争入札参加有資格者である場合は、指名停止期間中又は排除措

置中でないこと。 

3 2 により下請負人を選定した場合は、遅滞なくその旨を監督員に報告す

る。この報告は、別に定める書面に従い、工種別に行う。 

 

1 契約金額が 500 万円以上の工事は、工事実績情報システム（CORINS）に基

づく工事実績情報の登録を行う。登録にあたっては、登録内容についてあら

かじめ監督員の確認を受けた後、次に示す期間内に所定の登録機関へ登録手

続きを行う。ただし、期間には、「東京都の休日に関する条例」（平成元年東
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1．1．9 

提 出 書 類 

 

 

 

 

 

 

1．1．10 

設 計 図 書 等 

の 取 り 扱 い 

 

 

 

 

1．1．11 

施 工 体 制 等 に 

つ い て 

 

 

 

 

 

京都条例第 10 号）第１条第１項に規定する東京都の休日等は含まない。 

(1) 工事受注時    契約締結後 10 日以内 

(2) 登録内容の変更時 変更契約締結後 10 日以内 

(3) 工事完了時    工事完了後 10 日以内 

なお、変更登録は、次に示す事項に変更が生じた場合に行うものとする。 

(1) 当初の契約金額が 500 万円以上の工事において、工期、配置技術者等

（現場代理人及び主任技術者又は監理技術者（以下「監理技術者等」とい

う。）、請負金額に変更があった場合 

(2) 契約金額が当初 500 万円未満で、変更契約により 500 万円以上になった

場合 

(3) 契約金額が当初 500 万円以上で、変更契約により 500 万円未満になった

場合 

2 登録後は、直ちに登録されたことを証明する資料を監督員に提出する。 

なお、変更時と工事完成時の間が 10 日に満たない場合は、変更時の登録

されたことを証明する資料の提出を省略できるものとする。 

 

1 監督員に提出する工事請負契約関係の書面の書式、提出部数、取扱い等

は、別に定める「受注者等提出書類処理基準」等によるほか、事前に監督員

と協議による。 

2 標準仕様書において書面により行わなければならないこととされている

「監督員の承諾」、「監督員の指示」、「監督員と協議」、「監督員に報告」及び

「監督員に提出」については、電子メール等の情報通信の技術を利用する方

法を用いて行うことができる。 

 

1 設計図書及び設計図書において適用される必要な図書を工事現場に備え

る。 

2 設計図書及び工事関係図書を、工事の施工の目的以外で第三者に使用又は

閲覧させてはならない。また、その内容を漏えいしてはならない。ただし、

使用又は閲覧についてあらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、この限りで

はない。 

 

1 監理技術者等の配置 

(1) 監理技術者等の配置については、建設業法第 26 条（主任技術者及び監

理技術者の配置等）による。 

(2) 監理技術者等は、受注者と直接的かつ恒常的な雇用関係を有する者でな

ければならない。 

(3) 監理技術者等の交代については、死亡、傷病、出産、育児、介護又は退

職等真にやむを得ない場合に認めるものとする。ただし、次に掲げる理由

等の場合は、交代前後における監理技術者等の技術力が同等以上に確保さ
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れ、かつ、一定期間重複して工事現場に配置し、工事の継続性、品質確保

等に支障がないと認められるときに限り、変更を認めるものとする。 

ア 受注者の責めによらない理由により工事中止又は工事内容の大幅な変

更が発生し、工期が延長された場合 

イ 橋梁、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤等の電機品等

の工場製作を含む工事であって、工場から現地へ工事の現場が移行する

時点 

ウ 一つの契約工期が多年に及ぶ場合 

(4) 監理技術者等は、工事を適正に施工するために、施行計画の作成、工程

管理その他の技術上の管理及び施工に従事する者の技術上の指導監督を行

わなければならない。 

(5) 建設業法第 26 条第 3項の規定により専任が求められる監理技術者等

は、次の期間については工事現場への専任を要しない。なお、この期間の

うち、(ｲ)に限って、発注者の承諾があれば、発注者が同一の他の工事

（元の工事の専任を要しない期間内に完了するものに限る。）の専任の監

理技術者等として従事することができる。 

ア 請負契約の締結後、現場施工に着手するまでの期間（現場事務所の設

置、資機材の搬入又は仮設工事等が開始されるまでの間） 

当該期間については、請負契約の締結後、監督員と協議の上、書面に

おいて定める。 

イ 工事用地等の確保が未了であること、自然災害の発生又は埋蔵文化財

調査の実施等により、工事が全面的に一時中止している期間 

当該期間については、請負契約の締結後、監督員からの工事の全部中

止の通知により定める。 

ウ 橋りょう、ポンプ、ゲート、エレベーター、発電機・配電盤など、電

機品等の工場製作を含む工事全般について、工場製作のみが行われてい

る期間 

当該期間については、請負契約の締結後、監督員と協議の上、書面に

おいて定める。 

なお、当該工場製作過程において、同一工場内で他の同種工事に係る

製作と一元的な管理体制の下で製作が可能である場合は、同一の監理技

術者等がこれらの製作を一括して管理することができる。  

エ 工事完了後、検査が終了し（発注者の都合により検査が遅延した場合

を除く。）、事務手続、後片付け等のみが残っている期間。 

(6) 監理技術者等が、技術研鑽のための研修、講習、試験等への参加、休暇

の取得、その他の合理的な理由で短期間工事現場を離れることについて

は、適切な施工ができる体制を確保するとともに、その体制について、元

請の監理技術者等の場合は監督員、下請の主任技術者の場合は元請又は上

位の下請の了解を得ていることを前提として、差し支えない。 
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1．1．12． 

関 連 工 事 等 の 調 整 

 

 

1．1．13 

疑 義 に 対 す る 

協 議 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 施工体制台帳の提出等 

工事を施工するために、下請負契約を締結した場合、「建設業法」（昭和

24 年法律第 100 号）及び「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関す

る法律」（平成 12 年法律第 127 号）に基づき、次の(1)から(5)までに従わな

ければならない。 

(1) 「建設業法施行規則」（昭和 24 年建設省令第 14 号）及び「施工体制台

帳の作成等について（通知）」（令和３年３月２日国不建第 405 号）に従っ

て記載した施工体制台帳（下請負契約金額を記載した下請負契約書の写し

を含む。二次下請負以下も同様とする。）を作成し、工事現場に備えると

ともに、その写しを監督員に提出しなければならない。 

(2) 各下請負人の施工の分担関係を表示した施工体系図を作成し、これを当

該工事現場の工事関係者及び公衆が見やすい場所に提示するとともに、作

成した施工体系図の写し及び掲示状況写真を、監督員に提出する。 

(3) 施工体制台帳及び施工体系図には、工事に従事するすべての下請負者を

漏れなく記載する。この場合、オペレーター付リース下請負契約等につい

ても記載するものとする。 

なお、特記仕様書に記載のある場合又は監督員の指示があった場合に

は、資材業者、警備業者、運搬業者についても記載する。 

(4) 監督員から工事現場の施工体制が、施工体制台帳及び施工体系図の記載

に合致していることの確認を求められたときは、速やかに応じる。 

(5) 施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度速やかに

監督員に提出しなければならない。 

 

契約書に基づく関連工事及び設計図書に明示された他の発注者の発注に係

る工事（以下「関連工事等」という。）について、監督員の調整に協力し、当

該工事関係者とともに、工事全体の円滑な施工に努める。 

 

1 次の(1)から(2)までの場合において、監督員と協議する。 

(1) 設計図書に定められた内容に疑義が生じた場合 

(2) 現場の納まり、取合い等の関係で設計図書によることが困難若しくは不

都合が生じた場合 

(3) 設計図書に記載されていない見え隠れ部分に不具合が認められた場合 

2 1 の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更を行う場合の措置は、契

約書の規定及び「工事請負契約設計変更ガイドライン」による。 

3 1 の協議を行った結果、設計図書の訂正又は変更に至らない事項について

は、記録を整備する。 

 

 

 



- 総8 - 
 

1．1．14 

工 事 の 一 時 中 止 

に 係 る 事 項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．15 

工 事 の 変 更 に 

係 る 資 料 の 提 出 

 

1．1．16 

特 許 権 等 

 

 

 

 

1 次の(1)から(6)までのいずれかに該当し、工事の一時中止が必要となった

場合は、直ちにその状況を監督員に報告する。 

(1) 埋蔵文化財調査の遅延又は埋蔵文化財が新たに発見された場合 

(2) 関連工事等の進捗が遅れた場合 

(3) 工事の着手後、周辺環境問題等が発生した場合 

(4) 第三者又は工事関係者の安全を確保する場合 

(5) 暴風、豪雨、洪水、高潮、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動そ

の他の自然的又は人為的な事象で、受注者の責めに帰することができない

事由により、工事目的物等に損害を生じた場合又は工事現場の状態が変動

した場合 

(6) (1)から(5)までのほか、特に必要がある場合 

2 発注者は、受注者が契約図書に違反し、又は監督員の指示に従わない場合

等、監督員が必要と認めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工

事の全部又は一部の施工について、一時中止をさせることができる。 

3 契約書に基づき工事を一時中止する場合は、中止期間中における工事現場

の維持・管理に関する基本計画書（以下「基本計画書」という。）を発注者

に提出し、承諾を受けるものとする。 

なお、基本計画書には、「工事請負契約設計変更ガイドライン」によるほ

か、以下の事項を記載すること。ただし、一部一時中止等で、工事現場の維

持・管理体制が保たれている場合は、内容を省略することができる。 

(1) 中止時点における工事の出来形、職員の体制、労務者数、搬入材料、建

設機械器具等の確認に関すること 

(2) 中止に伴う工事現場の体制の縮小と再開に関すること及び工事現場の維

持・管理に関する基本的事項 

(3) 中止した工事現場の管理責任は受注者に属するものとし、この旨を明記

すること 

4 工事の施工を一時中止する場合は、工事の続行に備え工事現場を保全する

こと 

 

契約書に基づく工期の変更についての発注者との協議に当たり、協議の対

象となる事項について、必要とする変更日数の算出根拠、変更工程表その他

の協議に必要な資料をあらかじめ監督員に提出する 

 

1 特許権等を使用する場合、設計図書に特許権等の対象である旨の明示が無

く、その使用に関して発注者に求める場合、権利を有する第三者と使用条件

の交渉を行う前に、監督員と協議を行う。 

2 業務の遂行により発明又は考案したときは、書面により監督員に報告する

とともに、これを保全するために必要な措置を講ずる。 

また、出願及び権利の帰属等については、発注者と協議する。 
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1．1．17 

埋 蔵 文 化 財 

そ の 他 の 物 件 

 

 

 

1．1．18 

保 険 の 加 入 及 び 

事 故 の 補 償 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．19 

関 係 者 へ の 

広 報 等 

 

 

 

3 発注者が、引渡しを受けた契約の目的物が著作権法（昭和 45 年法律第 48

号）第 2 条第 1 項第 1 号に規定される著作物に該当する場合は、当該著作物

の著作権は発注者に帰属する。 

なお、前項の規定により、出頭及び権利等が発注者に帰属する著作物につ

いて、発注者は、これを自由に加除又は編集して利用することができる。 

 

工事の施工にあたり、埋蔵文化財その他の物件を発見した場合は、直ちに

その状況を監督員に報告し、その後の措置については、監督員の指示によ

る。 

なお、工事に関連した埋蔵文化財その他の物件の発見に係る権利は、発注

者に帰属する。 

 

1 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）、労働者災害補償保険法（昭和 22

年法律第 50 号）、健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）、「厚生年金保険法」

（昭和 29 年法律第 115 号）、及び中小企業退職金共済法（昭和 34 年法律第

160 号）の規定により、雇用者等の雇用形態に応じ、雇用者等を被保険者と

するこれらの保険に加入する。 

2 契約後、速やかに「労災保険加入証明書」を、東京労働局又は所轄労働基

準監督署へ提出し、確認を受けた後、発注者へ提出する。 

3 雇用者等の業務に関して生じた負傷、疾病、死亡及びその他の事故に対し

て責任をもって適正な補償を行う。 

4 建設業退職金共済制度の適用及び運用は、受注者の負担と責任において行

う。 

5 建設業退職金共済制度に加入し、かつ、契約金額が 2,000 万円以上の工事

については、その掛金収納書(発注者用)を工事請負契約締結後、原則 1ヶ月

以内（電子申請方式による場合は、原則 40 日以内）に、発注者に提出す

る。 

6 「労災保険関係成立票」及び「建設業退職金共済制度適用事業主工事現

場」の標識を、工事関係者及び公衆が見やすい場所に掲示する。 

7 発注者から、共済証紙の受払状況を把握するための請求があった場合は、

速やかに共済証紙の受払簿（電子申請方式による場合は、掛金充当書(工事

別)）その他関係資料を提出する。 

 

1 工事の施工に当たり、地域住民その他の関係者との間に紛争が生じないよ

うに努めるとともに、広報等が必要な場合は速やかにこれを行う。 

2 工事に関して、地域住民その他の関係者から説明を求められたり、苦情が

あった場合は、誠意をもって直ちに対応するとともに、その解決にあたる。 

3 工事の施工上必要な地域住民その他の関係者との交渉は、受注者の責任に

おいて行うものとし、あらかじめその概要を監督員に報告する。 
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1．1．20 

居 住 者 へ の 対 応 

（ 営 繕 工 事 等 ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．21 

完 成 後 の 維 持 管 理 

及び契約不適合補修 

 

 

 

 

 

 

 

1．1．22 

契 約 不 適 合 補 修 

（ 営 繕 工 事 等 ） 

 

1．1．23 

守 秘 義 務 

 

4 前項までの交渉等の内容は、後日紛争とならないよう、文書で確認する

等、明確にしておくとともに、その経過を遅滞なく監督員に報告する。 

 

着工に先立ち、監督員と協議の上、工事内容・工事期間・注意事項・施工

者名・現場代理人・連絡先・工事概要等を施工敷地内の要所に掲示する。 

また、必要に応じ居住者へ工事の説明を行う。 

(1) 工事に際し、居住者の生活に支障が生じないよう、最大限の注意を払う

と共に、工事工程も居住者の生活を考慮する。 

(2) 専用部分の工事の際は、居住者と連絡をとり、確認のうえ工事にあた

る。 

(3) 工事施工範囲に居住者の財産物等があり、工事作業に支障をきたす場合

は、その所有者に連絡のうえ、作業を行うものとする。 

なお、特記なき限り居住者所有の財産物等の移動は、その所有者の負担

により行う。 

(4) 工事中、団地自治会、居住者から要望、質問及び依頼等を受けた場合

は、苦情等がないように十分注意して対応し、速やかに監督員に報告し、

指示を仰ぐ。 

(5) 工事に必要な電力・用水を団地共用設備から使用する場合は、事前に自

治会等に連絡し、了承を求める。なお、使用料は受注者の負担とする。 

(6) 工事関係者及び作業員は、受注者名を明記した腕章・バッジ等を着用

し、作業を行うものとする。 

 

1 契約書で規定する、工事目的物の引渡し完了後（二段工期にあっては、工

事目的物全部の引渡し完了後）4 ヶ月以内で入居日までは、完成物件に関す

る火災予防、盗難予防、室内の換気、カビの発生予防及び日焼け予防等の維

持管理を行う。  

2 契約書で規定する契約不適合責任期間の満了前に、契約不適合点検の請求

を受けたときは、公社の指定する期日までにこれを実施し、必要に応じて補

修を行い、その結果を報告する。 

3 入居指定日から 1ヶ月間は、必要な人員を現場に常駐させ、入居者からの

補修依頼等に対応する。 

 

契約書で規定する契約不適合責任期間の満了前に、契約不適合点検の請求

を受けたときは、公社の指定する期日までにこれを実施し、必要に応じて補

修を行い、その結果を報告する。 

 

受注者は、工事に関して知り得た情報及び秘密を第三者に漏らしてはなら

ない。このことは、契約の解除及び工事期間満了後においても同様とする。 
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1．1．24 

部 分 使 用 

 

 

1．1．25 

ユ ニ バ ー サ ル 

デ ザ イ ン 

 

1．1．26 

不 当 介 入 に 

対 す る 通 報 報 告 

 

 

1．1．27 

工 事 履 行 の 

適 正 化 

 

 

 

 

 

 

1．1．28 

各 種 点 検 、 調 査 、 

見 学 会 等 へ の 協 力 

 

 

 

 

 

1．1．29 

個 人 情 報 の 保 護 

 

 

 

 

 

 

 

発注者から契約書の規定により建築物等の部分使用の承諾を求められた場

合は、当該部分について発注者に出来形その他の検査又は確認を請求するこ

とができる。 

 

工事の施工にあたっては、「都立建築物のユニバーサルデザイン導入ガイド

ライン」の主旨を踏まえ、ユニバーサルデザインの考え方を反映する。 

 

 

工事の施工にあたり、暴力団等から不当介入を受けた場合（下請負人が暴

力団等から不当介入を受けた場合を含む。）は、「東京都住宅供給公社暴力団

等排除措置要綱」（平成 24 年 1月 1 日）により、監督員への報告及び警視庁

管轄警察署への通報、ならびに捜査上必要な協力をする。 

 

1 受注者は、工事の履行を、主任技術者、建設業法（昭和 24 年法律第 100

号）第 26 条第 3項ただし書により監理技術者の職務を補佐する者(以下「監

理技術者補佐」という。)又は監理技術者（以下「監理技術者等」という。）

及び現場代理人に一任することなく、誠意と責任をもって工事を遂行しなけ

ればならない。 

2 受注者は、この工事の指名業者を下請負（二次下請負以下も含む。以下同

様）として使用してはならない。ただし、工事請負業者選定要綱により任意

に指定された者で、かつ、入札を辞退した者はこの限りではない。 

 

1 監督員以外の職員が、施工体制、現場管理、施工管理等の適正化を図るた

めに各種点検、調査等を行う場合は、受注者はこれに立ち会い、協力しなけ

ればならない。  

2 上記１の各種点検、調査等の結果に基づき、監督員から改善措置等の指示

があった場合、受注者は、速やかにその指示に従わなければならない。  

3 監督員が現場見学会等を開催する場合は、受注者は、これに協力しなけれ

ばならない。 

 

1 発注者が貸与する資料に記載された個人情報及び業務に関して知り得た個

人情報は、全て発注者が保有する個人情報であり、発注者の許可なく複写、

複製し、又は第三者へ提供してはならない。また、契約が終了し、又は解除

されたときも同様とする。 

2 発注者から提供を受け、又は受注者が収集し若しくは作成した個人情報が

記載された資料等（電子媒体に記録されたものを含む。）について、受注者

は、契約の終了後直ちに発注者に返還し、又は引き渡さなければならない。 

3 受注者は、前述１及び２に違反する事態が生じ、又は生じるおそれがある

ことを知り得たときは、速やかに発注者に報告し、発注者の指示に従わなけ



- 総12 - 
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1．1．31 

法 人 等 名 称 の 略 語 

 

 

 

ればならない。 

4 工事を施工するにあたり、個人情報の取り扱いは、次により適正に行わな

ければならない。 

(1) 取り扱う個人情報については、漏洩、滅失及び毀損の防止、その他の個

人情報の適正な管理のために、必要な措置を講じることとし、個人情報に

該当するデータは、事務所等で施錠できる場所（ロッカー等）で保管す

る。なお、車両内（施錠した場合も含む。）での保管は厳禁とする。 

(2) 受注者は、工事の施工にあたり、個人情報を収集するときは、工事を行

うために必要な範囲内で、適正かつ公正な手段により収集することとし、

工事アンケートや工事完了確認等の方法は、発注者と協議のうえ、所定の

書式により作成する。 

(3) 工事に関して知り得た個人情報を他に漏らしてはならない。また、契約

終了時、又は解除された時も同様とする。 

(4) 発注者は、個人情報の取り扱い状況について、受注者の事務所等におい

て前述の事項が履行されているか、適宜確認を行う。その際、受注者は、

発注者に協力しなければならない。 

 

1 建設工事の受注者は、「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法

律（平成 19 年法律第 66 号）（住宅瑕疵担保履行法）」に基づき、当該建物

（別棟の付属施設及び住棟施設の非住棟施設を除く。）全てに係る瑕疵担保

責任の履行のために、保険への加入又は保証金の供託のいずれかの方法によ

り、資力確保の措置を講ずることとする。 

2 受注者が保険の加入を選択した場合 

(1) 国土交通大臣が指定する住宅瑕疵担保責任保険法人と、保険契約を契約

する。 

(2) 保険契約締結に先立ち、住宅瑕疵担保責任保険法人が設計施工基準に基

づいて現場検査を行うため、着工までに保険の申込みをする。 

(3) 保険契約の申込みを行った場合には申込書の写しを、保険契約締結後に

は契約書の写し及び保険料の納入書等の写しを、発注者に提出する。 

3 受注者が保証金の供託を選択した場合 

(1) 保証金の供託を行う。 

(2) 着工までに、供託する予定の供託所を記載した書面を、発注者に提出す

る。 

 

工事標準仕様書で使用する法人等名称は、次表のとおり漢字略語を使用す

る。 
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1．1．32 
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1．1．33 

電 気 契 約 に つ い て 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人等略語名称表 

法人等名称 漢字略語 

財団法人 （財） 

一般財団法人 （一財） 

公益財団法人 （公財） 

社団法人 （社） 

一般社団法人 （一社） 

公益社団法人 （公社） 

 

1 工事の施工に当たっては、「公共事業への日雇労働者吸収要綱」(昭和 51

年 7月 23 日付 51 労職労第 221 号)により日雇労働者の雇用に努める。 

2 同要綱を適用した工事の工事完了届には、公共事業遵守証明書を添付す

る。ただし、公共事業施行通知書により雇用予定者数がないと認定された事

業は、公共職業安定所又は（公財）城北労働・福祉センターの収受印が押印

されている公共事業施行通知書の写しをもって、公共事業遵守証明書の代わ

りに添付する。 

3 無技能者を必要とする場合は、公共職業安定所又は（公財）城北労働・福

祉センターの紹介する日雇労働者を雇用する。ただし、手持ち労働者数を差

し引いた人員とする。 

 

電力会社との契約が必要な設備の新設、撤去、改修等が生じた場合には、

以下のとおり必要な手続きを行う。 

※対象設備：集会室、共用灯、屋外灯、駐車場灯、自転車置場灯、昇降機、

ポンプ室、増圧ポンプ、機械式駐車場など 

1 新設は新規契約、撤去は契約解除、改修は契約変更する。 

2 現行の契約内容（種別、容量、契約名義）を監督員、自治会等に確認す

る。 

3 現行の契約内容を変更（増設・減設等）する場合、監督員と協議の上、電

力会社との契約変更手続きを行う。自治会名義の契約を変更する場合は、変

更内容を自治会に説明する。 

4 契約名義は次が基本であるが、手続き時には監督員が確認する。 

(1) 都営住宅の集会室、共用灯、屋外灯、自転車置場灯、昇降機、ポンプ

室、増圧ポンプなど（自治会） 

(2) 都営住宅の機械式駐車場、駐車場灯（公社） 

(3) 公社住宅（公社） 

(4) 区市住宅（各行政による） 

※上記とは異なる契約名義で管理している住宅があるので、必ず監督員に確

認する。 

5 契約内容を監督員に報告する。 

6 竣工図書等に、電力会社への申込書（写）を添付する。 
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1．2．2 

施 工 計 画 書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２節 工事関係図書 

 

1 工事の着手に先立ち、実施工程表を作成し、監督員の承諾を受ける。 

2 実施工程表の作成に当たり、関連工事等の関係者と調整の上、十分検討す

る。 

3 契約書に基づく条件変更等により、実施工程表を変更する必要が生じた場

合は、施工等に支障がないよう実施工程表を直ちに変更し、当該部分の施工

に先立ち監督員の承諾を受ける。 

4 3 によるほか、実施工程表の内容を変更する必要が生じた場合は、監督員

に報告するとともに、施工等に支障がないように適切な措置を講ずる。 

5 監督員の指示を受けた場合は、実施工程表の補足として、週間工程表、月

間工程表及び工種別工程表等を作成し、監督員に提出する。 

6 概成工期が特記された場合は、実施工程表にこれを明記する。 

 

1 工事の着工に先立ち、原則として次の事項について施工計画書（総合施行

計画書）を作成し、監督員に提出する。ただし、軽微なものは、監督員と協

議の上その一部を省略することができる。 

(1) 全体施工計画書及び実施工程表 

(2) 工事種別毎の施工計画 

(3) 工程計画（実施工程表、作業数量、日数等） 

(4) 仮設計画（仮設建物、山留め、足場、桟橋、材料置場、工事用機械、仮

設電力設備、仮設給排水設備、仮囲い等の設置位置・撤去時期等） 

(5) 停電作業、停波作業、断水作業、仮設排水(位置、構造、排水の処理方

法)等の計画 

(6) 既存物の処理計画（建物及び構築物の保護、移設、撤去時期、方法、位

置等） 

(7) 既存樹木の保護計画（施工中に損傷のおそれがある既存樹木の保護に関

する計画、方法等） 

(8) 防災計画、交通管理計画、安全管理計画、安全及び訓練等の実施計画 

(9) その他（緊急時の体制、現場作業環境の整備等） 

2 1 の(2)の施工計画は、原則として次の事項を具体的に記載し、監督員に提

出する。 

ただし、軽易なものは、監督員と協議のうえ、その一部を省略することが

できる。また、着工に先立ち提出することが困難な場合は、品質計画･一工

程の施工の確認を行う段階までに、監督員と協議のうえ、監督員の指示する

時期までに提出する。 

(1) 当該工事の概要（工事範囲を含む。） 

(2) 現場組織（管理体制を含む。） 
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1．2．3 

施 工 図 書 等 

 

 

 

 

 

1．2．4 

工 事 の 記 録 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 品質計画（主要材料、仕上げ、性能･精度等の目標値等） 

(4) 施工方法（工法の概要、施工要領等） 

(5) 品質管理（管理項目、管理方法、管理値等） 

(6) 検査計画（検査項目、検査方法、体制等） 

(7) 養生計画（搬入、保管、取り付け等） 

(8) その他（解体・発生材処理、関連工事との取り合い等） 

3 施工計画書の内容を変更する必要が生じた場合には、あらかじめ変更内容

を監督員に報告するとともに、施工等に支障がないよう適切な措置を講ずる

とともに、変更に関する事項について変更計画書を監督員に提出する。 

4 2 の施工計画書の範囲には、仮設は含まないものとする。ただし､特記され

た仮設はこの限りでない。 

5 品質計画、施工の具体的な計画並びに一工程の施工の確認内容及びその確

認を行う段階を定めた施工計画書（工種別施工計画書）を、工事の施工に先

立ち作成し、監督員に提出する。ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた

場合は、この限りでない。 

6 1 及び 5の施工計画書のうち、品質計画に係る部分については、監督員の

承諾を受ける。また、品質計画に係る部分について変更が生じる場合は、監

督員の承諾を受ける。 

 

1 施工図等を当該施工に先立ち作成し、監督員の承諾を受ける。ただし、軽

易な工事については、監督員の承諾を受け、作成を省略することができる。 

2 施工図等の作成に当たり、関連工事等との納まり等について、当該工事関

係者と調整の上、十分検討する。 

3 施工図等の内容を変更する必要が生じた場合は、監督員に報告するととも

に、施工等に支障がないように適切な措置を講ずる。 

 

1 契約書に基づく履行報告については、工事の全般的な経過を記載した工事

報告書を作成する。 

2 監督員が指示した事項及び監督員と協議した結果について、記録を整備す

る。 

3 工事の施工に当たり、試験を行った場合は、直ちに記録を作成する。 

4 次の(1)から(4)のいずれかに該当する場合は、施工の記録、工事記録写

真、見本、試験の記録等の資料を整備する。 

(1) 設計図書に定められた施工の確認を行った場合 

(2) 工事の施工による隠蔽状態となるなど、後日の目視による検査が不可能

又は容易でない部分の施工を行う場合 

(3) 施工の各段階が完了した場合 

(4) 監督員が必要であると認め、指示した場合 

5 4 の資料のうち、工事記録写真を次により撮影し、編集の上、監督員に提
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出する。なお、工事記録写真撮影計画書等を作成する場合は、特記による。 

(1) 各施工段階における状況が、明瞭に判断できるよう撮影する。 

(2) 後日の目視による検査が不可能又は容易でない部分は、特に注意し撮影

をする。 

(3) 写真は、撮影の都度整理し、監督員が随時閲覧できるよう編集する。 

(4) 写真は、写真帳に編集して、提出する。 

(5) 工事記録写真の撮影等は、監督員の指示により、別に定める「工事記録

写真撮影要領」等による。 

6 3 及び 4の記録等について、監督員から請求されたときは、提示又は提出

する。 

7 受注者は、提出する写真の全ての著作権（「著作権法」（昭和 45 年法律第

48 号）第 27 条及び第 28 号の権利を含む。）を発注者に譲渡する。また、発

注者の行為について人格権を行使しない。 

8 デジタル工事写真の小黒板情報電子化（被写体画像の撮影と同時に工事写

真へ小黒板の記載情報を電子的に記入するもの。以下「電子黒板」とい

う。）については、次による。 

受注者が電子黒板の導入を希望する場合、その旨を監督員と協議し、承諾

を得た上で、電子黒板対象案件とすることができる。 

なお、申請時には電子黒板の導入に必要な機器及びソフトウェア等（以下

「使用機器」という。）に関する資料を添付する。 

(1) 対象機器の導入 

受注者は、使用機器について、写真撮影要領等で示す小黒板記載事項の

電子的記入ができ、かつ、信憑性確認機能（改ざん検知機能）を有するも

のを使用する。信憑性確認機能（改ざん検知機能）については、「電子政

府における調達のために参照すべき暗号のリスト（CRYPTREC 暗号リス

ト）」に記載されている技術を使用することとする。 

受注者は、監督員に対し、工事着手前に、本案件での使用機器について

報告すること。 

受注者は、使用機器の事例について、「デジタル工事写真の小黒板情報

電子化対応ソフトウェア」を参照すること。ただし、当該ソフトウェア以

外のものから使用機器を選定することを妨げない。また、高温多湿又は粉

じん等の現場条件の環境により、対象機器の使用が困難な工種において

は、必ずしも使用機器を利用しなくてもよいものとする。 

(2) 電子黒板写真の信憑性確認 

納品時に受注者は一般財団法人日本建設情報総合センター（JACIC）が

提供しているチェックシステム（デジタル工事写真信憑性チェックツー

ル）等を用いて、電子黒板写真の信憑性確認を行い、その結果を書面で監

督員に提出するものとする。 
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1．2．6 

色 、 柄 等 の 
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1．3．1 

施 工 管 理 

 

 

 

 

 

1．3．2 

工 事 現 場 の 管 理 

 

 

 

 

 

 

1．3．3 

施 工 管 理 

技 術 者 等 

 

1．3．4 

工 事 用 電 力 設 備 

の 保 安 責 任 者 

 

1．3．5 

電 気 保 安 技 術 者 

 

 

 

 

 

 

 

1 各種材料の色、柄等は、監督員の指示による。 

2 当該工事の施工に先立ち、設計図書に定められた材料、仕上げの程度、色

合い等を示す見本を監督員に提出し、確認を受ける。 

 

 

３節 工事現場管理 

 

1 設計図書に適合する工事目的を完成させるために、施工管理体制を確立

し、品質、工程、安全等の施工管理を適切に行う。 

2 工事の施工に携わる下請負人に、工事関係図書及び監督員から指示の内容

を周知徹底する。 

3 工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、

品質及び出来形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理を行う。 

 

1 現場代理人及び主任技術者（監理技術者）は、常に計画工程表と実施工程

とを照合し、工事の進捗に留意するほか、建築基準法、労働安全衛生法その

他関係法令に従って、工事現場を良好に管理する。 

2 各種仮設設備は、関係法令に従い安全上、衛生上支障のないように設置す

る。 

3 工事現場は、常に整理整頓を励行し、危険箇所等の点検を行う等、事故の

防止に努める。 

 

1 施工管理技術者は、工事に相応した能力を有する者とし、工事の施工、製

作等に係る指導及び品質管理を行う。 

2 施工管理技術者の資格等の能力を証明する資料を、監督員に提出する。 

 

1 工事用電力設備の保安責任者を定め、監督員に報告する。 

2 保安責任者は、関係法令に基づき、適切な保安業務を行う。 

 

 

1 電気工作物に係る工事においては、電気保安技術者をおくものとする。 

2 電気保安技術者は次による者とし、必要な資格又は同等の知識及び経験を

証明する資料を提出し、監督員の承諾を受ける。 

(1) 事業用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は、その電気工作物の工

事に必要な電気主任技術者の資格を有する者又はこれと同等の知識及び経

験を有する者とする。 

(2) 一般用電気工作物に係る工事の電気保安技術者は、第一種電気工事士又

は第二種電気工事士の資格を有する者とする。 

3 電気保安技術者は、監督員の指示に従い、電気工作物の保安業務を行う。 
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1．3．7 

施 工 中 の 
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1 施工日及び施工時間は、次による。 

(1) 「東京都の休日に関する条例」第 1 条第 1 項に規程にする東京都の休日

は、施工しない。ただし、設計図書に定めのある場合又はあらかじめ監督

員の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

(2) 設計図書に施工日又は施工時間等が定められ、これを変更する必要があ

る場合は、あらかじめ監督員の承諾を受ける。 

(3) 設計図書に施工時間等が定められていない場合で、夜間に施工する場合

は、あらかじめその理由を付した書面を監督員に提出し、承諾を得る。 

2 施工順序 

施工順序に制約がある場合は、特記による。 

3 工事車両の駐車場及び資材の置き場所は、特記による。 

4 1 から 3まで以外の施工条件は、特記による。 

 

1 「建築基準法」（昭和 25 年法律第 201 号）、「労働安全衛生法」（昭和 47 年

法律第 57 号）、その他関係法令等に基づくほか、「建設工事公衆災害防止対

策要綱 建築工事編」（国土交通省告示第 496 号 令和元年 9月 2日）及び

「建築工事安全施工技術指針」（平成 7 年 5月 25 日付建設省営監第 13 号）、

「土木工事安全施工技術指針」（国官技第 317 号平成 21 年 3月 31 日）及び

「建設機械施工安全技術指針」（国官技発平成 17 年 3月 31 日）を踏まえ、

常に工事の安全に留意し、施工に伴う災害及び事故の防止に努める。 

2 工事現場の安全衛生に関する管理は、現場代理人が責任者となり、労働安

全衛生法その他関係法令等に従って行う。ただし、別に責任者が定められた

場合は、これに協力する。 

3 同一場所にて関連工事等が行われる場合で、監督員により労働安全衛生法

に基づく指名を受けたときには、同法に基づく必要な措置を講じる。 

なお、同法第 30 条第 2項による指名の有無は特記による。 

4 気象予報、警報等について、常に注意を払い、災害の予防に努める。 

5 工事の施工に当たり、工事箇所並びにその周辺にある地上及び地下の既設

構造物、既設配管等に対して、支障をきたさないよう、施工方法等を定め

る。ただし、これにより難い場合は、監督員と協議する。 

6 火気を使用する場合又は作業で火花等が発生する場合、火気等の取扱いに

十分注意するとともに、適切な消火設備、防炎シート等を設けるなど、火災

の防止措置を講ずる。 

なお、営繕工事等では、建物内火気の使用は原則として禁止する。やむを

得ず火気を使用する場合は次によることとし、取り扱いには十分注意する。 

(1) 使用する火気に適した種類及び容量の消火器等を設置する。 

(2) 火気の使用箇所付近に可燃性のもの及び危険性のあるものを置かない。 

(3) 火気の作業箇所付近は、防炎シート等による養生及び火花の飛散防止措
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置を講ずる。 

(4) 作業終了後十分に点検を行い、異常のないことを確認する。 

7 工事現場からの落下物によって、工事現場の内外に危害を及ぼすおそれの

ある場合には、関係法令に従って防護金網、防護柵等を設け、落下物による

危険の予防処置をする。 

8 現場内の仮設道路及び周辺の搬入路は、監督員及び道路管理者の指示に従

い、常に良好な維持管理（路面の保持、清掃及び道路付帯の排水施設の清掃

等の実施をいう。）及び復旧を行うとともに、工事用運搬路として道路を使

用するときは、特に第三者に損害を与えないように注意する｡ 

9 仮設排水路は、敷地内外に害を及ぼさないよう、常に良好な維持管理を行

う。 

10 通行者の安全確保について、次のとおり行う。 

(1) 団地内道路、公園等で工事を行う場合は、特に子供の歩行又は夜間の歩

行等に支障のないように仮囲い、点滅灯等の処置を施す。 

(2) 工事作業範囲、資材置場等をバリケード等適切な資材で明確に区画し

（原則、トラロープの使用は不可。）、夜間の視認性を十分に確保する。 

(3) 仮設通路は段差が生じないよう、かつ、滑らないよう必要な措置を施

す。 

(4) 建設機械の出入、作業等に近接する場所は、保安要員等を配置する。 

11 工事用車両等の団地内走行及び材料の積み下ろし、また、アプローチ道

路、 公園近辺など、子供の飛び出しが予想される場所での走行について

は、十分注意する。 

12 住戸内の工事に伴う材料の荷揚げ、廃材の搬出は、バルコニー及び階段室

の手摺越しに行ってはならない。やむを得ず行う場合は、監督員と協議す

る。 

13 足場設置期間中は、子供等が侵入しないよう足場に防護網、施錠等の措置

を講ずる。 

14 工事の作業時間については、居住者の生活に大きな支障を及ぼす時間帯は

極力避ける。 

15 給排気筒等ガス燃焼機器類の取扱いは次によるものとし、ガス器具の不完

全燃焼防止の対策を講じる。 

(1) 給排気筒、給排気口及び給湯器本体等ガス燃焼機器類は、養生等で塞い

ではならない。 

(2) 作業中に給排気筒に付いた汚れは速やかに除去する。 

16 工事現場は、常に整理整頓するとともに、危険な箇所は点検するなど、事

故の防止に努める。 

17 施工に当たり、暗きょ内、ピット内、トレンチ内、シャフト内、排水槽内

等で酸素欠乏、湿気、臭気、有毒ガス、粉じん、煙等が滞留又は発生する恐

れのある場合は、酸素濃度等の確認を行い、作業者に工事作業の手順及び安
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1．3．9 

アスベストに関する 

関 係 法 令 の 遵 守 

全措置についての指示を行うとともに、十分な換気等の措置を講ずる。 

なお、作業時は、必ず複数の作業員で行い、監視人を配置して安全確保に

努める。 

 

1 「建築基準法」、「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律」（平成

12 年法律第 104 号。以下「建設リサイクル法」という。）、「環境基本法」（平

成 5年法律第 91 号）、「騒音規制法」（昭和 43 年第 98 号）、「振動規制法」

（昭和 51 年法律第 64 号）、「大気汚染防止法」（昭和 43 年法律第 97 号）、

「水質汚濁防止法」（昭和 45 年法律第 138 号）、「廃棄物の処理及び清掃に関

する法律」（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）、「土

壌汚染対策法」（平成 14 年法律第 53 号）、「資源の有効な利用の促進に関す

る法律」（平成 3年法律第 48 号。以下「資源有効利用促進法」という。）、

「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」（平成 12 年東京都条例第

215 号）その他関係法令等に基づくほか、「建設副産物適正処理推進要綱」

(平成 5年１月 12 日付建設省経建発第３号)」を踏まえ、工事の施工の各段

階において、騒音、振動、粉塵、臭気、大気汚染、水質汚濁等の影響が生じ

ないよう、周辺の環境保全に努める。 

2 仕上げ塗材、塗料、シーリング材、接着剤、その他の化学製品の取り扱い

に当たり、当該製品の製造者が作成した JIS Z 7253(ＧＨＳに基づく化学品

の危険有害性情報の伝達方法－ラベル、作業場内の表示及び安全データシー

ト(ＳＤＳ))による安全データシート(ＳＤＳ)を常備し、記載内容の周知徹

底を図るため、ラベル等により、取り扱う化学品の情報を作業場内に表示

し、作業者の健康、安全の確保及び環境保全に努める。 

3 雨天の場合等、やむを得ない場合を除き、住戸内部施工中は極力サッシ等

を開放し、通風・換気を行う。また、物入れ、キッチンキャビネット及び押

し入れ等閉塞箇所の扉等もできるだけ開放し、通風・換気を行う。 

4 接着剤又は塗料を用いて施工する場合、関係法令を遵守し、その使用方

法、塗布量、乾燥期間及び施工中における窓開放等換気に関する事項を、施

工計画書に明記するとともに、作業者に対しても指導を行う。 

5 内装仕上げを行った室内は常に換気に注意し、仕上げ材料等から初期に放

散されるホルムアルデヒド、その他の揮発性物質を室内に滞留させないよう

にする。 

6 自動車等を運転する者に対して、荷待ち等で駐停車する時は、エンジンを

停止（アイドリングストップ）するように指導する。 

7 工事期間中は、作業環境の改善、工事現場の美化等に努める。 

 

アスベストを重量で 0.1％を超えて含有する建材（アスベスト含有吹付け

材、アスベスト含有保温材等（アスベストを含有する保温材、耐火被覆材及

び断熱材）、アスベスト含有成形板等及びアスベスト含有仕上塗材）を使用す
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1．3．11 

境 界 標 ・ 測 量 点 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．3．12 

地 下 埋 設 物 等 

 

 

 

る建築物等の除却工事又は改修工事等を施工する場合は、「労働安全衛生法」

「石綿障害予防規則」「大気汚染防止法」「都民の健康と安全を確保する環境

に関する条例」「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」「建築基準法」等のア

スベストに関する関係法令を遵守すること。 

なお、適用範囲・施工手順等の具体的内容については、「工事標準仕様書

（アスベスト編）第 39 章石綿処理」による。 

 

1 災害及び事故が発生した場合は、直ちに事故状況の確認を行い、速やかに

監督員に報告する。また、次の事項を遵守する。 

(1) 人命の安全確保を優先するとともに、二次災害の防止に努める。 

(2) 緊急体制による対応を行い、原因、経緯、損害の内容等について監督員

に報告し、事故報告書にまとめて提出する。 

(3) 第三者に損害を及ぼした場合は、一次的に受注者が窓口になり、早期か

つ適切な解決を図る。 

2 監督員は、工事の施工に伴い第三者への損害が生じた場合には、受注者が

善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか否かの判断

をするための資料の提示を、受注者に対して求めることができる。 

3 豪雨、出水、その他天災に対しては、天気予報及び警報等に常に注意を払

い、災害の予防に努めると同時に、常にこれに対処できる防災体制を整え

る。なお、地震により中断した工事の再開は、監督員の指示による。 

4 降雨、強風等の被害を最小限にとどめるよう、その日の現場作業を完成さ

せ、現場状況により必要な場合には、仮排水溝を設ける。 

 

1 工事の施工中において、境界標、測量点等は、次により良好な維持管理を

行う。 

(1) 監督員の指示がない限り、移設、除去又は埋設してはならない。 

(2) 工事の施工中に損傷、紛失のおそれがないように、境界標等の周囲を保

護する。 

2 万一、損傷、紛失又は移動した場合は、遅滞なく監督員に報告し、別に定

める「公共測量作業規定」（国土交通省）及び「測量調査委託標準仕様書」

に準じて、監督員、近接地主、関係者と立会いのうえ原状復旧を行う。 

3 境界標天端が、地盤又は構造物と差異が生じる場合には、監督員に報告す

る。 

 

1 施工に際して、地下埋設物等に保全等対策が必要と予想される場合は、あ

らかじめ、給排水管、ガス管及びケーブル等の管理者と現場立ち会いの上、

打ち合せを行い、事故発生の防止に努める。 

2 前述の保全対策について、打ち合せを行ったときは、打ち合せ事項を記録

し、写しを監督員に提出する。 
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1．3．13 

既 存 樹 木 等 の 保 護 

 

1．3．14 

建 設 副 産 物 の 処 理 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 地下埋設物又は架線等に移設の必要が生じたときは、調査資料、移設計画

図等を添えて監督員と協議する。 

4 監督員の指示により、必要に応じて関係機関立会いのもと、試掘調査を行

う。 

5 営繕工事等において、地中埋設物・躯体埋込み配管等が予想される箇所を

掘削・搾孔する場合は、次に注意して施工する。 

(1) 施工前に、地中又は壁内の配管（電気・給排水・ガス等）の有無を、図

面及び現地で確認する。 

(2) 住戸内側から配管等の位置を確認し、搾孔の注意範囲等を当該箇所にマ

ーキングする。 

(3) 搾孔等施工の際は、特記仕様書記載の探査機等で埋め込み管等の調査を

行ったうえ、初回は必ず監督員の立ち会いのもとモデル施工を行い、その

後は同様の手順で施工する。 

(4) 仮設等で地中へ単管等を打ち込む場合においても、周辺を試掘して埋設

管の有無、位置を確認する。 

 

監督員の指示を受けた既存樹木等の保護については、「工事標準仕様書（土

木・造園）の造園編」による。 

 

1 建設工事及び営繕工事等に伴い副次的に得られた建設廃棄物や建設発生土

等（以下「建設副産物」という。）は、「建設工事に係る資材の再資源化等に

関する法律」（平成 12 年法律第 104 号。以下「建設リサイクル法」とい

う。）、「資源の有効な利用の促進に関する法律」（平成３年法律第 48 号。以

下「資源有効利用促進法」という。）、「廃棄物の処理及び清掃に関する法

律」（昭和 45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）、「建設副産

物適正処理推進要綱」（平成５年１月 12 日付建設省経建発第３号）、「東京都

建設リサイクルガイドライン」、「東京都建設泥土リサイクル指針」等に基づ

き、発生抑制、現場内での分別、再使用、再生利用及び適正処理に努める。 

また、再生資源の積極的活用に努める。 

2 建設副産物の処理は次による。 

(1) 現場において再使用、再生利用及び再資源化を図るものは、特記によ

る。 

(2) 計図書で定められた以外に、建設副産物の再使用、再生利用、再資源化

及び再生資源の活用を行う場合は、監督員と協議する。 

(3) 発注者に引渡しを要するもの並びに特別管理産業廃棄物の有無及び処理

方法は、特記による。 

ア PCB を含む機器類は、PCB が飛散し、流出し、又は地下に浸透しない

よう、適切な容器に収めるとともに、適切な場所に保管する。 

イ PCB を含む機器類の取り扱い作業は、必ず構内で行い、構外に搬出
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してはならない。 

ウ PCB を含む機器類の取り扱いについては、ア及びイによるほか、「廃

棄物処理法」、「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する

特別措置法」（平成 13 年法律第 65 号）、「電気関係報告規則」（昭和 40

年通商産業省令第 54 号）、「電気設備に関する技術基準を定める省令」

（平成 9 年通商産業省令第 52 号）等に定めるところによる。 

(4) (3)の発注者に引渡しを要すると指定されたものは、監督員の指示を受

けた場所に整理の上、調書を作成し、監督員に提出する。 

(5) (1)から(3)まで以外のものは、全て工事現場外に搬出し、1 により適正

に処理する。 

(6) CCA 処理木材（クロム・銅・ひ素化合物系木材防腐剤処理木材）は、

適切な延焼・排ガス処理設備を有する中間処理施設で処理する。 

(7) せっこうボードの処理方法は次による。 

ア 石綿含有せっこうボードの処理は、特記による。 

イ ひ素・カドミウム含有せっこうボードの処理は、非含有せっこうボー

ドと分別して解体した後、製造業者に回収を委託するか又は管理型最終

処分場で埋立処分するものとし、適用は、特記による。 

ウ ア及びイ以外のせっこうボードの処理は次のＡ又はＢにより、適用

は、特記による。 

Ａ 最終処分とする場合は、管理型最終処分場で埋立処分する。 

Ｂ 再資源化する場合は、再資源化施設の受入条件を確認のうえ、適切

に分別したのち、再資源化施設で再資源化する。 

(8) PCB 含有シーリング材の処理は次による。 

ア PCB 含有シーリング材の分析調査及び撤去は、特記による。 

イ PCB 含有シーリング材は、PCB が飛散しないように適切な容器に収

め、適切な場所に保管し、工事完了後監督員に引き渡す。 

(9) 非飛散性アスベスト廃棄物（非建材）の処理は、「非飛散性アスベスト

廃棄物の取扱いに関する技術指針（環境省）」「建築物の解体又は改修工事

において発生する石綿を含有する廃棄物の適正処理に関する指導指針（東

京都環境局）」等に基づき、適正な処理を行うこと。 

なお、非飛散性アスベスト廃棄物とは次のものをいう。 

ア 磨耗材 

イ 接着剤(断熱材料) 

ウ 石綿紡織品 

エ シール材（ガスケット、パッキン等） 

オ 電気絶縁板（開閉器類、継電器類） 

3 建設廃棄物の保管並びに運搬及び処分の委託等は、次による。 

(1) 工事現場内の保管 

建設廃棄物の工事現場内の保管に当たっては、周辺の生活環境に影響を
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及ぼさないようにするとともに、分別した廃棄物の種類ごとに、「廃棄物

処理法」の規定による「産業廃棄物保管基準」に従い保管する。 

(2) 運搬及び処分の委託 

ア 建設廃棄物の運搬及び処分の委託契約は、「廃棄物処理法」の規定によ

り、委託先ごとに、個別に書面で行う。 

なお、運搬及び処分を委託した場合は、建設廃棄物の処理の状況に関

する確認を行った上で、最終処分までの処理が適正に行われるための必

要な措置を講ずる。 

イ 建設廃棄物の運搬の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業許可のあ

る産業廃棄物収集運搬業者とする。 

なお、運搬途上で積替え保管を行う場合は、当該廃棄物の積替え及び

保管の事業許可を確認する。 

ウ 建設廃棄物の処分の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業許可のあ

る産業廃棄物処分業者とする。 

エ 混合廃棄物の処分又は再生の委託先は、選別設備を有する中間処理施

設又は再資源化施設とする。 

オ 建設廃棄物の運搬又は処分を委託する場合は、マニフェストを利用

し、最終処分が終了したことを確認する。また、「廃棄物処理法」に基づ

く情報処理センターが運営する電子情報処理組織への登録（電子マニフ

ェスト）により確認を行う場合においても、最終処分が終了したことを

確認する。 

4 特別管理産業廃棄物の保管並びに運搬、処分及び回収の委託は、次によ

る。 

(1) 工事現場内の保管 

特別管理産業廃棄物は PCB 廃棄物を除き、現場内に保管しない。搬出す

るまでの間やむを得ず保管する場合は、種類を表示し、雨水のかからない

場所とし、周辺環境に影響を及ぼさないようにするなど、「廃棄物処理

法」に基づく「特別管理産業廃棄物保管基準」に従い保管する。 

(2) 運搬、処分及び回収の委託 

ア 特別管理産業廃棄物の運搬、処分及び回収の委託契約は、「廃棄物処理

法」その他関係法令の規定により、委託先ごとに個別に書面で行う。 

なお、運搬及び処分を委託した場合は、特別管理産業廃棄物の処理の

状況に関する確認を行った上で、最終処分までの処理が適正に行われる

ための必要な措置を講ずる。 

イ 特別管理産業廃棄物は、運搬又は処分を委託しようとする者に対し、

特別管理産業廃棄物の種類、数量、性状、荷姿及び当該特別管理産業廃

棄物を取り扱う際に注意すべき事項を文書で通知する。 

ウ 特別管理産業廃棄物の運搬の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業

許可のある特別管理産業廃棄物収集運搬業者とする。 
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なお、運搬途上で積替え保管を行う場合は、当該廃棄物の積替え及び

保管の事業許可を確認する。 

エ 特別管理産業廃棄物の処分の委託先は、「廃棄物処理法」で定める事業

許可のある特別管理産業廃棄物処分業者とする。 

オ 特別管理産業廃棄物の運搬又は処分を委託する場合は、マニフェスト

を利用し、最終処分が終了したことを確認する。また、「廃棄物処理法」

の規定による情報処理センターが運営する電子情報処理組織への登録

（電子マニフェスト）により確認を行う場合においても、最終処分が終

了したことを確認する。 

5 受注者は、工事着手にあたっては、リサイクル計画書を作成し、施工計画

書に含めて監督員に提出する。また、受注者は、リサイクル実施状況等につ

いて必要書類を作成し、リサイクル報告書に取りまとめて監督員に報告す

る。 

なお、リサイクル計画書及びリサイクル報告書の記載内容、並びに添付書

類の適用等ついては「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）（島し

ょ部における工事においては、「東京都建設リサイクルガイドライン（島しょ

地域版）」（東京都）による。以下同じ。）による。 

6 建設副産物情報交換システム（以下「COBRIS」という。）の活用 

受注者は「COBRIS」登録対象工事を実施するにあたり、施工計画書作成

時、工事完了時及び登録情報の変更が生じた場合は、速やかに「COBRIS」に

データの入力を行い、その都度｢建設副産物情報交換システム工事登録証明

書」を監督員に提出してその確認を受ける。なお、登録対象工事とは、５品

目（コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設

泥土、建設混合廃棄物）及び金属くず、廃プラスチック、紙くず、アスベス

ト、その他の廃棄物が発生する工事をいう。 

また、「再生資源利用計画書（実施書）」及び「再生資源利用促進計画書

（実施書）」の作成・提出にあたっては、「COBRIS］に搭載されている「建設

リサイクルデータ総合システム（以下「CREDAS」という｡）」に必要なデータ

を入力して作成し、監督員に提出する。 

受注者は、工事の完成後速やかに、「東京都建設リサイクルガイドライ

ン」（東京都）に従い、実施状況を記録し、報告するとともに、これらの記

録を工事完了後、１年間保存しておく。 

7 再生資材を使用する工事において、特記があるものは、｢COBRIS」の積極

的活用を図る。 

8 建築物等の分別解体等及び建設資材の再資源化等にあたっては、「建設リ

サイクル法」を遵守すること。「建設リサイクル法」による書類作成等につ

いては、「建設リサイクル法書類作成等の手引き（公共工事）」（東京都）に

よる。 

9 建設副産物は、処理方法に応じた分別及び保管の徹底により、効率的回収
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に努める。 

10 機材の搬入にあたっては、簡易梱包、通い箱方式等により、梱包材の削減

に努める。 

11 コンクリート塊を原料とした再生砂(RC-10 等)を使用する場合は、六価ク

ロムについて、平成 3 年 8月 23 日付環境庁告示第 46 号による測定方法に基

づき、あらかじめ土壌の汚染に係る環境基準に適合することを確認する。ま

た、試料には再生砂製品を直接使用し、工事毎に１購入先あたり１検体の試

験を行う。 

 

1 建設発生土の取り扱い 

工事で発生した建設発生土は、「東京都建設リサイクルガイドライン」(東

京都)に基づき、掘削量の削減、現場内での再利用等により、工事現場外へ

の搬出の抑制に努める。 

2 建設発生土の処理 

建設発生土処理は、特記による。特記がなければ監督員と協議する。ま

た、場外に搬出する場合は、受注者の責任において、適切な処分と有効活用

に努める。 

3 「建設発生土搬出のお知らせ」の提出 

受注者は、建設発生土を工事現場外に 100 ㎥以上搬出する場合は、「東京

都建設リサイクルガイドライン」(東京都)に基づき、「建設発生土搬出のお

知らせ」を３部作成し、１部を自ら保管し、残りは次のとおり提出する。 

(1) １部を施工計画書に添付して提出する。 

(2) １部を受入地のある区市町村の建設発生土搬出のお知らせ受理窓口宛に

提出する。ただし、新海面処分場及び海面処分場へ搬出する場合は除く。 

「建設発生土搬出のお知らせ」の様式、提出先等については、監督員の

指示による。受注者は、都以外の県に所在する民間受入地に建設発生土を

搬出する場合は、当該民間受入地が所在する市町村に提出先を問い合わせ

ること。 

4 土砂伝票等による管理 

受注者は、「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）に基づき、建

設発生土を受入機関に搬出する場合は、受入機関の定める土砂伝票（土砂搬

入管理券等・発生側の運搬証明）、土砂搬入確認書（受入側の受入証明）及

び自ら作成する集計表を監督員に提出する。 

なお、工事間利用及び民間受入地の場合も「東京都建設リサイクルガイド

ライン」（東京都）によること。 

5 異物混入の防止 

(1) 受注者は、建設発生土の積込み・搬出にあたっては、コンクリート塊、

木くず、金属くず等と分別し、これらの異物が混入しないよう搬出・運搬

しなければならない。 
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(2) 受注者は、建設発生土の積込み・搬出にあたり、現場での分別状況を写

真撮影し、工事記録写真帳に含めて監督員に提出しなければならない。た

だし、建設発生土の掘削のみの場合など、異物が混入するおそれのない場

合は、この限りでない。 

6 民間受入地の確認について 

受注者は、特記等により、民間受入地に建設発生土を搬入する場合は、民

間受入地が「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）に定義する適

正な受入地であることを事前に確認した上で、「搬入予定民間受入地届」を

施工計画書に添付し、提出する。また、建設発生土の積み込み、運搬、受入

地への搬入状況等の記録を工事記録写真に撮影して監督員に提出し、民間受

入地への搬入が適正に行われていることを確認するとともに、これを完了し

たときは「民間受入地搬入確認報告書」を作成し、監督員に提出する。 

7 リサイクル証明書による有効利用の確認 

受注者は、特記等により、民間受入地に建設発生土を搬入した場合は、そ

の有効利用が完了したときに、民間受入地事業者に「リサイクル証明書（建

設発生土）」の作成を求めるものとし、関係法令に基づく許可証の写し及び

現地の状況を撮影した写真を添付して提出させる。 

受注者は、提出された「リサイクル証明書（建設発生土）」を「民間受入

地搬入確認報告書」に添付して、監督員に提出する。 

8 汚染土壌の対応 

工事中に土壌汚染の疑いが生じた場合は、監督員に直ちに報告し、対応に

ついて協議すること。 

 

1 受注者は、舗装版切断作業を行いながら濁水を可能な限り回収し、作業後

速やかに回収した濁水を産業廃棄物の汚泥（油分を含む汚泥）として中間処

理施設に運搬及び処理するものとする。 

2 受注者は、汚泥の中間処理業の許可を受けている業者と産業廃棄物処分委

託契約を締結しなければならないものとする。 

3 受注者は、自ら運搬を行う場合を除き、汚泥の収集運搬業の許可を受けて

いる業者と産業廃棄物収集運搬委託契約を締結しなければならないものとす

る。 

4 受注者は、濁水の処理に関する履行について、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律において定める産業廃棄物管理票（以下「マニフェスト」とい

う。）により管理するものとする。 

5 受注者は、施工計画書において、濁水の回収、運搬及び処理に関する方法

を定めなければならないものとする。また、中間処理業者及び収集運搬業者

と締結した委託契約書の写し及び許可証の写しを添付する。 

6 受注者は、工事完成後速やかにマニフェストの写しを監督員に提示しなけ

ればならないものとする。 



- 総28 - 
 

 

 

 

1．3．17 

過 積 載 の 防 止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．3．18 

原 状 復 旧 工 事 の 

立 ち 会 い 等 

 

 

 

 

1．3．19 

養 生 

 

 

 

1．3．20 

清 掃 ・ 後 片 付 け 

7 受注者は、舗装版切断時に濁水を生じない工法を使用する場合において

は、事前に監督員と協議するものとする。 

 

1 建設副産物又は、工事用資機材及び機械等（以下「資機材等」という。）

の運搬に当たっては、ダンプカー等の過積載防止に努める。また、関係法令

の定めに従い、次の事項を遵守する。 

(1) 積載重量制限を超過して建設副産物及び資機材等を積み込まない。 

(2) 法に定める表示番号等の不表示車、積載重量自重計の未設置車、さし枠

の装着、荷台の下げ底等の不正改造車等に土砂等を積み込まず、また、積

み込ませないとともに、工事現場に出入りすることのないようにする。 

(3) 産業廃棄物運搬車等を、目的以外に使用してはならない。 

2 建設副産物及び資機材等の運搬に当たり、ダンプカー等を使用するとき

は、「土砂等を運搬する大型自動車による交通事故の防止等に関する特別措

置法」（昭和 42 年法律第 131 号）及び「車両制限令」（昭和 36 年制令第 265

号）に従い、関係機関と協議して、通行道路、通行期間、交通誘導員の配

置、標識・安全施設等の設置場所その他交通安全上必要な事項について搬送

計画を作成し、監督員に提出する。 

また、「車両制限令」第 3条第 1項に定める制限を越えて工事用資材及び

機械などを運搬する場合は、「道路法」（昭和 27 年法律第 180 号）第 47 条の

2 の許可を受ける。 

3 ダンプカー等大型自動車を使用するときは、2の特別措置法第 12 条に規定

する団体等の設立状況を踏まえ、同団体等への加入者の使用を促進するな

ど、過積載の防止及び交通安全の確保に努める。 

4 土砂等の運搬を下請負に付する場合には、公正な取引の確保に努め、その

利益を不当に害し、過積載を誘発するような契約を締結してはならない。 

 

1 工事対象物又はその他の既設物等に損傷を与えた場合は、遅滞なく監督員

に報告するとともに、監督員の立ち会いのもと、その指示に従い、受注者の

負担において原状復旧する。 

2 工事の施工済箇所に、更に埋設施工を行い原状復旧する場合は、監督員の

立ち会いを受ける。 

 

1 既存施設部分、工事等の施工済み部分等については、汚損しないよう適切

な養生を行う。 

2 工事の施工に際し、既存施設部分、工事目的物の施工済み部分等を汚損し

た場合は、監督員に報告するとともに、承諾を受けて原状に復旧する。 

 

1 作業終了時には、適切な後片付け及び清掃を行う。 

2 工事の完成に当たり、工事目的物の内外の後片付け及び清掃を行う。 
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４節 仮設物等 

 

1 足場、作業構台、仮囲い等は、労働安全衛生法、建築基準法、建設工事公

衆災害防止対策要綱その他関係法規に基づき、適切な材料及び構造物のもの

とし、適切な保守管理を行う。 

2 定置する足場、作業構台等は、関連工事等の関係者に無償で使用させる。 

3 材料の荷揚げ業務等運転経費を要するものは、関連工事等の関係者間で協

議し使用する。 

4 枠組足場を設ける場合は、「手すり先行工法等に関するガイドライン」（厚

生労働省平成 21 年 4月）により、「働きやすい安心感のある足場に関する基

準」に適合する手すり、中さん及び幅木の機能を有する足場とし、足場の組

立て、解体又は変更の作業は、「手すり先行工法による足場の組立て等に関

する基準」の２の(2)手すり据置き方式又は(3)手すり先行専用足場方式によ

り行うこと。 

5 仮囲い等の位置等は、特記によることとし、足場等は、安全に使用できる

ようその種類に応じた点検を徹底し、工事期間中は良好な維持管理を行う。 

6 工事用道路、工事用電話、工事用電源、工事用水、排水及び特殊な仮設は

特記による。 

7 足場を設ける場合には、開閉器室等の共用諸室内の設備の保守、自動点滅

器等、外壁面に設置されている設備の作動など、団地維持管理に支障が無い

ように敷設する。 

 

1 始業前に仮設足場、仮囲い、バリケード、資材置き場等（以下仮設物等と

いう。）の点検を行い、異常があった場合には直ちに監督員へ報告する。な

お、仮設足場等については、改正労働安全衛生規則及び安全衛生部長通達

（最新のもの）に定められた点検及び記録・保管を行う。 

2 現場周辺地域に対し、気象庁より、警報・注意報が発令された場合の対応

は、次表による。 

 

現地点検 
作業時間内 直ちに実施 

夜間・休日等 翌現場稼働日の朝に実施 

点検結果報

告 

作業時間内 
被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 定時に監督員へ報告 

夜間・休日等 
被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 定時に監督員へ報告 

 

なお、特別警報が発令された場合には、直ちに命を守る行動をとることと

し、現場点検については、後日、監督員の指示による。 
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工 事 用 の 諸 設 備 

 

 

 

 

 

 

 

 

3 気象警報・注意報発令中の現場点検は、原則として１日３回（朝・昼・夕

方） 実施し、必要に応じて安全対策を講じること。また、点検結果・安全

対策内容について、次の時間までに電話等で監督員に報告する。 

朝  →  午前 8：30 まで（前日の警報等が解除された場合も含む） 

昼  →  午後 1：30 まで 

夕方→  午後 4：30 まで 

4 現場点検・点検結果報告が必要な気象警報・注意報の種類は次による。 

【警  報】大雨、洪水、大雪、暴風、暴風雪（波浪、高潮は沿岸部のみ） 

【注意報】大雨、洪水、大雪、強風、風雪、雷（波浪、高潮は沿岸部のみ） 

5 気象警報・注意報が発令されていない場合でも、監督員から指示があった

場合又は仮設物等に被害が及ぶおそれがあると判断される場合には、点検を

実施し、その結果を監督員に報告する。 

6 現場周辺地域に地震が発生した場合の対応は、次表による。 

 

震度階級 震度１～３ 震度４以上 

現場点検 

作業時間内 直ちに実施 

夜間・休日等 
翌現場稼働日の

朝に実施 

現場に急行し、

直ちに実施 

点検結果報告 

作業時間内 

被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 不要 
点検後、直ちに

監督員へ報告 

夜間・休日等 

被害 有 点検後、直ちに監督員へ報告 

被害 無 不要 
点検後、直ちに

監督員へ報告 

 

なお、震度 3以下の地震においても、別途、監督員から指示があった場合

には速やかに点検を実施し、その結果を監督員に報告する。 

7 点検結果・安全対策内容については書面にまとめる。書式については監督

員の指示による。 

 

1 工事の施工に必要な電力・電灯・給排水・ガス等の諸設備の設置及び設置

に必要となる手続きは受注者が行い、故障や危険が生じないよう常に整備

し、安全上の点検を行う。 

2 本工事用の電源を受電するまでの仮設工事費、及び完了検査合格日から入

居指定日までの光熱水料、及びその他仮設物に必要となる一切の費用は、受

注者の負担とする。 

3 営繕工事等に必要な電力・用水を団地共用設備から使用する場合は、事前

に自治会等と協議し、了承を求める。なお、使用料は受注者の負担とする。 

また、公社住宅の場合は「住宅共用施設使用願い」により届出をし、使用

料の清算を行う。 
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材料置場、下小屋等は、使用目的に適した構造とする。 

 

 

塗料・油類等の引火性材料の貯蔵所は、関係法令等に基づき、適切な規

模、構造及び設備を備えたものとする。また、関係法令等適用外の場合で

も、建築物、仮設事務所、他の材料置場等から隔離した場所に設け、屋根、

壁等を不燃材料で覆い、各出入口には錠を付け、「火気厳禁」の表示を行

い、消火器等を設け、安全対策を講ずる。 

なお、やむを得ず工事目的物の一部を置場として使用する場合には、監督

員の承諾を受ける。 

 

1 受注者事務所、休憩所、便所等仮設物の配置に当たっては、関係法令等に

基づき行う。 

2 作業員宿舎は、工事現場内に設けてはならない。 

3 工事現場の適切な場所に、工事名称、発注者等を示す表示板を設ける。 

4 受注者事務所、資材置場、作業小屋、便所等の仮設物を設ける場合、設置

場所、その他については監督員及び自治会等の確認を受ける。 

 

1 工事完成までに、仮設物を撤去し、撤去跡及び付近の清掃、地均し等を行

う。 

2 工事の進捗上又は工事現場内の建築物等の使用上、仮設物が障害となり、

かつ、仮設物を移転する場所がない場合は、監督員の承諾を受けて、工事目

的物の一部を使用することができる。 

 

 

５節 機器及び材料 

 

1 使用する機器及び材料（以下「機材」という。）は、｢国等による環境物品

等の調達の推進等に関する法律」（平成 12 年法律第 100 号。以下「グリーン

購入法」という。）、「東京都建設リサイクルガイドライン」（東京都）及び

「東京都環境物品等調達方針（公共工事）」（東京都）（島しょにおける工事

の場合は、「東京都島しょ地域における環境物品等調達方針（公共工事）」と

する。以下同じ。）により、環境負荷を低減できる機材を選定するように努

める。 

また、環境物品等の指定の有無は、特記による。 

2 使用する材料は、揮発性有機化合物の放散による健康への影響に配慮し、

次を満たすとともに、石綿を含有しないものとする。また、ホルムアルデヒ

ド放散量は、建築物の外部に使用する材用を除き「F☆☆☆☆」とし、放散

等級の表示については、次のいずれかによる。 
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(1) JIS 又は JAS に基づくホルムアルデヒド放散区分等の表示で確認でき

るもの。 

(2) 国土交通大臣の認定によるもので、認定に基づく表示の確認ができる

もの。 

(3) 指定性能評価機関の評価によるもので、評価に基づく表示の確認がで

きるもの。 

(4) 事業者団体等の自主表示制度に基づく表示が確認できるもの。 

ただし、アからエまでのいずれにも該当せず、かつ、「建築基準法」で

指定されている告示対象建築材料以外の材料についてはこの限りでない。 

3 省エネルギーや再生可能エネルギー等に関する器材、設備システム等の技

術の適用に際し、必要な情報の提供に努める。 

 

1 使用する機材は、設計図書に定める品質及び性能を有する新品とする。た

だし、仮設物に使用する機材及び特記等で指定するものは、この限りでな

い。 

なお、「新品」とは、品質及び性能が製造所から出荷された状態であるも

のを指し、製造者による使用期限等の定めがある場合を除き、製造後一定期

間内であることを条件とするものではない。 

2 使用する機材が、設計図書に定める品質及び性能を有することの証明とな

る資料（試験成績書等）を、監督員に提出する。ただし、設計図書において

JIS 又は JAS によると指定された機材で、JIS 又は JAS のマーク表示のある

ものを使用する場合及びあらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、この限り

でない。 

3 製材等、フローリング又は再生木質ボードを使用する場合は、「グリーン

購入法」の基本方針の判断の基準に従い、林野庁作成の「木材･木材製品の

合法性、持続可能性の証明のためのガイドライン(平成 18 年 2月 15 日)」に

準拠した証明書を監督員に提出する。 

なお、コンクリート工事のせき板として合板を使用する場合の材料につい

ては、1.5.1「環境への配慮」の 1 による。 

4 調合を要する材料については、調合に先立ち、調合表等を監督員に提出す

る。 

5 材料の色、柄等については、監督員の指示を受ける。 

6 設計図書に定める規格等が改正された場合は、1.1.13「疑義に対する協議

等」による。 

7 再生資材の品質は、特記等よる。 

8 機材を選定する際は、次の事項について配慮する。 

(1) 維持が容易であり、部品交換等への対応が整備されており、交換が容易

に行えるものであること。 

(2) 施工が容易であり、施工の確実性が確保できるようにマニュアル等が整
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機 材 の 検 査 に 
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備されていること。 

 

1 工事現場へ機材を搬入するごとに、監督員に報告する。ただし、あらかじ

め監員の承諾を受けた場合は、この限りでない。 

2 搬入の証明となる資料を整備し、監督員から請求されたときは、遅滞なく

提出する。 

 

1 工事現場に搬入した機材は、種別ごとに監督員の検査を受ける。ただし、

あらかじめ監督員の承諾を得た場合は、この限りでない。 

2 1 による検査の結果、合格した材料と同じ種別の材料は、以後、抽出検査

とすることができる。ただし、監督員の指示を受けた場合は、この限りでな

い。 

3 1 による検査の結果、不合格となった機材は、直ちに工事現場外に搬出す

る。 

4 次の(1)から(5)による場合は、その品質・性能による基準に適合している

ものとする。 

(1) 設計図書に定める JIS 若しくは JAS のマーク表示のある機材又は規格、

基準等の規格が証明書により確認できるもの。 

(2) 設計図書に定める『品質・性能基準』によると指定されたもので、規

格、基準等が証明書により確認できるもの。 

(3) 公共住宅事業者等連絡協議会による公共事業用資機材品質性能評価事業

の評価を受けた機材で、評価書により確認できるもの。 

(4) 一般社団法人公共建築協会による建築材料・設備機材等品質性能評価事

業の評価を受けた機材で、評価書及び評価名簿により確認できるもの。 

(5) 建築基準法その他の認定品等と指定された機材で、その品質、性能を証

明する資料の確認ができるもの。 

5 特記による品質、性能の確認方法がある場合はそれによる。 

6 軽易なもので監督員が認めた場合、規格証明書の提出及び試験を省略する

ことができる。 

 

1 機材の品質及び性能を試験により証明する場合は、設計図書に定める試験

方法による。ただし、設計図書に定めがない場合は、監督員の承諾を受けた

試験方法による。 

2 試験の実施に当たり、試験計画書を作成し、監督員の承諾を受ける。 

3 試験は、監督員の立会いを受けて行う。ただし、あらかじめ監督員の承諾

を受けた場合は、この限りでない。 

4 試験及び検査に直接かかる費用は、受注者の負担とする。 

5 試験及び検査の結果は、監督員に報告する。 
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施 工 

 

 

 

 

1．6．3 

技 能 士 

 

 

 

 

 

1．6．4 

技 能 資 格 者 

 

1．6．5 

一工程の施工の確認 

及 び 報 告 

1 搬入した機材は、工事に使用するまで、破損、変質等がないように保管す

る。 

2 消防法上の危険物の搬入数量については、その都度、その材料が適正な搬

入数量であることを監督員に報告する。 

3 搬入した機材のうち、破損、変質等により工事に使用することが適当でな

いと監督員の指示を受けたものは、適切な措置を講じ、工事現場外に搬出す

る。 

 

 

６節 施工 

 

1 実施工程表及び施工計画書で具体的な計画を定めるために次の関係者と必

要に応じ行う。 

(1) 建物・施設管理者 

(2) 電気主任技術者 

(3) 関係官公署（特定行政庁・建築主事・消防署・労働基準家督署等） 

(4) 電力、上下水道、ガス及び通信事業者 

(5) 建物保守管理業務受託者 

(6) その他必要な者 

 

1 施工は、設計図書、実施工程表、施工計画書、施工図等に基づき行う。 

2 コンクリート打込み等で隠蔽状態となる部分を施工する場合は、別に定め

る場合を除き、6.6.5「打ち込み前の準備」及び当該関連工事の施工の確認

が終了するまで、当該施工を行わない。ただし、あらかじめ監督員の承諾を

受けた場合は、この限りでない。 

 

1 技能士は、職業能力開発促進法(昭和 44 年法律第 64 号) による一級技能

士又は単一等級の資格を有する技能士をいい、適用する技能検定の職種及び

作業の種別は、特記による。 

2 技能士は、適用する工事作業中、１名以上の者が自ら作業するとともに、

他の作業従事者に対して、施工品質の向上を図るための作業指導を行う。 

3 技能士の資格を証明する資料を、監督員に提出する。 

 

1 技能資格者は、工事に相応した能力を有する者とする。 

2 技能資格者の資格等の能力を証明する資料を、監督員に提出する。 

 

一工程の施工を完了したとき又は工程の途中において監督員の指示を受け

た場合は、その施工が設計図書に適合することを確認し、適時、監督員に報

告する。 
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環 境 に よ り 良 い 

自 動 車 の 利 用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、確認及び報告は、監督員の承諾を受けた者が行う。 

 

1 設計図書に定められた場合又は 1.6.5「一工程の施工の確認及び報告」に

より報告した場合は、監督員の検査を受ける。 

2 1 による検査の結果、合格した工程と同じ材料及び工法により施工した部

分は、以後、抽出検査とすることができる。ただし、監督員の指示を受けた

場合は、この限りでない。 

3 見本施工の実施が特記された場合は、仕上り程度等が判断できる見本施工

を行い、監督員の承諾を受ける。 

4 検査に用いる基準巻尺は、JIS B 7512（鋼製巻尺）の１級とする。 

 

1 試験は、次の場合に行う。 

(1) 設計図書に定められた場合 

(2) 試験によらなければ、設計図書に定められた条件に適合することが証明

できない場合 

2 試験が完了したときは、その試験成績書を監督職員に提出する。 

 

1 設計図書に定められた場合又は監督員の指示を受けた場合の施工は、監督

員の立会いを受ける。 

2 監督員の立会いに必要な資機材、労務等を提供する。 

 

設計図書に定められた工法等以外について、次の提案がある場合、監督員と

協議する。 

(1) 所定の品質及び性能の確保が可能な工法等の提案 

(2) 環境の保全に有効な工法等の提案 

(3) 生産性向上に有効な工法等の提案 

 

自動車を使用し、又は利用する場合は、次の事項を遵守する。 

(1) 「都民の健康と安全を確保する環境に関する条例」第 37 条のディーゼ

ル車規制に適合した自動車であること。 

(2) 「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における

総量の削減等に関する特別措置法」（平成 4年法律第 70 号）の対策地域内で

登録可能な自動車であること。 

(3) 同条例第 34 条第 1項に規定する低公害・低燃費車の使用又は利用に努

めること。 

なお、当該自動車の自動車検査証（車検証）、粒子状物質減少装置装着証

明書等の提示又は写しの提出を求められた場合には、速やかに提示し、又

は提出する。 
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1．6．11 

排 出 ガ ス 対 策 型 

建 設 機 械 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．6．12 

ディーゼル自動車、 

建 設 機 械 等 の 燃 料 

 

 

 

 

1．6．13 

低 騒 音 ・ 低 振 動 型 

建 設 機 械 

1 建設機械を使用する場合は、次のいずれかによる。ただし、これにより難

い場合は、監督員と協議する。 

また、工事現場において、排出ガス対策型建設機械又は排出ガス浄化装置

を装着した建設機械の写真撮影を行い、監督員に提出する。 

(1) 「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」（平成 17 年法律第 51

号）に基づく技術基準に適合する機械 

(2) 「排出ガス対策型建設機械指定要領」（平成 3年 10 月 8日付建設省経機

発第 249 号）、「排出ガス対策型建設機械の普及促進に関する規程」（平成

18 年 3月 17 日付国土交通省告示第 348 号）又は「第３次排出ガス対策型

建設機械指定要領」（平成 18 年 3月 17 日付国総施第 21 号）に基づき指定

された排出ガス対策型建設機械 

(3) 平成７年度建設技術評価制度公募課題「建設機械の排出ガス浄化装置の

開発」又はこれと同等の開発目標で実施された「民間開発建設技術の技術

審査・証明事業」により評価された排出ガス浄化装置を装着した建設機械 

2 1 の対象とする建設機械は次の建設機械をいい、排出ガス対策型建設機械

を用いるものとする。 

(1) 一般工事用建設機械（ディーゼルエンジン出力 8kW～560kW） 

ア バックホウ 

イ ホイールローダ 

ウ ブルドーザ 

(2) 一般工事用建設機械（ディーゼルエンジン出力 7.5kW～260kW） 

ア 発動発電機（可搬式・溶接兼用機を含む。） 

イ 空気圧縮機（可搬式） 

ウ 油圧ユニット（基礎工事用機械で独立したもの） 

エ ホイールクレーン（ラフテレンクレーン） 

オ ローラ類（ロードローラ、タイヤローラ又は振動ローラ） 

（道路運送車両法(昭和 26 年法律第 185 号)による排ガス規制を受けてい

る建設機械は除く。） 

 

1 ディーゼルエンジン仕様の自動車、建設機械等を使用する場合は、規格

（JIS）に合った軽油を使用する。 

2 発注者が調査のため、1の自動車、建設機械等から燃料を採取する等の場

合には、監督員の指示によりこれに協力する。 

 

 

 

1 建設機械を使用する場合には、「低騒音・低振動型建設機械指定の指定に

関する規程」(平成 9年 7月 31 日建設省告示第 1536 号)に基づき、指定され

た低騒音・低振動型建設機械を使用する。 
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1．6．14 

シ ッ ク ハ ウ ス 対 策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2 1 の対象とする建設機械は、次に示すものとする。 

(1) ブルドーザー 

(2) バックホウ 

(3) クラムシェル 

(4) トラクターショベル 

(5) クローラクレーン、トラッククレーン及びホイールクレーン 

(6) バイブロハンマー 

(7) 油圧式杭圧入引抜機 

(8) アースオーガー 

(9) オールケーシング掘削機 

(10) アースドリル 

(11) ロードローラー、タイヤローラー及び振動ローラー 

(12) アスファルトフィニッシャー 

(13) コンクリートカッター 

(14) 空気圧縮機 

(15) 発動発電機 

 

1 居室内及び天井裏に使用する建築材料は、JAS 及び JIS 規格でホルムアル

デヒド放散等級が示されているものについては、Ｆ☆☆☆☆又は大臣認定を

受けたものとする。 

2 ホルムアルデヒド発散建築材料の使用制限 

(1) ホルムアルデヒドに関する規制の対象となる建築材料の品目は次によ

る。（詳細は建築基準法施行令第 20 条の 7（居室を有する建築物の建築材

料についてのホルムアルデヒドに関する技術的基準）、国土交通省告示第

1113 号等を参照すること。） 

ア 合  板（コンクリート型枠用合板を除く） 

イ 木質系フローリング（縦継ぎ等をした単層フローリングを除く） 

ウ 構造用パネル 

エ 集成材 

オ 単板積層材（ＬＶＬ） 

カ ＭＤＦ（中質繊維板、ミディアムデンシティファイバーボード） 

キ パーティクルボード 

ク その他の木質建材 

ケ ユリア樹脂板 

コ 壁  紙 

サ 接着剤（現場施工、工場での二次加工とも） 

シ 保温材 

ス 緩衝材 

セ 断熱材 
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ソ 塗  料（現場施工） 

タ 仕上げ塗材（現場施工） 

(2) 内装仕上げの範囲規制対象となる内装仕上げの範囲は、「面的に用いない

柱等の軸材や回り縁・窓台その他これらに類する部分」を除く壁・床及び

天井の面的な部分であり、柱等の軸材、回り縁、窓台、巾木、手すり、鴨

居、敷居、長押、カーテンボックス等の造作部分、建具枠、部分的に用い

る塗料や接着剤等は対象外とする。 

ただし、これらの軸材の露出面積が室内に面する面積の 10 分の 1 を超え

る場合は、面的な部分とみなして規制の対象とする。 

また、造り付け家具や建具枠等の部分については、当該家具等の見付け

面積（建具・扉等の可動部分については当該可動部分ごとに判断する。）の

10 分の 1 を超える場合は、規制の対象とする。 

(3) 内装仕上げと天井裏等の区分 

ア 次の部分は、内装仕上げに該当する。 

Ａ 室内に直接面するボード類（表面化粧等の二次加工を含む） 

Ｂ 壁紙・カーペット等の透過性の材料を貼ったボード類（壁紙等だけで

なく壁紙等を貼ったボード類までが内装仕上げ） 

Ｃ 住宅部品・設備機器の室内に面する部分 

イ 次の部分は、天井裏等に該当する。 

Ａ 室内に直接面するボード類（壁紙等の透過性の材料を貼ったボード類

を含む）の裏面に貼られたボード類及び塗布された接着剤 

Ｂ 住宅部品・設備機器の内部の天板・側板・底板・棚板・背板等で固定

されている主要な面材（芯材及び棚板・仕切板等で取り外しが可能な部

分は規制対象外） 

3 クロルピリホス発散建築材料の使用禁止 

クロルピリホスを発散するおそれのある建築材料の使用を禁止する。 

4 揮発性有機化合物の室内濃度測定 

(1) 室内化学物質の測定は、受注者の責任により第三者の専門業者に委託し

て測定（パッシブ法による）し、厚生労働省の定める指針値以下であるこ

とを確認し、監督員に報告する。 

なお、事前に測定に関する計画書（測定箇所及び測定・分析機関の資料

等を添付する）を作成し、監督員の承諾を受ける。 

施設・住宅の合築棟の室内化学物質の濃度測定は、施設管理者と協議し

設定する。 
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(2) 測定対象化学物質 

物質名 
厚生労働省の指針値 

（25℃の場合） 
主な用途 

①ホルムアルデヒド 100μｇ/㎥ (0.08ppm) 
合板、壁紙接着

剤 

②トルエン 260μｇ/㎥ (0.07ppm) 
接着剤、塗料な

どの溶剤 
③キシレン 200μｇ/㎥ (0.05ppm) 

④エチルベンゼン 3,800μｇ/㎥ (0.88ppm) 

⑤スチレン 220μｇ/㎥ (0.05ppm) 
断熱財、畳心材

など 

 

(3) 測定対象及び測定箇所数 

ア 測定対象は、住宅の居室及び施設とする。 

イ 測定戸数は、棟ごとに住戸数の１０％程度（合計で請負工区総戸数の

１０％以上）の住戸等において行うこと。施設については監督員の指示

による。 

ウ 測定箇所数は 1住戸あたり２箇所を原則とし、詳細は監督員と協議す

る。施設については監督員の指示による。 

(4) 測定方法 

ア ホルムアルデヒドの測定方法は、パッシブ型採取機器によるＤＮＰＨ

誘導体固相吸着/溶媒抽出－高速液体クロマトグラフ法による。 

イ トルエン、キシレン、エチルベンゼン及びスチレンの測定方法は、パ

ッシブ型採取機器による固相吸着/溶媒抽出－ガスクロマトグラフ／質

量分析法による。 

(5) 空気試料の採取方法等 

空気試料の採取方法等は、原則として厚生労働省から示されている「室

内空気中化学物質の採取方法と測定方法」による。 

ただし、本工事に適用が困難な部分については、監督員と協議する。 

(6) 測定結果が厚生労働省の指針値を超えた場合の措置 

測定結果が厚生労働省の指針値を超えた場合は、ただちに監督員に報告

の上、発散源を特定し、換気等の措置を講じた後、再測定する。 

5 注意事項 

化学物質の室内濃度低減のためには、通風換気の時間を長く取ることが有

効であり、引き渡し時までに住宅全体を養生させるため、可能な限り余裕の

ある工程管理を行う。（換気システムを作動させ、昼間は窓開けを行うなど

して、３週間程度養生する。） 

また、室内濃度を指針値以下に抑え発散源を特定するために、建材に含ま

れる化学物質の情報を入手しておく。 
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1．6．15 

先 行 住 宅 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．7．1 

工 事 検 査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．8．1 

工 事 の 進 捗 

 

1．8．2 

使 用 機 材 一 覧 表 

 

 

 

1 建設する住宅の中から、監督員が指定した住戸を先行して施工し、可能な

限り早期に完成させる。 

2 先行住宅の施工にあたっては、工事の各段階ごとに建築、電気設備及び機

械設備の各工事の納まりについて監督員と協議のうえ、細部の納まり等の検

討を行う。 

3 先行住宅の軸組工事完了時に、内装工事の施工及び関連工事との取り合い

について、監督員の立ち会い、確認を受ける。 

 

 

７節 工事検査 

 

1 契約書に基づく工事の完了とは、次の(1)から(3)に示す要件の全てを満た

した時とする。工事が完了した際は、工事完了届を監督員に提出することが

できる。 

(1) 設計図書に示す、全ての工事が完了していること。 

(2) 監督員の指示を受けた事項が、全て完了していること。 

(3) 設計図書に定められた工事関係図書の整備が全て完了していること。 

2 契約書に基づく部分払を請求する場合は、当該請求部分に係る工事につい

て、1 の(2)及び(3)の要件を満たすものとし、出来形部分等の算出方法につ

いては、監督員の指示を受ける。 

3 契約書に基づく指定部分に係る工事完了届を監督員に提出する場合は、指

定部分に係る工事について、1の(1)から(3)までの要件を満たすものとす

る。 

4 1 から 3までの届出又は請求に基づく検査は、発注者から通知された検査

日に受ける。 

5 工事検査に必要な資機材、労務等を提供し、これに直接要する費用は受注

者の負担とする。 

 

 

８節 記録 

 

監督員の指示がある場合は、工事の進捗に関する書類を作成し、監督員に

提出する。 

 

工事完成後、工事科目ごとに、使用した主要な機材及びメーカー等の一覧

表を監督員に提出する。 

 

 

 



- 総41 - 
 

1．8．3 

完 了 時 の 提 出 図 書 

 

 

 

 

1．8．4 

し ゅ ん 功 図 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1．8．5 

保 全 に 関 す る 資 料 

 

 

1 工事完了時の提出図書は次による。 

(1) しゅん功図 

(2) しゅん功写真 

(3) 保全に関する資料（1.8.5「保全に関する資料」による） 

(4) その他は特記等による 

 

しゅん功図は、工事目的物の完成時の状態を表現したものとし、監督員の

指示する工事完成図書（配置図、平面図等）及び電子データを提出する。部

数は特記による。特記がなければ、各１部を提出する。 

1 しゅん功図の様式等は、次による。 

(1) しゅん功図の作成方法及び用紙のサイズは、特記による。特記がなけれ

ば、しゅん功図はＣＡＤで作成し、用紙はトレーシングペーパー又は普通

紙に出力する。 

なお、寸法、縮尺等は、設計図書に準ずる。 

(2) 設計図面と変更がない場合は、設計図面を複写したものをしゅん功図と

してもよい。 

2 電子データでの納品は、「東京都住宅供給公社 電子納品運用ガイドライ

ン」に基づき行うこととし、電子納品対象成果物は、監督員と協議するこ

と。 

 

1 保全に関する資料は次による。 

(1) 建築物等の利用に関する説明書 

(2) 機器取扱い説明書 

(3) 機器性能試験成績書 

(4) 官公署届出書類 

(5) 主要な材料・機器一覧表等 

(6) 総合試運転報告書 

2 1 の資料の作成に当たっては、監督員と記載事項に関する協議を行う。ま

た、提出時は、監督員に内容の説明を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（余白） 

 



別表「⼯事標準仕様書総則編 読替え表」

各職種
項番

工事標準仕様書文中記載項番 読替え項番

建築編

1.1.3 総則編1.2.5「試験、施工等の工事の記録」 総則編1.2.4「工事の記録等」

2.2.5 総則編1.4.4「材料置場」 総則編1.4.4「資材置場」

3.1.3 総則編1.3.13「建設副産物の処理」 総則編1.3.14「建設副産物の処理」

3.2.5 総則編1.3.13「建設副産物の処理」 総則編1.3.14「建設副産物の処理」

3.2.5 総則編1.3.15「過積載の防止」 総則編1.3.17「過積載の防止」

4.1.4 総則編1.3.7「施工中の安全管理等」 総則編1.3.7「施工中の安全確保等」

4.2.5 総則編1.2.5「試験、施工等の工事の記録」 総則編1.2.4「工事の記録等」

5.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

8.3.3 総則編1.2.3「施工図」 総則編1.2.3「施工図書等」

12.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

17.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

20.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

20.9.2 総則編1.6.9「シックハウス対策」 総則編1.6.14「シックハウス対策」

21.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

22.1.2 総則編1.5.1「機材の品質等」 総則編1.5.2「機材の品質等」

　工事標準仕様書文中に記載されている総則編の参照項番は、下表の項番に読替えるものとする。



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（余白） 

 



建設編 第1章  一般共通事項

第1章　一般共通事項

1節　一般事項

1.1.1  建設編及び営繕編に定める仕様は、建築工事に適用するものとし、建築工事に関する他工事の仕様は、

適用範囲 それぞれ該当する編による。

1.1.2 1　建設工事において、工事着手に先立ち、工事の総合的な計画をまとめた全体施工計画書及び実施工　

施工計画書等 　程表を作成し、監督員に提出する。

2  建設工事において、実施工程表に基づき工事種別毎の施工計画（仮設・土・地業・鉄筋等）を当該

　工事の施工に先立ち作成し、監督員に提出する。ただし、あらかじめ監督員の承諾を受けた場合は、

　この限りでない。

3　施工計画書には、総則編1.2.2「施工計画書」の2による事項のほか、必要に応じ仮設資機材に関す

　る事項、作業員及び作業に必要な日数等について記載する。

1.1.3 1　設計図書に定めるJIS又はJASのマーク表示のある材料及び規格、基準等の規格証明書が添付された

材料の検査等 　材料は、設計図書に定める品質及び性能を有するものとして、取り扱うことができる。

2　材料の品質及び性能を試験により証明する場合は、設計図書に定められた試験方法による。ただし、

　定めがない場合は、監督員の承諾を受けた試験方法による。

　　また、試験の実施に先立ち試験計画書を作成し、監督員に提出する。

3　設計図書で試験機関の指定を受けた試験は、東京都都市整備局のホームページ上の「試験機関およ

　び検査機関登録制度」にあげられている「試験機関登録簿」において、登録の分類がⅠ類の試験機

　関において実施する。

4　3以外の試験は次による。

(1)　試験は、試験機関、工事現場等の適切な場所で行い、その場所及び試験機関の決定に当たっては、

　監督員の承諾を受ける。なお、試験機関は、材料の品質及び性能の確認のために必要な組織体制、

　試験設備、試験技術、試験の実績等を有するものから選定する。

(2)　試験は、原則として、監督員の立会いを受けて行う。ただし、あらかじめ監督員の了承を受けた

　場合は、この限りでない。

5　検査又は試験に直接必要な費用は、受注者の負担とする。

6　試験の結果は、総則編1.2.5「試験、施工等の工事の記録」の1により作成し、監督員に提出する。

1.1.4 1　建築工事と電気設備工事、機械設備工事、ガス設備工事、昇降機設備工事等のその他設備工事が別

関連工事との 　契約の場合、取合い工事の区分は特記による。

取合い 2　建築工事において組立てた型枠、施工上必要な穴あけ及び固定金具の取り付け等に関する別契約工

　事に無償で使用させる。

1.1.5 　工事施工により、近隣家屋などに損傷等の被害が生じるおそれのある地域においては、工事着手前に

近隣家屋等の 家屋調査等を行うこと。また、被害が発生した場合には、受注者の責任において修復を行うこと。

調査

1.1.6 　PC部材及び内装パネルにあらかじめ埋設され、現場に搬入される製品の電気配管等は、電気編の諸

電気配管 法令等に従い、電気工事士が行うものとする。
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1.1.7  　技能士は、総則編1.6.2「技能士」による。

技能士

1.1.8  工事完了に際して、新築の住宅部分及び住宅に付設する施設（集会所・管理人事務所等を含む）の保

保証書 証については、「住宅の品質確保の促進に関する法律」に基づき下記の1）2）の項目について請負の

契約と同時に10年間の瑕疵担保責任が伴うため保証書は必要ない。

　　　●10年間の瑕疵担保責任の対象となる基本構造部分

1）構造躯体の部分（構造耐力上主要な部分）

基礎、基礎杭、壁、柱、床版、梁等

2）雨水の侵入を防止する部分

屋根、外壁、開口部等からの雨水の侵入

　「住宅の品質確保の促進等に関する法律」の対象外の施工部分及び、住宅に併設する店舗、保育園、

出張所等住宅に直接関連しない施設の瑕疵保証年限は下記による。

1　受注者及び材料製造所の二者連帯保証

(1)　アスファルト防水（熱工法）

屋根保護防水密着断熱工法  10年　保証

屋根保護防水密着工法  10年　保証

屋根露出防水密着工法  10年　保証

(2)　シーリング  10年　保証

(3)　合成高分子ルーフィングシート防水  10年　保証

(4)　塗膜防水  10年　保証

2　受注者及び施工者団体（注2）の二者連帯保証

(1)　モルタル防水 　5年　保証

3　受注者及び製品製造所の二者連帯保証

(1)　浴室ユニットの品質・性能 　5年　保証

(2)　洗濯機防水パンの品質・性能 　5年　保証

4　受注者の一者保証

(1)　外壁の漏水  10年　保証

(2)　外壁塗装及び吹付（剥離） 　5年　保証

(3)　外壁タイル（剥離） 　5年　保証

5　受注者・施工者の二者連帯保証

(1)　屋根アスファルト防水不燃シングル葺  10年　保証

(2)　屋根金属板葺（ステンレス・鋼板類・アルミ板）  10年　保証

（注1）瑕疵担保責任及び保証開始起算日は、公社指定入居日からとし、部数は、総則編1.8.5

「しゅん功図等」による。

（注2）施工団体者とは「中小企業協同組合法」及び「中小企業団体の組織に関する法律」により認

可された団体、並びに「官公需についての中小企業者の受注の確保に関する法律」に基づく

組合とする。（事業協同組合、企業組合等）
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第2章　仮設工事

１節　一般事項

2.1.1 　本章は、建築物等を完成させるために必要な仮設工事について適用する。

適用範囲

2.1.2 　仮設工事は、受注者が作成した仮設計画書に基づいて施工する。

仮設計画書

2.1.3 1　仮設物に使用する材料は、品質管理が容易で、適正な性能を有するものとする。

仮設材料 2　特記に指示がない場合は、新品以外の経年仮設材を使用することができる。ただし、腐食、変形等

　による品質低下のおそれのないものとする。

2.1.4 　本体工事完了時には、畳、襖及び壁紙の日焼防止対策として、窓面に養生カーテン（紙）等の処置

日焼防止措置 をする。

2節　仮設物

2.2.1 　仮囲い及びこれ以外の指定する仮設は、特記による。

仮囲い等

2.2.2

監督員事務所 1　監督員事務所の規模、仕上げ、設備、備品等は特記による。

2　監督員事務所の設備・備品等にかかる費用、光熱水費、電話使用料、清掃費等は受注者の負担とす

　る。

2.2.3

工事表示板等 1　工事実施にあたり、建築基準法に基づくお知らせ表示等、工事に係るお知らせ表示については、総

　則編に従って掲示する。

2　工事表示板は、2.2.1図の様式とし、設置位置については、監督員の指示による。

2. 2. 1図  工事表示板

（注）書体はすべて、丸ゴシックとする。
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2.2.4 　足場等については、総則編1.4.1「足場等」による。

足場等

2.2.5 　工事用の諸設備については、総則編1.4.3「工事用の諸設備」による。

工事用の諸設備

2.2.6 　材料置場等については、総則編1.4.4「材料置場等」による。

材料置場等

2.2.7 　危険物貯蔵庫については、総則編1.4.5「危険物貯蔵庫」による。

危険物貯蔵庫

2.2.8 　受注者事務所その他については、総則編1.4.6「受注者事務所その他」による。

受注者事務所

その他

2.2.9 　仮設物の撤去等については、総則編1.4.7「仮設物の撤去等」による。

仮設物の撤去等

3節　縄張り、やり方

2.3.1 　工事に先立ち、敷地の状況を確認の上、縄張り等により建築物等の位置を示し、監督員の確認を受

敷地の状況確認 ける。

及び縄張り

2.3.2 1　ベンチマークを、木杭、コンクリート杭等を用いて設置し、その周辺を移動しないように養生する。

ベンチマーク 　　ただし、移動するおそれのない 固定物のある場合は、これをベンチマークとして用いることがで

　きる。

2　ベンチマークは、工事目的物の高さ等の基準を表示し、監督員の検査を受ける。

3　敷地内にベンチマークを設け、これにより標高を測定する。高さの基準は、原則として東京湾平均

　海面（T.P）による。

2.3.3 1　縄張り後、建築物等の位置の各隅その他必要な位置にやり方を設け、工事に支障のない箇所に逃げ

やり方 　芯を設ける。

2　やり方には、建築物等の位置及び水平の基準を明確に表示し、監督員の検査を受ける。

　また、基準線は、随時検査し常に正確に保持する。
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第3章　土工事

1節　一般事項

3.1.1  この章は、根切り、排水、埋戻し、盛土、地均しなどの土工事、山留め壁、切ばり、腹起しなどを用

適用範囲 いる山留め工事に適用する。

3.1.2 1　工事中は、異常沈下、法面の滑動その他による災害が発生しないよう、災害防止上必要な処置を行

災害防止等 　う。

2　構内における土砂運搬の際のこぼれ、飛散及び排水による泥土等の流出を防止し、必要に応じて清

　掃及び水洗いを行う。

3　掘削機械の使用に当たっては、騒音、振動その他工事現場内外への危害等の防止及び周辺環境の維

　持に努め、必要に応じて適切な処置を講ずる。寒冷期の施工においては、根切り底の凍結等に十分注

　意して行う。

4　山留めの施工中は、応力及び変形に注意し、災害の防止に努める。

3.1.3 1　敷地内にある障害物は、監督員の確認を受けて除去し、地均しをする。

敷地整理 2　残存工作物及び残存基礎の取壊しによって生じた石くず、コンクリート塊等は、総則編 1.3.13

　「建設副産物の処理」に従い、適切に処理する。

3　工事の支障となる樹木の処置は、特記による。特記がなければ、監督員と協議し、保護、移植、枝

 落とし又は伐採を行い、根株は、必要に応じ掘り上げて処分する。

4　古井戸、便所跡、溜桝等の処置は、特記による。特記がなければ、監督員と協議し、砂及び砂利を

　水締めして埋め込み、場合によっては、割り石に目つぶし砂利を加えて所定の高さに埋め立てる。

　　また、清掃が必要な場合は、事前にこれを行う。

　2節　根切り及び埋戻し

3.2.1 1　根切りは、周辺の状況、土質、地下水の状態等に適した工法とし、関係法令等に従い適切なのり面

根切り  又は山留めを設ける。

2　根切り箇所に近接して、崩壊又は破損のおそれのある建築物、埋設物等がある場合は、損傷を及ぼ

 さないよう処置する。

3　根切りの形状及び寸法は、施工に必要な余裕を見込んだものとする。

4　給排水管、ガス管、ケーブルなどの埋設が予想される場合は、調査する。

　また、これらを掘り当てた場合は、損傷させないように注意し、必要に応じて緊急処置をし、監督

 員及び関係者と協議する。

5　根切り底は、地盤をかく乱しないように掘削する。

  なお、地盤をかく乱した場合は、自然地盤と同等以上の強度となるように適切な処置を定め、監督

 員の承諾を受ける。

6　工事に支障となる軽易な障害物は、全て除去する。また、重大な障害物を発見した場合は、監督員

 と協議する。

7　根切り底の状態、土質及び深さを確認し、監督員の立会いを受ける。なお、支持地盤が設計図書と

 異なる場合は、監督員と協議する。
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3.2.2 1　工事に支障を及ぼす雨水、わき水、たまり水等は、適切な排水溝、集水桝等を設け、ポンプ等によ

排水  り排除する。

2　排水により、根切りの底、のり面、敷地内、近隣等に有害な影響を与えないよう、適切な処置をす

 る。

3　予想外の出水などにより施工上重大な支障を生じた場合は、監督員と協議する。

4　構外放流する場合は、必要に応じて沈砂槽を設ける。

5　仮排水の処理は、最寄りの排水施設の管理者に届出を行い、あるいは、許可を受けて排水する。

3.2.3 1　最下階床下の埋め戻しにあたっては、虫害防止のため型枠などの残材を完全に除去する。

舞い戻し及び盛土  また、埋め戻しに先立ち、埋め戻し部分にあたる型枠等を取り除く。ただし、型枠を存置する場合は、

 監督員と協議する。

2　埋め戻し土及び盛り土は、特記による。

3　根切り土を埋め戻し土として使用する場合は、木片その他有害なものを含まない部分を使用し、沈

　下しないよう締め固めながら行う。

 搬入土については、有害物を除去して使用する。

4　埋め戻し及び盛り土は、各層300mmごとに機器等による締め固め又は水締めを行い、所定の高さに

 盛り上げる。また、土質に応じ必要な余盛をする。

3.2.4 　建物周囲2ｍ以内は、特記がなければ地均しを行い、がれき、残材等を除去して水はけのよい勾配に

地均し 仕上げる。なお、地均しの高さは特記による。

3.2.5 1　建設発生土の処理は、総則編 1.3.13「建設副産物の処理」に従い、適切に行う。

建設発生土 2　建設発生土の運搬は、総則編 1.3.15「過積載の防止」に従い、適切に行う。

3節　山留め

3.3.1 1　深さ1.5ｍ以上の根切りを行う場合は、山留めを設ける。ただし、地盤が崩壊するおそれのないと

山留めの設置  き及び周囲の状況により安全上支障がないときは、この限りでない。

2　山留めは1によるほか特記による。

3　山留めは、労働安全衛生法、建築基準法、「建設工事公衆災害防止対策要綱（建築工事編）」その

　他関係法令等に従い、安全に設置し、災害の防止に努める。

4　山留めの施工に先立ち、設計図書及び地盤調査等の適切な資料に基づいて、安全な施工計画を立て、

　監督員に提出する。

5　山留めは、適切な資料に基づき構造計算を行い、地盤の過大な変形及び崩壊を防止できる構造及び

 耐力を有するものとする。

3.3.2  山留めの存置期間中は、常に周辺の地盤及び山留めの状態を点検・計測し、異常を発見した場合は、

山留めの管理 直ちに適切な処置を行い、その結果を監督員に報告する。

3.3.3 1　山留めの撤去は、撤去後の安全を確認した後、建築物等に支障を来たさないよう慎重に行う。

山留めの撤去 　また鋼矢板等の抜き跡は、直ちに砂を充填するなど、地盤の変形を防止する適切な処置を取る。

2　山留めを存置する場合は、特記による。
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第4章　地業工事

1節　一般事項

4.1.1 1　この章は、地業工事の試験、既製コンクリート杭地業、鋼杭地業、場所打ちコンクリート杭地業割

適用範囲   　り石、砂、砂利及び捨てコンクリート工事等に適用する。

2　杭地業の工法の適用については、特記による。

4.1.2 　杭の専門工事業者の選定は、次による。

専門工事業者 (1)　専門工事業者は、適用工法及び工事の規模に相応した施工機械、施工体制、施工実績等を有する

　ものを選定する。

(2)　選定した専門業者の(1)の証明となる資料を監督員に提出する。

4.1.3 1　杭の施工は、その種別及び工法に相応した施工管理技術者の指導の下に行う。施工管理技術者の資

施工管理技術者  格は、次による。

(1)　既製コンクリート杭地業（特定埋込み杭工法等は除く）については、既製杭施工管理技士「(一社)

　コンクリートパイル建設技術協会」又は同等の資格を有する者とする。

(2)　場所打ちコンクリート杭地業については、基礎施工士「（社）日本基礎建設協会」の資格を有す

　る者とする。

2　施工管理技術者は、杭の施工に関し十分な知識と経験を持った者とする。

3　施工管理技術者は、杭施工中、現場に常駐する。

4.1.4 1　工事現場において発生する騒音・振動等により、近隣に及ぼす影響を極力防止するとともに、排土、

施工  排水、油滴等が、飛散しないように養生を行う。また、発生土、ベントナイト含有土、安定液、排水

 等は、関係法令等に従い、適切に処理する。

　なお、掘削発生土は、建設物副産物処理を適切に行う。

2　杭の芯出し後は、その位置を確認する。

3　施工状況等については、施工中、随時監督員に報告する。

4　地中埋設物等については、3.2.1の4による。

5　設置された杭は、打撃を与えたり台付け等に利用してはならない。

6　次の(1)から(8)までのいずれかに該当する場合は、監督員と協議する。

(1)　所定の深さまで到達することが困難な場合

(2)　所定の長さを打ち込んでも、設計支持力が得られなかった場合

(3)　所定の支持地盤への定められた根入れ深さを確認できなかった場合

(4)　所定の掘削深度になっても支持地盤を確認できなかった場合

(5)　所定の寸法、形状及び位置を確認することが困難な場合

(6)　施工中に傾斜、変形、ひび割れ、異常沈下、杭孔壁の崩壊等異常が生じた場合

(7)　その他、杭に必要な性能を確保できないおそれがある場合

(8)　杭が破損した場合、許容範囲外の芯ずれが生じた場合、定められた支持力が得られない場合等は、

　監督員と協議し、杭の増打ち、構造体の補強等、適切な処置をする。

7　地業工事における安全管理については、総則編1.3.7「施工中の安全管理等」によるほか特に次の

　事項に留意する。

(1)　作業地盤は、施工機械が傾斜、転倒しないよう鉄板敷き込み等の処置をする。
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2節　試験及び報告書

4.2.1 1　工事の適切な時期に、設計図書に定められた杭又は支持地盤の位置及び種類について、この節に示

一般事項  す試験を行い、これに基づいて支持力又は支持地盤の確認を行う。

2　１によらない場合は特記による。

3　試験は、原則として、監督員の立会いを受けて行い、その後の施工の指示を受ける。

4.2.2 1　本杭の施工に先立ち、設計図書又は、監督員が指示する位置において試験杭の施工を行い、地層状

試験杭  態、工法、適用性及び支持力に関する諸条件等を確認する。

2　試験杭の位置、本数及び寸法は、特記による。

3　杭地業別の試験杭における確認事項等は、3節から7節による。

4　試験杭の結果に基づき、試験杭以外の杭（以下「本杭」という。）の施工における各種管理基準等

　を定める。

5　試験に使用する試験器具、試験装置及び工法は、本杭の施工に用いるものと同一とする。

6　試験杭完了後、試験杭施工報告書を監督員に提出する。

4.2.3 1　杭の載荷試験は、鉛直又は水平載荷試験とし、適用は特記による。特記なき場合の試験方法は、

杭の載荷試験 　（社）地盤工学会基準「杭の鉛直載荷試験方法・同解説」及び「杭の水平載荷試験方法・同解説」

による。

2　試験杭の位置は特記によるものとし、放置期間は、次による。

(1)　打込み杭は、砂質土の場合5日以上、粘性土の場合は14日以上とする。

(2)　埋込み杭は、28日以上とする。ただし、監督員と協議の上、早強セメントの使用により、

　その期間を短縮することができる。

(3)　場所打ちコンクリート杭は、コンクリート強度が設計基準強度以上になったことを確認した後

 行う。

3  最大荷重到達前に、杭又は地盤の破壊を認めた場合は、作業を中止し、速やかに監督員に報告し、

　その指示を受ける。

4　装置の不備又は試験途中で杭の欠陥を認めた場合は、ほかの杭について再試験を行う。

5  載荷試験に使用した杭は、原則として本杭に用いてはならない。ただし、反力杭として使用した杭

　は、浮き上がりの検討を行った後、監督員の承諾を受けて本杭に使用することができる。

4.2.4 1　地盤の載荷試験は、平板載荷試験とし、適用は特記による。特記がなき場合の試験方法は、

地盤の載荷試験 　（公社）地盤工学会基準による。

2　試験位置及び載荷試験は、特記による。

3　載荷板を設置する地盤は、掘削、載荷装置等を乱さないようにする。

4　試験の方法は特記による。

5　報告書の記載事項は特記による。

4.2.5 1　報告書の内容は、次により施工完了後監督員に提出する。

報告書等 (1)　工事概要

(2)　杭材料、施工機械及び工法

(3)　実施工程表

(4)　工事写真（総則編 1.2.5「試験、施工等の記録」による。）

(5)　試験杭の施工記録及び地業工事に伴う試験結果の記録

(6)　各杭の施工順序、杭伏図及び芯ずれとその措置の記録

(7)　本章3節から8節までにおいて定められた記録

2　地業工事試験等において採取した土質試料は、1の報告書とともに監督員に提出する。
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3節　既製コンクリート杭地業

4.3.1  この節は、4.3.1図に示す打込み工法、及び埋込み工法による既製コンクリート杭地業に適用する。

適用範囲

4.3.1図

4.3.2 　専任技術者は、（一社）コンクリートパイル建設技術協会の「既製杭施工管理技士」又は同等以上

専任技術者 の技能・経験を有するものとし、工事に相応した技術を有することを証明する資料を監督員に提出し、

施行期間中は現場に常駐する。

4.3.3 1　既製コンクリート杭は、「地盤の許容応力度及び基礎杭の許容支持力を求めるための地盤調査の方

材料 　法並びにその結果に基づき地盤の許容応力度及び基礎ぐいの許容支持力を定める方法等を定める件」

  （平成13年7月2日付国土交通省告示第1113号）に定める品質を有するものとし、種類、性能、強度

　等は、特記による。

2　杭の寸法、継手の箇所数、杭先端部の形状等は、特記による。

3　溶接材料は、8.2.6「溶接材料」による。

4　セメントは6.3.2「セメント」による。

４節　セメントミルク工法

4.4.1 1　セメントミルク工法は、アースオーガーによってあらかじめ掘削された縦孔の先端より、根固め液

セメントミルク 　及び杭周固定液を注入し、既製コンクリート杭を建て込む工法とする。

工法 2　支持地盤の位置及び種類は、特記による。

3　杭の取り扱いは、JIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施工標準）による。

4　専門工事業者は、工事に相応した技術を有することを証明する資料を監督員に提出する。

5　試験杭

(1)　掘削試験を行い、孔径、支持地盤の確認、掘削深さ、建込み中の鉛直度、高止まり量、セメント

　ミルク量、施工時間等の管理基準値を定める。

打撃工法

打込み工法

プレボーリング併用打撃工法

プレボ－リング最終打撃工法
（特定埋込杭工法）

プレボーリング
プレボーリング根固め工法
（セメントミルク工法）

プレボーリング拡大根固め工法
（特定埋込杭工法）

中堀り打撃工法

埋込み工法 中堀り 中堀り根固め工法

中堀り拡大根固め工法
（特定埋込杭工法）

回転
回転根固め工法
（特定埋込杭工法）
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(2)　予定の支持地盤が近づいたら掘削速度を一定に保ち、アースオーガーの駆動用電動機の電流値の

　変化を測定する。

(3)　オーガースクリューに付着している土砂と土質調査資料又は設計図書との照合を行う。

(4)　根固め液の調合及び注入量並びに杭の根入れ状況を確認する。なお、杭周固定液の注入量は、根

固め液の注入量及び雇い杭（やっとこ）の長さを考慮して定める。

(5)　(1)から(4)まで以外は6による。

6　本杭

(1)　アースオーガーの支持地盤への掘削深さ及び杭の支持地盤の根入れ深さは、特記による。

　特記がなければ、1.5m程度とし、杭の支持地盤への根入れ深さは1m以上とする。

　なお、岩盤等で掘削困難な場合は、監督員と協議する。

(2)　アースオーガーヘッドは、杭径＋100mm程度とする。

(3)　アースオーガーヘッドの駆動用電動機の電流値は、自動記録できるものとする。

(4)　支持地盤の確認は、全数について行う。確認は、掘削深さ、アースオーガーの駆動用電動機の

　電流値等により、その記録を報告書に記載する。

(5)　掘削及び杭の建て込み

　ア　掘削は、杭芯に合わせて鉛直に行い、安定液を用いて孔周壁の崩落を防止する。

なお、引き抜き時にアースオーガーを逆回転させてはならない。

　イ　所定の支持地盤に達した後、根固め液及び杭周固定液を注入してアースオーガーを

引き抜き、孔周壁を損傷しないように杭を建て込み、ドロップハンマー（質量2t程度）により

落下高0.5ｍ程度で軽打又は圧入し、根固め液中に貫入させる。

　ウ　杭は、建て込み後杭芯に合わせて保持し、7日程度養生を行う。

(6)　安定液、根固めの液及び杭周固定液

　ア　安定液は、ベントナイト等を用い、孔周壁の崩落防止の崩落防止に必要な濃度のものとする。

　イ　根固めの液は、水セメント比70％（質量百分率）以下のセメントミルクとし、注入量（㎥）は、

　　掘削断面積（㎡）×２（ｍ)以上とする。なお、地盤より浸透が著しい場合は、監督員と協議する。

　ウ　杭周固定液が浸透して逸失した場合は、その対策を定め監督員の承諾を受ける。

　エ　安定液等に混入している泥分は、沈殿槽に集めて排除する等、関係法令等に従い処理する。

 (7)　根切り及び杭頭処理は、(5)のウの後に行う。

 (8)　根切り後、杭周囲を調査し、空隙のある場合は、空隙部に杭周固定液を充てんする。

4.4.2 　根固め液及び杭周固定液の管理試験は、特記がなければ次により行い、試験成績書を監督員に提出

根固め液及び杭 して確認を受ける。

周固定液の管理 　ア　試験の回数は、4.4.1表による。

試験     4.4.1表　試験の回数

30本ごと及びその端数につき１回

20本ごと及びその端数につき１回

イ　１回の試験の供試体の数は、3個とする。

ウ　供試体の採取は、次による。

①　根固め液は、グラウトプラントから１回分の試料を一度に採取する。

②　杭周固定液は、杭挿入後の掘削孔からオーバーブローした液を一度に採取する。

エ　供試体は、「コンクリート標準示方書（規準編）」（（公社）土木学会）のプレパックドコ

ンクリートの注入モルタルのブリーディング率及び膨張率試験方法によるポリエチレン袋等

を用用い、4.4.2表により採取し、直径50ｍｍ、高さ100ｍｍ程度の円柱形に仕上げる。

試　験　回　数杭　　の　　種　　類

試　験　杭 1本ごとに1回

本杭
継手のない場合

継手のある場合
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4.4.2表　供試体　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：㎜）

オ　供試体の養生は、JIS A 1132（コンクリート強度試験用供試体の作り方）に準じ、標準養生

　とする。

カ　強度試験は、JIS A 1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）による。

キ 根固め液及び杭周固定液の圧縮強度は、材齢28日とし、１回の試験の平均値は、4.4.3表の値

　とする。

4.4.3 表　圧縮強度

4.4.3 1　特定埋込杭工法は、建築基準法に基づく埋込杭工法とし、特記による。試験杭は、4.2.2「試験杭」

特定埋込杭工法 　にるほか、工法で定められた条件に基づいて行う。また、本杭の施工は、試験杭の結果及び工法に

  定められた条件に基づいて行う。

　　なお、杭の水平方向への位置ずれの精度は、特記による。

2　支持地盤の位置及び種類は特記による。

3  専門工事業者は、工事に相応した技術を有することを証明する資料を監督員に提出する。

4.4.4 1　杭の継手の工法は、アーク溶接又は無溶接継手とし、適用は特記による。特記がなければ、無溶接

継手 　 工法とする。

2　継手の施工にあたっては、上下杭の軸線を同一線上に合わせる。

3　無溶接継手は、継手部に接続金具を用いた方式とし、仕様等は特記による。

4　アーク溶接による溶接継手とする場合は次による。

(1)　溶接技能者は、次の資格を有することとし、資格認定等にかかわる技量証明書及び工事経歴書の

　写しを監督員に提出し確認を受ける。

　ア　手溶接を行う場合は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び判定基準）によるA-2H

程度又は、日本溶接協会規格WES 8106（基礎杭溶接技能者の資格認証基準）によるFP－A－2Pの技

量を有する者。

　イ　半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）

によるSS－2H若しくは、SA－2H程度又は日本溶接協会規格WES 8106によるFP-SS－2P若しくは、

FP-SA－2Pの技量を有する者。

　ウ　自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841 によるSS－2F又はSA―2F以上の技量を有し、自動溶接に１

年以上従事した者。

　エ　アまたはイによることが困難な場合は、手溶接にあってはA-2F、半自動溶接にあっては、SS－2F

又はSA－2Fの技量を有し、ア又はイと同等以上の能力があると認められる者。

(2)　溶接施工は、JIS A 7201（遠心力コンクリートくいの施工標準）及び日本溶接協会規格WES 7601

　（基礎杭打設時における溶接作業標準）による。

(3)　溶接部の確認は、全数とし、その方法はJIS A 7201の8.2「溶接継手による場合」のg)「溶接に

　欠陥がないかを目視によって確認する。使用上支障のある欠陥が発見された場合は、工事監理者の

　指示によって適切な処置を講じなければならない。」による。

根硬め液の供試体 杭周固定液の供試体

種　　　　別 圧縮強度（N/㎟）

杭固め液 20以上

杭周固定液 0.5以上

≒50≒50≒50≒50

50505050

100100100100 ≒250≒250≒250≒250

ブリーブリーブリーブリー

ジングジングジングジング ≒50≒50≒50≒50

50505050
100100100100

≒400≒400≒400≒400

ブリーブリーブリーブリー
ジングジングジングジング
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4.4.5  　施工精度は特記による。特記がなければ水平偏心はD/4（Dは杭径）かつ100mm以内、傾斜は1/100

施行精度 以内とする。これを超えたものについては、構造上の検討に基づき、杭の増打ち、構造体の補強等適

切な処置を行う。

4.4.6 1　杭頭処理は、4.4.1「セメントミルク工法」の6(5)ウの後に行う。

杭頭の処理 2　既製コンクリート杭の杭頭の切りそろえの方法は、特記による。

3　杭頭が所定の位置より低い場合は、監督員と協議し、適切な補強を行う。

4　杭頭は、基礎のコンクリートが杭の中空部に落下しないように、適切な処置を施す。

4.4.7 　すべての杭について、継手、打込み深さ、高止まり量、打撃回数、貫入量、リバウンド量、セメン

施行記録 トミルク量、施工時間、水平方向のずれ、打込杭の推定支持力、アースオーガー駆動用電動機の電流

値、杭頭処理等を確認又は計測し、記録する。

4.4.8

施行報告書 　杭の施工完了後、杭番号、施工日、杭種、杭径、杭長、4.4.7「施工記録」の施工記録、杭芯ずれ測

定記録、杭傾斜測定記録を明記した施工報告書を監督員に提出する。

５節プレボーリング拡大根固め工法（特定埋込杭工法）

4.5.1 (1)　逸水調査

プレボーリング 　特記により、逸水試験を行う場合は、4.6.1「節付鉄筋コンクリート杭オーガー堀工法」の(2)によ

拡大根固め工法 り行う。種別は特に指定がなければ、種別③とする。

(2)　施工機械

ア　杭打ちやぐらは、地盤等の諸条件に適合するもので、掘削攪拌及び杭の吊り込み、回転挿入等が

充分できる能力を有するものとする。

イ　使用するロッド等の形状、寸法は、各工法の仕様によるものとし、ロッド等のシャフト根固め液

等を圧送できるものとする。また、曲がりや欠損のないものとする。

ウ　掘削機は電流計又は圧力計付とし、ロッド等の抵抗がオペレーターの手元で容易に確認できるも

のとする。

エ　ミルクプラントは、4.5.1表以上の性能を有するもので、地盤等の諸条件から決定する。

4.5.1表　工法によるミキサー・ポンプの性能

ミキサー

容 量 ℓ

ニーディング工法 800×２槽

RODEX工法 800×２槽

BRB工法 500×２槽

NEWﾆｰﾃﾞｨﾝｸﾞ工法 500×２槽

F.　　I.　　工 　法 500×２槽

ケムン工法 500×２槽

(3)　施工（各工法共通）

　ア　隣接構造物、隣接杭に影響のないように掘削する。

　イ　掘削作業は、ロッド等を所定位置に合わせて偏心に注意しながら行う。掘削は適度に注水によ

り、孔内を泥化させ孔壁の安定に努める。砂・砂礫地盤においては、ベントナイト泥水や増粘材

を使用する場合もある。また、周辺摩擦力を高めるため杭周固定液を使用するものもある。

14以上 280以上

10以上 200以上

10以上 280以上

工 　　　　  法
圧  力(㎏/㎠） 吐出量(ℓ/分）

ポ　　　ン　　　プ

14以上 280以上

12以上 280以上

10以上 280以上
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　ウ　拡大球根の形成は、ロッド等が所定の深度に達したら、ロッド等を逆転または正転で根固め液

を注入しながら行う。

　エ　杭の設置は、杭の自重による沈設と、杭を回転し所定深度に設置する回転沈設があり、杭の沈

設工程において杭の傾斜が生じないように、回転沈設においては杭体に過大なトルクがかからな

いように施工する。

　オ　掘削中及び杭沈設時等の排泥水・排泥土は、敷地外に流出しないように固化材やその他の方法

で固め、集積等の処理をする。

(4)　根固め方法

　根固め方法並びに根固め液の配合及び使用量については、各工法の施工要領書による。

６節　節付鉄筋コンクリート杭オーガー堀工法（特定埋込杭工法）

4.6.1 　節付鉄筋コンクリート杭オーガー堀工法は、アースオーガーによってあらかじめ掘削された縦孔の

節付鉄筋コンク 先端にセメントミルクを注入し、既製節付鉄筋コンクリート杭を建て込む工法である。

リート杭オーガー (1)　使用材料

堀工法 　杭　　　　　：杭は、製作後28日以上経過したものを使用する（杭の製作年月日を確認する。）

　セメント    ：JIS R 5210（ポルトランドセメント）の普通ポルトランドセメント。

　ベントナイト：粒度は200メッシュより細かい粒子のものとする。

(2)　逸水調査

4.6.1表により逸水調査を行う。特に指定がなければ、種別②で行う。ただし、常水位の高い場合

　を除く。

測定方法　  注入液の施工完了直後の液面を0（ｍ）とし、下記の測定時間ごとに注入液面の深度

を測定する。

測定時間　 ①施工完了直後　 ②10分後　 ③20分後　 ④30分後

⑤1時間後　 ⑥2時間後　 ⑦24時間後

4.6.1表　逸水調査

項目

(3)　施　工

　ア　オーガーの形状及び寸法

(ｱ)　使用するオーガーの形状は連続オーガーとし、材質は充分作業に耐えられるもので、曲がり

　や欠損があってはならない。

(ｲ)　オーガーの寸法は、原則として、45㎝とする。

種別 ① ② ③

工法
安定液 杭周充てん液

  安定液＋

杭周充てん液

孔 径 φ 杭径+10ｃｍ 杭径+10ｃｍ 杭径+10ｃｍ

孔 長 （ 掘 削 長 ） L 特記による 特記による 特記による

施　　行　　図

本 数 特記による 特記による 特記による

（使用量） 杭 周 充 て ん 液 ー 〃（㎡） 〃（㎡）

注 入 液 安 定 数 〃（㎡） 〃（㎡） 〃（㎡）

φφφφ

LLLL

安定液安定液安定液安定液をををを

使用使用使用使用してしてしてして

掘削掘削掘削掘削したしたしたした

のちのちのちのち杭周杭周杭周杭周

充充充充てんてんてんてん液液液液

をををを注入注入注入注入するするするする。。。。

LLLL

φφφφ

LLLL

図面特図面特図面特図面特

記記記記によによによによ

るるるる。。。。
ℓℓℓℓ1111＝＝＝＝

ℓℓℓℓ２２２２＝＝＝＝
図面図面図面図面

特記特記特記特記によるによるによるによる。。。。

φφφφ
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　イ　杭周囲の充てん物の材料

充てん物の標準配合（重量比）は、4.6.2表による。ただし、地質によって標準配合によらない

場合は、監督員の指示による。

4.6.2表　杭周囲の充てん物の材料数量

杭種

セメント　　(㎏)

ベントナイト（㎏）

水　　　　　　(ℓ)

セメント　　(㎏)

ベントナイト（㎏）

水　　　　　　(ℓ)

ウ　施工順序

　(ｱ)　オーガーの中心を杭心に合致させ、オーガーの垂直性を保ちながら予定の深度まで掘削する。

　(ｲ)　掘削が予定深度に達したら、監督員の指示を受け、セメントミルクを注入しながら徐々に引

抜く。

　(ｳ)　オーガーによって排除される土は、掘削孔に落下しないよう充分注意する。

　(ｴ)　杭の挿入は、垂直性を保ち、ゆっくり所定の深さまで挿入する。

4.6.2 1　杭の継ぎ手の工法は、特記による。特記がなければ、アーク溶接による溶接継ぎ手とする。

継ぎ手 2　継ぎ手の施工に当たっては、上下杭の軸線を同一線上に合わせる。

3　継ぎ手の溶接は、溶接方法に応じた継ぎの(1)から(4)までの技能資格者が行う。

(1)　手溶接を行う場合は、JIS Z 3801（溶接技術検定における試験方法及び判定基準）によるA-2H

程度の資格を有する者

(2)　半自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）に

よるSA-2H程度の資格を有する者

(3)　自動溶接を行う場合は、JIS Z 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）によ

るSA-2F以上の資格を有し、自動溶接に1年以上従事した者

(4)　(1)及び(2)によることが困難な場合は、手溶接にあってはA-2F、半自動溶接にあってはSA-2Fの

資格を有し、かつ(1)及び(2)と同等以上の能力があると認められる者

4　溶接は、WES-7601（基礎杭打設時における溶接作業標準　(社)日本溶接協会）によるほか、溶接

　完了後に、8.6.10「溶接部の確認」の2(1)に準ずる外観検査を行う。外観検査の結果、不合格となっ

　た場合は、8.6.12「不合格溶接の補修その他」による。

5　溶接層は、手溶接の場合は3層、半自動溶接の場合は2層以上とし、のど厚は応力を充分伝える厚さ

　以上とする。

6　溶接後は溶接部を急冷しないようにし、適切な時間をおいて打込みを再開する。

4.6.3 1　杭頭の処理は特記による。特記がなければ、定められた位置で杭本体を傷めないよう丁寧に切りそ

杭頭の処理 　ろえるとともに、杭上端を可能な限り平らに仕上げる。

2　杭頭は、基礎のコンクリートが杭の中に落下しないように適切に処置を施されたものとする。

3　杭頭が所定の位置より低い場合は、監督員と協議し、適切な補強を行う。

4　上記のほか、PHC杭セメントミルク工法、PHC杭中堀拡大根固め工法及びPHC杭プレボーリング拡大

　根固め工法は以下による。

7ｍ 8ｍ又は

配 合 5.5ｍ

杭長

4ｍ 5ｍ

5.4ｍ

6ｍ

500 560

12.5 - 25 25 25 25
三角杭

・
三角パイル

280 - 400 440

293 - 425 465 525 585

485

NT-MAXパイル
・

HC-TOPパイル

240 300 - 340 400 460

12.5 12.5 - 25 25 25

253 313 - 353 425
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(1)　大ハンマー等を使用してはならない。パイルカッターの使用を原則とする。

(2)　切断点の約10㎝下に所定のバンドを締め付けるなどして、有害なクラックの発生を防ぐ。

　鋼材は、所定の長さを残し切断する。有害なクラックが発生している場合は、切断位置を変更し必

　要な処置をとる。

5　筋付鉄筋コンクリート杭オーガー堀工法の杭頭処理は特記による。

4.6.4  全ての杭について、継ぎ手、打ち込み深さ、高止まり量、セメントミルク量、施工時間、杭の傾斜・

施行記録 水平方向のずれ、推定杭耐力、杭頭処理の状況などを確認及び計測し、その記録を監督員に提出する。

７節　場所打ちコンクリート杭地業

4.7.1 1　この節は、アースドリル工法、リバース工法、オールケーシング工法、深礎工法及び場所打ち鋼管

適用範囲 　コンクリート工法並びにこれらと組み合わせた拡底杭工法を組み合わせた工法に適用する。

2 専門工事業者は、工事に相応した技術を有することを証明する資料を、監督員に提出する。

4.7.2 1　杭の施工には、工事内容及び工法に相応した施工の指導を行う施工管理技術者を置き、施工期間中

施行管理技術者 　現場に常駐する。

2　施工管理技術者は、基礎施工士とし、基礎施工士検定試験合格証書若しくは基礎施工士認定証の写

　し、及び工事経歴を監督員に提出する。

4.7.3 1　鉄　筋

材料 (1)　鉄筋は、第5章2節「材料」による。

(2)　鉄筋の加工及び組立ては、無溶接工法又は溶接工法とし適用は特記による。特記がなければ、次

　に定める事項のほか第5章「鉄筋工事」による。

　ア　帯筋は、原則として溶接継手とし、溶接長さは両面フレア溶接の場合は5ｄ以上、片面フレア溶

接の場合は10ｄ以上とする。

　イ　鉄筋の組立ては、主筋と帯筋の交差部を鉄線で堅固に結束する。

　ウ　鉄筋かごの補強は、特記による。特記のない場合は、杭径が1.5ｍ以下の場合は鋼板6×50(㎜)、

1.5ｍを超える場合は鋼板9×50～75(㎜)の補強リングを、3ｍ以下の間隔で、1節につき3箇所以上

　 入れ、リングと主筋との接触部を溶接する。溶接長さは、補強材の幅とする。

　なお、鉄筋量が多く補強リングが変形するおそれのある場合は、監督員と協議する。

　エ　溶接は、アーク手溶接又は半自動溶接とし、溶接材料は、8.2.6「溶接材料」により、技能資格

者は、8.6.3「技能資格者」による。

　なお、主筋への点付け溶接は行わない。またアークストライクを起こしてはならない。

　オ　組み立てた鉄筋の節ごとの継ぎ手は、原則として重ね継手とし、鉄線で結束して掘削孔への吊

込みに耐えるようにする。

　カ　組み立てた鉄筋には、孔周壁と鉄筋との間隔を保つために必要なスペーサーを付ける。

スペーサーは、ケーシングチューブを用いる場合はＤ13以上の鉄筋とし、ケーシングチューブを

用いない場合は、杭径が1.2ｍ以下のときは鋼板4.5×38(㎜)、1.2ｍを超える場合は鋼板4.5×50

  (㎜)程度のものとする。

　キ　かぶり厚さは、特記による。特記がない場合は最小かぶり厚さを100mmとする。

2　コンクリート

　コンクリートは次に定める事項のほか、第6章「コンクリート」による。

(1)　セメントは6.3.2「セメント」により種類は特記による。特記がなければ、高炉セメントB種とす

　る。

-　15　-



建設編　第4章　地業工事

(2)　コンクリートの設計基準強度は、特記による。また、コンクリートの種別は4.7.1表により、適用

　は特記による。

(3)　混和剤は、6.3.5「混和材料」の(1)による。

4.7.1表　コンクリートの種別

(注)1 (　)内は、砕石及び高炉スラグ砕石使用の場合。

2　AE減水材標準形を使用する場合でも、単位セメント量の補正は行わない。

3　コンクリートの打込みに支障を来すおそれのある場合は、監督員の承諾を受けて所要スランプ

を21ｃｍとし、単位水量の最大値を200ｋｇ/㎥とすることができる。

(4)　コンクリートの調合強度は(2)を満足するように定める。ただし、気温によるコンクリートの強

　度の補正は行わない。

(5)　構造体強度補正値（Ｓ）の値は特記による。特記がなければ、３N／ｍｍ2とする。ただし、4.7.5

　規定する工法を用いる場合は、工法で定められた条件の値とする。

(6) フレッシュコンクリートの試験は6.8.3「フレッシュコンクリートの品質管理試験」による。

　なお、スランプ試験の試験回数は、杭１本ごとに最初の運搬車について行う。

(7) 杭のコンクリート強度の推定試験の方法等は、6.8.4「コンクリート強度試験の総則」による。

　ただし、供試体の養生は、6.8.2表「供試体の養生方法、材齢及び試験回数」による標準養生とする。

 (8) 杭のコンクリート強度の推定試験の判定は、標準養生供試体の材齢28日圧縮強度試験の１回の試

験の結果が、設計基準強度に構造体コンクリートの強度と、供試体の強度差を考慮した割り増し

を加えた値以上であれば合格とする。

4.7.4 1　掘削の工法は、アースドリル工法、リバース工法、オールケーシング工法及び深礎工法とし、種別、

アースドリル工法、 　使用材料及びコンクリートの打設方法等は特記による。また、性能評価機関の評価・評定を受けた

リバース工法、 工法を用いる場合は、その条件に基づき施工するものとし、その種別、使用材料及びコンクリートの

オールケーシング 打設方法等は特記による。

工法 2　試験杭

(1)　掘削試験は、掘削中の孔壁の保持状況、泥水又は安定液の管理、掘削深さ、掘削形状、掘削排土

　の確認、支持地盤の確認、スライム沈殿状況及びスライム処理方法、鉄筋の高止まり状況、コンク

リート打込み方法及び投入量、施工時間等を定めるために行い、この結果に基づいて管理基準値を定

める。

(2)　掘削速度等の変化により支持地盤の確認を行う。

(3)　掘削した土砂と土質調査資料及び設計図書との照合を行う。

(4)　掘削完了後、深さ及び支持地盤について、監督員の確認を受ける。

(5)　スライム沈殿量と時間の関係を把握し、適切なスライム処理方法を定める。

(6)　アースドリル工法では、孔壁の保持状況、スライム対策に必要な泥水又は安定液の

　確認を行う。

の最大値 スランプ 最大寸法 量の最小値

（％） （㎝） （㎜） （㎏/㎥）

A種 60

18 25（20）

310

種別

水セメント比 所　　要 粗骨材の 単位セメント

B種 55 340

備　　考

無水掘りの場合

上記以外の場合
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3　本杭

(1)　アースドリル工法は、掘削孔壁の崩壊防止に安定液を用いる。

(2)　杭の先端は支持地盤に１ｍ以上根入れさせる。なお、岩盤等で掘削困難な場合は監督員と協議す

　る。

(3)　アースドリル工法の場合、ケーシング建て込み深度までは、バケットにリーマを用いて掘削する

　ことができる。

(4)　支持地盤の深さは、全数について確認し、その記録を報告書に記載し監督員に提出して確認を受

　ける。なお、孔壁を超音波測定器により確認する場合は、特記による。

(5)　上記（4）の確認後、孔底に堆積したスライム等は適切に処理し、速やかに鉄筋かごの設置及び

　コンクリートの打込みを行う。

(6)　スライム処理（1次、2次共）の工法は、施工計画書による。

(7)　鉄筋かごの浮き上がり防止に注意する。

(8)　コンクリートの打込みは、トレミー工法により、安定液、地下水、土砂等が混入しないよう次

　により行う。

　ア　コンクリート打設開始時には、プランジャーを使用する。

　イ　打込み中はトレミー管の先端がコンクリート中に2ｍ以上入っているように保持する。

　ウ　オールケーシング工法の場合は、ケーシングチューブの先端がコンクリート中に2ｍ以上入って

いるように保持する。

(9)　コンクリートの打込みは、杭に空隙を生じないように、中断することなく行う。

  (10)　杭頭部には、孔中に水が多い場合は800ｍｍ以上、水が少ない場合で500ｍｍ以上余盛りを行う。

(11)　安定液（ベントナイト安定液）の管理

　ア　安定液は、分散剤等を添加する。

　イ　品質管理試験の項目は、粘性、比重、ろ過水量、PH、砂分、塩分（海岸付近の工事）等とする。

　ウ　試験掘削に使用する安定液の品質試験は、上記の全項目とし、以後の杭は粘性及び比重につい

て行う。なお、特に品質が変わった場合及び著しく地層が変わった場合は、必要に応じて全項目

の試験を行う。

　エ　品質試験完了後、試験成績書を監督員に提出し、確認を受ける。

(12)　安定液の処理は4.4.1「セメントミルク工法」の6(6)エによる。

(13)　近接している杭は、連続して施工しない。

(14)　(1)から(13)以外は、専門工事業者の仕様による。

4.7.5 1　場所打ち鋼管コンクリート杭工法及び拡底杭工法は、建築基準法に基づくものとし、試験杭及び

場所打ち鋼管 　本杭は次による。

コンクリート (1)　試験杭は、工法で定められているほか、4.2.2「試験杭」及び4.7.4「工法」の2による。

杭工法及び (2)　本杭は工法で定められた条件以外の工法は、4.7.4「工法」の3による。

拡底杭工法 (3)　孔壁を超音波測定器により確認する場合は、特記による。

2　支持地盤の位置及び種類は特記による。

4.7.6 　施工精度は特記による。特記がなければ、水平偏心は100ｍｍ以内、傾斜は1/200以内とし、これを

施工情報 超えたものについては、構造上の検討に基づき、適切な補強を行う。

4.7.7 　コンクリートを打設し、14日程度経過した後、杭本体を傷めないように、杭頭を平らにはつり取り、

杭頭の処理 所定の高さにそろえる。

4.7.8 　施工時に、配筋の状況、杭先端の土質確認、掘削中の孔壁養生安定液管理、泥水管理、掘削深さ、

施工記録 掘削形状、スライム処理、鉄筋の高止まり状況、コンクリート投入量、施工時間、杭の水平方向のず

れ等を管理し又は計測して、記録し、監督員に提出する。
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8節　砂、砂利、捨てコンクリート地業等

4.8.1 　この節は、砂利、砂、捨てコンクリート地業等に適用する。

適用範囲

4.8.2 1　砂利事業に使用する砂利は、再生クラッシャラン、切込砂利又は切込砕石とし、粒度はJIS A 5001

材料 　（道路用砕石）によるC-40程度のものとし、適用は、特記による。

2　砂地業に使用する砂は、シルト、有機物等の混入しない締固めに適した山砂、川砂又は砕砂とする。

3　捨てコンクリート地業に使用するコンクリートは、第6章13節「無筋コンクリート」による。

4　床下防湿層は、ポリエチレンフィルム等で、厚さ0.15ｍｍ以上とする。

4.8.3 1　砂・砂利地業の厚さは、特記による。特記がなければ50mmとする。

砂・砂利地業 2　根切り底に砂又は砂利を必要な厚さに敷均し、締め固めに最適の含水比で、締め固める。

3　締固めは、ランマー、ソイルコンパクター、振動ローラー等により十分に締め固める。

　なお、関東ローム層等の粘性土に直接基礎として支持させる場合については、地山部分を乱さない

  ように施工する。

4　厚さ300mmを超えるときは300mmごとに締め固める。

5　砂利地業の上に直接床下防湿層を施工する場合は、防湿層の下に目つぶし砂を敷き均す。

4.8.4 再生砕石地業は、次による。

再生砕石地業 (1)　再生砕石の品質は、4.8.1表による。

4.8.1表　品質

(2)　再生砕石の標準粒度は4.8.2表による。

4.8.2表　粒度、修正CBR、塑性指数

(3)　再生砕石を使用する地業箇所

ア　杭基礎下

イ　地中梁下（直接基礎のフーチング部分を除く）

ウ　土間スラブ下

エ　犬走り下

オ　スロープ下

4.8.5 1　捨てコンクリートの厚さは、特記による。特記がなければ50mmとし、平坦に仕上げる。

捨てコンクリート 2　1のほかは第6章13節「無筋コンクリート」による。

地業 3　防湿層の位置は、土間スラブ（土間コンクリートを含む）の直下とする。ただし、断熱材がある

　場合は、断熱材の直下とする。

4.8.6 1　防湿層の適用及び範囲は、特記による。

床下防湿層 2　防湿層の重ね合わせ及び基礎梁際ののみ込みは、250mm以上とする。

4.8.7 　締め固めの状況について確認し、仕上がりレベルを計測した記録を、監督員に提出する。

施工記録

3.0以下 40％以下

比　　重 吸水率 すりへり減量

15～40 5～25
40

以上
6

以下
RC-40 100 95～100 ー 50～80

ふるい通過量百分率％ 塑性指
数PI％50 40 30 20 5 2.5

 修正CBR

％

RC-40 2.45以上
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第5章　鉄 筋 工 事

1節　一般事項

5.1.1 　この章は、鉄筋コンクリート構造、鉄骨鉄筋コンクリート構造等の鉄筋工事に適用する。

適用範囲

5.1.2 1　この章に使用する機材の品質等は、総則編1.5.1「機材の品質等」による。

一般事項 2　この章に記載なき事項は､(社)日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説(JASS5)」による。

2節　材　　　料

5.2.1 1 鉄筋は、5.2.1表により、種類の記号は特記による。

鉄筋

5.2.1表

規格番号　 規格名称 種類の記号

JIS G 3112 鉄筋コンクリート用棒鋼 SR235,SR295,SD295A、SD295B

SD345,SD390

2　高強度せん断補強筋は、建築基準法第37条の規定に基づき認定を受けた鉄筋によるほか、種別、使

　用部位及び加工は、特記による。

3　鉄筋の鋼材検査証明書（ミルシート）を監督員に提出する。　

　(1)　JIS規格品は、原則として材料試験を行わない。ただし、鉄筋のロールマーク及びタグと照合

した規格証明書を監督員に提出する。

　(2)　鉄筋の種類、径ごとの質量が2t未満の場合は、監督員の承諾を受け、規格証明書の写しを提出

5.2.2 　梁に用いる開孔補強金物は以下の条件に適していることを確認する。

開孔補強金物 1　(財)日本建築センターの評定を得たもの。

2　既製品を変更する場合は、元設計と照らして危険度が高くならないことを確認し、所定の手続きを

　を行う。

3　施工方法は、(財)日本建築センターの評定の施工要領・適用範囲等に基づき施工する。

5.2.3 　溶接金網は、JIS G 3551（溶接金網及び鉄筋格子）によるものとし、網目の形状、寸法及び鉄線の

溶接金網 径は、特記による。

5.2.4 1　鉄筋受台等の上に種類別に整頓して置き、直接地上に置いてはならない。

現場における材料 　また、屋外に置く場合は、シート等で適切な養生を行う。

の取扱い及び 2　ごみ、泥、油等が付着した鉄筋等は、加工・組立て前に十分な清掃を行い、付着物を除去する。

保管 3　鉄筋等は各種別ごとに整とんして置き、不合格となったものは、速やかに場外に搬出する。

5.2.5 　鉄筋の品質を試験により証明する場合は、適用するJIS又は建築基準法に基づき定められた方法に

材料試験  より、それぞれ材料に相応したものとする。

に代えることができる。

-　19　-



建設編　　第5章　鉄筋工事

3節　加工及び組立て

5.3.1 1　鉄筋の加工及び組立てについては、必要に応じて工作図及び組立て図を作成し監督員に提出す

一般事項 　る。

2　有害な曲がり又は損傷等のある鉄筋は、使用しない。

3 コイル状の鉄筋は、直線状態にしてから使用する。

5.3.2 　鉄筋の切断は、シャーカッターによって行うものとし、常温で加工する。

加工

5.3.3 1　組立ては、鉄筋の交差点及び継手部分の要所を径0.8㎜以上の鉄線で結束し、適当な位置に鉄筋組

組立て 　立て用スペーサー、吊り金物等を配置する。

2　鉄筋の継手は、重ね継手、ガス圧接継手又は特殊な鉄筋継手とし、適用は特記による。

　特記がなければ鉄筋の種類に応じた継手工法は5.3.1表による。なお、径が異なる鉄筋の重ね継手の

　長さは細い鉄筋の径による。

3 スペーサーは転倒及び作業荷重に耐えられるものとし、スラブのスペーサーは原則として鋼製とす

　る。脚部等コンクリート表面に出るおそれのある部分は、防錆処理を行ったものを使用する。

　なお、モルタル製のスペーサーは、強度及び耐久性が十分でないので使用してはならない。

4　鉄筋には、点付け溶接は行わない。また、アークストライクを起こしてはならない。

5　片持ちスラブの受筋のスペーサーは、バー型スペーサーを使用し確実に固定する。

5.3.1表　鉄筋の種類に応じた継手工法

5.3.4 1　鉄筋（溶接金網を含む。）の最小かぶり厚さは、特記による。特記がない場合は、5.3.2表による。

鉄筋のかぶり 　ただし、柱及び梁の主筋にD29以上を使用する場合は、主筋のかぶり厚さを、径の1.5倍以上として

厚さ及び間隔 　最小かぶり厚さを定める。

5.3.2表　鉄筋及び溶接金網の最小かぶり厚さ　　　　　　　　　　（単位：mm）

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

擁壁、耐圧スラブ

柱、梁、スラブ、壁

基礎、擁壁、耐圧スラブ

煙突等高熱を受ける部分

土に接する部分
※40

※60

60

構造部分の種別 最小かぶり厚さ

土に接しない部分

スラブ、耐力壁以外の壁
20

30

柱、梁、耐力壁

屋内
30

40

種類の記号
適用径の範囲

重ね継手 ガス圧接継手

30

30

屋外
40

SD295A D16以下

D19以上
SD295B 原則としてD16以下とする。ただし、基礎耐圧スラ

ブ、土圧壁等の大断面部材の場合は、D25以下とす
る。また、場所打ちコンクリート杭の場合はD32以下
とする。

SD345

SD390
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(注) 1　※印のかぶり厚さは、普通コンクリートに適用し、軽量コンクリートの場合は、特記による。

2　「仕上げあり」とは、モルタル塗り等の仕上げのあるものとし、鉄筋の耐久性上有効でない

仕上げ（仕上塗材、塗装等）のものを除く。

3　スラブ、梁、基礎及び擁壁で直接土に接する部分のかぶり厚さには、捨てコンクリートの厚さ

を含まない。

4　杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端からとする。

5　塩害を受けるおそれのある部分等、耐久性上不利な箇所は、特記による。

2　鉄筋相互のあきは、次の(1)から(3)までのうちの最大のもの以上とする。

 ただし、特殊な鉄筋継ぎ手の場合のあきは、特記による。

(1)　隣り合う鉄筋の平均径（呼び名の数値）の1.5倍

(2)　粗骨材の最大寸法の1.25倍

(3)　25㎜

5.3.3図　鉄筋相互のあき

Ｄは鉄筋の最外径

3　鉄筋組立後のかぶり厚さは、最小かぶり厚さ以上とする。

4　鉄骨鉄筋コンクリート造の場合、主筋と平行する鉄骨とのあきは、2による。

5　柱、梁等の加工に用いるかぶり厚さは、最小かぶり厚さに10ｍｍを加えた数値を標準とする。

6　貫通孔に接する鉄筋かぶり厚さは、3による。

5.3.5 1　鉄筋の組立て後、スラブ、梁等には、歩み板を置きわたし、直接鉄筋の上を歩かないようにする。

鉄筋の保護 　

2　コンクリート打込みによる鉄筋の乱れがあってはならない。特にかぶり厚さ、上端筋の位置及び間

　隔の保持に努める。

5.3.6  主要な配筋は、コンクリート打込みに先立ち、種類、径、数量、かぶり、間隔、位置、継手、定着長

検査 さ等について、監督員の検査を受ける。

5.3.7  各部配筋は、特記による。

各部配筋

5.3.8  前に打設したコンクリートから出ている鉄筋の位置を修正する場合は、鉄筋の付け根で急に曲げずに

鉄筋の修正 できるだけ長い距離で修正する。

4節　ガス圧接

5.4.1 　この節は、鉄筋を酸素・アセチレン炎を用いて加熱し、圧力を加えながら接合するガス圧接に適用

適用範囲 する。なお、この節で記載なき事項は（公社）日本鉄筋継手協会「鉄筋継手工事標準仕様書ガス圧接

継手工事」による。

5.4.2 　圧接作業に先立ち、圧接計画書を監督員に提出する。なお、圧接計画書には品質管理の実施計画を

圧接計画書 含む。

Ｄ Ｄあき
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5.4.3 1　鉄筋継手管理技士又は圧接継手管理技士は、（公社）日本鉄筋継手協会で認証された特別級及び１

継手管理技士 　級の継手管理技士とする。

2　鉄筋継手管理技士又は圧接継手管理技士は、圧接計画書の作成及び圧接作業の指導を行う。

3　鉄筋継手管理技士又は圧接継手管理技士は、圧接計画書に従って圧接作業が実施されていることの

　確認を行う。

5.4.4 1　圧接作業における技能資格者は、JIS Z 3881（鉄筋のガス圧接技術検定における試験方法及び判定

技能者資格 　基準）による技量を有する者とする。

2　1の資格を有する圧接技量資格者であっても、特記又は監督員の指示があった場合は、技量確認試

　験を行う。この技量確認試験は、使用する鉄筋のうち最大径の3本を1セットとする供試体を作成し、

　(財)東京都防災・建築まちづくりセンター又は(財)建材試験センター等のⅠ類の検査機関に依頼し

　て引張試験を行う。

5.4.5 1　圧接する箇所は、応力の少ない直線部でなるべく乱に配置し、曲げ加工部及びその近くは避ける。

圧接作業 　

2　鉄筋の種類又は形状が著しく異なる場合及び径の差が5㎜を越える場合は、圧接してはならない。

 ただし、鉄筋の種類が異なる場合においては、SD390とSD345の圧接を行うことができる。

3　鉄筋の加工は、本章3節によるほか次による。

(1)　鉄筋は、圧接後の形状及び寸法が設計図書に合致するよう圧接箇所1箇所につき鉄筋径程度の縮

　み代を見込んで、切断又は加工する。

 (2)　圧接しようとする鉄筋は、その端面が直角となるように、適切な器具を用いて切断する。

4　圧接端面は、圧接作業の直前に、さび、油、塗料、セメントペーストその他の有害な付着物をグラ

　インダ等で完全に除去し、平らに仕上げ、その周辺を軽く面取りする。

5　突き合わせた圧接面は、なるべく平面とし、周辺の隙間は3㎜以下とする。

6　作業は、適正な加工温度、加熱範囲及び加圧力を選定し、接合部は、次の形状となるように正しく

　加熱し、加圧する。

(1)　ふくらみの径は、最小部分で母材鉄筋径の1.4倍以上とする。

(2)　ふくらみの長さは、鉄筋径の1.1倍以上とし、なだらかで垂れ下がりがないこと。

(3)　圧接面のずれは、鉄筋径の1/4以下であること。

(4)　圧接部における鉄筋中心軸の偏心量は、鉄筋径（径が異なる場合は、細い方の鉄筋径）の1/5以

　下であること。

(5)　圧接部の折れ曲がり角度は２度以下とし、圧接部の片ふくらみは鉄筋径の1/5とする。

7　圧接作業の途中で炎が消えた場合又は標準炎と異なる炎となった場合は作業を中止し、圧接部を切

 り取って再圧接しなければならない。ただし、ふくらみが十分出た後で炎に異状が生じたときは、こ

　の限りではない。

8　圧接部は、圧接作業中及び終了後、水等で急に冷やしてはならない。

 また、高温時に衝撃を与えない。

9　作業は、労働安全衛生規則（昭和47年労働省令第32号）、高圧ガス取締法（昭和26年法律第204号）

　その他関連法令に従うものとする。圧接設備は、ガスの漏えい又は爆発等の危険がなく、溶融金属

　等の落下又はガス炎に対する防護設備を十分にし、かつ、ガス炎の光による被害や発生するガスに

　よる中毒又は窒息等の被害を生じないように設置する。

5.4.6 1　寒冷期には、酸素、アセチレン容器及び圧力調整機の保温に注意する。

天候により処置 2　高温時には、酸素、アセチレン容器を直射日光等から保護する。

3 2以外のひび割れ箇所は7.4.1表によるメンテペーストを用い、幅150mm（目地振分け幅75mm）ことが

　できる。
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5.4.7 1　自動ガス圧接に先立ち実施される施工前試験は、同一施工条件で径の組み合わせ毎に供試体を2個

施工前試験 　作成する。

2　作成された供試体は、5.4.8「圧接完了後の試験」に示す外観検査と超音波探傷試験を行う。

5.4.8 　圧接完了後、次の試験を行い、検査成績書を監督員に提出する。

圧接完了後の試験

1　外観試験

(1)　圧接部のふくらみの形状及び寸法、圧接面のずれ、圧接部における鉄筋中心軸の偏心量、圧接部

　の折れ曲がり、片ふくらみ、焼割れ、へこみ、垂下がりその他有害と認められる欠陥の有無について、

　外観試験を行う。

(2)　試験方法は、目視により、必要に応じてノギス、スケールその他適切な器具を使用する。

(3)　試験対象は、全圧接箇所とする。

(4)　外観試験の結果不合格となった場合の処置は、5.4.9「不合格となった圧接部の修正」による。

(5)　試験従事者は、当該圧接工事に関連がない第3者機関に所属し、(公社)日本鉄筋継手協会が発行

　する「鉄筋継手部検査技術者適格性証明書」を有する者とし、監督員の確認を受ける。

2　抜取試験は、次の超音波探傷試験又は引張試験とし、その適用は特記による。特記がなければ、超

　音波探傷試験とする。

(1)　超音波探傷試験

　ア　１ロットは、1組の作業班が1日に行った圧接箇所とし、その大きさは200箇所を標準とする。

　イ　試験の箇所数は、１ロットに対し30箇所とし、ロットから無作為に抜き取る。

　ウ　試験方法の及び判定基準はJIS Z 3062（鉄筋コンクリート用棒鋼ガス圧接部の超音波探傷試験

方法及び判定基準）による。

　エ　試験従事者は、当該ガス圧接工事に関連がない第3者機関に所属し、(公社)日本鉄筋継手協会が

　　発行する「鉄筋継手部検査技術者技量適格性証明書」を有する者とし、監督員の確認を受ける。

　オ　検査ロットの合否判定は、ロットのすべての試験箇所が合格と判定された場合は当該ロットを

合格とする。

　カ　不合格ロットが発生した場合はの処置は、5.4.9「不合格となった圧接部の修正」の2による。

(2)　引張試験

　ア　１ロットの大きさは、1組の作業班が1日に行った圧接箇所とする。

　イ　試験片の採取数は、１ロットに対して3本とする。

　ウ　試験片を採取した箇所は、同種の鉄筋を圧接して継ぎ足す。ただしＤ25以下の場合は、監督員

の確認を受けて重ね継手とすることができる。

　エ　試験片の形状、寸法及び試験方法は、JIS Z 3120（鉄筋コンクリート用棒鋼ガス圧接継手の試

験方法及び判定基準）による。

　オ　検査ロットの合否の判定は、すべての試験片の引張強さが母材の規格値以上である場合、かつ、

圧接面での破断がない場合を合格とする。ただし、圧接面が破断し不合格となった場合は、次に

より再試験を行うことができる。

(ⅰ)　試験片の採取数は、当該ロットの５％以上とする。

(ⅱ)　再試験の結果、すべての試験片について引張強さが母材の規格値以上ならば合格とする。

　カ　不合格ロットが発生した場合の処置は、5.4.9「不合格となった圧接部の修正」の2による。

5.4.9 1　外観検査の結果が不良な場合は、次による。

不合格となった (1)　圧接部のふくらみの直径やふくらみの長さが規定値に満たない場合は、再加熱し、圧力を加えて

圧接部の修正 　定められたふくらみに修正する。

(2)　圧接部のずれが規定値を超えた場合は、圧接部を切り取って再圧接する。

(3)　圧接部における鉄筋中心軸の偏心量、圧接部の片ふくらみ及び圧接面のずれが規定値を超えた場

　合は、圧接部を切り取って再圧接する。

(4)　圧接部折れ曲がりが規定値を超えた場合は、再加熱して修正する。
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(5)　圧接部のふくらみの形状が、著しいつば形の場合又は著しい焼き割れを生じた場合は、圧接部を

　切り取り再圧接を行う。再圧接による修正が品質管理上好ましくないと考えられる場合は、監督員

　と協議の上修正方法を決定する。

2　抜取試験の結果、不合格となったロットの処置は、次による。

(1)　直ちに作業を中止し、欠陥発生の原因を調査して、必要な改善措置について監督員の承諾を受け

　る。

(2)　不合格ロットは、残り全数に対して超音波探傷試験を行う。ただし、試験方法及び判定基準は、

　5.4.8「圧接完了後の試験」の2（1）エによる。

(3)　超音波探傷試験の結果、不合格となった圧接箇所は、監督員と協議を行い圧接箇所を切除して再

　圧接する。

3　再加熱又は圧接部を切り取り再圧接した箇所は、5.4.8「圧接完了後の試験」の1による外観試験

　及び5.4.8「圧接完了後の試験」の2（1）エにより超音波探傷試験を行う。

4　不合格圧接部の修正を行った場合は、その記録を整理し、監督員に提出する。

5節　機械式継手及び溶接継手

5.5.1 　この節は、機械式継手及び溶接継手に適用する。

適用範囲

5.5.2   　作業に先立ち、機械式継手又は溶接継手計画書を監督員に提出する。なお計画書の実施には品質管

計画書 理計画を含む。

5.5.3 1　継手管理技士は、(公社)日本鉄筋継手協会で認証された鉄筋継手管理技士、機械式継手管理技士又

継手管理技士 　は溶接継手管理技士とする。

2　継手管理技士は、計画書の作成及び作業の指導を行う。

3  継手管理技士は、計画書に従って作業が実施されてることの確認を行う。

5.5.4 1　機械式継手は「鉄筋の継手の構造方法を定める件」（平成12年5月31日付建設省告示第1463号）に

機械式継手 　適合するものとし、その種類及び使用部位は、特記による。

2 機械式継手の工法、品質の確認方法、不良となった継手の修正は特記による。

5.5.5 1　溶接継手は、「鉄筋の継手の構造方法を定める件」に適合するものとする。

溶接継手

2　溶接技能者は、8.6.3「技能資格者」に準じ、工事に相応した技量を有する者とする。

  3　溶接継手の工法、品質の確認方法、不良となった継手の修正方法等は、特記 による。 

  4  D16以下の細径鉄筋の溶接は、重ねアーク溶接とし、所要の品質が得られるよう品質計画を行う。　 

5.5.6 1 機械式継手及び溶接継手の検査方法及び判定基準は、認定又は評定時の規定に基づくほか、特記に

検査 　よる。

2　検査実施後、検査結果の記録を監督員に提出する。不合格となった継手の修正方法は、特記による。
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第6章　コンクリート工事

1節　一般事項

6.1.1 1 この章は、工事現場施工のコンクリート工事に適用する。ただし、設計基準強度が36N/mm2を超える

適用範囲 　場合は,同章第１１節によるほか特記による。

2 この章に記載なき事項は、(一社)日本建築学会「建築工事標準仕様書(JASS 5）」による。

6.1.2 　コンクリート工事の品質管理は(1)により行い、コンクリートの総使用量が50㎥を超える場合は、

品質管理及び品 (2)による品質管理責任者を指名し、これを行わせる。

室管理責任者 (1)　品質管理

　ア　「施工計画書」による品質管理計画を作成する。

　イ　アに基づき品質管理を実施する。

　ウ　品質管理の結果を確認し、施工中随時、監督員に報告する。

(2)　品質管理責任者

　ア　施工に先立ち、品質管理組織を設置する。

　イ　品質管理組織に、コンクリート工事に関して、十分な知識、技術及び経験を有する品質管理責

任者を置く。

　ウ　品質管理責任者は、品質管理組織を指揮、統率し、（1）に定める事項を実施する。

6.1.3 1　コンクリートの気乾単位容積質量による種類は、普通コンクリート及び軽量コンクリートとし、適

コンクリート 　用は特記による。

の種類 2　コンクリートの使用材料、施工条件等による種類は、本章11節から14節までに示すものとし、その

　適用は、特記による。

3　コンクリートの種別は6.1.1表により、適用は特記による。特記がなければⅠ類とする。

4　 構造体のコンクリートは、型枠内に打ち込まれ、周囲の環境条件や水和熱による温度条件のもと

　硬化したコンクリートで、その強度は6.2.1の1,2による。

5　建築基準法第37条第二号に規定する国土交通大臣の認定を受けたコンクリートは、特記による。

6.1.4 1　コンクリートの設計基準強度（Fｃ）は、普通コンクリートでは36N/㎟以下、軽量コンクリートで

コンクリート 　は27N/㎟未満とし、適用は特記による。

の強度 2　使用するコンクリートの強度は、材齢28日において調合管理強度以上とする。

6.1.1表　レディーミクストコンクリートの類別

Ⅰ類以外のJIS A 5308に適合したコンクリート

類別

Ⅰ　類

Ⅱ　類

製　　　　　造　　　　　区　　　　　分

JIS Q 1001（適合性評価-日本工業規格への適合性の認証-一般認証指針）及びJIS Q
1011（適合性評価-日本工業規格への適合性の認証-分野別認証指針（レディミクス
トコンクリート））に基づき、JIS A 5308（レディミクストコンクリート）への適
合を認証されたコンクリート
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２節　普通コンクリートの品質

6.2.1 1　構造体コンクリートの強度は、材齢91日において設計基準強度以上とする。なお、工事現場におけ

構造体コンクリ 　る構造体コンクリート強度の推定は、現場水中養生による材齢28日における管理を基本とし、これ

ート強度 　を満足しないと想定される場合は、現場封かん養生による材齢28日を超え91日以内の強度を推定す

　る試験を行うものとする。

2　構造体コンクリートの強度は、工事現場で採取し、工事現場において水中養生又は封かん養生され

　た供試体の圧縮強度を基に推定する。

3　コンクリート圧縮強度の判定は、本章9節による。

6.2.2 構造上主要な部分に用いるコンクリート（捨てコンクリート、土間コンクリート及び防水押えコンク

コンクリート リートは除く。）は、次による耐久性を確保するための対策を講じ、適切な品質管理を行う。

の耐久性の確保

（1）コンクリート中の塩化物含有量

コンクリートの塩化物含有量は、塩化物イオン（Ｃｌ
－
）量として、0.30kg／㎥以下とする。

測定方法及び試験回数は、6.8.1表による。

（2）アルカリ骨材反応の抑制対策

アルカリシリカ反応性による区分は、特記がなければ、Ａとする。特記によりアルカリシリカ反

応性による区分がＢの骨材を使用する場合は、6.3.3.2による。

6.2.3 　普通コンクリートの気乾単位容積質量は2.1t/㎥を超え～2.5t/㎥以下を標準とする。

気乾単位

容積質量

6.2.4 1　コンクリートのワーカビリティーは、打ち込み場所、打ち込み方法及び締め固め方法に応じて、型

ワーカビリティー 　枠内及び鉄筋及び鉄骨周囲に密実に打ち込むことができ、かつ、ブリーディング及び分離の少ない

及びスランプ 　ものとする。

2　コンクリートの荷卸し地点におけるスランプは、特記による。特記がなければ6.2.1表による。

6.2.1表　スランプの値　　　　　　　　　　　　　(単位:cm)

所要スランプ 18

〔注〕調合管理強度が33N/ｍｍ2以上の場合は、21cm以下とする。

6.2.5 コンクリートの耐久性を確保するため、材料及び調合は、次による。

材料及び調合 1　調合の条件は6.2.2表による。

の条件 6.2.2表　調合の条件

普通ポルトランド

セメントの種類 セメント 混合セメントＢ種

混合セメントのA種

水セメント比の最大値

単位セメント量の最小値

単位セメント量の最大値

単位水量の最大値

打ち込み箇所 基礎、基礎梁 柱、梁、スラブ、壁

　　270kg／㎥ 290kg／㎥

ー 450kg／㎥

　185kg／㎥

15、18

設計基準強度（Fc）
18,21,24 27,30,33,36

（N／ｍｍ2）

65% 60%
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2　AE剤、AE減水剤又は高性能AE減水剤を用いるコンクリートの荷卸し地点における空気量は、4.5％

　 とする｡

3　コンクリートに含まれる塩化物の含有量は、塩化物イオン量（Ｃl-）で0.30㎏/㎥以下とする｡

4　コンクリートは、アルカリ骨材反応が生じるおそれがないものとする｡

6.2.6 1　コンクリート部材の位置及び断面寸法の許容差

構造体 (1)　コンクリート部材の位置及び断面寸法の許容差並びにその測定方法は、次により施工計画書に

コンクリートの 　記載する｡

仕上がり 　ア　許容差は、6.2.3表を標準として、仕上げの種類、納まり等を考慮して定める。

　イ　測定方法は、部材等に応じた適切な方法を定める。

6.2.3表　コンクリート部材の位置及び断面寸法の許容差

設計図書に示された位置に対する各部材の位置

柱、梁及び壁の断面寸法及びスラブの厚さ

基礎及び基礎梁の断面寸法

5.3.3図　鉄筋相互のあき

(2)　部材の位置及び断面寸法の確認は、測定が可能となった時点で速やかに実施する｡

(3)　部材の位置及び断面寸法が許容値を超える場合は、所要の品質を確保できる補修方法を定め、

　監督員の承諾を受けて補修を行う。

2　コンクリート表面の仕上がり状態

(1)　コンクリートの打放し仕上げ

　ア　合板せき板を用いるコンクリートの打放しは6.2.4.表により、種別は特記による。

　6.2.4表　コンクートの打放し仕上げの種別

イ　ア以外のせき板に接したコンクリート表面は、型枠セパレーターの穴、砂じま、へこみ等をポリ

　マーセメント等で補修し、コンクリートの突起部を取り除いて所要の状態にする。

(2)　コンクリートの仕上がりの平たんさは、6.2.5表を標準として、施工計画書の品質計画を定め、

　監督員の確認を受ける。

位　　置 ±20

項　　　　　　　　　　　目 許容差（㎜)

A種
目違い、不陸等の極めて少ない面と
する。

化粧打放し又は、塗装仕上げ程度を施すコンクリート
表面に適用する。せき板は、7.2.1表「せき板の種
別」のA種とし、ほとんど損傷のないものとする。

B種
目違い、不陸の極めて少ない良好な
面とし、グラインダー掛け等により
平滑に調整されたものとする。

仕上塗材を施すコンクリート表面に適用する。せき板
は、7.2.1表「せき板の種別」のB種とし、ほとんど損
傷のないものとする。

断面寸法
0～＋20

0～＋50

種別 表面の仕上り程度 せき板の程度

C種
打放しのままで、目違い払いを行っ
たものとする。

せき板は、7.2.1表「せき板の種別」のB種とし、使用
上差し支えないものとする。
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6.2.5表　コンクリート仕上げの平たんさの標準値

コンクリート打放し

化粧仕上げ 合成樹脂塗り

　3ｍにつき 塗装仕上げ ビニル床シート張り

　7ｍｍ以下 壁紙張り 床コンクリート直均

接着剤による陶磁器質 し仕上げ

タイル張り

　3ｍにつき 防水下地

　10ｍｍ以下 仕上塗材塗り カーペット張り

セルフレベリング材

塗り

　1ｍにつき セメントモルタル モルタル塗り

　10ｍｍ以下 による陶磁器質タイル タイル張り

張り 二重床

モルタル塗り

胴縁下地

(3)　仕上面の凹凸が、6.2.5表の精度に達しない場合又はこてむらの著しい場合は、適当な時期にグラ

インダーがけ等の適切な方法を用いて平滑にする。

（イ）木ごてずり

中むら取り後、表面の硬化の具合を見計らい、木ごてずりを行う。

（ロ）金ごてずり

木ごてずり後、金ごてを用いて表面を平滑に仕上げる。仕上げ作業後は、コンクリートの硬

化が、こての掛かる限度に達するまで行う。

げる。

（イ）下地処理に用いるセメント系下地調整材は、JIS A 6916（建築用下地調整塗材）による。

（ロ）上記（1）で用いるセメントは、JIS R 5210（ポルトランドセメント）による普通ポルトラ

ンドセメントとする。

（イ）仕上げ工事の種別によるコンクリート面の下地処理は、6.2.6表による。

コンクリートの内外装仕上げ
平たんさ 適用部位による仕上げの目安

(㎜) 柱･壁･天井の場合 床（平たんさ）

（2）　仕上げにあたりセメント、水等を表面に散布してはならない。

（3）　こて仕上げ面で、こてむらの著しい箇所は、コンクリート硬化後グラインダーで平滑に仕上

（4）　表面仕上げ後、コンクリートの硬化状態を見計らい、7節の養生を行う。

4　塗装、仕上げ塗材、壁紙張り下地等

（1）　材料

（2）　工法

コンクリートが見えがかりとな
る場合又は、仕上げ厚さが極め
て薄い場合、その他良好な表面
状態が必要な場合

仕上げ厚さが7ｍｍ未満の場合、
その他かなり良好な平坦が必要
な場合

仕上げ厚が7ｍｍ以上の場合又は
下地の影響をあまり受けない仕
上げの場合

3　床こて仕上げの工法

（1）　こて仕上げ
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6.2.6表　コンクリート面の下地処理

コンクリート直仕上げの種類 コンクリート面の下地処理内容

塗装・仕上塗材

（上げ裏面を除く）

壁紙張り

塗装・仕上塗材（上げ裏面）

タイル面

 注　1.セメント系下地調整塗材なで付け前の下地に著しい気泡がある場合、7.4.1表による初期補修用プ

（ロ）セメント系下地調整材の塗り付け量は、1.5kg/㎡程度とする。

（ハ）外気温が3℃以下のときは、工事を中止する。

（ニ）下地面が極度に乾燥している場合は、適度の水湿しをする。

（ホ）塗付け後の養生期間は、7日以上とする。

3節　普通コンクリートの材料及び調合

6.3.1 材料は、この節の規定のほか、6.9.2「材料」による｡

一般事項

6.3.2 1　セメントは、6.3.1表により、種類は特記による｡特記のない場合は、JIS R 5210（ポルトランド

セメント 　セメント）に規定する普通ポルトランドセメント又は、混合セメントのA種のいずれかとする｡

6.3.1表　セメントの種類

ポルトランドセメント

高炉セメント

シリカセメント

フライアッシュセメント

（注）高炉セメント、シリカセメント、フライアッシュセメントを総称して混合セメントという。

2　高炉セメントB種又はフライアッシュセメントB種の適用箇所は特記による。また品質は次による。

　ア　高炉セメントB種のベースセメントのアルカリ量は、0.75％とし、高炉スラグの混合比は40％

以上とする。

　イ　フライアッシュセメントB種のベースセメントのアルカリ量は、0.75％以下とし、フライアッ

シュの混合比は15％以上とする。

　ウ　ア及びイのベースセメントのアルカリ量及び混合比は、セメント製造業者試験成績表の値によ

り確認する。

レミックスポリマーセメントモルタルで処理する。

 　　2.フレックスコート塗材の場合は、セメント系下地調整材による下地調整は行わない。

 　　3.軽量コンクリートを使用する場合の上げ裏面の下地処理方法は特記による。

規格番号 規　　格　　名　　称

JIS R 5210

現場打ちコンク
リート面

 A種
セメント系下地調整材を全面になで
付け、平滑にする。

 B種
目違いは、セメント系下地調整塗材
をなで付け、平滑にする。ポリスチレンフォーム裏打ち合板及

びポリスチレンフォーム裏打ちせっ
こうボード（SI工法）

JIS R 5211

JIS R 5212

JIS R 5213
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6.3.3 1　骨材の種類及び品質は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の附属書A（規定)「レディ-

骨材 　ミクストコンクリート用骨材」の規定によるほか、次による。

(1)　フェロニッケルスラグ細骨材、銅スラグ細骨材、電気炉酸化スラグ骨材及び再生骨材Hの使用は

　特記による。ただし、再生骨材Hは、建築基準法施行令第138条第1項及び第2項に規定する工作物に

　該当しない工作物並びに「第13節無筋コンクリート」に適用する。

(2)　抜取試験の結果、不合格となったロットの処置は、次による。

　ア　絶乾密度は、2.4ｇ/ｃｍ3

　イ　吸水率　　　4.0％以下

2　砕石、砕砂、フェロニッケルスラグ細骨材、銅スラグ細骨材、電気炉酸化スラグ骨材、砂利及び砂

　のアルカリシリカ反応による区分は特記による。特記がなければ、Aとする。

　　なお、特記によるアルカリシリカ反応による区分Bの骨材を使用する場合は、次のいずれかにより、

　監督員の承諾を受ける。

　ア　高炉セメントB種若しくはフライアッシュセメントB種を用いる普通コンクリート又は、高炉ス

ラグ微粉末若しくはフライアッシュを混和材として用いる普通コンクリートを使用する。

　イ　6.5.1式（アルカリ総量）により同総量が3.0㎏/㎥以下であることを、計画調合により確認する。

  ウ　高炉スラグ粗骨材はJIS A 5011-1（コンクリート用スラグ骨材-第１部：高炉スラグ骨材）によ

　　り、絶乾密度、吸水率及び単位容積質量による区分はＮとする。また、電気炉酸化スラグ粗骨材

　  JIS A 5011-4（コンクリート用スラグ骨材-第４部：電気炉酸化スラグ骨材）により、絶乾密度に

　  よる区分はＮとする。なお、アルカリシリカ反応性による区分は、特記による。特記がなければ、

　  Aとする。

※Aとは無害と判定されたもの

3　骨材の最大寸法及び粒度

(1)　粗骨材の最大寸法

　ア　砂利は25ｍｍ、砕石、高炉スラグ粗骨材、電気炉酸化スラグ粗骨材及び再生粗骨材は20ｍｍと

する。

　イ　基礎断面が大きく鉄筋量が比較的少ない場合は、5.3.4「鉄筋のかぶり厚さ及び間隔」の範囲で

砂利は40ｍｍ、砕石及び高炉スラグ粗骨材及び再生粗骨材は25ｍｍとすることができる。

(2)　骨材の粒度

　普通骨材の粒度は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の附属書により、細粗粒が適切

　に混合したものとする。

6.3.4 　コンクリートの練り混ぜに用いる水は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）附属書C

練り混ぜ水 （規定）「レディーミクストコンクリートの練混ぜに用いる水」による｡

6.3.5 　混和材料は、鉄筋コンクリートに適した良質なものとし、種類及び適用は特記による。特記がなけ

混和材料 れば、種類はJIS A 5308（レディーミクストコンクリート）に規定されているもの以外は、次による｡

(1)　混和剤の種類は、JIS A 6204（コンクリート用化学混和剤）によるＡＥ剤、ＡＥ減水剤及び高性

　能ＡＥ減水剤とする｡また、化学混和剤の塩化物イオン（Cｌ-）量による区分は、Ⅰ種とする。また、

　防錆材を併用する場合は、JIS A 6205（鉄筋コンクリート用防錆剤）による防錆剤とする。

(2)　混和材の種類は、JIS A 6201（コンクリート用フライアッシュ）によるⅠ種又はⅡ種若しくは

　Ⅳ種、JIS A 6206（コンクリート用高炉微粉末）による高炉スラグ微粉末、JIS A 6207（コンクリー

　ト用シリカフューム）によるシリカフューム又はJIS A 6202（コンクリート用膨張材）による膨張

　材とする｡
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４節　レディーミクストコンクリートの発注、製造と運搬

6.4.1 　コンクリート工場の選定は、次により、工事開始前に当該工場に関する資料を提出し監督員の確認

レディーミクス を受ける。

トコンクリート (1)　Ⅰ類コンクリートの製造工場は、コンクリート製造に係る指導及び品質管理を行う施工管理技術

工場の選定 　者が置かれ、良好な品質管理が行われている工場（全国品質管理監査会議の策定した統一監査基準

　に基づく監査に合格した工場等）とする。ただし、これによりがたい場合は、監督員と協議する。

(2)　施工管理技術者は、コンクリートの製造、施工、試験等に係る指導及び品質管理を行う能力のあ

　る者とする。

(3)　同一打ち込み区画に、異なる工場で製造されたコンクリートが打ち込まれないようにする｡

(4)　工場は、6.6.4「コンクリートの練混ぜから打込み終了までの時間限度」に定められた時間内に、

　コンクリートを打ち込みが可能な場所にあること｡

(5)　Ⅱ類コンクリートの場合は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の規定と照合して、

　本章２節「普通コンクリートの品質」に規定する品質のコンクリートが製造できることを証明する

　資料を監督員に提出する｡

(6)　工場における良好な品質管理とは、次の項目について、品質管理基準に定められているとともに、

　適切に管理が行われていること。

ア  製品管理

イ　原材料の管理

ウ　製造工程管理

エ　設備の管理

オ　外注管理

6.4.2 1　Ⅰ類コンクリートの発注に当たっては、１節「一般事項」から３節「普通コンクリートの材料」及

製造一般 　び、本節に規定する事項により必要な事項JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の(3)「種

　類」により指定する。

2　Ⅱ類コンクリートの場合は、Ⅰ類の規定に準じて製造する｡

3　 練混ぜ水としてスラッジ水を使用する場合は、コンクリート製造工場のスラッジ水濃度管理状況

　を確認する。

4　レディーミクストコンクリートの呼び強度の強度値は、6.4.5「調合管理強度」で定める調合管理

　強度以上とする。

5　呼び強度を保証する材齢は、28日とする。

6  施工に先立ち、コンクリート製造工場の配合計画書を監督員に提出する。なお、配合計画書には、

 製造に用いる材料、調合設計の基礎となる資料及び計算書等を含むものとする。

6.4.3 　コンクリートの調合は、所要の強度、ワーカビリティー、均一性及び耐久性が得られ、かつ、2節

調合の一般的 「普通コンクリートの品質」の規定するその他の規定が満足されるように定める。

条件

6.4.4 　施工に先立ち計画調合書を作成し、6.4.3「調合の一般的条件」の性能が得られるものであることを

計画調合 確認し、監督員に提出する。

1　コンクリート製造工場の計画調合書は、製造に用いる材料、調合設計の基礎となる資料、計算書等

　を含む。

2　品質管理責任者は、事前に計画調合書の内容を調査、確認する。また、必要に応じて調整その他適

　切な指示を行う。

3　調合管理強度は、6.4.5「調合管理強度」による。
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4　Ⅰ類以外の場合は、試し練りを行い品質を確認し、計画調合を定める。また、Ⅰ類コンクリート

　は、原則として試し練りを省略することができる。

5　試し練り

(1）　試し練りは、監督員の立会いを受けて、計画スランプ、計画空気量、所要気乾単位容積質量及

　び調合強度が得られるまで行う。

(2)　供試体の養生は標準養生とする。

(3)　試験方法は、6.8.2表「供試体の養生方法、材齢及び試験回数」による。

(4)　調合強度の確認は、原則として材齢28日の圧縮強度による。ただし、やむを得ない場合は、監督

　員の承諾を受けて、6.5.5「圧縮強度」により、材齢7日の圧縮強度から材齢28日の強度を推定する

　ことができる。

6.4.5 1　調合管理強度は、設計基準強度（Fc）6.4.1表の構造体強度補正値（S）を加えた値以上、かつ品質

調合管理強度 　が2節「普通コンクリートの品質」及び9節「暑中コンクリート」以降の関係する節の規定を満たす

　ものとする。

2　構造体強度補正値（S）は6.4.1表により、セメントの種類及びコンクリートの打込みから材齢28日

　までの予想平均気温に応じて定める。

6.4.1表　構造体強度補正値（S）の標準値

コンクリート打込材齢28日までの期間の予想平均気温の範囲(℃）

2/16～7/4 9/12～12/9 12/10～2/15 【7/5～9/11】

セメント 2/27～7/12 9/5～11/24 11/25～2/26 【7/13～9/4】

混合セメントのA種 3/8～7/15 9/1～11/15 11/16～3/7 【7/16～8/31】

早強ポルトランド 1/1～7/4 9/12～12/31 【7/5～9/11】

セメント 1/27～7/12 9/5～11/21 12/22～1/26 【7/13～9/4】

2/12～7/15 9/1～12/6 12/7～2/11 【7/16～8/31】

中庸熱ポルト 3/12～7/4 9/12～11/16 11/17～3/11 【7/5～9/11】

ランド 3/18～7/12 9/5～11/21 11/6～3/17 【7/13～9/4】

セメント 3/24～7/15 9/1～10/29 10/30～3/23 【7/16～8/31】

低熱ポルトランド 3/29～7/4 9/12～10/30 10/31～3/28 【7/5～9/11】

セメント 4/4～7/12 9/5～10/20 10/21～4/3 【7/13～9/4】

4/10～7/15 9/1～10/15 10/16～4/9 【7/16～8/31】

3/23～7/4 9/12～11/4 11/5～3/22 【7/5～9/11】

3/29～7/12 9/5～10/25 10/26～3/28 【7/13～9/4】

4/4～7/15 9/1～10/19 10/20～4/3 【7/16～8/31】

フライアッシュ 2/25～7/4 9/12～12/1 12/2～2/24 【7/5～9/11】

セメントＢ種 3/6～7/12 9/5～11/17 11/18～3/5 【7/13～9/4】

3/13～7/15 9/1～11/9 11/10～3/12 【7/16～8/31】

構造体強度補正値28S91Ｎ/mm2 3 6

(注)1　A地区とは、東京都23区内とする。

2　C地区とは、八王子市、昭島市、福生市及び瑞穂町以西とする。

3　B地区とは、島しょを除く地域のうちA、C地区以外とする。

4　t(℃)は、コンクリートの打込みから28日までの期間の予想へ筋気温の範囲を示す。

5　表に示した種類以外のセメントを使用する場合の補正値及び期間は特記による。

t≧8 8＞t≧0

A地区

B地区

C地区

t≧5 5＞t≧0

セメントの種類 地区

普通ポルトランド

13＞t≧0

A地区

B地区

C地区

t≧14 14＞t≧0

A地区 ー

B地区

C地区

t≧11 11＞t≧0

高炉セメントＢ種
A地区

B地区

C地区

t≧9

A地区

B地区

C地区

t≧13

9＞t≧0

A地区

B地区

C地区
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6　記載した期間については、あくまで標準期間であり、実際には打設時点における気温を予測

　する等、状況に応じて計画を行う。

7　【　】内は暑中コンクリートの適用期間で、日平均気温の平年値が25℃を越える期間である。

6.4.6 　単位水量は、本章2節「普通コンクリートの品質」に示すコンクリートの品質が得られる範囲内で、

単位水量 できるだけ小さくする。

6.4.7  細骨材率は、本章2節「普通コンクリートの品質」に示すコンクリートの品質が得られる範囲内で、

細骨材率 できるだけ小さくする。

6.4.8 1　混和剤の使用量

混和材料 　ＡＥ剤、ＡＥ減水剤又は高性能ＡＥ減水剤の使用量は、所要スランプ及び所要空気量が得られるよ

 うに定める。

2　普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートで、圧送が困難な場合には、フライアッシュⅣ種

　又はⅡ種を混合することができる。ただし、この場合単位セメント量を減じてはならない。

3　普通ポルトランドセメントを用いたコンクリートで、水セメント比の制限等により、強度上必要な

　セメント量を超えてセメントを使用する場合は、その超えた部分を、セメント全量の10％の範囲内

　でフライアッシュⅠ種又はⅡ種に置き換えることができる。

4　上記1から3以外の混和材料の種類、使用方法及び使用量は、特記による。特記のない場合は、種類、

　使用方法及び使用量の分かる資料を監督員に提出して、承諾を受ける。

6.4.9 　コンクリートの運搬は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の規定によるほか、次によ

運搬 る。

(1)　6.6.4「コンクリートの練り混ぜから打込み完了までの時間の限度」の規定を満足すること。

(2)　コンクリートには、運搬の際に水を加えてはならない。

(3)　荷卸し直前にドラムを高速回転させ、コンクリートが均質になるようにする。

５節　普通コンクリートの品質管理

6.5.1 1 　レディーミクストコンクリートの品質管理は次による。

一般事務 (1) 納入されたコンクリートが発注した条件に適合していることを、各運搬車の納入書により確認す

る。

(2)　単位水量については、打ち込み当初及び打ち込み中に品質の変化が見られた場合には、調合表及

　 びコンクリートの製造管理記録により、規定した値に対して、所定の範囲内であることを確認す

る。

(3)　荷卸しされるコンクリートの品質には常に注意し、塩化物イオンが0.3㎏/㎥を超えるコンクリー

　 ト及び異状が認められたコンクリートは使用しない。

(4)　Ⅰ類コンクリートの場合は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）により生産者が行う

　 品質管理の試験の結果も併せて報告する。

 なお、骨材の試験を行う時期等は、JIS Q 1011(適合性評価―日本工業規格への適合性の認証―

　 分野別認証指針( レディーミクストコンクリート）による。

2　打ち込まれたコンクリートが所要の品質を保つように、本章7節「養生」により養生を行う。

3　スランプ、空気量及び調合管理強度による調合の調整方法は、それぞれこの節の当該項目による。

4　フレッシュコンクリートの品質管理試験は、6.8.3「フレッシュコンクリートの品質管理試験」に

　よる。
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6.5.2 1　コンクリートのスランプの許容差は、6.5.1表の値の範囲内とする。

スランプ 2　スランプの値の許容差を超えた場合は、調合の調整、運搬方法の改善等を行う。

　ただし、調合の調整に当たっては、水セメント比を変えないものとする。

6.5.1表　スランプの許容差　　　　　　(単位：㎝）

（注）調合管理強度27Ｎ／ｍｍ2以上で、高性能ＡＥ減水剤を使用する場合は、±2.0とする。

6.5.3 1　コンクリートの空気量許容差は、±1.5％の範囲内とする。

空気量 2　空気量の値が許容差を超えた場合は、調合の調整等を行う。ただし、調合の調整にあたっては、水

　セメント比を変えないものとする。

6.5.4 1　塩化物量

塩化物量及び 　　打設するコンクリート中の塩化物イオン量が、0.30㎏/㎥を超える値が測定された場合は、次の運

アルカリ総量 　搬車から各運搬車ごとに試験を行い、0.30㎏/㎥以下であることが確認した後に使用する。ただし、

　連続して10台の運搬車のコンクリート中の塩化物イオン量の試験結果が0.30㎏/㎥以下であることが

　確認できれば、その後は、6.8.3「フレッシュコンクリートの品質管理試験」による。

　

2　アルカリ総量

　　アルカリ総量が指定された場合は、6.5.1式により確認する。なお、セメント中の全アルカリ量の

　値は、直近6ヶ月間の試験成績表に示されている全アルカリの最大値の最も大きい値を用いる。

Ｒt＝Ｒｃ＋Ｒａ＋Ｒｓ＋Ｒｍ＋Ｒｐ……………（6.5.1式）　　　

Ｒt： コンクリート中のアルカリ総量（㎏/㎥）

Ｒc： コンクリート中のセメントに含まれる全アルカリ量（㎏/㎥）　

＝単位セメント量（㎏/㎥）×セメント中の全アルカリ量（%）/100

Ｒa： コンクリート中の混和材に含まれる全アルカリ量（㎏/㎥）

＝単位混和材量（㎏/㎥）×混和材中の全アルカリ量（%）/100

Ｒs： コンクリート中の骨材に含まれる全アルカリ量（㎏/㎥）

＝単位骨材量（㎏/㎥）×0.53×骨材中のNaＣｌの量（%）/100

Ｒm： コンクリート中の混和剤に含まれる全アルカリ量（㎏/㎥）

＝単位混和剤量（㎏/㎥）×混和材中の全アルカリ量（%）/100

Ｒp： コンクリート中の流動化剤に含まれる全アルカリ量（㎏/㎥）

＝単位流動化剤量（㎏/㎥）×流動化剤中の全アルカリ量（%）/100

6.5.5 1　調合管理強度の管理試験は、6.8.4「コンクリートの強度試験の総則」及び6.8.5「調合管理強度の

圧縮強度 　管理試験」による。

2　管理試験の結果、強度が不足した場合は、その原因を調査し、調合等を修正する。

　また、原因が調合にある場合は、本章４節「レディミクストコンクリートの発注、製造と運搬」に

　より、新たに計画調合を定める等適切な処置を定めて、監督員の承諾を受ける。

8未満 ±1.5

8以上18以下 ±2.5

18を超える ±1.5(注）

所要スランプ スランプの許容差
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６節　コンクリートの工事現場内運搬並びに打ち込み及び締固め

6.6.1 1　運搬用機器

コンクリートの (1)　コンクリートポンプ、バケット、シュート、手押し車等とし、コンクリートの種類及び品質並び

工事現場内運搬 　に施工条件に応じて、運搬によるコンクリートの品質の変化の少ないものを選定する。

の原則 (2)　使用に先立ち、内部に付着したコンクリート、異物などを取り除き、十分に整備及び点検を行っ

　たものを使用する。

2　運搬及び圧送の際、コンクリートには水を加えてはならない。

6.6.2 　コンクリートポンプを用いてコンクリートを打ち込む場合は、コンクリートポンプ工法施工指針案・

コンクリートポ 同解説（(一社)日本建築学会）によるほか、次により施工する。

ンプによる運搬 (1)　コンクリートポンプによる圧送を行う者（オペレーター）は、職業能力開発促進法（昭和44年法

律第64号）による「コンクリート圧送施工技能士」又はそれと同等以上の技能を有する者とする。

(2)　コンクリートポンプ車は、配管しやすいところに置き、レディーミクストコンクリートを使用す

　る場合の運搬車の配置は、原則としてコンクリートポンプ1台に対して2台のコンクリート運搬車を

　配置し、中断なくコンクリートを供給できるようにする。

(3)　コンクリートポンプの機種、台数は、コンクリートの種類、1日の打ち込み量、床の仕上げ、工

　事現場の条件などを考慮して決める。

(4)　輸送管径の大きさは、次の事項を考慮して定める。ただし、粗骨材の最大寸法に対する輸送管の

　最小呼び寸法は、6.6.1表による｡

　ア　圧送距離、圧送高さ、コンクリートの圧送による影響の程度、コンクリート圧送の難易度、気

温等

　イ　単位時間当たりの圧送量及び粗骨材の最大寸法

6.6.1表　粗骨材の最大寸法に対する輸送管の呼び寸法 （単位：㎜）

(5)　輸送管の保持には、保持台に道板を置いたもの、支持台、脚立、吊り金具等を使用し、輸送管の

振動により型枠及び鉄筋に有害な影響を与えないようにする。

(6)　輸送管は、常に、まだコンクリートが打ち込まれていない区画を通るようにする。

(7)　輸送管、特にジョイント部は、その下にシートなどを敷く。

(8)　輸送管の片持ちスラブ部分への配管は、行ってはならない。

(9)　コンクリートの圧送に先立ち、富調合のモルタルを圧送してコンクリートの変質を防止する。

また、必要に応じてモルタル等の圧送に先立ち、水を用いて装置の内面を潤す。なお、圧送後の

　モルタルは、型枠内に打込まないことを原則とする。

(10)　圧送されたコンクリート等はのうち、次のア及びイに当たる部分を廃棄する。

ア　圧送途中に著しく変質したコンクリート

イ　圧送中に閉塞したコンクリートの部分

6.6.3 1　バケットを用いる場合は、次による。

バケット、シュー (1)　下部からコンクリートを排出する形式のバケットを用いる場合は、なるべく排出口が底の中央部

ト等による運搬 　にあるものとする。

(2)　コンクリートを開け放しする形式のバケットを用いる場合は、コンクリートを均質かつ容易に排

　出できるものとする。

2　手押車等による運搬の場合は、次による。

粗骨材の最大寸法 輸送管の最小呼び寸法

20
100A以上

25

40 125A以上
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(1)　運搬中にコンクリートの材料が分離したり、受け枡（ます）から漏出すること等のないようにす

  る。

(2)　運搬中に材料の分離を認めた場合は練り直して、均質なコンクリートにする。

3　シュートを用いる場合は、次による。

(1)　シュートは、コンクリートの分離や漏れを生じることなく、滑らかに流れる構造のものとする。

(2)　シュートは、原則として縦形フレキシブルシュートとする。やむを得ず傾斜形シュートを用いる

  場合は、監督員の承諾を受ける。

(3)　高所からコンクリートを流下する場合は、縦形フレキシブルシュートを用いることとし、その投

  入口と排出口との水平方向の距離は、垂直方向の高さの1/2以下とする。

(4)　傾斜形シュートを使用する場合は、次による。

ア　傾斜は、4/10から7/10までとする。

イ　シュートの排出口には、長さ600㎜以上の漏斗管を付ける。

6.6.4 1　コンクリートの練り混ぜ開始から打ち込み終了までの時間は､外気温が25℃以下の場合は　2時間、

コンクリートの 　外気温が25℃を越える場合は、1時間30分とする。

練り混ぜから打ち なお、設計基準強度が27N/ｍｍ2を超えるコンクリートは、それぞれ30分を減じた時間とする。

込み完了までの 2　1の時間の限度は、コンクリートの温度を低下させ、又はその凝結を遅らせる等の特別な方法を講

時間の限度 　じた場合には、監督員の承諾を受けて変えることができる。

6.6.5 1　コンクリート打ち込みに際しては、関連作業が完了し、コンクリートの打ち込みに支障がないこと

打ち込み前の 　を受注者等及び別契約の関連工事の受注者等がそれぞれ事前に確認した上で、監督員の確認を受け

準備 　る。

2　コンクリートの打ち込みは、すべての準備が完了し、監督員の配筋検査及び1の確認終了後行う。

3　コンクリート打ち込みに先立って次の準備を行う。

(1)　打込み場所を清掃して雑物を取り除き、凍結のおそれがある場合以外は、コンクリートの水分を

　吸収しないように十分に湿潤させる。

(2)　打ち込み場所に停滞又は流入する水は排除する。

(3)　セメントペーストが流出しないように型枠の隙(すき)間等をふさぐ。

6.6.6 1　連続した箇所を区画して打込む場合には、打ち継ぎ箇所をできるだけ少なくなるよう、打ち継ぎ位

打ち継ぎ  　置を計画する。

2　打ち継ぎ面は水平又は垂直とし、梁及びスラブの場合はそのスパンの中央付近に設け、柱及び壁の

　場合は、スラブ又は基礎の上端に設ける。

3　打ち継ぎ面には、仕切り板等を用い、モルタル、セメントペースト等が漏出しないように仕切る。

　また、打ち継ぎ面が外部に接する箇所には、定規（小角の類）を取付け、引き通しよく打切り、目

　地を設ける。

4　打ち継ぎ面には、水がたまらないようにする。

5　打ち継ぎ面は、レイタンス及び脆弱なコンクリートを取り除き、健全なコンクリートを露出させる。

6.6.7 1　コンクリートの品質に悪影響を及ぼすおそれのある降雨又は降雪が予想される場合及び打ち込み中

打ち込み 　のコンクリートの温度が2℃を下回るおそれのある場合は、適切な養生を行う。適切な養生を行うこ

　とができない場合は、打ち込みを行わない。

2　コンクリートは、その占める位置にできるだけ近づけて垂直に打ち込む。

　なお、打ち込み作業は打ち込みが終了した部分に有害な振動を与えないように注意し、コンクリー

　トポンプから遠い位置から打ち込む。
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3　打込み区画

(1)　1回に打ち込むように計画された区画内では、コンクリートが一体となるように連続して打ち込む。

(2)　パラペットの立ち上がり、庇、バルコニー等は、これを支持する構造体部分と同一の打込み区画

　とする。

4　打ち込み速度は、コンクリートのワーカビリティー、打ち込み場所の条件に応じ、良好な締め固め

 ができる範囲とする。

5　打込みの進め方は（1）による。ただし、通常の階高より低い場合にあっては、状況により監督員

　の確認を受けて（2）によることができる。

(1)　梁及びスラブのコンクリートの打込みの進め方は、壁及び柱のコンクリートの沈みが落ち着いた

　後に、梁を打込み、梁のコンクリートが落ち着いた後に、スラブを打込む。

に(2)　型枠の変形等が生じないように補強しておき、スラブ上まで一度に打込み、一端より逐次全般

　に打ち進める。

6　コンクリートの自由落下高さは、コンクリートが分離しない範囲とする。

 なお、高所からコンクリートを流下させる場合は、縦形フレキシブルシュート等を用いる。

7　同一区画の打ち込み継続中における打ち重ね時間間隔は、外気温が25℃未満の場合は、2時間30分

　まで、25℃以上の場合は2時間を目安とし、先に打ち込まれたコンクリートの再振動可能時間以内

　とする。

8　コンクリートの打ち込みの際しては、鉄筋、型枠、バーサポート、スペーサー、セパレーターその

　他が破損又は移動しないように注意する。これらを破損した場合は取り替え、また移動した場合は、

　かぶり厚さが不足しないように修正する。

9　打ち込みの際、打ち込み箇所以外の鉄筋及び型枠等にコンクリート等が付着しないように注意し、

　やむを得ず付着した場合は、コンクリート等を取り除く。

10　特殊なコンクリートの打ち込み工法は、監督員の承諾を受ける。

6.6.8 1　コンクリートの締め固めは、鉄筋、鉄骨、埋設物等の周囲や型枠の隅々までコンクリートが充てん

締め固め 　され、密実なコンクリートが得られるように行う。　

2　締め固めは、事前に十分整備されたコンクリート棒形振動機・型枠振動機又は突き棒を使用し、必

　要に応じ、他の器具を補助的に使用する。

3　通常の施工の締め固め用機器及び要員は、コンクリート輸送管１系統につき棒形振動機2台以上を

　 配置し、振動機要員、たたき締め要員、型枠工、鉄筋工等を適切に配置する。

4　コンクリート棒形振動機は、打ち込み各層ごとに用い、その下層に振動機の先端が入るまで、ほぼ

  垂直に挿入する。打ち込み高さと速度に応じて、挿入間隔は、60cm以下とする。

5　コンクリート棒形振動機は、なるべく鉄骨、鉄筋などに触れないように差し込み、5秒から10秒程

 度操作し、コンクリートの上面にペーストが浮いたら、コンクリートに穴を残さないように除除に引

 き抜く。

6　型枠振動機は、打込み高さと速度に応じてコンクリートが密実になるよう順序立てて加振する。

6.6.9 1　上面は、所定の位置と勾配に従って6.2.5表「コンクリート仕上げの種別及び平たんさの標準値」

コンクリート 　に規定する仕上がりの平たんさが得られるように仕上げる。

上面の仕上げ 2　コンクリート打込み後の均しでは、所定のレベル又は所定の勾配に荒均しを行った後、コンクリー

　トが凝結硬化を始める前に、タンパー等で表面をたたき締め、平らに敷き均し、コンクリートの沈

　み、ひび割れを防止する。

3　コンクリートの表面は、所定のレベルを保つように、長尺の均し定規を用いて平均に均す。

　また、壁際、柱際等で均しに定規等を使用できない部分は、不陸が生じないように十分に木ごて等

　でタンピングして平らに仕上げる。

4　床コンクリート直均し仕上げを行う場合は、3に引き続き第16章3節「床コンクリート直均し仕上げ」

　により仕上げる。
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７節　養　　　生

6.7.1 　コンクリートは、打ち込み完了直後からセメントの水和及びコンクリートの硬化が十分に進行する

養生 までの間、急激な乾燥、過度の高温又は低温の影響、急激な温度変化、振動及び外力の悪影響を受け

ないように養生する｡

6.7.2 1　寒冷期においてはコンクリートを寒気から保護し、打ち込み後5日間以上はコンクリート温度を2℃

養生温度 　以上に保つ。ただし、早強ポルトランドセメントを用いる場合はこの日数を3日間以上としてよい｡

2　コンクリート打ち込み後、初期凍害を受けるおそれのある場合は、JASS 5第12節「寒中コンクリー

ト工事」による初期養生を行う。

3　コンクリート打込み後、セメントの水和熱により部材断面の中心部温度が外気温より25℃以上高く

　なるおそれがある場合は、温度応力による悪影響が生じないよう適切な養生を行う。

6.7.3 　打込み後のコンクリートは、透水性の小さいせき板による被覆、養生マット又は水密シートによる

湿潤養生 被覆、散水、噴霧、膜養生剤の塗布により湿潤養生を行う。その期間は表6.7.1表による。

　表6.7.1　湿潤養生の期間

6.7.4 1　硬化初期のコンクリートが、有害な振動や外力による悪影響を受けないようにする｡

振動及び外力 2　コンクリートの打ち込み後、配筋、型枠の組立て、資材の運搬、集積等の作業又はこれに伴う歩行

からの保護  　は、これらの荷重を受けるコンクリートが有害な影響を受けない材齢に達してから開始することと

　 し、原則としてコンクリート打込み終了後48時間以上経過するまでは行わない。

 　やむを得ず歩行したり、作業を行う必要がある場合は、監督員の確認を受けて、コンクリートに影

 　響を与えないよう保護を行う。

８節　試験

6.8.1 1　この節は、コンクリート用材料およびコンクリートの試験に適用する。

一般事項 　ただし、コンクリートの総使用量が50㎥以下であって軽易な構造物に使用する場合は、監督員の承

　諾を受けて、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）により生産者が行う品質管理試験結果

　によることができる。

2　試験の項目及び判定方法は、特記により定められた場合を除き、本節の規定による。

3　試験の成績が不合格になった場合は、原因を調査した報告書を提出し、監督員の指示を受ける。

4　採取する供試体は、試験及び施工の管理等に必要な数を計画的に採取する。

セメントの種類

普通ポルトランドセメント

混合セメントのA種

期間

５日以上

早強ポルトラントセメント

中庸熱ポルトラントセメント

低熱ポルトラントセメント

高炉セメントＢ種

フライアッシュセメントＢ種

３日以上

７日以上
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6.8.2 　コンクリート用材料の試験は、原則として次により試験成績書を監督員に提出して確認を受ける。

材料試験 (1)　材料試験に用いる試料の採取場所は、コンクリートの製造工場とする。

(2)　骨材の試験を行う時期等は、JIS Q 1011（適合正評価―日本工業規格への適合性の認証―分野別

 　 認証指針（レディーミクストコンクリート））による。なお、Ⅱ類コンクリートの場合の試験時期

　 は、工事開始前及び品質が変わった場合とする。

6.8.3 　フレッシュコンクリートの品質管理試験は、コンクリート製造工場ごとに、次により行う。

フレッシュコン (1)　試料の採取場所は、原則として、工事現場の荷卸し地点とする。ただし、特に変動が著しいと思

クリートの品質 　 われる場合は、その品質を代表する箇所から採取する。

管理試験 (2)　試料の採取方法は、JIS A 1115（レディーミクストコンクリートの試料採取方法）による。

(3)　供試体の採取、作成、養生等を第三者に行わせる場合は、事前に監督員に資料を提出する。

(4)　フレッシュコンクリートの品質管理試験は、6.8.1表により行う。

6.8.1表　フレッシュコンクリートの試験

JIS A 1101（コンクリートのスランプ試験方法）

次のいずれかの方法による。

（1）JIS A 1128（フレッシュコンクリートの

　　空気量の圧力による試験方法―空気室圧力方法）

（2）JIS A 1118（フレッシュコンクリートの空気量の

　　容積による試験方法（容積方法））

（3）JIS A 1116（フレッシュコンクリートの単位容積

質量試験方法及び空気量の質量による試験方法

（質量方法）)

・（普通コンクリート

の場合）必要が生じた

場合

・（軽量コンクリート

の場合）「6.8.4の

1（2）」による。

6.8.4 １　コンクリートの強度試験の試験回数は、コンクリートの製造工場ごとに、次により行う。

コンクリートの (1)　普通コンクリートの場合は、コンクリートの調合が異なるごとに１日１回以上、１日の打設コン

強度試験の総則 　クリート150㎥ごと及びその端数につき１回以上とする。

(2) 軽量コンクリートの場合は、特記による。特記がなければ、（1）による。

JIS A 1116(フレッシュコンクリートの単位容積質量試験方法
及び空気量の質量による試験方法（質量方法）)

単位容積

質　量

温　度 JIS A 1156（フレッシュコンクリートの温度測定方法）

コンクリートの打込み時
の気温が25℃以上となる
場合又は寒中コンクリー
トその他必要が生じた場
合

試験項目 試験方法 試験時期及び回数

スランプ

「6.8.4の2（1）イ」
の試料の採取後と及び打
込み中、品質変化が認め
られた場合空気量

（一財）国土開発技術研究センターの技術評価を受けた塩化物
量測定器により、試験値は同一試料における３回の測定の平均
値とする。

特記がなければ、コンク
リートの種類が異なるご
とに１日１回以上、かつ
150㎥ごと及びその端数
につき、１回以上。ただ
し、最初の測定は、打込
み当初とする。

塩 化 物 量
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2　コンクリートの強度試験方法

(1)　１回の試験の供試体の個数及び試料採取

　ア １回の試験の供試体の数は、調合管理強度の管理試験用、構造体コンクリートの材齢28日圧縮強

 度推定用、型枠取外し時期決定用、構造体コンクリートの材齢28日を超え91日以内の圧縮強度推

 定用その他必要に応じて、それぞれ3個とする。

　イ　適切な間隔をあけた3台の運搬車から、それぞれ試料を採取し、アで必要な数の供試体を作製す

する。ただし、調合管理強度の管理試験用は、1台の運搬車の試料から3個の供試体を作製する。

　ウ イで3台の運搬車から作製した供試体から、それぞれ１個ずつ３個を取り出し、１回の試験にお

ける供試体とする。ただし、調合管理強度の管理試験用は、1台の運搬車の試料から作製した3個

の供試体を、1回の試験における供試体とする。

(2)　供試体は、工事現場においてJIS A 1132（コンクリートの強度試験用供試体の作り方）によって

　 作製し、それぞれに応じた養生を行う。なお、脱型は、コンクリートを詰め終わってから16時間以

　 上3日間以内に行う。

(3)　供試体の養生方法及び養生温度

　ア　標準養生の場合は、JIS A 1132（コンクリートの強度試験用供試体の作り方）による20±2℃

の水中養生とする。

　イ　工事現場における養生は水中養生又は封かん養生とし、養生温度をできるだけ建物等に近い条

件になるようにする。また水中養生の場合の養生温度は、養生水槽の水温の最高及び最低を毎日

測定し、養生期間中の全測定値を平均した値とする。なお、養生水槽等供試体の保管場所は、直

射日光の当たらない屋外とする。

(4)　圧縮強度試験

　ア　試験方法は、JIS A 1108（コンクリートの圧縮強度試験方法）による。

　イ　１回の試験における圧縮強度の平均値は6.9.1式による

（6.9.1式）

Ｘ
－

＝ Ｘ1　＋　Ｘ2　＋　Ｘ 3

3

Ｘ
－

： 圧縮強度の平均値（N/ｍｍ2）

Ｘ1、Ｘ2、Ｘ3 ：１回の試験における3個の供試体の圧縮強度（N/ｍｍ2）

　ウ　3回の試験における圧縮強度の総平均値（ｘ）6.9.2式による。

（6.9.2式） － －

Ｘ
＝

＝ Ｘ1　＋　Ｘ2　＋　Ｘ3

3

Ｘ
＝

： 圧縮強度の平均値（N/ｍｍ2）

Ｘ
－

1 ： １回目の試験における圧縮強度の平均値（N/ｍｍ2）

Ｘ
－

2 ： ２回目の試験における圧縮強度の平均値（N/ｍｍ2）

Ｘ
－

3 ： ３回目の試験における圧縮強度の平均値（N/ｍｍ2）

（5）供試体の養生方法、材齢及び試験回数は、表6.8.2による

－
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　6.8.2表　供試体の養生方法、材齢及び試験回数

型枠取外し時期の決定

（注）1　6.8.1の1を満足しないと想定される場合

（注）2　セメントの種類が普通ポルトランドセメント以外の場合は、材齢28日及び28日を超え91日以

内とする

6.8.5 　調合管理強度の管理試験の判定は1及び2を満足すれば合格とする。

調合管理強度の 1　1回の試験結果は、調合管理強度の強度値の85％以上とする。

管理試験 2  3回の試験結果の平均値は、調合管理強度の強度値以上とする。

6.8.6 　材齢が7日の圧縮強度から材齢28日の圧縮強度の推定は、適切な資料又は6.9.3式による。

材齢７日の圧縮 　Ｆ28＝A×F7＋B・・・・・・（6.9.3式）

強度試験 Ｆ28 ：材齢28日の圧縮強度の推定値（N/ｍｍ2）

Ｆ7 ：6.8.4.2.(3)アによる標準養生を行った材齢7日の圧縮強度（N/ｍｍ2）

A、B ：セメントの種類によって定まる係数で6.8.3表による。

6.8.3表　係数Ａ及びＢの値

普通ポルトランドセメント 早強ポルトランド

混合セメントＡ種 セメント

6.8.7 1　構造体コンクリート強度の推定試験の判定は、現場水中養生供試体の材齢28日圧縮強度試験の結果

構造体コンクリー 　が、次の（1）又は（2）を満足すれば合格とする。

トの強度の推定 (1)　材齢28日までの平均気温が20℃以上の場合は、1回の試験結果が、調合管理強度以上とする。

試験 (2)　材齢28日までの平均気温が20℃未満以下の場合は、1回の試験結果が、設計基準強度に3N/ｍｍ2

　を加えた値以上とする。

2　1の（1）及び（2）を満足しなかった場合は、現場封かん養生供試体の材齢28日の圧縮強度試験の

　１回の試験結果が設計基準強度に0.7を乗じた以上であり、かつ、材齢28日を超えた値以上であれば

　合格とする。ただし、セメントの種類が普通ポルトランド以外の場合は、上記に加え、現場封かん

　養生供試体の材齢28日の圧縮強度試験の１回の試験結果が、設計基準強度に0.7を乗じた値以上であ

　ることを確認すること。

3　2の結果、不合格となった場合は、監督員の承諾を受け、JIS A 1107（コンクリートからコアの採

　取方法及び圧縮強度試験方法）又はその他の適切な試験方法により構造体の強度を確認し、必要な

　処置について、監督員の指示を受ける。

試験種目 試験目的 養生方法 材齢 試験回数

構造体コンクリートの材
齢28日及び材齢28日を超
え91日以内の圧縮強度の

推定
（注）2

工事現場におけ
る封かん養生
（注)1

28日及び28日を
超え91日以内

いずれも6.8.4
の1による。

係数 高炉セメントＢ種

調合管理強度の
管理試験

調合管理強度の管理
2（3）ア.
標準養生 ２８日

6.8.4.の1
による。

構造体のコンク
リート強度の推
定試験

構造体コンクリートの材
齢28日圧縮強度の推定 工事現場におけ

る水中養生

２８日

必要に応じて定める

A 1.35 1.35 1.0

B 3 4 8
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6.8.8 1 構造体コンクリートにおいて、部材の位置・断面寸法、表面の仕上り状態、仕上りの平たんさ、打

構造体コンクリー 　込み欠陥部やひび割れについて確認を行い、監督員に報告し、設計図書に適合しない場合は、監督

トの仕上り 　員の指示を受けた方法で補修する。

９節　暑中コンクリート

6.9.1 1　この節は、普通コンクリート及び軽量コンクリート打設時における気温が、25℃を超える場合に適

適用範囲 用する。

2　この節に定める事項以外については、本章1節「一般事項」から8節「試験」までの規定による。

6.9.2 1　高温のセメントは、使用しない。

材料及び調合 2　長時間炎熱にさらされた骨材は、そのまま使用してはならない。粗骨材は、散水等を行ってから使

　用する。

3　水は、なるべく低温のものを使用する。

4　コンクリート製造後、打設までの所要時間等により、必要に応じてJIS A6204（コンクリート用化

　学混和剤）によるＡＥ減水剤遅延形Ⅰ種又は高性能ＡＥ減水剤遅延形Ⅰ種を使用する。

5　構造体強度（S）は特記による。特記がなければ、6N/ｍｍ2とする。

6.9.3 1　打ち込み時のコンクリート温度は、35℃以下とする。

製造及び 2　打ち込み前のせき板及び打ち継ぎ面への散水等は、特に入念に行う。

打ち込み 3　輸送管は、直射日光にさらされないように、濡れたシート等で覆い温度の上昇を防ぐ。

4　コンクリートの練り混ぜを開始してから打ち込みが終わるまでの時間は、1時間30分以内とする。

5　熱せられたコンクリート、地業等の上に、直接コンクリートを打ち込まない。

6　１回の打込み量、打込み区画及び打込み順序を適切に定め、コールドジョイントの発生を防ぐ。

6.9.4 コンクリート打ち込み後は、6.7.3「表面の乾燥防止」によるほかは、次による。

養生 1　特に水分の急激な発散及び日射による温度上昇を防ぐよう、コンクリート表面への散水により常に

　湿潤を保つ。

2　湿潤養生の開始時期は、コンクリート上面では、ブリーディング水が消失した時点、せき板に接す

　る面では脱型直後とする。

3　湿潤養生後は、コンクリートが急激に乾燥しないような措置を講ずる。

10節　流動化コンクリート

6.10.1 1　この節は、流動化コンクリートについて適用する。適用箇所は特記及び監督員の指示による。

適用範囲 2　工事開始前に材料・調合・流動化の方法・コンクリートの品質管理の方法などを定めて監督員の確

　認を受ける。

6.10.2 1　流動化剤の種類および品質は、JIS A 6204（コンクリート用化学混和剤）に規定する標準形または

コンクリート 　遅延形とし、特記による。特記のない場合は、監督員の確認を受けたものを用いる。

材料 2　コンクリートに使用する材料は、流動化によって悪影響を生ずることのないように流動化コンクリ

　ートに対する適合性を選定する。

6.10.3 1　コンクリートの計画調合は、流動化後において所要のワーカビリティー、強度、耐久性、単位容積

調合 　重量等の性能が得られるよう試し練りを行って定め、監督員の確認を受ける。

2　流動化コンクリートにおいては、調合強度はベースコンクリートの圧縮強度に基づいて定めること

　ができる。
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3　コンクリートのスランプは、6.10.1表に示す値以下とし特記による。特記のない場合は、6.10.1表

　の範囲でベースコンクリート及び流動化コンクリートのスランプの組合せを定め、監督員の承諾を

　受ける。

6.10.1表　流動コンクリートのスランプ

4　ベースコンクリートの単位水量は、185㎏/㎥以下とする。

5　コンクリートの空気量は、特記による。特記のない場合は、流動化コンクリートにおいて普通コン

　クリートでは4.5％、軽量コンクリートでは5％とする。

6　ベースコンクリートの水セメント比は、6.2.5「材料及び調合の条件」による。

7　単位セメントは、6.2.5「材料及び調合の条件」に規定する単位セメント量の最小値以上とし、流

　動化コンクリートのワーカビリティー・強度および耐久性が得られるように定める。

8　流動化コンクリートの計画調合は、6.4.4「計画調合」によるほか、ベースコンクリートと流動化

　コンクリートのスランプの組合せ、及び流動化剤の添加量を記載する。

6.10.4 1　流動化コンクリートの製造方法は、特記による。特記のない場合は、流動化剤の添加時期、流動

製造 　化のためのかくはん方法を定めて監督員の承諾を受ける。

2　レディーミクストコンクリートの購入は、本章４節及び５節によるほか、下記(1)、(2)による｡

(1)　ベースコンクリートとして､JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）によるレディーミク

　ストコンクリートを発注する場合は、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）の3「種類」に

　よる標準または特注品とし、必要な事項を定めて発注する｡

(2)　レディーミクストコンクリート工場に流動化コンクリートを発注する場合は、JIS A 5308

　（レディーミクストコンクリート）によらないコンクリートとして、コンクリートの所要の品質を

　を得るために必要な事項について、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）に準ずるほか、

 　工場と協議して指定する｡

 3　コンクリートの流動化は、下記(1)～(3)による｡

(1)　工場現場で流動化を行う場合、流動化の場所はコンクリートの打込み場所にできるだけ近い所と

　し、流動化後ただちに打込みができるように行う。

(2)　流動化剤は、原液で使用し、あらかじめ定めた所定量を一度に添加することを原則とする。

(3)　流動化剤は、重量または容積で計算し、その重量差は１回計量分の3％以内とする。

6.10.5 1　ベースコンクリートの練りまぜから打込みまでの時間の限度は、6.6.4「コンクリートの練り混ぜ

運搬・打込み 　から打ち込み完了までの時間の限度」によるほか、流動化からの経過時間を考慮して定め、監督員

および諦め固め 　の承諾を受ける。

2　打込み継続中におえる打継ぎ時間間隔限度は、6.6.7「打ち込み」の7によるほか、先に打込んだ

　コンクリートの流動性の低下を考慮して定める。

11節　高強度コンクリート

6.11.1 1 設計基準強度（Ｆｃ）が36Ｎ/ｍｍ
2
を超える高強度コンクリートを用いる鉄筋コンクリート工事

一般事項 に適用する。

6.11.2 1 水セメント比及び単位セメント量は特記による。

品質 2 スランプ又はスランプフローは特記による。特記がなければ、設計基準強度が45Ｎ/ｍｍ2未満の

場合は、スランプ21cm以下又はスランプフロー50cm以下、設計基準強度45Ｎ/ｍｍ2以上、

60Ｎ/ｍｍ2以下の場合はスランプ23cm以下又はスランプフロー60cm以下とする。

軽量コンクリート 18以下 21以下

コンクリートの種類 ベースコンクリート 流動化コンクリート

普通コンクリート 15以下 21以下
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6.11.3 1　練り混ぜ水は、6.3.4「練り混ぜ水」による。ただし、回収水は使用しない。

材料 2　混和材料

(1)　混和剤は、JIS A 6204（コンクリート用化学混和剤）による高性能ＡＥ減水剤とする。

(2)　(1)以外の混和材料は、特記による｡

6.11.4 コンクリート製造工場の選定は、高強度コンクリートの製造能力がある工場で、当該工事の調合管理

コンクリート 強度又はこれに近い強度のコンクリート出荷実績があり、JIS A 5308（レディーミクストコンクリート）

製造工場の の区分「高強度コンクリート」の製品認証を受けているか、建築基準法第37条二号によって国土交通

選定 大臣が指定建築材料として認定した高強度コンクリートの製造工場とする。

12節　高炉セメントＢ種を用いる普通コンクリート

6.12.1 1　この節は、高炉セメントＢ種を用いる普通コンクリートをアルカリ骨材反応抑制対策に使用する

適用範囲 　場合に適用する。

2　この節に規定する以外は、本章１節「一般事項」から10節「流動化コンクリート」までの規定に

　よる。

6.12.2 　セメントは、JIS A 5211（高炉セメント）のＢ種とする。ただし、ベースセメントのアルカリ量は、

材料 0.75％以下とし、高炉スラグの混合比は、40％以上45％以下とする。

　なお、ベースセメントのアルカリ量及び高炉スラグの混合比は、セメント製造工場のセメント試験

成績書の値による。

6.12.3 1　単位セメント量は、270㎏/㎥以上400㎏/㎥以下とする。

調合 2　単位水量の最大値は、180㎏/㎥とする。

3　水セメント比の最大値は、60％とする。

4　混和剤は、ＡＥ減水剤標準形のⅠ種とする。

5　気温によるコンクリート強度の補正値は、6.12.1表による。

6.12.1表　気温によるコンクリート強度の補正値

コンクリート打ち込みから28日までの期間の 13以上 10以上

予想平均気温の節囲（℃） 17未満 13未満

6.12.4 　コンクリート打設後7日間は、散水その他の方法で湿潤を保つ。

養生 　また、コンクリート打設後7日間程度は、コンクリートの温度を2℃以上に保つ。

13節　無筋コンクリート

6.13.1 1　この節は、補強筋を必要としない無筋コンクリートに適用する。

適用範囲 2　この節に規定する以外は、本章１節「一般事項」から10節「流動化コンクリート」による。

3　無筋コンクリートの適用箇所は、特記による。特記がなければ次による。

(1)　街きょ、縁石、側溝類のコンクリート及びこれらの基礎コンクリート

(2)　間知石積みの基礎及び裏込めコンクリート

(3)　捨コンクリート

(4)　機械室等で用いる配管埋設用コンクリート

(5)　防水層の保護コンクリート

4　コンクリートの種類は、普通コンクリートとする。

6

17以上

補正値　　Ｔ（N/㎟） 0 3
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6.13.2 1　粗骨材の最大寸法は、コンクリート断面の最小径の1/4以下かつ40㎜以下とする。特記がなければ、

材料 　均しコンクリート及び防水の押さえコンクリートの場合は､25㎜とする｡

2　骨材中の塩分含有量の限度については、規定しない｡

6.13.3 1　発注強度は18N/㎟、スランプは15cm又は18cmとする｡

品質 2　単位セメント量の最小値及び水セメント比の最大値は、規定しない｡

3　Ⅰ類コンクリートで､コンクリート製造工場に十分な出荷実績がある場合は、試し練り及びコンク

リートの強度試験を省略することができる｡

14節　特殊コンクリート

6.14.1 　　次に掲げる特殊な調合及び養生が必要なコンクリート及び特殊な目的を持つコンクリートの適用は、

適用 　特記による。

(1)　寒中コンクリート

(2)　軽量コンクリート

(3)　高流動コンクリート

(4)　プレストレストコンクリート

(5)　プレキャスト複合コンクリート

(6)　マスコンクリート

(7)　海水の作用を受けるコンクリート

(8)　水中コンクリート

(9)　凍結融解作用を受けるコンクリート

(10)　遮蔽(へい)用コンクリート
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第7章　型枠工事

1節　一般事項

7.1.1 1　この章は、工事現場施工のコンクリートに使用する型枠工事に適用する。

適用範囲   2　この章に記載無き事項は、(一社)日本建築学会 「建築工事標準仕様書(JASS 5)」による。

7.1.2 1　型枠は、せき板と支保工とから構成する。

一般事項 2　型枠は、作業荷重、コンクリートの自重及び側圧、打ち込み時の振動、衝撃、水平荷重等の外力に

　耐え、かつ6.2.6「構造体コンクリートの仕上り」に定める所要の品質が得られるように設計する。

3　型枠は、有害な水漏れがなく、容易に組立て及び解体のできる構造とし、取り外しの際、コンク

　リートを傷つけないものとする。

4　ひび割れ誘発目地の位置、形状及び寸法は、特記による。

5　外部に面するコンクリート打放し仕上げ（仕上塗材、吹付け、塗装等の仕上げを行う場合を含む）

　の打ち増し厚さは、特記による。

2節　材料及び構造

7.2.1 1　せき板の材料は、特記による。特記がなければ7.2.1表のB種とする。

材料 2  型枠は、作業荷重、コンクリートの自重及び側圧、振動等の外力に耐え、かつ有害量のひずみ、

　狂い等を生じない構造とする。

   7.2.1表　せき板の種別

3　金属製型枠は、JIS A 8652（金属製型わくパネル）の規定によるものとする。

4　スラブのせき板に床型枠用鋼製デッキプレートを用いる場合は、床上面が平坦なものとし、製

　造メーカーの仕様とする。

5　型枠締め付け金物は、耐力試験により製造業者が許容引張力を保証しているものとし、ボルト

　式とする。ただし、排水枡の類は、番線式とすることができる。

6　剥離剤を使用する場合は、コンクリートの品質及び表面仕上げ材料の付着を及ぼさないものと

　し、監督員の承諾を受ける。

7　型枠は、支障がない限り再使用し、反復使用回数の増加に努める。

8　スリーブ（配管用等）の設置位置及び補強等は特記による。

　また、スリーブに用いる材料は、7.2.2表により、材種は、特記による。特記がなければ次によ

　る。なお、やむを得ない場合は、監督員の承諾を受けて、圧搾紙等を使用することができる。

　ア　外壁の地中部分等水密を要する部分のスリーブは、つば付鋼管とする。

　イ　地中部分で水密を要しない部分のスリーブは、塩化ビニル管とする。

　ウ　ア及びイ以外の円形スリーブは、溶融亜鉛めっき鋼管とし、原則として筒型の両端をを外

側に折り曲げてつばを設ける。

 また、必要に応じて、円筒部を両方から差し込む伸縮形とする。

種　別 せ　き　板

A種
金属製型枠パネル又は厚さ20ｍｍ以上の幅ぞろい板そばを本ざね加工にした表
面かんな削りの木製のせき板若しくは、「合板の日本農林規格」のコンクリー
ト型枠用合板の規格（表面加工コンクリート型枠用合板）で厚さ12ｍｍのもの

B種
「合板の日本農林規格」のコンクリート型枠用合板の規格（表面加工コンク
リート型枠用合板を除く。）のＢ－Ｃ以上で厚さ12ｍｍのもの
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7.2.2表　スリーブの材種

JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管）の白管

径200㎜を超え350㎜以下　 厚0.6㎜以上

 JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管)の黒管に厚さ6㎜、

つば幅50mm以上の鋼板を溶接したもの

9　ＭＣＲ工法用シートは、難燃処理を行った合成樹脂製の気泡性緩衝シートとし、モルタルとの接着

 強度が確保できるよう適切な形状を有するものとする。　なお、適用は特記による。

7.2.2 1　配筋、型枠の組立又はこれらに伴う資材の運搬･集積等は、これらの荷重を受けるコンクリートが

型枠の加工及び 　有害な影響を受けない材齢に達してから開始する。

組立て 2　型枠は、セメントペーストなどが継ぎ目から漏出しないよう緊密に組み立てる。

3　型枠は、足場、やり方等の仮設物とは連結しない。

4  床型枠用鋼製デッキプレートを使用する場合は、のみこみ長さ及び取り合う型枠材の強度等を十分

　確保するほか、製造所の仕様による。

5　支柱は垂直に立て、上下階の支柱は原則として同一位置に立てる。

6　梁及び床のせき板を支持する支柱には、コンクリート打ち込み作業時の水平荷重による倒壊、浮き

　上がり、ねじれ等が生じないように横つなぎ材、筋かい、控え等を十分に入れる。

7　地盤に直接支柱を立てる場合は、地盤を十分締め固めた上、剛性のある板を敷くなど支柱が沈下し

　ないよう措置する。

8　階高が高い場合、柱断面が大きい場合、その他型枠内の清掃状態の確認が困難な場合は、柱型枠の

　根元廻りに適当な掃除口を設ける。

9　せき板内に配置する各種の配管、ボックス及び埋め込み金物類は、打ち込み時の衝撃によって移動

　しないよう堅固に取り付ける。

10　型枠緊張材にコーンを使用する箇所は、次による。

(1)　直接土に接する面（基礎の類、地下室のない場合の地中梁を除く。）

(2)　防水下地

(3)　打放し仕上げ面

(4)　塗装及び壁紙張りなどの厚さの薄い仕上げをする面

(5)　断熱材を打込んだ面

(6)　断熱材あと貼り工法及び吹付け工法面

(7)　保守点検等のために出入りするダクトスペース等の床上高さ2ｍ以下の見え掛部

11　ＭＣＲ工法の場合は、次による。

(1)　せき板の材料は、7.2.1「材料」の1による。

(2)　気泡性緩衝シートをタッカーによるステープルで、せき板の表面にしわにならないよう留めつけ

　る。また、シートがコンクリートに食い込まないよう留めつける。

7.2.3 　型枠は、コンクリートの打ち込みに先立ち、設計寸法との相違、埋め込み金物類の位置・数量、柱

型枠の検査 底・梁底の清掃状態等について、監督員の立会い、確認を受ける。

7.2.4 　原則として、支柱を盛り替えてはならない。

支柱の盛り替え

材　　種 規　格　そ　の　他 備　　考

鋼 管

硬 質 ポ リ 塩 化
JIS K 6741（硬質ポリ塩化ビニル管）のVU

防火区画に使用してはな
らない。ビ ニ ル 管

溶 融 亜 鉛 径200㎜以下　　　　　　　厚0.4㎜以上

め っ き 鋼 板

つ ば 付 き

鋼 管
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3節　型枠の存置期間

7.3.1 　型枠の最少存置期間は、せき板については(1)に、支保工については(2)による。

型枠の存置期間 なお、存置期間をコンクリートの圧縮強度試験による場合の試験は、6.8.7「構造体コンクリート強度

の推定試験」によって行い、試験結果及び安全を確認するための資料及び計算書を監督員に提出して

確認を受ける。

(1)　せき板の存置期間は、次による。

　ア　寒冷のため強度の発現が遅れると思われる場合は、コンクリートの圧縮強度が5N/mm2以上に達

したことが確認されるまでとする。

　イ　コンクリートの材齢による場合は、7.3.1表に示す最小存置期間を経過するまでとする。

7.3.1表　コンクリートの材齢による基礎、梁側、柱及び壁のせき板の最小存置期間（日）

(2)　支保工の存置期間は、スラブ下、梁下ともコンクリートの設計基準強度の100％以上のコンクリー

　ト圧縮強度が確認されるまでとする。

(3)　片持ち梁、片持ちスラブ、長大スパンの梁(SRCの場合10ｍ以上、RCの場合8ｍ以上。)及び内法面

　積が24㎡を超えるスラブを支持する支保工の存置期間は28日以上とする。

(4)　特記によりプレキャスト合成床材とする場合、支保工の存置期間は、スラブ内法面積にかかわら

　ず、上記（2）による。ただし、片持ちスラブをプレキャスト合成床材とする場合の支保工の存置期

　間は、上記（3）とによる。

(5)　スラブ下の支保工は、コンクリート打設後7日間以上は、コンクリート打設した当該スラブ下及

　びその下階のスラブ下（下部2層）に存置する。

(6)　スラブ下及び梁下のせき板は、特記がなければ支保工を取外した後に取外す。

(7)　スラブ下及び梁下の支保工は、特記がなければ盛り替えを行ってはならない。

(8)　MCR工法については、次による。

　ア　気泡性緩衝シートをコンクリート面に残すようにして、型枠を外す。

　イ　モルタル塗りの直前に、シートをコンクリート面に残さないようにはがす。

　ウ　躯体に残ったステープルは取り除く。

　エ　アからウ以外は、この項の規定による。

存置期間中 早強ポルトランド 普通ポルトランドセメント
混合セメントのＢ種

の平均気温 セメント 混合セメントのＡ種

20℃以上 2 4 5

10℃以上
3 6 8

20℃以上

5℃以上
5 8 10

10℃未満
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4節　コンクリート面の補修

7.4.1 1　型枠取外し後、仕上げがない箇所では、型枠締付けボルトの頭を除去し跡に、調合ペイント又は錆

型枠締付けボルト 　止め塗料を塗布する。

の頭処理 2　型枠緊張材にコーンを使用した場合は、コーンを取り外して保水剤又は防水剤入りモルタルを充て

　んする等の処置を行う。また、断熱材の打込み工法による断熱材を打込んだ面は、断熱性のよい材

　料を充填する。

　モルタルの充填は、一般には面内とし、塗装等の厚さの薄い仕上げの下地では、コンクリート面と

　と同一とする。

7.4.2 1　せき板を取り外した場合は、直ちに検査を受ける。また、コンクリート面の不良箇所は、速やかに

せき板取外し後 　コンクリート打直し等の補修を行う。

の検査及び補修 2　コンクリート面の補修は、7.4.1表による。

7.4.1表　コンクリート打継箇所等の処理及び補修における材料、工法等

セメントは、JIS R 5211（ポルトランドセメント）によるものとする。

コンクリートのゆるみ、充填不良及び豆板箇所はその部分をはつり取り、

コンクリートの打直しを行う。打直しコンクリートとそれ以外のコンクリート

との打継ぎ箇所は、メンテペーストを用いて幅300㎜（目地振分け幅150㎜）に

工 わたって、はけ塗りする。

　 軽微な豆板箇所は、メンテモルタルを塗った後、コンクリートとメンテモルタル

法 の界面（目地部分）に、メンテペーストを幅150㎜（目地振分け75㎜）に

わたって、はけ塗りする。

  コールドジョイント箇所は、メンテペーストを用いて幅150mm（目地振り分け幅

75mm）にわたって、はけ塗りをする。

3　外気が3℃以下になったときは作業を中止する。

7.4.3 1　仕上施工前に、外壁等からの雨漏れの有無について、監督員の立会い、確認を受ける。

仕上施工前に 2　コンクリート面のひび割れ幅が0.3mmを超える場合は、エポキシ樹脂を注入する。また、外壁等雨

おけるひび割れ 　がかりとなる場合は、補修後、散水等により水漏れの有無を確認する。

補修 3 2以外のひび割れ箇所は7.4.1表によるメンテペーストを用い、幅150mm（目地振分け幅75mm）わたっ

　て、はけ塗りする。

補修にお

ける工法

材料

初期補修用プレミックスポリマーセメントペースト及び同モルタル（以下「メンテペー
スト」及び「メンテモルタル」という）とし、同一製造所の製品とする。メンテペース
ト及びメンテモルタルは、粉体〔セメント・骨材（粒度配合された硅砂）〕と混和液を
組み合わせたものとする。

メンテペースト及びメンテモルタル用混和液は、スチレンブタジエン系共重合体及びア
クリル系共重合体並びにエチレン酢酸ビニル系共重合体とする。混和液の固形分濃度
は、製造所の表示値±2％とする。

調合割合及び混
練り方法

メンテペースト及びメンテモルタルの調合割合及び混練り方法は、製造所の仕様によ
る。この場合、粉体に対する混和液の調合割合（重量比）は、固形分換算で、メンテ
ペーストは13±3％、メンテモルタルは4±1％とする。
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第8章　鉄骨工事

１節　一般事項

8.1.1 1　この章は、構造上主要な部材に鋼材を用いる工事に適用する。ただし、軽易な構造物、特殊な材料

適用範囲 　及び工法による場合は、特記による。

2　この章に記載無き事項は、(一社)日本建築学会「建築工事標準仕様書(JASS6)」による。

8.1.2 1　鉄骨製作工場は、東京都鉄骨加工工場登録制度による登録工場又は建築基準法第68条の26の規定に

鉄骨製作工場 　よる認定を受けた工場から、工事の内容に相応した工場を選定する。

2　鉄骨製作工場の加工能力等及び施工管理技術者の適用は、特記による。

3　鉄骨製作工場の加工能力等が特記された場合は、その証明となる資料を監督員に提出する。

4　施工管理技術者を適用する場合は、工場製作の指導を行う施工管理技術者が常駐する鉄骨製作工場

　を選定する。

5　選定した鉄骨製作工場の施工実績、作業管理組織、工作設備等を記載した資料を監督員に提出し、

　確認を受ける。

8.1.3 1　施工管理技術者は、鉄骨造建築物の設計、施工等に係る指導及び品質管理を行う能力のある者とす

施工管理技術者 る。

2　施工管理技術者は、当該工事の鉄骨製作に携わるとともに、品質の向上に努めるものとする。

8.1.4 1　鉄骨の製作工事現場における施工及び検査の品質管理の基準は、あらかじめ監督員の確認を受ける。

品質管理基準 2　製品は、製作工場による社内検査に合格したものとし、検査成績書を監督員に提出する。

２節　材　　料

8.2.1 1　材料はすべて形状寸法が正しく、有害な傷及び、さびの欠陥のないものとする。

一般事項 2　材質の異なる鋼材を、使用又は混在して保管する場合は、それぞれの鋼材の別が明瞭に分かるよう

　に、鋼板表面に社票及び規格をマーキングその他彩色等適当な方法で区別する。

8.2.2 1　材質

鋼材 　鋼材の材質は、8.2.1表により、種類の記号は特記による。
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8.2.1表　鋼材の種類

SM400A,B,C,SM490A,B,C

SM490YA,YB,SM520B,C

SMA400AW,AP,BW,BP,CW,CP

SMA490AW,AP,BW,BP,CW,CP

建築構造用圧延鋼材 SN400A,B,C,SN490B,C

建築構造用圧延棒鋼 SNR400A,B,SNR490B

一般構造用軽量形鋼 SSC400

一般構造用溶接軽量Ｈ形鋼 SWH400,SWH400L

一般構造用炭素鋼鋼管 STK400,STK490

一般構造用角形鋼管 STKR400,STKR490

建築構造用炭素鋼鋼管 STKN400W,STKN400B,STKN490

JIS G 3136

JIS G 3138

JIS G 3350

JIS G 3353

JIS G 3444

JIS G 3466

JIS G 3475

上に揚げるもののほか、建築基準法に基
づき指定又は認定を受けた構造用鋼材及
び鋳鋼

規格番号 規　格　名　称　等 種　類　の　記　号

JIS G 3101 一般構造用圧延鋼材 SS400,SS490,SS540

JIS G 3106 溶接構造用圧延鋼材

JIS G 3114 溶接構造用耐候性熱間圧延鋼材
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2　断面形状及び寸法

　鋼材の断面形状及び寸法は8.2.2表により、適用は特記による。

8.2.2表　鋼材の断面形状及び寸法

棒鋼

等辺山形鋼

不等辺山形鋼

不等辺不等厚山形鋼

球平形鋼

溝形鋼

Ｉ形鋼

Ｈ形鋼

JIS G 3193 鋼板

JIS G 3194 平鋼

建築構造用圧延鋼材 等辺山形鋼

不等辺山形鋼

不等辺不等厚山形鋼

球平形鋼

溝形鋼

Ｉ形鋼

Ｈ形鋼

平鋼

鋼板

JIS G 3138 建築構造用圧延棒鋼 棒鋼※

一般構造用軽量形鋼 軽溝形鋼

軽Ｚ形鋼

軽山形鋼

リップ溝形鋼

リップＺ形鋼

ハット形鋼

一般構造用溶接軽量Ｈ形鋼 軽量Ｈ形鋼

軽量リップＨ形鋼

一般構造用炭素鋼鋼管 鋼管

一般構造用角形鋼管 角形鋼管

建築構造用炭素鋼鋼管 鋼管

(注)※鋼棒には、丸鋼、角鋼及びバーインコイルを含む。

熱間圧延鋼板及び鋼帯の形状、寸法、質
量並びにその許容差

溶接圧延平鋼の形状、寸法及び重量並び
にその許容差

JIS G 3136 厚さの許容差を
除き
JIS G 3192、
JIS G 3193、及
びJIS G 3194に
よる。

 

規格番号 規　格　名　称　等 断面形状による名称 備　　考

JIS G 3191 熱間圧延棒鋼とバーインコイルの形状、
寸法及び重量並びにその許容差

JIS G 3192 熱間圧延形鋼の形状、寸法、質量及びそ
の許容差

JIS G 3350

JIS G 3353

JIS G 3444

JIS G 3466

JIS G 3475
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8.2.3 1　高力ボルトは、次により、適用は特記による。

高力ボルト (1)　JISの高力ボルト

　ア　ボルト、ナット及び平座金のセットは、JIS B 1186（摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・

平座金のセット）による。

　イ　セットの種類は、2種（F10T）とし、トルク係数値による種類は、施工に適したものとする。

(2)　トルシア形高力ボルト

　ア　トルシア形高力ボルトのセットは、建築基準法に基づき認定を受けたものとする。

　イ　セットの種類は、JIS B 1186の2種相当（S10T）とする。

(3)　溶融亜鉛めっき高力ボルト

　ア　溶融亜鉛めっき高力ボルトのセットは、建築基準法に基づき認定されたものとする。

　イ　セットの種類は、JIS B 1186の1種（F8T相当）とする。

2　高力ボルトの寸法

(1)　高力ボルトの径は、特記による。

(2)　高力ボルトの長さは首下寸法とし、次による。ただし、長さが５㎜単位とならない場合は、2捨

　3入又は7捨8入とする。

　ア　トルシア形高力ボルトは、締付け長さに8.2.3表の値を加えたものを標準長さとし、建築基準法　

に基づいて認定された基準寸法のうち、最も近い寸法とする。

　イ　JIS形高力ボルト及び溶融亜鉛めっき高力ボルトは、締付け長さに8.2.3表の値を加えたものを

標準長さとし、それぞれJIS B 1186の基準寸法又は認定を受けたものの基準寸法のうち、最も近

い寸法とする。

8.2.3表　締め付け長さに加える長さ

8.2.4 1　ボルトおよびナットの材料等は、特記による。特記がなければ、8.2.4表による。

普通ボルト

8.2.4表　ボルト及びナットの材料

M24 45 40

強 度 区 分

JIS B 1051(鋼製ボルト・小ねじの機械的
性質)による
強度区分4.6

JIS B 1052(鋼製ナットの機械的性質)に
よる
強度区分5

種 類

JIS B 0205-4（一般用メートルねじ-第4部：基準寸法）による

ね じ の 等 級 の 規 格
JIS B 0209-1(一般用メートルねじ-公差-
第1部：原則及び基礎データ)による6ｇ

JIS B 0209-1による6Ｈ

仕 上 げ の 程 度 中

ボルトの呼び径

締め付け長さに加える長さ（mm）

JISの高力ボルト及び
トルシア形高力ボルト

溶融亜鉛めっきボルト

M12 25 ー

JIS B 1181（六角ナット）
規 格 名 称

並形六角ボルト 並形六角ナット

材 料 区 分 鋼製 鋼製

M16 30 25

M20

ボルト ナット

規 格 番 号
JIS B 1180（六角ボルト）

35 30

M22 40 35

ね じ の 種 類 の 規 格
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2　ボルトの形状及び寸法

(1)　ボルトの径は特記による

(2)　ボルトの長さは首下長さとし、JIS B 1180（六角ボルト）の付属書Ⅰに示されている呼び長さの

中から、締付け終了後ナット外に３山以上ねじが出るよう選定する。

 また、長さの種類は、支障のない限り、なるべく少なくする。

3　ナットは、ボルトに相応したものとする。

4　座金は、JIS B 1256（平座金）による並形一部品等級Aとし、ボルトに相応したものとする。

8.2.5 1　構造用アンカーボルトの材質は、JIS G 3138（建築構造用圧延棒鋼）、建方用アンカーボルトの材

アンカーボルト 　質は、JIS G 3101（一般構造用圧延棒鋼）とし、種類は特記による。

2　ナット及び座金は、ボルトに相応したものとする。

3　構造用アンカーボルト及びアンフレームの形状並びに寸法は、特記による。

4　アンカーボルト及びナットのねじの種類の規格、ねじの等級の規格及び仕上げの程度は、特記によ

　る。特記がなければ、表8.2.4による。

8.2.6 1　溶接棒、ワイヤ及びフラックスの種類は、8.2.5表により母材の種類、寸法及び溶接条件に相応し

溶接材料 　たものを選定する。

8.2.5表　溶接材料

種 類

被覆アーク溶接棒 JIS Z 3211 軟鋼高張力鋼及び低温用鋼用被覆アーク溶接棒

JIS Z 3214 耐候性鋼用被覆アーク溶接棒

ガスシールドアーク 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用マグ溶接ソリッドワイヤ

溶接用ワイヤ JIS Z 3312 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用アーク溶接フラックス

JIS Z 3313 入りワイヤ

JIS Z 3315 耐候性鋼用のマグ溶接及びミグ溶接用ソリッドワイヤ

JIS Z 3320 耐候性鋼用アーク溶接フラックス入りワイヤ

セルフシールドアーク JIS Z 3313 軟鋼、高張力鋼及び低温用鋼用アーク溶接フラックス

溶接用ワイヤ 入りワイヤ

サブマージアーク溶接用 JIS Z 3351 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶接ソリッドワイヤ

材料 JIS Z 3352 サブマージアーク溶接用フラックス

JIS Z 3183 炭素鋼及び低合金鋼用サブマージアーク溶着金属の品質区分

エレクトロスラグ溶接用 JIS Z 3353 軟鋼及び高張力鋼用エレクトロスラグ溶接ソリッドワイヤ

材料 及びフラックス

スタッド溶接用材料 JIS B 1198 頭付きスタッド

2　ガスシールドアーク溶接に使用するシールドガスは、JIS Z 3253（アーク溶接及び熱切断用シール

　ドガス）により、溶接の種類に相応したものとする。

3　1及び2以外の溶接材料は、特記による。

8.2.7 　ターンバックルは、JIS A 5540（建築用ターンバックル）、JIS A 5541（建築用ターンバックル胴）　

ターンバックル 及びJIS A 5542（建築用ターンバックルボルト）によるものとし、特記がなければ、胴は割枠式に、

ボルトは羽子板ボルトとする。

規格番号 規格名称
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8.2.8 1　デッキプレート版（デッキプレート単独の構法）に用いるデッキプレートは、JIS G 3352（デッキ

デッキプレート 　プレート）に適合するものとし、材質、形状及び寸法は、特記による。

2　デッキプレート版(デッキプレートとコンクリートとの合成スラブとする構法)に用いるデッキプレ

  　ートは、JIS G 3352（デッキプレート）に適合するものとし、材質、形状及び寸法は特記による。  　

3　床型枠用鋼製デッキプレートは、床上面が平たんなものとし、製造所の仕様とする。

4　1から3まで以外のデッキプレートの材質、形状及び寸法は、特記による。

8.2.9 1　柱底均しモルタルの調合（容積比）は、セメント1：砂2とする。

柱底均し 2　柱底均しモルタルを無収縮モルタルとする場合は、特記による。特記がなければ、次による。

モルタル (1)　セメントは、JIS R 5210（ポルトランドセメント）による普通ポルトランドセメント又は早強ポ

　ルトラントセメントとする。

(2)　混和材は、セメント系（酸化カルシウム、カルシウムサルファルミネート等によって膨張する性

　質を利用するもの）のものとする。

(3)　砂、配合比等は、製造所の仕様による。

(4)　無収縮モルタルの品質及び試験方法は、8.2.6表による。

　8.2.6表　無収縮モルタルの品質及び試験方法

品質及び試験方法

　練混ぜ2時間のブリーディング率：2.0％以下

　材齢　7日：収縮しない

　材齢　3日：25N／㎜
2
以上

　材齢 28日：45N／㎜
2
以上

8.2.10 1　1.1.3「材料の検査等」の1によりJISの規格証明書を提出する場合は、原則として原本とする。

材料試験等 　ただし、監督員の承諾を受けて、その他規格を証明できる書類に代えることができる。

2　構造用鋼材の品質を試験により証明する場合の試験の方法等は、適用するJIS又は建築基準法に基

　づき定められた方法により、それぞれ指定された材料に相応したものとする。

(1)　試験の方法等は、適用しようとするJIS等の規格又は建築基準法に基づき定められた方法により、

　それぞれ指定された材料に相応したものとする。

(2)　試験の回数は、製造ロット及び断面が異なるごとに、質量が20ｔ以下は1回、20ｔを超えるもの

  　は20ｔごと及びその端数につき各1回とし、機械的性質の試験体は、1回の試験につき3体とする。

(3)　主要構造部等建築基準法第37条の規定する部分以外で使用する鋼材は、監督員の承諾を受けて、

　適用しようとするJIS等の規格のうち機械的性質の試験とすることができる。

(4)　製造ロット及び断面の異なるごとに、鋼材の質量が2ｔ未満の場合は、監督員の承諾を受けて、

 　試験を省略することができる。

3　板厚方向に引張力を受ける鋼板で、特記された場合は、JIS G 0901（建築鋼板及び平鋼の超音波

　探傷試験による等級分類と判定基準）による試験を行う。

項 目

ブ リ ー デ ィ ン グ

無 収 縮 性

圧 縮 強 度

試 験 方 法
日本道路公団規格　JHS 312-1999（無収縮モルタル品質管理試
験方法）による。
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3節　工作一般

8.3.1 　この節は、鉄骨の製作にかかわる工作一般に適用する。

適用範囲

8.3.2 　工事着工に先立ち、製作要領書を作成し、監督員に提出する。

製作要領書

8.3.3 1　総則編1.2.3「施工図」の1により作成する工作図は、監督員の指示による。指示がない場合は、次

工作図等 　に掲げる工作図を作成する。

(1)　軸組図

(2)　伏図

(3)　柱詳細図

(4)　梁詳細図

(5)　ブレース詳細図

(6)　接合部詳細図

(7)　溶接加工規準図

2　床書き現寸図の作成及び監督員の検査は、特記による。

3　高力ボルト、アンカーボルト及び普通のボルトの縁端距離、ボルト間隔ゲージ等は、特記による。

8.3.4 　鉄骨製作用規準巻尺と工事現場用規準巻尺とを照合して、その誤差が工事に支障のない程度である

巻尺 ことを確認する。

8.3.5

製作精度 　鉄骨の製作精度は、建築基準法によるほか、JASS6付則6鉄骨精度検査基準による。

3.3.6 1　けがきは、工作図、現寸図、形板、定規等により正確に行う。

けがき 2　引張り強さ490Ｎ／ｍｍ2以上の高張力鋼、曲げ加工する外側の箇所は、たがね、ポンチ等により傷

　を付けない。ただし、溶接により溶融する箇所又は切断、切削及び孔あけにより除去される箇所に

　ついては、この限りでない。

8.3.6 1　鋼材の切断面は、指定されたものを除き材軸に垂直とする。

切断及び 2　ガス切断は、原則として自動ガス切断とする。やむを得ず手動ガス切断とする場合は、形状及び寸

曲げ加工 　法が正しくなるようグラインダー等で整形する。

3　鋼板の剪断は、厚さ13㎜以下とする。ただし、主要部材の自由端及び溶接接合部には、原則として

　剪断縁を用いない。

4　切断面に、有害な凹凸、まくれ、切欠き、スラグの付着等が生じた場合は、修正し又は取り除く。

5　曲げ加工は、鋼材の機械的性質等を損なわない方法により行う。
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8.3.7 　素材又は組み立てられた部材のひずみは、各工程において、材質を損なわないように矯正する。

ひずみの矯正

8.3.8 1　鉄筋の貫通孔径は、特記がなければ8.3.1表とする。ただし、主筋の貫通孔は、最大の径に統一す

鉄筋の貫通孔等  る。

8.3.1表　鉄筋の貫通孔径 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：mm）

8.3.9 1　ボルト孔の径は、8.3.2表による。

ボルト孔 2　孔あけは、鉄骨製作工場のドリルあけを原則とする。ただし、普通ボルト、アンカーボルト及び

　鉄筋貫通孔で板厚が13ｍｍ以下の場合は、せん断孔あけとすることができる。

8.3.2表　ボルトの孔径 　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：㎜）

3　溶融亜鉛めっき高力ボルトのめっき前の孔径は、8.3.2表による。

8.3.10 1　仮設のため、鉄骨に補助材の取付け又は貫通孔の接地等が必要となる場合は、監督員の承諾を受け

仮設用部材の 　て原則として鉄骨製作工場で加工する。

取付け等 2　仮設のため、鉄骨に補助材を溶接する場合は、8.6.9「関連工事のよる溶接」に準じる。

8.3.11 1　製品は、8.1.4「品質管理基準」の社内検査合格後、必要に応じて監督員による製品検査を受ける。

製品検査 2　不良箇所は、速やかに手直しし、再検査を受ける。

普通ボルト ｄ1＋0.5
(注) ー

アンカーボルト ｄ1＋5.0 ー

〔注〕普通ボルトで、母屋、胴縁類の取付用ボルトの場合は、ｄ1＋1.0とすることができる。

種　類 孔径　ｄ 公称軸径　ｄ1

高力ボルト ｄ1＋2.0 ｄ1＜27

D13 D16 D19 D22 D25 D29 D32公 称 径 D10

貫通孔称 21 24 28 31 35 38 43 46
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４節　高力ボルト接合

8.4.1 　この節は、8.2.3「高力ボルト」による摩擦接合に適用する。

適用範囲

8.4.2 　JISの高力ボルト又はトルシア形高力ボルト接合部における摩擦面に適用する。

摩擦面の性能

8.4.3 1　JISの高力ボルト又はトルシア形高力ボルトを使用する場合の摩擦面は、次による。

摩擦面の処理 (1)　摩擦面は、すべり係数値が0.45以上確保できるよう、ミルスケールをディスクグラインダー掛け

　等により原則として添え板全面の範囲について除去した後、一様にさびを発生させたものとする。

 ただし、ショットブラスト法又はグリットブラスト法により摩擦面の表面粗さを50μmRy（JIS B 0601

「製品の幾何特性仕様（GPS）表面性状：輪郭曲線方式―用語、定義及び表面性状パラメータ」による）

 以上確保でき、監督員の承諾を受けた場合には、さびの発生を要しない。

(2)　摩擦面には、鋼材のまくれ、ひずみ、ディスクグラインダー掛けによるへこみがないものとする。

(3)　フィラープレートは、鋼板とし(1)と同様に処理する。

(4)　ボルトの頭部又は座金の接触面に、鋼材のまくれ、ひずみ等がある場合は、ディスクグラインダ

　ー掛けにより取り除き、平らに仕上げる。

(5)　すべり係数試験の実施、試験の方法及び試験片の摩擦面の状態は特記による。

(6)　ボルトの孔内にまくれが残っている場合は、棒ヤスリ等で取り除く。

2　溶融亜鉛めっき高力ボルトを使用する場合の摩擦面は、特記による。

(1)　摩擦面は特記による。特記がなければ、すべり係数値0.4以上確保できるよう溶融亜鉛めっき後、

　亜鉛層を著しく損傷しないように軽くブラスト処理等を施し、摩擦面の表面粗度を50μmRｚ以上と

　する。また、フィラープレートについても同様の処理を行う。

　なお、ブラスト処理の範囲は、8.4.1図による。

8.4.1図　ブラスト処理の範囲

座金径座金径座金径座金径のののの約約約約2222倍倍倍倍

ウェブウェブウェブウェブ部部部部フランジフランジフランジフランジ部部部部

約約約約5mm5mm5mm5mm

添添添添ええええ板板板板のののの範囲範囲範囲範囲

約約約約5mm5mm5mm5mm

程度程度程度程度

約約約約5mm5mm5mm5mm

程度程度程度程度

約約約約5mm5mm5mm5mm程度程度程度程度

約約約約5mm5mm5mm5mm程度程度程度程度

ブラストブラストブラストブラスト

処理処理処理処理

添添添添ええええ板板板板

のののの範囲範囲範囲範囲
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8.4.4 1　JIS形高力ボルト又はトルシア形高力ボルトの標準ボルト張力は、8.4.1   表による。

標準ボルト張力

8.4.1表　JIS形高力ボルト又はトルシア形高力ボルトの標準ボルト張力（単位：kN）

セットの種類

（ボルトの等級）

2　溶融亜鉛めっき高力ボルトの標準ボルト張力は、8.4.2表による。

8.4.2表　溶融亜鉛めっき高力ボルトの標準ボルト張力　　（単位：kN）

セットの種類

（ボルトの等級）

8.4.5 1　製品の保管及び取り扱いに当たっては、ねじの損傷、さびの発生、異物の付着、汚損等のないよう

ボルトセット 　にする。

の取扱い 2　ボルトセットは、包装したまま施工場所まで運搬し、施工直前に包装を解く。

3　試験及び締め付け機器の調整に用いたボルトは、試験及び機器の調整に再使用してはならない。

また、本接合にも使用しない。

8.4.6 　溶融亜鉛めっき高力ボルト接合を行う場合は、施工管理を行う技術者、及び締め付け作業を行う技

施工管理 能者を置く。

技術者等

8.4.7 1　摩擦面は、摩擦力を低減させるものが発生又は付着しないよう保護する。また、さび、油、塗料、

組立て  　塵埃等の発生又は付着した場合、組立てに先立ち取り除く。

2　接合部の材厚の差等による1㎜を超える肌すきは、フィラープレートを用いて補う。

3　ボルト頭部又はナットと接合部材との面が、1/20以上傾斜している場合は、勾配座金を使用する。

4　組立て後、ボルト孔心が一致せずボルトが挿入できないものは、添え板等を取り替える。

8.4.8 1　本接合に先立ち、仮ボルトの締め付けを行い、板の密着を図る。

締め付け 2　締め付けに先立ち、ボルトの長さ、材質、呼び径等が施工個所に適したものであることを確認する。

3　1群のボルトの締め付けは、群の中央部より周辺に向かう順序で行う。

4　ボルトの締め付けは、ボルトの取付け、1次締め、マーキング及び本締めの順序で行う。

5　1次締めは、8.4.3表によるトルク値でナットを回転させて行う。

8.4.3表　1次締め付けトルク　(単位：N・㎝)

6　１次締めを終ったボルトは、ボルト、ナット、座金及び母材（添え板）にかけてマーキングする。

呼び径

M12 M16 M20 M22 M24

262
（S10T）

呼び径

M16 M20 M22 M24

1種　F8T 91.9 143 178 207

2種　F10T
62.6 117 182 226

ボルトの呼び径 １次締付トルク値

M12  5,000程度

M16 10,000程度

M20、M22 15,000程度

M24 20,000程度

-　59　-



建設編　第8章　鉄骨工事

7　本締めは、次により、標準ボルト張力が得られるよう次により締め付ける。

(1)　JIS形高力ボルトはトルクコントロール法で締め付ける。

(2)　溶融亜鉛めっき高力ボルトは、ナット回転法による。なお、１次締め付け後を起点として、ナッ

　トの回転量は120°（M12は60°）とし、ボルトの長さが呼び径の5倍を超える場合のナットの回転量

　は、特記による。特記がなければ、実験により回転量を定める。

(3)　トルシア形高力ボルトは、専用のレンチを用いてピンテールが破断するまで締め付ける。

8　作業場所の温度が０℃以下になり、着氷のおそれがある場合は、原則として締め付け作業は行わな

　い。

8.4.9 1　トルシア形高力ボルトの締め付け確認

締め付け確認 (1)　締め付け完了後に、１次締めの際に付けたマーキングのずれ、ピンテールの破断等により全数の

　本締めの完了したこと、とも回りの有無、ナットの回転量及びナット面から出たボルトの余長を確

  認する。

(2)　(1)の結果、ナット回転量に著しいばらつきの認められる群については、そのボルト群のすべて

　のボルトのナット回転量を測定し、平均回転角度を算出し、平均回転角度の±30°の範囲以内もの

　を合格とする。

(3)　ボルトの余長は、ねじ山の出が１～６山のものを合格とする。

2　JISの高力ボルトの締め付け確認

(1)　締め付け完了後、１次締めの際につけたマーキングのずれにより、全数の本締めの完了したこと、

　とも回りの有無、ナットの回転量及びナット面から出たボルトの余長を確認する。

(2)　ナット回転量に著しいばらつきの認められる締め付け群については、すべてのボルトについて、

 トルクレンチを用い、ナットを追い締めすることにより、締め付けトルク値の適否を確認する。

(3)　(2)の確認の結果、作業前に調整した平均トルク値の±10％以内にあるものを合格とする。

(4)　(3)により締め付け不足が認められた場合は、所定のトルクまで追い締めする。

(5)　ボルトの余長は1(3)による。

3　溶融亜鉛めっき高力ボルトの締め付け確認

(1)　締め付け完了後、１次締めの際に付けたマーキングのずれにより、とも回りの有無、ナット回転

　量及びナット面から出たボルトの余長を確認する。

(2)　ナット回転量が規定値±30°（M12は、－0°+30°）の範囲以内にあるものを合格とする。

(3)  (2)の結果、回転量が不足しているボルトは、所定の回転量まで追い締めする。

　なお、回転量が許容範囲を超えたものは、取り替える。

(4)　ボルトの余長は1(3)による。

4　締め付け完了後のボルト形状及び余長が確保されていることを確認する。

5　1（2）、2（2）及び3（2）の結果不合格となった場合、ナットとボルト、座金がとも回り又は軸回

　りを生じた場合、ナット回転量に異常が認められた場合又はナット面から突き出た余長が過大若しく

　は過小の場合には、当該ボルトセットを新しいものに取り替える。

6　一度使用したボルトセットは、再度本締めに使用しない。

7　締め付け確認の記録を監督員に提出し、承諾を受ける。

8.4.10 1　締め付け及び確認用機器は、ボルトに適したものとし、かつ、よく点検整備されたものを使用する。

締め付け及び 2　トルクコントロール式電動レンチ等のトルク制御機能を持った機器は、毎日１回作業開始前に、ト

確認用機器 　ルクの誤差が、所要トルクの±７％程度になるまで調整を行い、その結果を記録する。
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５節　普通ボルト接合

8.5.1 この節は、普通ボルトによるせん断接合に適用する。

適用範囲

8.5.2 1　普通ボルト接合は次による。

接合 (1)　ボルトの接合は、ゆるみ及びずれのないように締め付ける。

(2)　ボルトには、有効な戻り止めを行う。

(3)　ボルト孔の径は、8.3.9「ボルト孔」の2による。

(4)　ボルトは、ボルト頭下及びナット下に座金を用いることとし、ボルト長さは締め付け終了後にお

　いて、ナットの外に3山以上出るようにする。

(5)　母屋、胴縁類の取り付け用ボルトは、全ねじボルトとする。

2　ナットの下に使用する座金の厚さは、8.5.1表による。

8.5.1表　普通ボルト接合の座金の厚さ (単位：mm）

3　ボルトセットの取り扱い及び組み立ては、8.4.5「ボルトセットの取扱い」及び8.4.7「組立て」に

 よる。

６節　溶接接合

8.6.1  この節は、手溶接（被覆アーク手溶接)、半自動溶接（ガスシールドアーク溶接及びセルフシールド

適用範囲 アーク溶接）、自動溶接（サブマージアーク自動溶接及びガスシールドアーク溶接）等による溶接接

合に適用する。

8.6.2 1　溶接作業の施工管理技術者として溶接管理技術者を置く。ただし、監督員の承諾を受けた場合は、

施工管理技術者 　この限りでない。

2　溶接施工管理技術者は、JIS Z 3410（溶接管理―任務及び責任）による溶接管理を行う能力のある

　者とする。

8.6.3 1　溶接作業の技能資格者は、（以下「溶接技能者」という。）は、工事に相応した次に示す試験等に

技能資格者 　よる技量を有する者をとする。

(1)　炭素鋼の手溶接の場合は、JIS Z 3801（溶接技術検定における試験方法及びその判定基準）

(2)　炭素鋼の半自動溶接の場合は、JISZ 3841（半自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）

(3)　自動溶接の場合は、(1)又は(2)のいずれかの試験。

なお、技量を証明する主な工事経歴を監督員に提出する。

(4)　組立て溶接の場合は、(1)又は(2)のJIS規格に基づく基本級以上の資格

2　工事の内容により、1の溶接技能者に対して、技量付加試験を行う場合は、特記による。

3　溶接技能者の技量に疑いが生じた場合は、工事に相応した試験を行い、その適否を判定し、監督員

　の承諾を受ける。

8.6.4 1　開先形状は、特記による。

材料準備 2　開先の加工は、自動ガス切断又は機械加工とする。ただし、精度の不良なもの及び著しい凹凸のあ

　るものは修正する。

3　溶接材料は丁寧に取り扱い、被覆材の剥脱、汚損、変質、吸湿及び著しいさびのあるものなどは使

　用しない。吸湿の疑いがあるものは、その種類に応じた条件で乾燥して使用する。

座金の厚さ

ねじの呼び径 M12以下 M16～M22 M24、M30 M36

並形-部品等級A 2.5 3 4 5
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8.6.5 1　部材の組立ては、適切な治具を用いて正確に行う。特にルート間隔及び密着部分に注意し、不良な

部材の組立て 　ものは修正する。

2　組立て順序は、溶接による変形及び拘束が少なくなるように定める。

3　高力ボルト接合と溶接接合を併用する場合は、高力ボルト接合を先に行い、溶接に当たっては、ボ

　ルト接合面の変形やボルトへの入熱を十分考慮して施工する。

4　組立て溶接は、次による。

(1)　組立て溶接の位置は、継ぎ手の端部、隅角部、本溶接の始点及び終点等の強度上及び工作上支障

　のある箇所を避ける。

(2)　組立て溶接が本溶接の一部となることは、最小限とし、欠陥を生じたものは、すべて削り取る。

(3)　組立て溶接の最小ビード長さの有効長さは、8.6.1表により、その間隔は300㎜から400㎜程度と

　する。

8.6.1表　組立て溶接の最小ビード長さ

〔注〕板厚が異なる場合は、厚い方の板厚とする。

(4)　開先内には、原則として、組立て溶接を行わない。ただし、構造上、やむを得ず開先内に組立て

　溶接を行う場合には、本溶接後の品質が十分に確保できる方法とする。

(5)　引張強さ490N／ｍｍ2以上の高張力鋼及び厚さ25㎜以上の鋼材の組立て溶接をアーク手溶接とす

　る場合は、低水素系溶接棒を使用する。

8.6.6 　溶接部は、溶接に先立ち、水分、油、スラグ、塗料、さび等溶接に支障となるものを除去する。

継ぎ手の清掃 ただし、溶接の支障とならないミルスケール及び塗料は、除去しなくてもよい。

8.6.7 1　共通事項

溶接施工 (1)　溶接機とその附属用具は、溶接条件に適した構造及び機能を有し、安全かつ良好に溶接が行える

　ものとする。

(2)　溶接部は、有害な欠陥のないもので、表面は、できるだけ滑らかなものとする。

(3)　溶接順序は、溶接による変形及び拘束が少なくなるように定める。

(4)　溶接姿勢は、作業架台、ポジショナー等を利用して部材の位置を調整し、できるだけ下向きとする。

(5)　材質、材厚、気温等を考慮の上、必要に応じて適切な溶接条件となるよう予熱を行う。

(6)　エンドタブの取扱い

　ア　完全溶け込み溶接及び部分溶け込み溶接の場合は、原則として、溶接部の始端及び終端に適切

な材質、形状及び長さを持ったエンドタブを用いる。ただし、鉄骨製作工場に十分な実績があり、

かつ、溶接部の品質が十分確保できる場合は、監督員の承諾を受けて、その他の工法とすること

ができる。

　イ　エンドタブの切除の有無及び適用箇所は特記により、切除した場合の仕上げ等は次による。

(ⅰ)　見え隠れとなる部分又は配筋上支障となる部分は、5㎜～10㎜程度を残して切除し、グライ

ンダー掛けにより、粗さ100μｍRz程度以下及びノッチ深さ1ｍｍ程度以下に仕上げる。

(ⅱ)　見え掛りとなる部分のエンドタブは切除の上、部材断面を欠損しないようグラインダー掛

けにより、(ⅰ)の程度に仕上げる。

(7)　溶接に支障となるスラグのパス間及び溶接完了後に、スラグは入念に除去する。

(8)　著しいスパッタ及び塗装下地となる部分のスパッタは、除去する。

(9)　アークストライクを起こしてはならない。ただし、不用意にアークストライクを起こした場合は、

　鋼材表面を平滑に仕上げる。

(10)　高力ボルト等と併用する場合は、ボルト本締め後に溶接を行う。また、発生する熱量が少ない

　溶接棒を使用することにより、発生する熱で高力ボルトが緩まないようにする。

板　　　　　厚
溶　接　の　長　さ

手溶接、半自動溶接を行う箇所 自動溶接を行う箇所

6以下 30 50

6を超える 40 70
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(11)　裏当て金の材質、形状及び長さは、溶接部の品質を確保できるものとし、原則としては、フラン

　ジの内側に設置する。また、裏当て金の組立てに必要な溶接は、接合部に悪影響を与えないよう行う。

2　完全溶け込み溶接

(1)　裏当て金のない場合は、表面から溶接を行った後、健全な溶着部分が現れるまで裏はつりを行う。

　開先部を十分に清掃してから裏溶接を行う。

ただし、サブマージアーク溶接で溶接施工試験等により十分な溶け込みが得られると判断した場

　合は、監督員の承諾を受けて、裏はつりを省略することができる。

(2)　裏当て金のある場合は、初層の溶接による母材の溶け込みが十分得られるように行う。

(3)　溶接部の余盛りは、緩やかに盛り上げる。その高さは、JASS 6付則6「鉄骨精度検査基準付表3溶

　接」による。

(4)　突合せ溶接される部材の板厚が異なる場合の溶接部の形状は次による。

　ア　低応力高サイクル疲労を受ける場合は、厚い方の材を1／2.5以下の傾斜に加工し、開先部分で

薄い方と同一の高さにする。

　イ　ア以外で板厚差による段違いが薄い方の板厚の1／4を超えるか又は10ｍｍを超える場合は、T継

手に準じた高さの余盛を設ける。

　ウ　板厚差による段違いが薄い方の板厚の1／4以下、かつ10ｍｍ以下の場合は、溶接表面が薄い方

の材から厚い方の材へ滑らかに移行するように溶接する。

3　部分溶け込み溶接

(1)　溶接部の余盛りは、2の(3)による。

(2)　初層の溶接は、所定の溶け込みが得られるように行う。

4　隅肉溶接

(1)　隅肉溶接長さは、有効長さに隅肉サイズの２倍を加えたものであり、その長さを確保するように

施工する。

(2)　溶接部の余盛の高さは2の(3)による。

8.6.8 1　作業場所の温度が5℃から-5℃までの場合は、溶接線から100㎜程度の範囲を適切な加熱処理をして

気温等による 　溶接を行う。

処置 2　作業場所の温度が-5℃を下回る場合は、溶接を行わない。

3　降雨・降雪等で母材が濡れているとき又は風が強く吹き付けているときは、溶接を行わない。

　ただし、適切な処置を行い溶接作業に支障のない場合は、この限りでない。

　なお溶接は、継手部分付近に水分が残っていないことを確認してから行う。

8.6.9 1　関連する工事のため、金物等を鉄骨部材に溶接する場合は、母材に悪影響を与えないよう、予熱等

関連工事による 　の処理を行い8.6.3「技能資格者」による技量を有する溶接技能者が行う。

溶接

8.6.10 1　溶接の着手前及び作業中に、次の試験、計測又は確認を行う。

溶接部の確認等 (1)　溶接着手前

　隙間、くい違い、開先精度、組立て、溶接部の清掃、予熱及びエンドタブの取付け。

(2)　溶接作業中

　溶接順序、溶接姿勢、溶接棒径及びワイヤー径、溶接電流及び、アーク電圧、入熱、パス間温度、

　各層間のスラグの清掃、裏はつりの状態、完全溶け込み溶接部における溶接技能者の識別。

2　溶接完了後、塗装、溶融亜鉛めっき、耐火被覆等を施す前に、溶接部の表回り欠陥及び精度につい

　て次により確認を行う。

(1)　溶接部の表面欠陥及び精度について次の外観検査を行う。

　ア　ビード表面の整否、ピット及びアンダーカット、クレーター等の状態。

　イ　溶接金属の寸法、食違い等。

3　1及び2による確認結果の記録を監督員に提出して、承諾を受ける。必要に応じて8.6.12「不合格溶

　接の補修その他」により補修を行う。
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8.6.11 1　割れの疑いのある表面欠陥は、JIS Z 2343-1（非破壊試験-浸透深傷試験-第１部：一般通則：浸透

溶接部の試験 　深傷試験方法及び浸透指示模様の分類）又はJIS Z 2320-1（非破壊検査-磁粉深傷試験-第１部：一

　般通則）による試験を行う。

2　完全溶け込み溶接部の超音波探傷試験は、次により、適用は特記による。

(1)　検査基準は、鋼構造建築溶接部の超音波探傷検査規準（(一社)日本建築学会）による。

(2)　試験箇所の数え方は、JASS 6 表5.1「溶接箇所の数え方」に準ずる。

(3)　工場溶接の場合

　(ｱ)　試験は2回抜取りとする。

　(ｲ) 平均出検品質限界（AOQL）は2.5%又は4.0%とし、特記がなければ4.0%とする。

　(ｳ)　検査水準は、第1水準から第6水準までとし、特記がなければ第6水準とする。　

　(ｴ)　AOQLと各検査水準に応じたロットの大きさは8.6.2表による。

　(ｵ)　サンプルの大きさは、20とする。

　(ｶ)　ロットの合否判定

(i)　ロットの合否判定は8.6.3表により1回目の不合格欠陥箇所数が0の場合、そのロットを合格

とし、第一不合格欠陥箇所以上を不合格とする。

(ii)　第一不合格欠陥箇所数未満の場合は、2回目の抜取り試験を行い、合計の不合格欠陥数が

第二合格欠陥箇所以下の場合、そのロットを合格とし、第二不合格欠陥箇所数以上の場合は

不合格とする。

8.6.2表　ロットの大きさ

AOQL(%)

8.6.3表　ロット合否判定基準

（ｷ）ロットの処理

　合格ロットはそのまま受け入れ、不合格ロットは残り全数を試験する。また、いずれの試験でも、

　検出された不合格の溶接部は、すべて補修を行い、再試験する。

3　工事現場溶接の場合

(1)　試験は、計数連続生産型抜取検査（不良個数の場合)とし、各節の溶接技能者ごとに、施工順序

　に従って、すべての完全溶け込み溶接部を対象とする。

(2)　AOQL並びにAOQLに応じた区切りの大きさ及び連続良品個数は8.6.4表により、適用するAOQLは特

　記による。特記がなければAOQLは4.0%とする。

検査水準
第1
水準

第2
水準

第3
水準

第4
水準

第5
水準

第6
水準

2.5 60 70 80 100 130 190

70 80 90 110 150 220

AOQL(%)
第一合格 第一不合格 第二合格 第二不合格

欠陥箇所数 欠陥箇所数 欠陥箇所数 欠陥箇所数

4.0

2.5 0 2 1 2

4.0 0 3 3 4
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8.6.4表　AOQLに応じた区切りの大きさ及び連続良品個数

4　超音波探傷試験を行う機関及び技能資格者は、次による。

(1)　超音波探傷試験は、当該工事の鉄骨製作工場に所属しないもので、かつ、当該工事の品質管理の

　試験を行っていない試験機関とする。

(2)　試験機関は、建築溶接部の超音波探傷試験等に関して、当該工事に相応した技術と実績を有する

　ものとし、試験機関の組織体制、所有探傷機器、技能資格者、試験の実績等により、監督員の承諾

　を受ける。

(3)　超音波探傷試験における技能資格者は、建築鉄骨工事及び超音波探傷試験に関する知識を有し、

　JIS Z 2305（非破壊試験―技術者の資格及び認証）よる技量を有する者とする。

5　1及び2の試験の結果、不合格箇所がある場合は、8.6.12「不合格溶接の補修その他」による補修を

　行う。

8.6.12 1　不合格溶接の補修

不合格溶接の (1)　著しく外観の不良な場合は、修正する。

補修その他 (2)　溶接部に融合不良、溶け込み不良、スラグの巻き込み、ピット、ブローホール等の有害な欠陥が

　ある場合は、削り取り、再溶接を行う。

(3)　アンダーカット、クレーターの充てん不足、のど厚不足、溶接の長さの不足部分等は、補足する。

　補足に際しては、捨てビートを置く等により、急冷却を防止する措置を行う。

(4)　余盛りの過大等は、母材に損傷を与えないように削り取る。

(5)　溶接部に割れが入った場合は、原則として溶接金属を全長にわたり削り取り、再溶接を行う。

　適切な検査により、割れの限界を明らかにした場合でも、割れの端から50㎜以上を削り取り、再溶

　接を行う。

(6)　超音波探傷試験の結果が不合格の部分は、アークエアガウジング等によりはつり取って再溶接を

　行い、更に試験を行う。

(7)　不合格溶接の補修用溶接棒の径は4ｍｍ以下とする。

2　溶接により母材に割れが入った場合及び溶接割れの範囲が局部的でない場合は、その処置について

　監督員と協議する。

3　１により補修を行った全数について8.6.10「溶接部の確認」による確認及び8.6.11「溶接部の試験」

　による試験を行い、その結果の記録を監督員に提出し、承諾を受ける。

７節　スタッド溶接及びデッキプレート溶接

8.7.1 　この節は、アークスタッド溶接及びデッキプレート溶接に適用する。

適用範囲

8.7.2 　溶接施工管理技術者は、8.6.2「施工管理技術者」による。

施工管理技術者

8.7.3 1　スタッド溶接作業を行う技能者は、JASS６付則４「スタッド溶接技術検定試験」により、工事に相

スタッド溶接 　応した技量を有する者とする。

作業における 2　溶接技能資格者の技量に疑いが生じた場合は、工事に相応した試験を行い、その適否を判定し、監

技能資格者 　督員の承諾を受ける。

8.7.4 1　スタッド溶接を行うことのできる鋼材（母材）の材質及びスタッド径及び母材板厚の組合せは、原

部材の組立て 　則として8.7.1表による。

AOQL(%) 区切りの大きさ 連続良品個数

2.5 3 18

4.0 4 15

-　65　-



建設編　第8章　鉄骨工事

8.7.1表　母材の材質とスタッド径・母材板厚の組合せ

SS400、STK400、STKR400､

SM400、SMA400、　　　　

SM490、SMA490、SM520、

SN400、SN490　

2　スタッドのピッチ､ゲージなどの最小寸法は、下記を標準とする。

最小ピッチ（材軸方向の間隔）　　　 スタッド軸径の7.5倍以上

最小ゲージ（材軸と直角方向の間隔） スタッド軸径の５倍以上

最小はしあき（スタッド軸心と母材縁端との距離）40㎜以上

8.7.5 1　スタッド溶接は、アークスタッド溶接の直接溶接とし、原則として下向き姿勢とする。

スタッド溶接 2　スタッド溶接用電源は、原則として専用電源とする。

施工 3　施工に先立ち、適切な溶接条件を設定する。溶接条件の設定は、午前と午後それぞれ作業開始前に

　２本以上の試験スタッド溶接を行い、定める。

4　磁気吹きの影響を受けるおそれがある場合は、その防止に必要な処置を講ずる。

5　溶接面に、水分、ミルスケール、さび、塗料、亜鉛めっきなど、溶接作業及び溶接結果に支障とな

　るものがある場合は、スタッド軸径の２倍以上をグラインダーなどにより丁寧に除去し、清掃を行う。

6　デッキプレートを貫通させてスタッド溶接を行う場合は、事前に引張試験、曲げ試験、マクロ試験

　等を行って溶接部の健全性が確保できる施工条件を定める。

8.7.6 1　仕上がり高さは±２㎜以内、傾きは５°以内とする。

仕上がり精度 2　母材及びスタッド材端部に発生したアンダーカットは、0.5㎜以内とする。

8.7.7 　スタッド溶接完了後、次に掲げる試験を行い、試験成績書を監督員に提出して、承諾を受ける。

溶接部の試験等 1　外観検査

(1)　母材及び材軸部のアンダーカットの有無を全数について確認する。

(2)　仕上がり高さ及び傾きの試験は、次による。

　ア　試験したスタッドが仕上がり精度以内の場合は、そのロットを合格とする。

　イ　試験したスタッドが不合格の場合は、同一ロットから更に２本のスタッドを検査し、２本とも

合格した場合は、そのロットを合格とする。それ以外の場合は、ロット全数について検査する。

　ウ　試験は抜き取りとし、スタッドの種類及びスタッド溶接される部材が異なるごとに、かつ、100

本ごと及びその端数について試験ロットを構成し、1ロットにつき1本以上抜き取る。

　エ　仕上がり高さ及び傾きは、測定機器を用いて計測する。　　

2　打撃曲げ試験

(1)　抜取りは、1の(2)ウによる。

(2)　打撃により角度15°まで曲げた後、溶接部に割れその他の欠陥が生じない場合は、そのロットを

　合格とする。

(3)　試験したスタッドが不合格の場合は、1の(2)イによる。

3　1及び2の試験結果、不合格となったスタッドは、「不合格スタッド溶接の補修」による補修を行う。

8.7.8 1　母材又はスタッド材軸部に深さ0.5㎜以上のアンダーカットの発生したものは、隣接部に打増しを

不合格スタッド 　行う。なお、母材に生じたアンダーカットを生じたスタッド材の処置は、3による。

溶接の補修 2　仕上がり寸法が不合格となったスタッド材及び打撃曲げ試験で割れ又は破損の生じたスタッド材は、

　隣接部に打ち直しを行う。

母　材　の　材　質 呼び名（軸径） 母材の板厚

13 6～22

16 6～32

19 8～50

10～5022
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3　1及び2の不合格スタッド材で欠陥が母材に及んでいる場合は、スタッド材を除去した後、予熱して

　補修溶接を行い、グラインダーで母材表面を平滑に仕上げる。

4　1及び2で、隣接部に打ち直しができない場合は、3により不合格ｽﾀｯﾄﾞを除去した後に打直しを行う。

5　打撃曲げ試験により、15°まで曲げたスタッドは、欠陥のない場合そのまま使用する。

6　１から４までにより補修を行ったスタッドは、全数について8.7.7「溶接の試験」の１に準じた試

　験を行い、その結果の記録を監督員に提出し、承諾を受ける。

8.7.9 1　気温が０℃以下の場合は、溶接は行わない。ただし、溶接部より100ｍｍの範囲の母材部分が３６℃

気温等による 　程度にガスバーナー等で加熱して溶接する場合は、この限りではない。

処置 2　降雨・降雪等で母材がぬれているとき又は溶接に影響を及ぼすような風が吹いているときは、8.6.8

　による。

8.7.10 1　デッキプレートを鉄骨部材に溶接する場合の工法は、特記による。特記がなければデッキプレート

デッキプレート 　を鉄骨部材に密着させ、アークスポット溶接又は隅肉溶接で行う。

の溶接 2　合成スラブとして使用するデッキプレートの溶接は、特記による。特記がなければ、焼抜き栓溶接

　とする。

８節　さび止め塗装

8.8.1 1　この節は、鉄骨のさび止め塗装に適用する。

適用範囲 2　この節に定める以外の事項は、第18章「塗装工事」による。

8.8.2 1　次の部分は、塗装しない。

工場塗装の範囲 (1)　コンクリートに接触する部分及び埋め込まれる部分

(2)　高力ボルト摩擦接合部の摩擦面

(3)　工事現場溶接を行う部分の両側それぞれ100㎜の範囲及び超音波探傷に支障を及ぼす範囲

(4)　密閉される閉鎖型断面の内面

(5)　耐火被覆材の接着する面、ただし、8.8.3「塗料の種別」の2を除く

(6)　ピン、ローラー等密着する部分及び回転又は摺動面で削り仕上げした部分

(7)　組立てによって膚合わせとなる部分

2　工事現場溶接を行う部分でも、溶接するまでに著しいさびを発生するおそれのある場合は、溶接に

　無害な適切な防錆処理を行う。

8.8.3 次の部分のさび止め塗料の種別は､特記による。

塗料の種別  1　鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブで鉄骨に溶接されたものの内面。ただし、特記がなければ

　18.3.1表「鉄鋼面さび止め塗料の種別」のA種とする。

2　耐火被覆材の接着する面に、特記により塗装を行う場合の鉄骨面。

8.8.4 1　現場接合部の素地ごしらえは、18.2.2表「鉄鋼面の素地ごしらえ」によるものとし、工場塗装と同

工事現場塗装 　種のさび止め塗料を使用して塗装を施す。

2　塗装の損傷した部分は活膜を残して除去し、さびの生じた部分はさびを除去し、いずれもさび止め

　塗料で補修する。

3　スタッド溶接、デッキプレート溶接その他関連工事の金物等の溶接によりフランジ反対側のさび止

め塗装に焼け焦げが生じた場合は、手工具を用いて旧塗膜を除去し、さび止め塗料で補修する。
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９節　耐火被覆

8.9.1 　この節は、鉄骨の耐火被覆に適用する。

適用範囲

8.9.2 　耐火被覆は、ラス張りモルタル塗り、耐火材巻付け、耐火材吹き付け又は耐火板張りとし、その種

耐火被覆材の 別及び性能は、特記による。

種別及び性能

8.9.3 1　耐火被覆は、建築基準法の規定に基づく性能を有すること。

耐火被覆の品質 2　耐火被覆は、耐火製能に影響を及ぼす欠落、目すき、き裂、浮きなどの有害な欠陥がなく、取付け

　強度及び付着強度が十分であること。

3　貫通孔部の処理などが適切で、デッキプレートと梁の隙間、主要部材の取付金物などが正しく被覆

　されていること。

8.9.4 1　所定の耐火性能を満足する調合及び塗厚とし、見え隠れ部分は、中塗り仕上げとする。

ラス張り 2　1以外の工法等は、第16章2節「モルタル塗り」による。

モルタル塗り

8.9.5 1　耐火材吹き付けの材料及び工法は、建築基準法による認定を受けたものとする。

耐火材吹き付け 2　施工に先立ち、支障となる浮き、付着油等は、除去する。

3　耐火材の吹き付け厚さは、確認ピンを用いて確認する。確認を行う箇所はスラブ及び壁面について

　は２㎡程度ごとに１箇所以上とし、柱については１面ごとに各１箇所以上、梁は１本当たり、ウェブ

　両側に各１本、下フランジ下面に１本、下フランジ端部両面に各１本差し込んで確認する。なお、確

　認ピンはそのまま存置しておく。

4　吹付け時には、十分な養生を行い、飛散防止に努める。

5　１から３まで以外は、耐火吹付材の認定条件による製造所の仕様による。

8.9.6 1　巻付け耐火被覆材は、建築基準法に基づき認定を受けたものとする。

耐火材巻付け 2　施工に先立ち、支障となる浮きさび等は除去する。

3　1及び2以外は、耐火被覆材製造所の仕様による。

8.9.7 1　成形耐火被覆材は、建築基準法による認定を受けたものとする。見え掛かり面に使用するものは、

耐火板張り 　塗装仕上げができるものとする。

2　施工に先立ち、支障となる浮きさび等は、除去する。

3　1から2まで以外は、耐火被覆材製造所の仕様による。

8.9.8  工事終了後、耐火被覆材の種類に応じて、定められた方法に基づき試験を行い、試験記録書を提出し、

試験 監督員の承諾を受ける。

8.9.9 耐火材吹き付け及び耐火板張り及び耐火材巻付けには、点検可能な部分に２箇所以上適切な表示を行う。

耐火表示
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10節　工事現場施工

8.10.1 　この節は、鉄骨の工事現場施工に適用する。

適用範囲

8.10.2

建方精度 2　建方精度について確認を行い、確認記録を監督員に提出するとともに、監督員の立会い確認

　を受ける。

8.10.3 1　アンカーボルト

アンカーボルト等 (1)　アンカーボルトの芯出しは、形板を用いて基準墨に正しく合せ、適切な機器等で、正確に行う。

の設置 (2)　アンカーボルトは、二重ナット及び座金を用い、その先端のねじがナットの外に３山以上出る

　ようにする。ただし、コンクリートに埋め込まれる場合は、二重ナットとしないことができる。

(3)　ベースプレートのボルト穴の径は、ボルト穴の径に5ｍｍを加えた大きさ以下とする。

(4)　アンカーボルトの位置等は、監督員の立会い、確認を受ける。

(5)　建方用アンカーボルト又は、構造用アンカーボルトの適用は特記による。

2　アンカーボルトの保持及び埋め込み

(1)　アンカーボルトの保持は、形板等を用いることにより正確に行い、移動、下部の振れ等が起きな

　いように固定する。

(2)　アンカーボルトの保持及び埋め込み工法の種別は、特記により、8.10.1表から指定する。

　特記がなければ、Ｂ種とする。

8.10.1表　ボルトの保持及び埋め込みの工法

種 別

3　養生

　アンカーボルトは、衝撃等により有害な曲がりが生じないように取り扱う。

　また、ねじ部の損傷、さびの発生、汚損、コンクリートの付着などを防止するために、布、ビニール

　テープなどを巻いて養生を行う。

4　柱底均しモルタル

(1)　柱底均しモルタルの厚さは、特記による。特記がなければ、30㎜程度とする。

(2)　コンクリートの表面は、レイタンス等を取り除いた後、目荒しを行う。

(3)　柱底モルタルを無収縮モルタルとする場合は、製造所の仕様により施工する。

(4)　柱底均しモルタルの工法の種別は、特記により、8.10.2表から指定する。特記がなければＢ種と

　する。

 1　建方等の工事現場施工の精度は、JASS 6付則6「鉄骨精度検査基準」付表5「工場現場」による。

保　持　及　び　埋　込　み　工　法

A種
　アンカーボルトの径に相応した形鋼等を用いて、アンカーボルトの上下を固定できる
ように、鉄筋等で補強して堅固に組み立て、あらかじめ設けた支持材に固定して、コン
クリートの打込みを行う。

B種 
　アンカーボルトを鉄筋等を用いて組み立て、適切な補助材で型枠の類に固定しコンク
リートの打ち込みを行う。

C種
　アンカーボルトを鉄筋等を用いて組み立て､鉄板製漏斗状の筒でアンカーボルト頭部を
包み､アンカーボルトを据え付けコンクリートを打ち込む｡コンクリートが硬化した後筒
を取り除き､アンカーボルトの位置を修正してモルタルを充てんする｡
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8.10.2表　柱底均しモルタルの工法

種 別

8.10.4 1　製品は、建て方順序に従って工事現場に搬入する。この際、必要に応じて養生を行う。

搬入及び 2　部材に曲がり、ねじれなどが生じた場合は、建て方に先立って修正する。

建て方準備

8.10.5 1 建て方は、組立て順序、建て方中の構造体の補強等について、十分検討された計画に従って行い、

建て方 　本接合の完了するまで強風、自重、その他の荷重などに対して安全な方法とする。

 2　 仮ボルトは、本接合のボルトと同軸径の普通ボルト（JIS B 1180及びJISB 1181）で、損傷ない

　ものを用い、締め付け本数は、一群のボルト数の1/3以上かつ2本以上とする。現場溶接接合とする

　場合の仮ボルトは、全数を締め付ける。

3 柱梁接合部の混用接合部又は併用継手では、仮ボルトは普通ボルト等を用い、締め付け本数は一群

　のボルト数の1/2以上、かつ２本以上とする。

4　柱及び梁を現場溶接接合とする場合は、エレクションピース等の仮固定用ボルトは、全数を締め付

　ける。

5　本接合に先立ち、ひずみを修正し、建入れ直しを行う。

6　鉄骨に、材料、機械等の重量物を積載する場合、又は特殊な大荷重を負担させる場合は、監督員の

　承諾を受けて適切な補強を行う。

7　吊り上げの際に曲がりやすい部材は、前もって適切な補強を行う。

8　建て方が完了した時点で、形状及び寸法精度について、監督員の検査を受ける。

11節　軽量形鋼構造

8.11.1 1　この節は、冷間成形された軽量形鋼を使用する鉄骨工事に適用する。

適用範囲 2　この節に規定する以外は、１節「一般事項」から10節「工事現場施工」及び12節「鉄骨階段等」に

　よる。

8.11.2 　溶接材料は、母材及び施工条件に相応したものを選定する。

材料

8.11.3 1　軽量形鋼の切断は、機械切断とする。

施工 2　部材が管形の場合で防錆上必要な箇所は、端部に同質材の蓋をする。

3　ボルト接合は、特記がなければ普通ボルト接合とする。

工　　　　　　　　法

　柱の建込みに先立ち、その支持に必要な硬塗りのモルタルをベースプレートの中央下
部に必要な高さに塗り付け、柱の建て込み後、ベースプレート回りに型枠を設けて、無
収縮モルタルをベースプレートの周囲からあふれ出るまで圧入する｡

A種

B種

　柱の建込みに先立ち、その支持に必要な堅練りのモルタルをベースプレートの中央下
部に所定の高さに塗り付け、柱の建て込み後、ベースプレート下全面に十分に行きわた
るように、適切な方法でモルタルを詰め込む。ただし、ベースプレートの大きさが、
300mm角程度以下の場合は、モルタルを所定の高さに平滑に仕上げておき、柱を建て込む
ことができる。

-　70　-



建設編　第8章　鉄骨工事

12節　鉄骨階段等

8.12.1 1　材料

鉄骨階段 (1)　鋼材の材質は特記なき限り、JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）SS400とする。

(2)　鋼材の断面形及び寸法は特記なき限り、JIS G 3192（熱間圧延形鋼の形状、寸法、質量及びその

　許容差）H形鋼及びJIS G 3193（熱間圧延鋼板及び鋼帯の形状、寸法、質量及びその許容差）鋼板と

　する。

(3)　踏板はプレキャストコンクリート板とし、ステンレス鋼繊維補強コンクリート（SFRC）製または

　鉄筋コンクリート製とする。

(4)　現場における主部材の接合は、溶融亜鉛めっき高力ボルトとする。溶融亜鉛めっき高力ボルトは、

　製品に対する検査成績書を監督員に提出して承諾を受ける。

2　溶融亜鉛めっき処理

(1)　鉄部の表面処理は、JIS B 8641(溶融亜鉛めっき)とし、付着量は､550g/㎡以上とする。

　手すりユニットのパネルタイプのパネル部分については、270g/㎡以上とする。

(2)　亜鉛めっき完了後、溶接部等に割れが発見された場合は、監督員と協議する。

8.12.2 　本体建物を除き、材料試験、現寸検査及び溶接工付加試験は、省略することができる。

各種試験

13節　溶融亜鉛めっき工法

8.13.11 1　この節は、溶融亜鉛めっきを施した鉄骨を使用する工事に適用する。

適用範囲 2　この節に規定する以外は、本章1節「一般事項」から12節「鉄骨階段等」による。

8.13.2 1　亜鉛めっきは次による。

材料 (1)　形鋼、鋼板類の亜鉛めっきは、15.2.3「鉄鋼の亜鉛めっき」による。

(2)　亜鉛めっき完了後、溶接部等に割れが発見された場合は、監督員と協議する。

(3)　溶融亜鉛めっき高力ボルトは、8.2.3「高力ボルト」による。

8.13.3 1　建て入れ直しの際には、めっき面に傷が付かないように養生を行う。

搬入及び建て方 2　搬入及び建て方において、めっき面に傷が発生した場合の補修は、15.2.4表「溶融亜鉛めっき面の

　補修」による。
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第9章　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ、ALCﾊﾟﾈﾙ、押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事

1節　一般事項

9.1.1 　この章は、コンクリートブロック、ALCパネル、押出成形セメント板を用いた各種工事に適用する。

適用範囲

9.1.2 1　コンクリートブロック、ALCパネル及び押出成形セメント板の工事に用いる材料は、所定のもので

基本品質 　あること。

2　コンクリートブロック、ALCパネル及び押出成形セメント板で構成された部位は、所定の形状及び

　寸法を有し、所定の位置に設けられること。また、仕上り面は、所要の状態であること。

3　コンクリートブロック、ALCパネル及び押出成形セメント板で構成された部位は、構造耐力、耐久

　性、耐火性等に対して有害な欠陥がないこと。

２節　補強コンクリートブロック造（耐力壁）

9.2.1 　この節は、建築用コンクリートブロック（以下この節では「ブロック」という。）を組積し、鉄筋

適用範囲 により補強された耐力壁による小規模な構造物に適用する。

  　なお、基礎、がりょう、スラブ等については、第５章「鉄筋工事」及び工事」第６章「コンクリー

トによる。

9.2.2 1　ブロックは、JIS A 5406（建築用コンクリートブロック）により、圧縮強さ、正味厚さ、モデュー

材料 　ル呼び寸法、種類及び厚さは特記による。特記がなければ、断面形状及び圧縮強さによる区分は、

　洞ブロック16とする。

2　コンクリート

(1)　粗骨材の最大寸法は砂利は25㎜、砕石は20㎜とし、充てん用コンクリートの場合は、鉄筋を挿入

　する空洞部の最小径の1/5かつ、砂利は20㎜以下、砕石は15㎜以下とする。

(2)　(1)以外は、第６章３節「普通コンクリートの材料及び調合」による。

3　鉄筋は、第５章２節「材料」により、種類の記号は、SD295Aとする。

4　モルタル用材料は、16.2.2「材料」による。 ただし、化粧目地用の砂の粒度は、16.2.1表「砂の

　粒度」の上塗り用とする。

9.2.3 　ブロックの保管は、種類及び形状ごとに区分し、適切な覆いにより雨掛かりを避ける。

材料の保管

9.2.4 　モルタルの調合及び目地幅は、9.2.1表による。

モルタルの調合 9.2.1表　モルタルの調合（容積比）及び目地幅

及び目地幅

(注) 屋外に面する壁部分の化粧目地に使用するモルタルには、防水剤を混入する。

9.2.5 1　充てん用及びまぐさ等のコンクリートの調合は、9.2.2表による。ただし、レディーミクストコン

コンクリート 　クリートを使用する場合は、呼び強度21以上、スランプ21cmのものとする。なお、規格品コンクリー

の調合 　トを生産者への注文する場合の呼び強度については、6.4.5.1による。

充　て　ん　用 1 2.5 ー

化　粧　目　地　用 1 1 10

用　　途 セメント 砂 目地幅（ｍｍ）

目　地　用 1 2.5 10
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9.2.2表　コンクリートの調合（容積比)

2　9.2.2表以外のコンクリートは、第６章「コンクリート工事」の普通コンクリートにより、設計基

　準強度（Fc）は、特記による。特記がなければ、21Ｎ/㎟以上とする。

9.2.6 1　一般事項

鉄筋の加工及び (1)　壁縦筋は、原則としてブロック中心部に配筋し、上下端は、がりょう、基礎などに定着する。

組立て 　なお、壁縦筋に継ぎ手は設けない。

(2)　壁横筋は、壁端部縦筋に180°フックによるかぎ掛けとする。ただし、直交壁がある場合は、直

　交壁に定着させるか、直交壁の横筋に重ね継ぎ手とする。

(3)　壁鉄筋のかぶり厚さの最小値は、20㎜とする。ただし、ブロックフェイスシェルは、かぶり厚さ

　に含まない。

(4)　壁鉄筋の重ね継ぎ手は45dとし、定着長さは40dとする。

(5)　(1)から(4)まで以外は、第５章「鉄筋工事」による。

2　各部の配筋

(1)　壁の配筋（交差部、端部の補強筋を含む。）は、特記による。

(2)　交差部及び端部（開口部）の配筋は、9.2.1図による。

まぐさ等 1 2.5 3.5 15～20ｃｍ

充てん用 1 2.5 3.5 20～23ｃｍ

用途 セメント 砂 砂利 スランプ
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9.2.1図　交差部及び端部（開口部）の配筋

（注）1　dは、鉄筋の呼び名に用いた数値とする。

　2　交差部及び端部に用いる鉄筋は、D13以上とする。

コンクリート
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(3)　まぐさは、鉄筋コンクリート造とし、配筋は特記による。ただし、特記がなければ、9.2.2図

　及び9.2.3図による。

なお、既製まぐさを使用する場合は、監督員の承諾を受ける。

9.2.2図　まぐさの定着寸法

(i) 一般の場合 (ii) 開口部が、鉄筋コンクリートの柱又壁に接する場合

(注) Lは、かぶり厚さを除いた長さ

9.2.3図　まぐさの配筋

まぐさの配筋

1,000<ℓ≦2,000

(注) まぐさの幅は、ブロックの厚さと同じとする。

9.2.7 　縦遣り方は、自立する構造とし、移動しないように正確に設け、足場、型枠等と連結させない。

縦の遣り方

9.2.8 1　凝結を始めたモルタルは、使用しない。

ブロック積み 2　モルタルと接するブロックの面は、水浸しを行う。

3　横目地モルタルはブロック上端全面に、縦目地モルタルは接合面に、それぞれ隙間なく塗り付け、

　ブロックは、墨に合わせ、通りよく目違いなく積む、化粧積み面の汚れは、その都度清掃する。

　なお、横筋を挿入する部分には、横筋用ブロックを使用する。また、横筋は縦筋との交差部の要所

　を結束線で緊結する。

4　1日の積み上げ高さの限度は、1.6ｍ程度を標準とする。

5　目地モルタルは、硬化に先立ち、こてで押さえて目地ずりを行う。

6　化粧目地は、目地押さえを行い、ちりが一様になるように仕上げる。

7　寒冷期の施工は、16.1.3「養生」の3による。

9.2.9 1　モルタル又はコンクリートと接するブロックの面は、水湿しを行う。

モルタル及び 2　縦目地空洞部には、ブロック２段以下ごとに、適切モルタル又はコンクリートを充てんする。

コンクリートの 3　モルタル又はコンクリートの充てんに当たっては、縦横の鉄筋に必要なかぶり厚さを保つようにす

充てん 　る。

4　耐力壁のまぐさ受けの補強は、まぐさを受ける開口部両側のブロックの幅200㎜を、ブロック積み

　の最下部からまぐさの下端まで、モルタル又はコンクリートで充てんする。

5　4の充てんコンクリート又はモルタルの打ち止め位置は、ブロックの上端から5㎝程度下がりとする。

　

400<ℓ≦1,000

まぐさまぐさまぐさまぐさ

ℓℓℓℓ
400400400400

LLLL
ℓℓℓℓ

40d40d40d40d400400400400 400400400400

LLLL

2－D10

2
0
0

D10-150＠ D10-150＠

2－D13

2
0
0

LLLL
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9.2.10 　がりょうの下端は、原則として、横筋用ブロックを使用して、コンクリートの打ち込みを行う。

がりょう

9.2.11 　ボルト、とい受け金物、配管の支持金物等の埋め込み箇所は、原則として目地位置とする。

ボルトその他

の埋め込み

9.2.12 　ブロックの空洞部を通して電器配管を行う場合は、横の鉄筋のかぶり厚さに支障のないように

電気配管 空洞部の片側に寄せて配管し、その取り入れ部又は取り出し部に当たるブロック空洞部には、

モルタル又はコンクリートを充てんする。

9.2.13 1　目地モルタル及び充てんモルタル又は充てんコンクリートが十分硬化するまで、振動、衝撃、荷重

養生 　等を与えないように注意し、直射日光及び寒気に対して適切な養生を行う。

2　出隅、突出部、踏み付け面等は、必要に応じて板等を用いて養生を行う。

3　施工済のブロックの空洞部には、雨水等が入らないようにする。

9.2.14 まぐさを受ける開口部のブロックは、幅400ｍｍをブロック積みの最下部からの下端まで、モルタル又

まぐさ受け補強 はコンクリートを充填する。

３節　コンクリートブロック（帳壁）及び塀

9.3.1 1　この節は、建築用コンクリートブロック（以下、この節では「ブロック」という。）を組積し、鉄

適用範囲 　筋により補強された帳壁及び高さ（Ｈ）2.2ｍ以下の塀に適用する。

2　この節に定める以外の事項は、本章２節による。

9.3.2 1　ブロックは、JIS A 5406（建築用コンクリートブロック）により、種別及び厚さは特記による。

材料 　ただし、特記がなければ次による。

(1)　ブロックの種類は、9.3.1表の適用箇所に応じたものとする。

   9.3.1表　ブロックの種別

間仕切壁、地下二重壁、外壁、塀
注1 空洞ブロック16 注2

外壁の化粧積み 空洞ブロック16－W 注2

衛生配管用裏積みブロック
注3 空洞ブロック08

(注) 1　塀の場合で化粧ありのブロックの適用は、特記による。

 2　塀の交差部及び控壁には、空洞ブロックに代えて型枠状ブロック20を使用する。ただし、フェ

　イスシェルの厚さを30㎜以下とし、空洞部にはすべてコンクリート又はモルタルを充てんする場

　合は、空洞ブロック16を使用することができる。

 3　高さ1.5m程度以下とする。

(2)　ブロックの塀の厚さは、塀の高さが2ｍ以下の場合は、120㎜、2ｍを超える場合は、150㎜とする。

 2　ブロック塀の基礎及び控壁のコンクリートは9.2.5「コンクリートの調合」による。

9.3.3 1　一般事項

鉄筋の加工 (1)　主筋は、原則としてブロック中心部に配筋し、構造体に定着する。

及び組立て 　なお、主筋に継ぎ手を設けない。ただし、帳壁の場合は、5ｄ以上又は片面10ｄ以上のアーク溶接を

　行う場合は、継ぎ手を設けることができる。

(2)　壁横筋は、壁端部縦筋に180°フックによりかぎ掛けする。ただし、直交壁がある場合は、直交

　壁に定着又は、直交壁の横筋に重ね継ぎ手とする。

  適　　用　　箇　　所 種 類 の 記 号
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(3)　壁鉄筋の重ね長さは45dとし、定着長さは、次による。

　ア　帳壁配力筋の主体構造部分への定着長さは、25dとする。　

　イ　ア以外の定着長さは、40dとする。

(4)　ブロック塀の横筋の末端部は、控壁に定着する。ただし、定着長さが取れない場合は、末端部の

　縦筋にかぎ掛けとし、最上部は、下に折り曲げて定着する。

(5)　ブロック塀の縦筋は、下部は基礎に定着し、上部は横筋に180°フックにより、かぎ掛けとする

　か又は90°フックで余長10ｄ以上とする。ただし、塀の端部の場合は、壁頂の空洞内に定着する。

2　各部の配筋

(1)　壁の配筋は、特記による。特記がなければ、9.3.2表による。

9.3.2表　壁の配筋間隔　　　　　　　　　　　　(㎜)

(2) 9.3.1図　帳壁の交差部及び端部（開口部）の配筋

(3)　帳壁が土間コンクリート上に配置される場合の補強筋は、9.3.2図による。

9.3.2図　壁付き土間コンクリートの補強

(4)　ブロック塀の控壁は、鉄筋コンクリート造又は型枠状ブロックを用いた鉄筋コンクリート造とし、

　3.4ｍ以下ごとに設け、取り合い及び配筋方法は、9.3.3図による。

9.3.3図　控壁の配筋

内 壁 D10-400＠ D10-400＠

外 壁 D13-400＠ D10-400＠

用　　途 主　筋 配力筋

コンクリートのコンクリートのコンクリートのコンクリートの厚厚厚厚ささささ

D10D10D10D10----200200200200＠＠＠＠

800800800800

D10D10D10D10

D13D13D13D13

tttt以上以上以上以上

ブロックブロックブロックブロック

D10D10D10D10----200200200200＠＠＠＠

D13D13D13D13

現場打現場打現場打現場打ちちちち

コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート

180180180180°°°°折曲折曲折曲折曲げかぎげかぎげかぎげかぎ掛掛掛掛けけけけ

180180180180°°°°折曲折曲折曲折曲げげげげ主筋主筋主筋主筋にかぎにかぎにかぎにかぎ掛掛掛掛けけけけ

主筋主筋主筋主筋をををを超超超超えてえてえてえて立立立立ちちちち上上上上げるげるげるげる

主筋主筋主筋主筋

控壁控壁控壁控壁はははは現場打現場打現場打現場打ちコンクリートちコンクリートちコンクリートちコンクリート（（（（後打後打後打後打
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9.3.4 ブロック積みは、9.2.8「ブロック積み」による。

ブロック積み

9.3.5 　モルタル及びコンクリートの充てんは、9.2.9「モルタル及びコンクリートの充てん」の1から3によ

モルタル及び 　る。なお、型枠状ブロックの空洞部には、コンクリートを充てんする。

コンクリートの

充てん

9.3.6 1　電気配管は、原則としてブロックの空洞部を利用することとし、工法等は9.2.12「電気配線」によ

電気配管 　る。

2　ブロック壁面に、やむを得ず溝掘り配管を行う場合は、ブロック積み後７日以上経過した後とする。

　溝掘りの跡には、モルタルを充てんする。

　ただし、化粧積みの場合は、溝掘り配管を行わない。

9.3.7 　養生は、9.2.13「養生」による。

養生

４節　ALCパネル

9.4.1 　この節は、ALCパネル（以下、この節では「パネル」という。）を屋根（非歩行用）、床、外壁及び

適用範囲 間仕切に用いる工事に適用する。

9.4.2 1　パネルは、JIS A 5416（軽量気泡コンクリートパネル（ALCパネル））により、種類、単位荷重、

材料 　さ、長さ及び床パネルの耐火性能等は特記による。

2　金物

(1)　目地用鉄筋は、5.2.1「鉄筋」により、種類及び径はSR235－9φ又はSD295A－D10とする。

(2)　下地鋼材及び開口部補強鋼材は、JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）のSS400とする。

(3)　(1)から(2)まで以外の金物は、パネル製造所の指定する製品とする。

3　金物の表面処理

(1)　取付金物でﾊﾟﾈﾙに接する鋼製のものは、JIS H 8610（電気亜鉛めっき）のCM2 C３級以上とする。

(2)　下地鋼材及び開口部補強鋼材は、18.3.1表「鉄鋼面のさび止め塗料の種別」のB種の2回塗りを行

う。

4　モルタル等

(1)　モルタル用の材料は、16.2.2「材料」により、調合は9.4.1表を標準とする。

9.4.1表　モルタルの調合（容積比）

水量はパネルの吸水性

を考慮して定める。
目地用 1 3.5 適量

用　途 セメント 砂 混和剤 備　　考

横筋横筋横筋横筋 横筋横筋横筋横筋 型枠型枠型枠型枠ブロックブロックブロックブロック空洞空洞空洞空洞ブロックブロックブロックブロック

控壁縦筋控壁縦筋控壁縦筋控壁縦筋

D13D13D13D13

コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート充填充填充填充填

控壁横筋控壁横筋控壁横筋控壁横筋

D10D10D10D10----200200200200＠＠＠＠
控壁控壁控壁控壁

型枠型枠型枠型枠ブロックブロックブロックブロック
控壁控壁控壁控壁

型枠型枠型枠型枠ブロックブロックブロックブロック

コンクリートコンクリートコンクリートコンクリート充填充填充填充填

控壁横筋控壁横筋控壁横筋控壁横筋

D10D10D10D10----200200200200＠＠＠＠

横筋横筋横筋横筋

控壁控壁控壁控壁

控壁端部控壁端部控壁端部控壁端部

縦筋縦筋縦筋縦筋

控壁縦筋控壁縦筋控壁縦筋控壁縦筋

D13D13D13D13

控控控控
壁壁壁壁
交交交交
差差差差
部部部部
横横横横
筋筋筋筋

型枠型枠型枠型枠ブロックブロックブロックブロック控壁控壁控壁控壁
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(2)　モルタルに使用する混和剤、パネルの補修に用いる材料及びパネル相互の接合面の接着材は、

　パネル製造所の製品とする。

5　パネル相互の接合部に用いるシーリング材は、第10章７節「シーリング」による。

6　パネル相互の接合部に挿入する耐火目地材は、JIS A 3311（セラミックファイバーブランケット）

　の1号又はJIS A 9504（人造鉱物繊維保温材）のロックウール保温板1号とする。

9.4.3

パネルの取扱い 1　パネルの保管は、原則として屋内とし、屋外の場合はシートなどで養生を行う。

2　パネルの積み上げには、ねじれ、反り、曲がりなどが生じないように、所定の位置に正確に飼いも

　のを飼い、積上げ高さは、1段を1.0ｍ以下とし2段までとする。

3　屋根用などの表裏のあるﾊﾟﾈﾙは、必ずパネル小口に記入された印に従い、表裏を正しく平積みする。

4　種類、長さなどの異なるパネルは、原則として混合して積み上げてはならない。

9.4.4 1　パネルの取付構法は、9.4.2表により、種別は特記による。

外壁パネル構法

9.4.2表　外壁パネルの取付構法種別

種 別

（縦壁ロッキング構法）

　パネルは、段ごとに、構造体に固定した下地鋼材に取り付ける。

パネルの左・右端は､アンカー及び取付け金物ボルトで接合する｡

2　柱、梁等の接合突出部におけるパネル下地金物は、支持構造体に有効に取り付ける。

3　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法は、特記による。

4　パネルの短辺小口相互の接合部の目地は、伸縮目地とし目地幅は10㎜以上とする。

5　パネル幅の最小限度は、原則として300mmとする。

6　出隅部及び入隅部のパネル接合目地は伸縮調整目地とし、目地幅は特記による。

7　開口補強鋼材の取付けは、各種別の取付け工法に応じた取付け方法とする。

8　構法がＢ種の場合、受け金物は、パネル積上げ段数５段以下ごとに設ける。

9　パネルとスラブの取り合う部分の隙間は、モルタル又は耐火材料を充てんする。ただし、構法がA

　種の場合は、モルタルとパネルの間にクラフトテープ等の絶縁材を入れる。

10　4及び8の伸縮目地に耐火目地材を充てんする場合は特記による。

11　取付完了後、補修用モルタルを用いて、欠け、傷等を補修する。

12　雨掛かり部分のパネルの目地は、シーリング材を充てんする。

A種

B種
（横壁アンカー構法）

外壁パネル構法
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9.4.5

間仕切壁パネル

9.4.3表　間仕切りパネルの取付工法種別

種 別

（縦壁ロッキング構法）

9.4.2表A種による。

（横壁アンカー構法）

9.4.2表B種による。

（縦壁フットプレート構法）

(1) パネル上端は、次のいずれかによる。

　(a)　梁､スラブ等の下面にパネル厚さに応じた溝形鋼を通しに取り付ける｡この場合､

　　パネルの建て入れに先立ち､ロックウール等を厚さ20㎜程度充てんする｡

　(b)　上記の工法で､溝形鋼のかわりに､一方は通しの山形鋼を､他方は同材のピースで

　　取り付ける。

(2) パネル下端は､各目地毎に長さ500㎜以上の目地用鉄筋を挿入して取り付ける｡

2　構法がE種の場合の溝形鋼又は山形鋼の取付けは、あと施工アンカー、溶接等とする。

3　工事現場でパネルの幅及び長さを切り詰める場合は、専用工具を用いて丁寧に行う。

4　構法がC種の場合は、スラブ周辺部とパネルの間に充てんするモルタルとパネルの間には、クラフト

　テープ等の絶縁材を入れる。

5　防火区画の場合は、取付金物に必要な耐火性能を有する被覆を行う。

6　1から5までに定める以外の工法は、9.4.4 「外壁パネル構法」による。

9.4.6 1　屋根及び床パネルの取り付け方法は9.4.4表による。

屋根及び床 9.4.4表　屋根及び床パネルの取り付け構法種別

パネル構法 種 別

(1)　パネルは、表裏を正しく置き、有効な掛り代を確保して、長辺は突合せ、短辺小口

　相互の接合部は20mm程度の目地を設け、支持梁上になじみよく敷き並べる。

(2)　取付け金物は、溶接等により受材に固定し、目地用鉄筋を取付け金物の孔に通し、

　パネルの長辺溝部に金物から500mm以上挿入する。

(3)　目地用モルタルをパネルの長辺溝部及び短辺に設けた目地部分に充てんする。

2　目地モルタルの充てん中に降雨等があった場合は、作業を中止し、モルタル施工済部分に適切な養

　生を行う。

3　建物周辺部の取付金物は、あらかじめコンクリートに打ち込むか、あと施工アンカー又は溶接によ

　り固定する。

4　目地用鉄筋が使用できない場合は、ボルト留めとする。ボルト（ナット）が床上（屋根上）に突起

　する場合はパネルを欠き込んでボルト（ナット）を沈め、補修用モルタルを充てんする。

5　目地用モルタルの充てんに先立ち、溝及び目地部分を清掃し、粉末、ごみ等を適切に除去する。

6　目地用モルタルを、パネルの溝及び目地部分に充てんする場合は、パネル上面より5㎜程度盛り上

　げておき、水引き具合いを見計らい、定規等でパネル上面にそろえて削り取り、平滑に仕上げる。

7　目地用モルタルがパネル表面に付着した場合は速やかに取り除く。

9.4.7 1　外壁、屋根及び床パネルは、原則として、溝堀り又は孔あけを行わない。

溝掘り、孔あけ 2　パネル取付け後、溝掘り、穴開け又は開口を設ける場合は、目地モルタル充てん後7日以上経過し

開口部の処置  た後とし、専用工具を用いて行う。

3　間仕切壁パネルの短辺方向には、原則として、溝堀りを行わない。

4　溝堀り、孔あけ及び開口を設けた部分は、補修用モルタル又は耐火目地材を充てんして補修する。

 また、鉄筋を切断した箇所には、18.3.2表「亜鉛めっき鋼面さび止め塗料」によるA種の錆止め塗料

 を塗り付ける。

F種

8　1から7までに定める以外の構法は、9.4.4「外壁パネル構法」による。

D種

　
 E種

屋根及び床パネル構法

C種

取　　　付　　　工　　　法

1　間仕切パネルの取付構法は、9.4.3表により、種別は特記による。

-　80　-



建設編　第9章　ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ、ALCﾊﾟﾈﾙ、押出式成形ｾﾒﾝﾄ板工事

9.4.8 1　目地モルタルが十分硬化するまでは、振動、衝撃等を与えない。

養生等 2　屋根及び床には、集中荷重をかけない。

3　寒冷期に施工する場合は、適切な防寒及び保温設備等をし、凍害のないようにする。

５節　押出成形セメント板（ECP）

9.5.1 　この節は、押出成形セメント板（以下、この節では「パネル」という。）を外壁及び間仕切壁に用

適用範囲 いる工事に適用する。

9.5.2 1　パネル

材料 　パネルは、JIS A 5441「押出成形セメント板（ECP）」により、種類、厚さ等は、特記による。

2　金物

(1)　下地鋼材及び開口部補強鋼材は、9.4.2「材料」の2(2)による。

(2)　(1)及び(2)以外の金物は、パネル製造所の製品とする。

3　金物の表面処理は、9.4.2「材料」の3による。

4　パネルの補修に用いる材料は、パネル製造所の製品とする。

5　パネル相互の総合部に用いるシーリング材は、第10章７節「シーリング」による。

9.5.3 1　パネルの取付工法は、9.5.1表により、種別は特記による。

外壁パネル工法

9.5.1表　外壁パネルの取付工法種別

種 別

（縦張り工法）

・パネルは、各段ごとに構造体に固定した下地鋼材で受ける。

・取付金物は、パネルの上下端部に、ロッキングできるように取り付ける。

（横張り工法）

・パネルは、パネルの積み上げ枚数3枚以下ごとに構造体に固定された下地鋼材で受ける。

・取付金物は、パネルの左右端部に、スライドできるように取り付ける。

2　パネル下地金物は、支持構造に有効に取り付ける。

3　パネル幅の最小限度は、原則として300㎜とする。

4　パネル相互の目地幅は、特記による。特記がなければ、長辺の目地幅は8㎜以上、短辺の目地幅は

　15㎜以上とする。

5　パネルの表裏を確認し、長辺をはめ合せ、通りよく建て込む。

6　出隅部及び入隅部のパネル接合部目地は、伸縮調整目地とし、目地幅は特記による。

　特記がなければ、目地幅は、15㎜とし、シーリング材（寸法は15×10㎜以上）を充てんする。

7　取付け完了後、専用の補修材料を用いて、欠け、傷等を補修する。

8　4以外の目地及び隙間の処理は特記による。特記がなければ、パネル製造所の仕様による。

取　　　付　　　工　　　法

A種

B種
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9.5.4 1　パネルの取付工法は、9.5.2表により、種別は特記による。

間仕切壁

パネル工法 9.5.2表　間仕切パネルの取付工法種別

種 別

（横張り工法）9.5.1表Ｂ種による。

（縦張り工法）

(1)　パネル上端は、次のいずれかによる。

　ア　スラブ等の下面にパネル厚さに応じた溝形鋼を通しに取り付け、パネルを

差し込む。

　イ　スラブ等の下面に山形鋼を通しに取り付け、取付金物を取り付ける。

(2)　パネル下端は、次のいずれかによる。

　ア　床面に山形鋼を取付け、取付金物を取り付ける。

　イ　パネル下部に取付金物をセットし、パネルは、タッピンねじで、床面はアンカー

ボルト等で固定する。

2　溝形鋼又は山形鋼の取付けは、あと施工アンカー等による。

3　工事現場でパネルの幅、又は長さを切り詰める場合は、専用工具を用いる。

4　防火区画の場合は、取付金物に必要な耐火性能を有する被覆を行う。

5　1から4までに定める以外の工法は、9.5.3「外壁パネル工法」による。

9.5.5 1　パネルには、溝掘りを行わない。

溝掘り、穴開け 2　パネルの開口補強

及び開口部の処置 　パネルに設ける開口部で、9.5.3表の限度を超える場合の補強は、特記による。

9.5.3表　パネルの開口の限度

短 切断後のパネルの残り部分の幅

辺 150㎜以上

長 同　　 上

辺 300㎜以上

短 同　　 上

辺 300㎜以上

長 同　　 上

辺 300㎜以上

9.5.1図　パネル開口の限度

備　考

パネル幅の1/2以下

9.5.1図のA形

500㎜以下

パネルを切り欠
く場合

(パネル幅－300㎜)以下

9.5.1図のB形

500㎜以下

Ｂ種

Ｃ種

パネルに開口を
設ける場合

開口の大きさ 切断の限度

取　　　付　　　工　　　法

150mm150mm150mm150mm

以上以上以上以上
ＷＷＷＷ/2/2/2/2以下以下以下以下かつかつかつかつ

300300300300以下以下以下以下

150mm150mm150mm150mm

以上以上以上以上

500mm500mm500mm500mm

以下以下以下以下
500mm500mm500mm500mm

300mm300mm300mm300mm以上以上以上以上

300mm300mm300mm300mm以上以上以上以上

パネルパネルパネルパネル幅幅幅幅

ＷＷＷＷ

パネルパネルパネルパネル幅幅幅幅

ＷＷＷＷ

＊＊＊＊

300mm300mm300mm300mm以上以上以上以上

300mm300mm300mm300mm以上以上以上以上

＊＊＊＊

（注）1. 印は､開口を設けられる範囲。

2.＊印は､パネルのどちらかの端部で確保する。
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第10章　防水工事

１節　一般事項

10.1.1 　この章は、アスファルト防水、改質アスファルトシート防水、合成高分子系ルーフィングシート防

適用範囲 水、及びケイ酸質系塗膜防水及びモルタル防水の各防水工事並びにシーリング工事に適用する。

10.1.2 1　降雨・降雪が予想される場合、下地の乾燥が不十分な場合、気温が著しく低下した場合、強風及び

施工一般 　高温の場合、その他防水に悪影響を及ぼすおそれがある場合には、施工を行わない。

2　防水層の施工は、随時、監督員の検査を受ける。

3　防水層の上部で、次の(1)から(3)までに掲げる作業を行う場合又は、仕上げ工事を行う場合には、

　防水層を損傷しないよう注意する。

(1)　火花の散るおそれのある溶接、溶断及びグラインダー掛け作業

(2)　コンクリート圧送管の配管、足場、脚立などを使用する作業

(3)　墨出し作業

4  防水層施工後、保護層を施工するまでの間は、機材等によって防水層を損傷しないよう注意する。

5　屋根外断熱工法は、2節のアスファルト防水又は3節改質アスファルトシート防水の防水工法にて

　施工した屋根防水層の上に、断熱材を敷き込み、その上に保護コンクリートを打設する工法、並び

 　に4節の高分子ルーフィング系防水の防水工法にて施工した断熱材の上に、防水層を施工する工法

  とする。

10.1.3 　アスファルトフェルト、アスファルトルーフィング類は、乾燥状態のもとに、縦積みで保管する。

材料の保管

２節　アスファルト防水

10.2.1 　この節は、溶融アスファルトとアスファルトルーフィング類を交互に積層して施工する防水に適用

適用範囲 する。

　ただし、各種絶縁工法は、特記による。

10.2.2 　防水層の種類は、1から5とし、その適用は、特記による。

種類及び工程
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1　屋根保護防水密着工法

　防水層の工程は、10.2.1表による。

10.2.1表　屋根保護防水密着工法

工 程

アスファルトプライマー塗り

アスファルトルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

アスファルトはけ塗り

アスファルトはけ塗り

絶縁用シート
注1

保護コンクリート
注2 注3

（注）1　立上がり部は、絶縁用シートを省略する。

　2　立上がり部における保護コンクリートの適用及び工法は特記による。

　3　保護コンクリートには、溶接金網を敷き込む。

2　屋根保護防水密着断熱工法

　防水層の工程は、10.2.2表による。

10.2.2表　屋根保護防水密着断熱工法

工 程

アスファルトプライマー塗り

アスファルトルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

アスファルトはけ塗り

アスファルトはけ塗り

断熱材
注1

絶縁用シート
注1

保護コンクリート
注2 注3

（注）1　立上がり部は、断熱材及び絶縁用シートを省略する。

　2　立上がり部における保護コンクリートの適用及び工法は特記による。

　3　保護コンクリートには、溶接金網を敷き込む。

1

2

3

4

5

6

9 ー

6 1.0㎏/㎡

7 ー

8 ー

7

3 1.0㎏/㎡

4 1.0㎏/㎡

5 1.0㎏/㎡

材 料 及 び 工 法 使 用 量

1 0.2㎏/㎡

2 1.0㎏/㎡

8 ー

材 料 及 び 工 法 使 用 量

0.2㎏/㎡

1.0㎏/㎡

1.0㎏/㎡

1.0㎏/㎡

1.0㎏/㎡

1.0㎏/㎡

ー
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3　屋根保護防水絶縁工法

　 防水層の工程は、10.2. 3表による

10.2.3表　屋根保護防水絶縁工法

工 程

アスファルトプライマー塗り

砂付あなあきルーフィング
注1

アスファルトルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

アスファルトはけ塗り

アスファルトはけ塗り

絶縁用シート
注2

保護コンクリート
注3 注5

（注）1　立上がり部は、砂付あなあきルーフィングを省略する。

　2　立上がり部は絶縁用シートを省略する。

　3　立上がり部における保護コンクリートの適用及び工法は特記による。

　4　立上がり部は、工程3のアスファルト使用量を(　)内とする。

　5　保護コンクリートには、溶接金網を敷き込む。

4　屋根保護防水絶縁断熱工法

　 防水層の工程は、10.2.4表による。

10.2.4表　屋根保護防水絶縁断熱工法

工 程

アスファルトプライマー塗り

砂付あなあきルーフィング
注1

アスファルトルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

アスファルトはけ塗り

アスファルトはけ塗り

断熱材
注2

絶縁用シート
注2

保護コンクリート
注3 注5

（注）1　立上がり部は、砂付あなあきルーフィングを省略する。

　2　立上がり部は断熱材及び絶縁用シートを省略する。

　3　立上がり部における保護コンクリートの適用及び工法は特記による。

　4　立上がり部は、工程3のアスファルト使用量を(　)内とする。

　5　保護コンクリートには、溶接金網を敷き込む。

7 1.0㎏/㎡

9 ー

10 ー

8 ー

4 1.0㎏/㎡

5 1.0㎏/㎡

6 1.0㎏/㎡

1 0.2㎏/㎡

2 ー

3 1.2(1.0)㎏/㎡
注4

8 ー

9 ー

材 料 及 び 工 法 使 用 量

5 1.0㎏/㎡

6 1.0㎏/㎡

7 1.0㎏/㎡

2 ー

3 1.2(1.0)㎏/㎡
注4

4 1.0㎏/㎡

材 料 及 び 工 法 使 用 量

1 0.2㎏/㎡
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5　屋根露出防水絶縁工法

  防水層の工程は、10.2.5表による。

なお、脱気装置の種類及び設置数量は特記による。特記がなければ、種類及び設置数量はルーフィ

　ング類製造所の指定による。

10.2.5表　屋根露出防水絶縁工法

工 程

アスファルトプライマー塗り

砂付あなあきルーフィング
注1

アスファルトルーフィングアスファルト流し張り

ストレッチルーフィングアスファルト流し張り

砂付ストレッチルーフィング

アスファルト流し張り

仕上げ塗料塗り
注3

（注）1　立上がり部は、砂付あなあきルーフィングを省略する。

　2　立上がり部は、工程3のアスファルト使用量を(　)内とする。

　3　仕上塗料の種類及び使用量は、特記による。

10.2.3 1　アスファルトプライマーは、アスファルトを主成分としたものでアスファルトの接着に適するもの

材料 　とし、アスファルトルーフィング類製造所の仕様とする。

2　アスファルトは、JIS K 2207（石油アスファルト）の防水工事用アスファルトとし、種類は3種と

　する。なお、低煙、低臭タイプのアスファルトを使用する場合は、特記による。

3　アスファルトルーフィングは、JIS A 6005（アスファルトルーフィングフェルト）によるものとし、

　特記がなければ、アスファルトルーフィング1500とする。

4　ストレッチルーフィングは、JIS A 6022（ストレッチアスファルトルーフィングフェルト）による

　ものとし、特記がなければ、ストレッチルーフィング1000、砂付ストレッチルーフィング800とする。

5　網状アスファルトルーフィングは、JIS A 6012（網状アスファルトルーフィング）によるものとし、

　特記がなければ合成繊維ルーフィングとする。

6　砂付穴あきアスファルトルーフィングは、JIS A 6023（あなあきアスファルトルーフィングフェル

　ト）によるものとする。

7　防水層端部の止水に用いるシール材はゴムアスファルト系とし、アスファルトルーフィング類製造

　所の仕様による。

8　絶縁用テープは、ルーフィング類の製造所の仕様による。

9　押さえ金物の材種及び形状寸法は、特記による。特記がなければ、既製アルミニウム製L－30×15×2.0

　程度とする。

10　入隅に使用する成形キャント材を使用する場合は、アスファルトルーフィング類製造所の仕様と

　する。

11　屋根保護防水断熱工法に用いる断熱材の材質及び厚さは、特記による。特記がなければ、JIS A9511

　（発泡プラスチック保温材）による押出法ポリスチレンフォーム3種bのスキン層付きとする。

　なお、断熱材の材質の張り付けに用いるアスファルト又は接着剤は、アスファルトルーフィング類

　製造所の仕様による。

12　絶縁用シートに使用する材料は、特記による。特記がなければ、屋根保護防水工法の場合はポリ

　エチレンフィルム厚さ0.15㎜以上のものとし、屋根保護防水断熱工法の場合はポリプロピレン、ポ

　リエチレン等を平織りしたフラットヤーンクロス（70g/㎡程度）とする。

13　成形伸縮目地材の形状及び寸法は、目地幅25㎜、本体は目地幅の80％以上、保護コンクリートの

　面から下面にまで達するよう高さの調節が可能なもので、キャップ側面に付着層又はアンカー部を

　備えた製品とする。

14　成形緩衝材は、ルーフィング類の製造所の指定する製品とする。

15　保護コンクリートに使用するコンクリートの調合は、第6章13節「無筋コンクリート」による。

5 1.0㎏/㎡

3 1.2(1.0)㎏/㎡
注2

4 1.0㎏/㎡

材 料 及 び 工 法 使 用 量

1 0.2㎏/㎡

2 ー

6 ー
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16　保護コンクリート内に敷設する溶接金網は、JIS G 3551（溶接金網及び鉄筋格子）による鉄線径

 　6㎜、編目寸法100㎜の製品とする。なお、排水溝のモルタル内に敷設する溶接金網は、10.2.5「保

　護層等の施工」の7による。

17　モルタルの調合は、10.2.6表による。

10.2.6表　モルタルの調合（容積比）

保護モルタル

れんが積み用モルタル

ポリエチレンフィルムの押さえモルタル

18　メタルラスは、JIS A 5505（メタルラス）の平ラス2号とする。

19　防水立上がり部の保護に乾式保護材を使用する場合は、特記による。

20　立上がり部の保護のれんがは、特記による。特記がなければ、JIS R 1250（普通れんが）による

　ものとする。

10.2.4 1　防水層の下地

施工 (1)　平場のコンクリート下地は第16章3節「床コンクリート直均し仕上げ」による直均し仕上げとし、

　その工法は、16.3.3「工法」の1の(1)～(3)とする。なお、防水層の下地をモルタル塗りとする場合

　の適用箇所は、特記により、第16章2節「モルタル塗り」による均しモルタル塗りとする。

 (2)　立ち上がりは、コンクリート打放し仕上げとし、特記がなければ、6.2.4表「コンクリートの打

　放し仕上げの種別」のB種とする。ただし、下地を均しモルタル塗りとする場合は、第16章2節「モ

　ルタル塗り」による。

(3)　入隅は、半径50㎜程度の丸面又は45度に仕上げる。出隅は、45度に仕上げる。なお、10.2.2「種

　類及び工程」の5の場合は、入隅用に成形キャント材を使用することができる。

2　アスファルトプライマー塗り

(1)　コンクリート下地等の場合は、次による。

ア　下地が十分乾燥した後に清掃を行い、塗布する。

イ　塗付けは、ルーフィング等の張りじまい部まで、均一に塗り付けて乾燥させる。

ウ　塗付けは、下地以外の箇所を汚さないように行う。

(2)　ALCパネル下地の場合。

ア　アスファルトプライマーは2回塗りとし、パネル取付け後1回塗りを速やかに行う。

　2回目塗りは、1回目が乾燥した後に行う。

イ　塗付量は、各回を0.2㎏/㎡とする。

ウ　ア及びイによる以外は、(1)のイ及びウによる。

3　アスファルトの溶融

(1)　アスファルトの溶融がまは、次による。

ア　設置位置は、できるだけ施工箇所の近くとする。

イ　コンクリートスラブの上に設置する場合は、熱による悪影響のない構造形態の溶融がまを選

　択する。

ウ　完成した防水層の上に設置してはならない。やむを得ず設置する場合は、監督員の承諾を受

　け、保護コンクリートを打つ等の処置を行った後に、イにより設置する。

(2)　アスファルトは、局部加熱が生じないよう小塊にして溶融する。

1 5

適　　用　　部　　位 セメント 砂

1 3
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(3)　アスファルトの溶融温度の上限は、アスファルトの製造所の指定する温度とし、同一アスファル

トの溶融は3時間以上続けない。

また、溶融中に異状な色合いを生じたものは使用しない。

(4)　溶融したアスファルトは、施工に適した温度を保つように管理する。

(5)　屋根保護防水断熱工法の断熱材等の張り付け用アスファルトの温度は、断熱材に支障のないもの

　にする。

4　アスファルトルーフィング類の張り付け

 (1)　出隅、入隅、下地目地部等は、一般部分の張り付けに先立ち、次の増張りを行う。

　ア　コンクリートスラブの打ち継ぎ箇所及び著しいひび割れ箇所には、幅50㎜程度の絶縁用テープ

を張り付け、その上に幅300㎜以上のストレッチルーフィングを増張りする。

　イ　出隅及び入隅並びに立ち上がりの出隅及び入隅には、幅300㎜以上のストレッチルーフィングを

最下層に増張りする。ただし、屋根露出防水の絶縁工法における出隅及び入隅では、幅700mm以上

のストレッチルーフィングを用いて、平場へ500mm以上張り掛けて増張りする。

(2)　平場の張り付け

　ア　アスファルトルーフィング類の張り付けは、空隙、気泡、しわ等が生じないように平均に押し

均して、下層に密着するように行う。

　なお、空隙、気泡、しわ等の生じた場合は、各層ごとに直ちに補修する。

　イ　アスファルトルーフィング類の継ぎ目は、原則として縦横とも100㎜以上重ね合わせ、水下側の

アスファルトルーフィングが下側になるように張り重ねる。

　ただし、絶縁工法の場合の砂付ルーフィングの継目には、100×200mm程度のルーフィング片を

3～4m程度置敷きし、通気性を妨げないようにして、突付けとする。

　ウ　立ち上がりと平場のルーフィングを別々に張り付ける場合は、立ち上がり部のルーフィング類

は、各層とも床面に150㎜以上張り掛ける。ただし、立ち上がりの高さが、400㎜未満の場合は、

平場のアスファルトルーフィング類をそのまま張り上げる。

　エ　アスファルトルーフィング類の上下層の継目は、同一箇所にならないようにする。

　オ　絶縁工法の出隅及び入隅における平場の砂付あなあきルーフィングは（1）ウの増し張りスト

レッチルーフィングに100mm以上張り掛ける。

(3)　立ち上がり部の張り付け

　ア　各屋根及び屋内保護防水工法における防水層の立ち上がり部（水切りあごのないパラペットの

天端部を含む）の納まりは、最上層が定められた位置に来るようにし、下層になるほど30㎜程度

ずつ短くして、末端部が厚くならないようにし、次に幅100mm程度の網状アスファルトをルーフィ

ングを増張りし、溶融アスファルトで目潰し塗りをして押さえた後、端部にシール材塗り付ける。

　　　なお、監督員の承諾を受けて、端部を押え金物で押さえるばあいは、所定の位置に各層の端部

をそろえ、押え金物で固定した上に、シール材を充てんする。

　イ　各屋根保護防水工法における防水層の立ち上がり部の納まりは、所定の位置に各層の端部をそ

ろえ、押え金物で固定した上に、シール材を充てんする。

　ウ　押え金物は、ステンレスビスを用いて両端を押さえ、間隔450＠程度に留め付ける 。

(4)　ルーフドレン、配管等との取り合いは、次による。

　ア　各層を、よくなじませながら入念に施工する。

　イ　ルーフドレン周りは、最下層にドレンのつばとスラブ面の両方に張り掛けるように300mm以上に

ストレッチルーフィングで増張りし、平場のルーフィング類を張り重ねる。

　また、ドレン回りの増し張りとパラペットの入隅の増し張りとが重なる部分は、一方を省略す

ることができる。

　なお、絶縁工法におけるあなあきルーフィングは、増し張りしたルーフィングに突付けとする。

　ウ　配管周りは、最下層に網状アスファルトルーフィングを増張りし、配管の根元の平場にスト

 レッチルーフィングを150mm程度張り掛けて増し張りする。なお、絶縁工法におけるあなあきルー

フィングは、増し張りしたストレッチルーフィングに突付けとする。

　配管回りの立上がりの納まりは、所定の位置に防水層の端部をそろえて銅線で防水層端部を締

め付け、上部にシールを塗り付ける。
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10.2.5 1　入隅部分に成形緩衝材を設ける。

保護層等の施工 2　断熱材の張り付け

(1)　断熱材は、隙間のないように、最終工程のアスファルトにより入隅の成形緩衝材取り合い部分

　まで張り付ける。

(2)　ルーフドレン回りは、カッターナイフなどを用いて、丁寧に欠き取る。

3　絶縁用シートの敷き込み

(1)　絶縁用シートは、立ち上がり面等に30㎜程度張り上げる。

(2)　ポリエチレンフィルムは、防水層の施工完了後、重ね幅100㎜程度をとって敷き並べ、接着テー

　プ、シール材等で要所を固定する。必要に応じて強風時の剥離、浮揚防止のため、重ね部分等の要

　所をモルタルで押さえる。

(3)　フラットヤーンクロスは、断熱材の上に重ね幅100㎜程度重ねて敷き並べ、接着テープ等で要所

　を固定する。

4　平場の保護コンクリート

(1)　保護コンクリート中に溶接金網を敷き込む。溶接金網の重ねは、1節半以上かつ150㎜以上とする。

(2)　コンクリートの厚さは、特記による。

(3)　こて仕上げとする場合は、第16章3節「床コンクリート直均し仕上げ」による。

5　立ち上がり部の保護は次により、適用は特記による。

(1)　乾式保護材を用いる場合は、材料製造所の仕様による。

(2)　れんが押えとする場合は、次による。

　ア　れんがの目地幅は、10mmとする。

　イ　れんが積みは、半枚積みとし、縦目地が、芋目地にならないように、れんが割りをする。

　ウ　れんがは、付着物を除去し、必要に応じて給水させる。

　エ　下地面の清掃を行った後、敷モルタルを行い、平らに積み上げる。

　オ　れんが積みは、防水層から20mm程度離し、その隙間には、モルタルを適切に充填する。

　カ　寒冷期の施工は、16.1.3「養生」の3による。

　キ　養生は、9.2.13「養生」による。

6　伸縮調整目地

(1)　屋根防水保護層には、伸縮調整目地を設ける。伸縮調整目地の割り付けは、周辺の立ち上がり部

等の仕上がり面から600㎜以内の位置とし、中間は縦横間隔3,000mm内外とする。また、伸縮調整

目地は、排水溝を含めて、立ち上がりの仕上がり面に達するものとする。

(2)　目地は成形伸縮目地材とし、目地材製造所の仕様により所定高さに設置する。

7　屋上排水溝は次により、適用は特記による。

(1)　排水溝は、モルタル金ごて仕上げとし、厚さは水下で40mm以上とする。また、鉄線径2.6mm、網目

　寸法50mmの溶接金網を敷き込む。

(2)　排水溝は、原則として1/200以上の水勾配をとる。
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３節　改質アスファルトシート防水

10.3.1 　この節は、改質アスファルトルーフィング類を用いて施工する露出防水のうち、トーチ工法及び自

適用範囲 着工法に適用する。

10.3.2 　防水層の工法による種類及び工程による種別は、１から3による。

防水層の種類 １　屋根露出防水密着工法（トーチ工法）の種別及び工程は、10.3.1表による。

種別及び工程

10.3.1表　屋根露出防水密着工法（トーチ工法）の種別及び工程

改質アスファルトシート 改質アスファルトシート

（非露出複層防水用） （露出複層防水用）

改質アスファルトシート

（露出複層防水用）

（注）ALCパネルの場合は、工程1を(　)内とする。

2　屋根保護防水密着工法（自着工法）の種別及び工程

10.3.2表　屋根保護防水密着工法（自着工法）の種別及び工程

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート

（非露出複層防水用）

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート

（非露出複層防水用）

（注）1 立上がり部は、工程を省略する。

　2 工程及び工法は、特記による

　3 ALCパネルの場合は、工程1を(　)内とする。

4 仕上塗材塗り -

種別

工程

-0.3

S・PF－2

4

5

材料・工法
使用量

(㎏/㎡)

アスファルトプライマー塗り
0.2

(0.4)

絶縁用シート（注1）

保護層（注2）

-

-

-

-

1

2

3

1 プライマー塗り
0.2

プライマー塗り
0.2

(0.4) (0.4)

0.3
-

2 -

3 仕上塗材塗り

-

種別

工程 材料・工法
使用量

(㎏/㎡）
材料・工法

AS-1 AS-2

使用量

(㎏/㎡）
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3　屋根露出防水絶縁工法（自着工法）の種別及び工程

10.3.3表　屋根保護防水密着工法（自着工法）の種別及び工程

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート

（非露出複層防水用）

粘着層付改質アスファルトルーフィングシート

（露出複層防水用）

（注）1 脱気装置を設ける場合は、材質及び設置数量は、特記による。

　2 ALCパネルの場合は、工程1を(　)内とする。

10.3.3 1　改質アスファルトシートは、JIS A　6013（改質アスファルトルーフングシート）により種類及び

材料 　厚さは特記による。特記がなければ次による。

(1)　種別AS-1の場合、下層用は非露出複層防水用R種、厚さ2.5mm以上、上層用は露出複層防水用R種、

　厚さ3.0mm以上とする。

(2)　種別AS-2の場合、露出単層防水用R種、厚さ4.0mm以上とする。

(3)　種別S・PF-2の場合、下層用、上層用共非露出複層防水用R種、厚さ1.5mm以上、上面にはフィル

　ム又は鉱物質粉粒を付着させたものとする。

(4)　種別S・MS-2の場合、下層用は非露出複層防水用R種（絶縁工法用）厚さ1.5mm以上、上層用は露

　出複層防水用R種、厚さ2.0mm以上、上面には砂を付着させたものとする。

(5)　自着工法の場合、下層用は片面又は両面に粘着層の付いたもの、上層用は裏面に粘着層の付いた

　ものとする。

2　種別AS-1、AS-2の場合の増張用シートは、非露出複層防水用R種、厚さ2.5mm以上とする。

3　その他の材料

　プライマー、シール材等その他の補助材料は、改質アスファルトシート製造所の指定する製品とす

　る。

　なお、仕上塗料は特記とする。

10.3.4 1　プライマー塗りは、10.2.4の2による。

施工 2　改質アスファルトルーフィングの張付け

(1)　平場の張付け

　ア　トーチ工法による改質アスファルトシートの張付けは、トーチバーナーで改質アスファルトシー

ト裏面及び下地を均一にあぶり、裏面の改質アスファルトを溶融させながら平均に押し広げて密

着させる。

　イ　自着工法による改質アスファルトシートの張付けは、はく離紙を取り除きながら接着させる。

気泡及びしわを生じないように注意して張付け、ローラー等で十分下地に圧着する。必要に応じ

重ね部分をトーチバーナーで加熱して張り合わせ、ゴムアスファルト系シール材を塗り付ける。

　ウ　改質アスファルトシートの重ね幅は、縦横共100mm以上とし、原則として、水勾配に逆らわない

よう接合する。2層の場合は、上下層の改質アスファルトシートの接合部が重ならないようにする。

　エ　改質アスファルトの重ね部の張付けは、改質アスファルトがはみ出す程度まで十分にあぶり溶

融させて、水密性が確保できるように密着させる。

(2)　立上がり部の張付け

　ア　改質アスファルトシートの張付け、重ね幅及び重ね部の張付けは、（1）による。

　イ　末端部は、各層のシートを所定の高さに止め、押え金物で固定した上に、シール材を充てんする。

2 -

3 -

4 仕上塗料塗り 0.3

種別 S・MS－2

工程 材料・工法
使用量

(㎏/㎡)

1 アスファルトプライマー塗り
0.2

(0.4)
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(3)　ルーフドレン、配管等の取り合い

　ア　ルーフドレン回りは、増し張り用シートを、ドレンのつばとスラブ面の両方に張り付ける。

　イ　配管回りは、幅150mm程度の増し張り用シートを、下地面に50mm程度張り掛けて、パイプ面に張

り付ける。更に、配管周囲150mm程度の下地面に増し張り用シートを張り付ける。

　ウ　配管回りの防水層立上がり部分は、増し張りを行った後、改質アスファルトシートを張り付け

る。砂付ルーフィングは、平場部へ100mm張り掛け、立上がり上端部は、ステンレス製既製バンド

で防水層を締め付け、その上端をゴムアスファルト系シール処理を行う。

3　仕上塗料塗り

　仕上塗料は、改質アスファルトシートを張り付けた後、はけ、ローラーばけ等を用いてむらなく塗

り付ける。

4　1から3までに定める以外は、2節「アスファルト防水」によるほか、改質アスファルトシート製造

　所の仕様による。

４節　合成高分子系ルーフィングシート防水 

10.4.1 　この節は、合成高分子系ルーフィングシート（均質シート又は複合シート）を用いて施工する露出

適用範囲 防水に適用する。

10.4.2 1　防水層の工法及び工程による種別は特記による。ただし、ALCパネル下地の場合は、機械的固定工

種別及び工程 　法は適用しない。また、工程は、10.4.1表による。   

10.4.1表　合成高分子系ルーフィングシート防水の工法、種別及び工程

(㎏/㎡)

 （注）1　ALCパネルの場合は、工程1は（　）内の量とする。

2 S-F1の場合で粘着層付又は接着剤付加硫ゴム系ルーフィングシートを使用する場合は、工程2の接着剤使用量

を0.2kg／㎡（下地面のみ）とする。

- -

- -

-

使用量 使用量

- -

-

-

-- -

(㎏/㎡)

使用量

(㎏/㎡)

0

-

-

使用量

(㎏/㎡)

-

-

(0.3)

0.4 - -

工法

種別

工程

1

2

使用量

(㎏/㎡)

0.2

(0.3)

0.4接着剤塗布

接着工法

S－F1 S－F2

ﾌﾟﾗｲﾏー塗り

3

加硫ゴム系
ルーフィン
グシート張

付け

塩化ビニル
樹脂系ルー
フィング

シート張付
け

加硫ゴム系
ルーフィン
グシートの
固定金具に
よる固定

塩化ビニル
樹脂系ルー
フィング

シートの固
定金具によ

る固定

熱可塑性エ
ラストマー
系ルーフィ
ングﾞシート
の固定金具
による固定

仕上塗料塗り -

-

仕上塗料塗り4 0.25 - 0.25 - -

（ﾌﾟﾗｲﾏー塗り）

接着剤塗布 -

機械的固定工法

S-M1 S-M2 S-M3

材料・工法 材料・工法 材料・工法 材料・工法 材料・工法
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10.4.3 1　ルーフィングシートは、JIS A 6008（合成高分子系ルーフィングシート）により、種類及び厚さは、

材料 　特記による。特記がなければ、ルーフィングシート厚さは、種別S-F1の場合は1.2㎜、S-F2の場合は

　2.0㎜、S-M2の場合は1.5㎜とする。

2　絶縁用シートの材質は、特記による。特記がなければ、発泡ポリエチレンシートとする。

3　その他の材料

　プライマー、増張り用シート、成形役物、接着剤、仕上塗料、シール材、固定金具及び絶縁用テー

プ等は、ルーフィングシート製造所の製品とする。

10.4.4 1　下地

施工 (1)　防水層の下地は、10.2.4の1による。ただし、入隅は直角とし、出隅は面取りとする。

(2)　ルーフドレン、配管等に施されている塗料で、接着剤で溶解するおそれのあるものは、ルーフィ

　ングシートの張付けに先立ち、ワイヤーブラシ又は溶剤を用いて除去する。

2　プライマー塗り（接着工法）

　プライマーは、下地の清掃を行い、下地乾燥後、ローラーばけ等を用いて、当日の施工範囲をむら

  なく塗布する。

3　接着剤の塗布（接着工法）

(1)　下地に塗布する場合は、プライマーの乾燥後、ローラーばけ、くしべら等を用いて、当日の施工

　範囲をむらなく塗布する。

(2)　ルーフィングシートに塗布する場合は、ローラーばけ、くしべら等を用いる。

4　目地処理（接着工法）

　　ALCパネルの下地で種別S－F1及びS－F2の場合は、ルーフィングシート張り付けに先立ち、パネル

  　短辺の目地部に幅50㎜程度の絶縁用テープを張り付ける。なお、PCコンクリート部材下地の場合は、

　特記による。

5　増張り

(1)　出隅及び入隅の角の補強は、次による。

　ア　種別S－F1及びS－M2の場合は、ルーフィングシートの張り付けに先立ち、200㎜角程度の強張り

用シートを増張りする。

　イ　種別S－F2及びS－M2の場合は、ルーフィングシート施工後に、成形役物を張り付ける。

(2)　種別S-F1及びS-M1の場合、ルーフドレン、配管等と防水下地材との取り合いは、シートの張り付

　けに先立ち次の処理をする。

　ア　ルーフドレン回りは、幅100㎜程度の増張り用シートをドレンと下地に割り振り、張り付ける。

　イ　配管回りは、幅100㎜程度の増張り用シートを下地面に20㎜程度張り掛け、張り付ける。

6　一般部のルーフィングシートの張付け

(1)　接着工法の場合は、塗布した接着剤のオープンタイムを確認して、ルーフィングシートに引張り

　を与えないよう、また、しわを生じないように張り付け、ローラー等で接着させる。

(2)　機械的固定工法の場合は、次による。

　ア　建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法は、特記による。

　イ　絶縁用シートを敷き並べた後に、アに基づき、固定金具を用いてルーフィングシートを固定す

る。ルーフドレン周りは、ルーフドレン周囲から300㎜程度の位置に固定金具を設けて、これに

ルーフィングシートを固定する。ただし、種別S-M1、S-M2、S-M3は、原則として、絶縁シートを

敷設しない。

(3)　ルーフィングシートの重ね幅等は、次による。

　ア　種別S－F1及びS―M1の場合

　重ね幅は、縦横とも100㎜以上とする。ただし、立ち上がりと平場の重ね幅は、150㎜以上とす

る。ルーフィングシートが3枚重ねとなる部分は、内部の段差部分にシール材を充てんする。

　イ　種別S－F2及びS―M2の場合

　重ね幅は、縦横とも40㎜以上とし、接合部は熱融着又は溶剤溶着により接合し、その端部をひ

も状又は液状シール材でシールする。ルーフィングが3枚重ねとなる部分は、熱融着して重ね部の

隙間をなくす。
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7　立ち上がり部及び立ち下がり部の防水末端部の処理

　　立ち上がり部は、その端部にテープ状シール材を張り付けた後にルーフィングシートを張り付け、

 　末端部は押さえ金物で固定した上、シール材を充てんする。ただし、立上がり部を機械的固定工法

　で施工する場合は、その端部にテープ状シール材を張り付けた後に固定金物を固定し、ルーフィン

　グシートを固定金具に対して溶剤溶着又は熱融着により張り付け、末端部はシール材を充てんする。

8　仕上塗料

　仕上塗料は、ルーフィングシートを張り付けた後、ローラーばけ等を用いて、むらなく塗り付ける。

9　1から8まで以外は、ルーフィングシートの製造所の仕様による。

５節　塗膜防水

10.5.1 　この節は、屋根用塗膜防水材（ウレタンゴム系、ゴムアスファルト系）を用いて施工する塗膜防水

適用範囲 に適用する。

10.5.2 1　ウレタンゴム系塗膜防水

種別及び工程 (1)　露出防水に適用するウレタンゴム系塗膜防水の種別は特記により、それぞれの工程は、10.5.1

表による。

10.5.1表　ウレタン系塗膜防水の種別及び工程

接着剤塗り通気

緩衝シート張り

ー ー 仕上塗料塗り

（注）1　表中のウレタンゴム系防水材塗りの使用量は、硬化物比重が1.0である材料の場合を示して

おり、硬化物比重がこれ以外の場合にあっては、所要塗膜厚を確保するように使用量を換算

する。

　2　立上がり部は全て、種別X－2とし、工程3及び工程4を( )内とする。

　3　ウレタンゴム系防水材塗りについては、工程数を増やすことができる。

(2)　種別X－1における脱気装置の種類及び設置数量は、特記による。

2　ゴムアスファルト系塗膜防水

(1)　ゴムアスファルト系塗膜防水の種別は、地下外壁防水にはY－1を、屋内防水にはY－2を適用し、

　それぞれの工程は10.5.2表による。

X－1

ウレタンゴム系防水
材塗り（Ⅰ類）

ウレタンゴム系防水
材塗り

1

2

3

（0.8）
注2

ウレタンゴム系防水
材塗り

4

材料及び工法

仕上塗料塗り

使用量

（㎏/㎡）

0.3

1.5
注1

1.5
注1

0.2

種別

工程

X－2

材料及び工法
使用量

5 0.2

（㎏/㎡）

0.2

0.3

ウレタンゴム系防水
材塗り（Ⅰ類）

プライマー塗り

ウレタンゴム系防水
材塗り補強布張り

1.5
注1

（0.9）
注2

1.2
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10.5.2表　ゴムアスファルト系塗膜防水の種別及び工程

ゴムアスファルト ゴムアスファルト

防水材塗り 防水材塗り補強布張り

ゴムアスファルト

防水材塗り

仕上塗料塗り

保護コンクリート

又は保護モルタル

（注）1　表中のゴムアスファルト防水材塗り使用量は、固形分が60％（質量）の材料の場合を示して

おり、固形分がこれ以外の場合にあっては、所要塗膜厚を確保するように使用量を換算する。

　2　工程数及び各工程の使用量は、主材料製造所の仕様による。

(2)　種別Y－2の保護層（工程4及び工程5）の採用は、特記による。

10.5.3 1　主材料

材料 　塗膜を形成する材料はJIS A 6021（建築用塗膜防水材）の屋根用　により、種類はウレタンゴム系

1類、ウレタンゴム系2類及びゴムアスファルト系とし、使用部位による区分は、平場は一般用又は共

用、立ち上がり部は立ち上がり用又は共用とする。

 2　トレンチピット等に使用する塗膜防水材は、ポリマーセメント系防水材とする。

 3　保護緩衝材

　　地下外壁防水の保護に使用する保護緩衝材の材質は、補強クロス付ポリエチレン発泡材とし、厚　

　さ5㎜以上のものとする。

 4　保護シート

　　屋根防水の保護に使用する保護シートは、10.2.3の12によるポリエチレンフィルム又はフラット

　ヤーンクロスとする。

 5　その他の材料

　　プライマー、補強布、接着剤、通気緩衝シート、この節でいうシーリング材、仕上塗料等は、主

　材料製造所の指定する製品とする。

10.5.4 1　下地

施工 (1) 防水層の下地は、10.2.4の1による。ただし、入隅は直角に、出隅は丸面又は45度に仕上げる。

(2)　ルーフドレン、便器、配管等と防水下地材との取り合いは、シーリング材で処置する。

2　プライマー塗りは、10.4.4の2による。

3　下地の補強

(1)　コンクリートの打ち継ぎ箇所及び著しいひび割れ箇所は、U字形にはつり、シーリング材を充て

　んした上、幅100㎜以上の補強布を用い、補強塗りを行う。

(2)種別Y－1の下地の出隅及び入隅の部分は、幅200㎜以上、その他の場合は幅100mm以上の補強布を用

　いて、補強塗りを行う。

　　なお、種別Y－1の補強塗りは、補強布を省略することができる。

(3)　ルーフドレン、配管等の取り合いは、100㎜以上を補強布を用い、補強塗りを行う。

4　防水材塗り

(1)　防水材は、製造所の仕様により、可使時間に見合った量及び方法で練り混ぜる。

(2)　防水材塗りは、材料に見合った方法で均一に塗り付ける。なお、種別X－2及びY－2の場合は、補

　強布を張りながら塗り付ける。

使用量

7.0
注1

4.5
注1

0.2

（㎏/㎡）

5

4

ー

ー

ー ー

ー

ー

Y－1 Y－2

（㎏/㎡）
材料及び工法

1 プライマー吹付け又は塗り 0.2 プライマー塗り

材料及び工法

保護緩衝材3

ー

2

種別

工程
使用量
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(3)　塗り継ぎの重ね幅は100㎜以上とし、補強布の重ね幅は50㎜以上とする。

  (4)種別X-1、X-2の立上がり部においては、平場部との取り合いから100mm程度の高さまで、防水材の

　塗増しを行う。

 5　1から4までに定めるもの以外は、主材料の製造所の仕様による。

６節　モルタル防水

10.6.1 　軒先、バルコニー床・巾木・笠木、廊下床・巾木、笠木、受水槽内部等で、特記によりモルタル防

責任施工 水と指定された部位においては、工事完了時に1.1.8「保証書」の定める保証書を提出する。

10.6.2 1　防水剤は、JIS A 1404（建築用セメント防水剤の試験方法）に合格したものとする。

材料 2　その他の材料は、第16章2節「モルタル塗り」に準ずる。

10.6.3 1　施工面は、十分に清掃を行うとともに、コンクリート打ち継ぎ箇所及びき裂箇所は、シーリング等

施工 　の適切な下地処理を行う。

2　床はドレンに向け、十分排水勾配をとること。

3　手摺脚部はシーリング処置する。

4　壁、柱、幅木は、特記による。特記がなければ、掃出口サッシは、サッシ下端まで、手摺は立上が

　り及び上端まで施工する。ただし、コンクリートの手摺は幅木までとする。

７節　シーリング

10.7.1 　この節は、不定形弾性シーリング材（以下「シーリング材」という。）を用い、部材の接合部、目

適用範囲 地部の充てん等のシーリングに適用する。

10.7.2 1　シーリング材は、JIS A 5758（建築用シーリング材）とし、有効期限を過ぎたものは使用しない。

材料 　

2　シーリング材の種類及び施工箇所は、特記による。特記がなければ、種類は被着体に応じたものと

　し、10.7.1表を標準とする。ただし、カーテンウォール目地及び外装壁タイル接着剤張り目地の場

　合を除く。

3　2成分形シーリング材の基材及び硬化剤は、製造所の指定する配合による。

4　塗膜防水に用いるシーリング材は、10.5.3.5による。外装壁タイル接着剤張りに用いるシーリング

　材は、第12章タイル工事による。
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10.7.1表　被着体の組合せとシーリング材の種類

ガ　ラ　ス

外壁乾式工法の目地

上記以外の目地

プレキャストコンクリート

石・タイル　　　　　

（注）1　材料引張強度の低いものは、50％モジュラスが材料引張強度の1/2以下のものを使用する。

なお、被着体がALCパネルの場合は、50％モジュラスが0.2N/㎡以下とする。

　2　現場施工のシーリング材と打ち継ぎが発生する場合の工場シーリング材を示す。

　3　シーリング材の種類は、JIS A 5758（建築用シーリング材）による。

　4　「仕上げあり」とは、シーリング材表面に仕上塗材、吹き付け又は塗装等を行う場合を示す。

　5　異種シーリング材が接する場合は、監督員と協議する。

5　補助材料

(1)　プライマーは、主材製造所の指定する製品とし、被着体（塗装してある場合は、塗料）に適した

　ものとする。

(2)　バックアップ材は、合成樹脂製又は合成ゴム製でシーリング材に変色等の悪影響を及ぼさず、

　かつ、シーリング材と接着しないものとし、使用箇所に適した形状で、裏面に接着剤が付いていれ

　ば目地幅より1㎜程度小さいもの、接着剤の付いていないものは目地幅より2㎜程度大きいものとす

　る。

(3)　ボンドブレーカーは、紙、布、プラスチックフィルム等の粘着テープで、シーリング材と接着し

　ないものとする。

ALC

押出成形セ
メント板

　押出成形セメ
ント板

仕上げなし

ポリウレタン系

タイル タ イ ル

アルミニウム製建具等の工場シール注2
PS－2 ポリサルファイド系

PU－2 ポリウレタン系

MS－2 変性シリコーン系

仕上げあり
注4

変性シリコーン系

ポリウレタン系

PU－2

MS－2

PU－2

MS－2

PU－2

　押出成形セメ
ント板

仕上げなし

ALC
仕上げなし

仕上げあり
注4

コンク
リート

押出成形セメント板 MS－2

SR－1

MS－2

PS－2

MS－2

PS－2

PU－2

PS－2

MS－2

変性シリコーン系

ポリサルファイド系

変性シリコーン系

ポリウレタン系仕上げあり
注4

変性シリコーン系

ALC
仕上げなし

仕上げあり
注4

ガラス

石石

打ち継ぎ目地ひ
び割れ誘発目地

仕上げなし

仕上げあり
注4

シリコーン系

変性シリコーン系

ポリサルファイド系

変成シリコーン系

ポリサルファイド系

ポリウレタン系

変成シリコーン系

方　立　目　地 SR－2

被　着　体　の　組　合　せ

シリコーン系

金属

変性シリコーン系

PU－2仕上げあり
注4 ポリウレタン系

シリコーン系

変性シリコーン系

仕上げなし

記号

シーリング材の種類

上記以外の目地
金　　　属

コ ン ク リ ー ト
MS－2

ガ ラ ス

石 ・ タ イ ル

SR－1

MS－2

ALC

成分による区分

MS－2
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10.7.3 1　シーリング材の目地寸法は、特記による。特記がなければ、次による。

目地寸法 (1)　コンクリートの打ち継ぎ目地及びひび割れ誘発目地は、幅20㎜以上、深さ10㎜以上とする。

(2)　ガラス回りの目地は17.5.2「ガラス溝の大きさ」による場合を除き、幅・深さとも5mm以上とす

　る。　

(3)　(1)及び(2)以外の箇所の目地は、幅・深さとも10㎜以上とする。

10.7.4 1　施工一般

施工 (1)　降雨、多湿等により結露のおそれがある場合は、作業を中止する。

(2)　プライマーの塗布及び充てん時に被着体が、5℃以下又は50℃以上になるおそれのある場合は、

　作業を中止する。やむを得ず作業を行う場合は、仮囲い、シート覆い等による保温又は断熱を行う

　等の必要な措置を採り、監督員の承諾を受けて作業を行うことができる。

(3)　充てんは、原則として吹き付け等の仕上げ前に行う。ただし、仕上げ後に充てんする場合には、

　目地周囲を養生し、はみ出さないように行う。

2　下地処理

(1)　下地が十分乾燥したのち、油分、ほこり、モルタル、塗料等の付着物及び金属部のさびを除去

　清掃する。

(2)　目地深さがシーリング材の寸法より深い場合は、バックアップ材を装着し、所要の深さが得られ

　るようにする。

(3)　目地深さが所要の寸法の場合は、目地底にボンドブレーカーを用いて二面接着とする。

　ただし、動きの小さい打ち継ぎ目地、ひび割れ誘発目地、建具枠周囲等の場合は、三面接着とする

　ことができる。

3　プライマー塗り

　プライマーは、下地処理後、被着体に適したものを塗り残しのないよう均一に塗布する。

4　充てん

(1)　充てんは、プライマー塗布後、主材の製造所の指定する時間内に行う。

(2)　プライマー塗布後、ごみ、ほこり等が付着した場合又は当日充てんができない場合は、再清掃

　し、プライマーを再塗布する。

(3)　2成分形シーリング材は、主材の製造所の指定する配合により、練混ぜて可使時間内に使用する。

　 また、練り混ぜたシーリング材は、1組の作業班が1日に行った施工箇所を1ロットとして、各ロット

  ごとにサンプリングを行い、サンプリング資料を整理して監督員に提出する。

(4)　充てん用のガンのノズルは、目地幅に適したものを使用し、隅々まで行きわたるように加圧しな

　がら充てんする。

(5)　充てん後は、へらで押さえ、下地と密着させて表面を平滑に仕上げる。

(6)　目地には、必要に応じて養生テープを張り、へら押さえの後直ちに取り除く。

(7)　目地への打ち始めは、原則として目地の交差部あるいは角部から行い、隙間、打ち残し、気泡が

　ないよう目地の隅々まで充てんする。

　　なお、打ち継ぎ箇所は、目地の交差部及び角部を避けてそぎ継ぎとする。

(8)　充てん箇所以外の部分に付着したシーリング材は、直ちに取り除く。ただし、シリコン系シーリ

　ング材は、硬化後に取り除く。

5　養生

　ほこりの付着、汚損のおそれのある場合は、必要に応じて養生を行う。

6　外部シーリングの施工後の確認は、次による。

(1)　目地に対して正しく充てんされていることを目視で確認する。

(2)　シーリング材の硬化及び接着状態を指触等で確認する。

(3)　(1)及び(2)の結果、不具合があった場合は、監督員と協議を行う。
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10.7.5 1　外部に面するシーリング材は、施工に先立ち、接着性試験を行う。ただし、同じ材料の組合せで実

シーリング 　施した試験成績書がある場合は、監督員の承諾を受けて、試験を省略することができる。

の試験 2　接着性試験は次により、適用は特記による。特記がなければ、簡易接着性試験とする。

(1)　引張接着性試験

　　JIS A 1439（建築用シーリング材の試験方法）による引張接着性試験とし、被着体は使用する材

　料と同様に製作されたものとする。

(2)　簡易接着性試験

　ア　被着体は、実際の部材又は化粧見本とする。

　イ　10.7.1図によりセロハンテープを張り、プライマーを塗布する。

　ウ　角形バックアップ材を取り付け、セロハンテープ面及びプライマー塗布面にシーリング材をシ

ールし、シーリング材が弾性を発現するまで硬化させる。

　エ　硬化後、10.7.1図のように、シーリング材を180度回転させ、手で引っ張る。

　オ　シーリング材が凝集破壊した場合に、接着性を合格とする。

10.7.1図　簡易接着性試験

硬化養生硬化養生硬化養生硬化養生

セロハンテープセロハンテープセロハンテープセロハンテープ
角形角形角形角形バックアップバックアップバックアップバックアップ

シーリングシーリングシーリングシーリング材材材材
角形角形角形角形バックアップバックアップバックアップバックアップ

被着体被着体被着体被着体（（（（建物建物建物建物でででで使用使用使用使用するもするもするもするも

引張方向引張方向引張方向引張方向
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第11章　石　工　事

１節　一般事項

11.1.1 　この章は、現場打ちコンクリートの表面に、天然石又はテラゾ（以下この章において「石材」とい

適用範囲 う。）を取り付ける工事に適用する。

11.1.2 1　石材の割り付けは、特記による。特記がなければ、次により石材を割り付ける。

施工一般 (1)　水平打ち継ぎ部、異種下地の取り合い部等は、原則として一枚の石材が、またいで取り付けられ

　ないようにする。

(2)　開口部周りは、建具等と取り合いよくする。

2　石材の加工

(1)　合端の見隠れ部分は、ひきはだ又は製作のままとし、地中その他の材料等にのみ込みとなる部分

　は、原則として15㎜以上を見掛かりと同程度の仕上げとする。ただし、粗面仕上げの場合は特記に

　よる。

(2)　石材に設ける金物用の穴開け、道きり、座掘り等は、据付け前に加工する。

3　下地面の精度

　石材を取り付ける下地面の寸法精度の標準値は、11.1.1表による。

11.1.1表　部位及び工法ごとの下地面の寸法精度（単位：ｍｍ）

部　位

11.1.3 1　外壁取付けの際は、雨、雪等がかかるおそれのある場合は外壁面の施工箇所をシートで覆う。

養生 2　仕上げ表面は、必要に応じてポリエチレンシート等で養生し、汚染を防止する。出隅等破損のおそ

　れのある部分にはクッション材及び養生カバーを取り付ける。

3　床の敷石終了後は、モルタルが硬化するまで歩行しない。

4　寒冷期の施工は、16.1.3「養生」の3による。

11.1.4 1　取付け終了後は、適切な時期に清水を注ぎかけ、ナイロンブラシを使用して付着した汚れやセメン

清掃 　トモルタル等を除去する。

2　石面の清掃には原則として酸類を使用しない。ただし、花こう岩類の場合で、やむを得ず酸類を使

　用する場合は、周辺の金物を養生し、石面に清水を注ぎ掛けたあと酸洗いをし、石面に酸類が残ら

　ないように十分に水洗いをする。

3　屋内で本磨きの場合は、乾燥した布で清掃する。

　なお、床の汚れ防止とつや出しにワックスを使用する場合は、特記による。

２節　材　　料

11.2.1 1　天然石

石材 (1)　石材はJIS A 5003（石材）により、品質は、特記による。特記がなければ、床用石材は2等品、

　その他は1等品とする。

(2)　石材の種類は特記による。

(3)　石材の形状及び寸法は、特記による。特記がなければ、形状は正方形に近い矩形石材とし、その

　大きさは石材1枚の面積が0.8㎡以下とする。

(4)　石材の表面仕上げは11.2.1表及び11.2.2表により、その適用は特記による。特記がなければ、床

　用石材は、粗磨きとする。

外　壁 ±15㎜ ±10㎜ - -

外壁湿式工法 乾式工法 内壁空積工法 床及び階段の石張り

床 - - - ±10㎜

内　壁 - ±10㎜ ±15㎜ -
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2　テラゾ

(1)　テラゾブロック及びテラゾタイルは、JIS A 5411（テラゾ）による。

(2)　種石の種類及び大きさは、特記による。特記がなければ、種類は大理石に、大きさは1.5㎜～12㎜

　とする。

(3)　形状、寸法

　ア　テラゾブロックの形状による区分、仕上げ面による区分及び寸法は、特記による。

　イ　テラゾタイルの寸法による区分は、特記による。

(4)　テラゾブロックおよびテラゾタイルの表面仕上げは11.2.2表により、その適用は特記による。

11.2.1表　石材の粗面仕上げの種類

加工前の

石厚の目安

100㎜角の中にのみ跡が5個

100㎜角の中にのみ跡が25個

100㎜角の中にのみ跡が40個

16目びしゃん（30㎜角に 手加工

対し）で仕上げた状態 35㎜以上40㎜以下

25目びしゃん（30㎜角に

対し）で仕上げた状態 機械加工35㎜

1～4枚刃でたたき仕上げた 以上

状態

手加工又は機械

ジェットバー 加工

ナー仕上げ バフ仕上げの有

無は特記による。

超高圧水で表面を切削した

状態

矢又はシャーリングで割って

凹凸のある状態

仕上げの種類 仕 上 げ の 程 度 仕上げの方法 石材の種

の
み
切
り

大のみ

手加工
60㎜以上

中のみ 花こう岩

小のみ 50㎜以上

び
し
ゃ
ん

荒びしゃん

花こう岩
細びしゃん

手加工又は

機械加工

小たたき
35㎜以上 花こう岩

ウォーター
機　械　加　工 27㎜以上 花こう岩

ジェット

表面のはじけ具合が大むらの
ないもの

27㎜以上 花こう岩

砂又はショットを吹き付けて
荒らした状態

ブラスト 機　械　加　工 27㎜以上

花こう岩

大　理　石

砂　岩

割　り　肌
手加工又は

120㎜以上
機械加工

花こう岩

砂　岩
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11.2.2表　石材の磨き仕上げの種類

石材の種類

F20～F30の炭化けい素と石又は同程度の仕上げとなる 花こう岩

ダイヤモンドと石で磨いた状態

F100～F120の炭化けい素と石又は同程度の仕上げとな 大理石、砂岩、

なるダイヤモンドと石で磨いた状態 テラゾ

＃400～＃800の炭化けい素と石又は同程度の仕上げと 花こう岩、大理石、

なるダイヤモンドと石で磨いた状態 砂岩、テラゾ

＃800～＃1500の炭化けい素と石又は同程度の仕上げと

なるダイヤモンドと石で磨き 、更につや出し粉を用い、 テラゾ

バフで仕上げた状態

＃1000～＃1500の炭化けい素と石又は、同程度の仕上げ

となるダイヤモンドと石で磨き、更につや出し粉を用 大理石

い、バフで仕上げた状態

＃1500～＃3000の炭化けい素と石又は、同程度の仕上げ

となるダイヤモンドと石で磨き、更につや出し粉を用 花こう岩

い、バフで仕上げた状態

（注）目地合端には、糸面を付ける。

11.2.2 1　外壁湿式工法及び内壁空積工法用金物

取付金物 (1)　引き金物、だぼ及びかすがいの材質はステンレス（SUS304）とし、寸法は11.2.3表による。

　　なお、だぼの形状は、通しだぼとする。

(2)　受け金物の形状及び寸法は、特記による。特記がなければ、SS400、寸法形状はL－75×75×6(mm)

の加工、ℓ＝100㎜又はℓ＝150㎜程度とし、18.3.1表「鉄鋼面さび止め塗料の種別」のA種の1回塗

りを行う。

11.2.3表　外壁湿式工法及び内壁空積み工法用金物の種類及び寸法 （㎜）

金物

石種及び石厚

花こう岩　石厚40未満

大理石

テラゾブロック

埋め込み長さ25、働き長さ50

（注）（　）内は内壁空積工法の高さ3.0m以下の部分に適用

(3)　引き金物緊結用鉄筋は、5.2.1「鉄筋」による異形棒鋼のD10とし、空積工法の場合は、さび止め

　ペイント一回塗りとする。

2　乾式工法用金物

　乾式工法の方式による金物の種類、形状、寸法等は、11.2.4表により、方式の適用は特記による。

径3.2 径3.2 径3.2

埋め込み長さ20 埋め込み長さ20、働き長さ50
（径3.0）

か　す　が　い

仕上げの種類 仕　上　げ　の　程　度

粗磨き

水磨き

本磨き

引き金物 だぼ

花こう岩　石厚40以上 径4.0
径4.0 径4.0

埋め込み長さ25
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11.2.4表　乾式工法の方式金物の種類及び形状及び寸法

方

式

L-60×50×5加工 ℓ=60 FB－60×5加工

コンクリート直付け 1－M10 ナット留め 上端側:ｽﾗｲﾄﾞ機構 径5.0㎜

（緩み防止付） 下端側:固定 埋め込み

ルーズホール10.5×34 ルーズホール10.5×34 長さ20㎜

座金　径22×2程度 座金　径22×2程度

L-60×50×5加工 ℓ=60 FB－60×4加工

コンクリート直付け 1－M10 ナット留め 径4.0㎜

（緩み防止付） 通しダボ：上下固定 埋め込み

ルーズホール10.5×34 ルーズホール10.5×34 長さ20㎜

座金　径22×2程度 座金　径22×2程度

3　特殊部位用金物

(1)　特殊部位に利用する引き金物、だぼ、かすがい及び受け金物は、特記による。特記がなければ、

　1による。

(2)　吊り金物、化粧吊りボルトの材質及び形状は、特記による。特記がなければ、吊り金物は、ステ

　ンレス(SUS304)厚6㎜×80㎜加工、吊りボルトはステンレス(SUS304)M10、化粧ナット付とする。

(3)　特殊部位に使用する乾式工法金物は、特記による。特記がなければ11.2.4表によるとする。スラ

　イド方式とし、だぼの形式は通しだぼとする。

(4)　隔て板用金物

　ア　だぼは、材質をステンレス（SUS304）とし、寸法は径5㎜、埋め込み長さ30㎜以上とする。

　イ　隔て板上端の補強に使用するかすがいの材質は、ステンレス（SUS304）とし、寸法は径6㎜、働

き長さ60㎜、埋め込み長さ20㎜以上とする。

4　アンカーの形状及び寸法は特記による。特記がなければ、次による。

(1)　湿式工法及び空積工法に使用するアンカーは、SS400、M12とする。

(2)　乾式工法及び特殊部位に使用するアンカーは、ステンレス（SUS304）、M10とする。

5　あと施工アンカーの材質・寸法は、特記による。また、工法は、15.1.3「工法」の4による。

6　1から5まで以外の金物の材質、形状及び寸法は、特記による。特記がなければ、証明となる資料等

　を監督員に提出する。

11.2.3 1　セメントモルタル

その他の材料  (1)　セメント、砂、水及び混和材料は、16.2.2「材料」による。なお、白色系の大理石を使用する場

　合は、セメントは白色ボルトランドセメントとし、砂は寒水石粒等とする。

(2)　セメントモルタルの調合は11.2.5表による。

 

11.2.5表　セメントモルタルの調合（容積比）

目地幅を考慮して砂の粒径を定める。

(3)　混和材料を使用する場合は、混和材料の製造所の仕様による。

(4)　取付け用モルタル及び既調合の目地モルタルは特記による。特記がなければ、石材施工業者の指

　定する製品とし、実績等の資料を監督員に提出する。

裏 込 め モ ル タ ル 1 3

備　考

ス
ラ
イ
ド
方
式

ロ
ッ
キ
ン
グ
方
式

用　　　途 セメント 砂

フ　ァ　ス　ナ　ー だ　ぼ

一次ファスナー 二次ファスナー 形　式 寸法

目 地 モ ル タ ル 1 0.5

敷 き モ ル タ ル 1 4

貼 り 付 け 用 ペ ー ス ト 1 0
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2　石裏面処理材及び裏打ち処理材は、特記による。特記がなければ、石材施工業者の指定する製品と

　し、実績等の資料を提出する。

3　シーリング材は、第10章7節「シーリング」による。

4　外壁湿式工法に使用するドレインパイプの材質は、特記による。

5　金物の固定に使用する充てん材料は、特記による。特記がなければ、石材施工業者の指定する製品

　とし、実績等の資料を提出する。

３節　外壁湿式工法

11.3.1 　この節は、石厚70㎜以下の石材を湿式工法で高さ10ｍ以下の外壁に取り付ける工事に適用する。

適用範囲

11.3.2 1　石材の厚さは、特記による。特記がなければ、有効厚さ25㎜以上とする。

材料 2　石材の加工

(1)　引金物用の穴は、石材の上端の横目地合端に2箇所、両端部から100㎜程度の位置に設ける。

(2)　だぼ用の穴は、石材の上端の横目地合端に2箇所、両端部より150㎜程度の位置に設ける。

　石材の下端は、石の割り付けにより下段のだぼ位置に合わせる。

(3)　受金物用の座掘りは、石材の上端横目地合端に設ける。

(4)　石裏面処理及び裏打ち処理の適用は、特記による。

11.3.3 1　取付け代

施工  　石裏とコンクリート躯体との間隔は、40㎜を標準とする。

2　下地ごしらえ

(1)　下地ごしらえは次のアからウまでにより、その適用は特記による。特記がなければ、アの流し筋

工法とする。

　ア　流し筋工法

埋め込みアンカーを、縦横450㎜程度の間隔であらかじめコンクリート躯体に打ち込み、これに縦

筋を溶接する。石材の横目地位置に合わせて、横筋を配置し、これを縦筋に溶接して、引金物緊

結下地とする。

イ　あと施工アンカー工法

石材の引金物位置に合わせて、下地となるコンクリート躯体面にあと施工アンカーを打ち込み、引

金物緊結下地とする。

ウ　あと施工アンカー・横筋流し工法

石材の横目地位置に合わせて、引き金物取付位置から両側100㎜程度の箇所のコンクリート躯体面

にする。

(3)　溶接箇所には、18.3.1表「鉄鋼面さび止め塗料の種別」のA種のさび止め塗料を塗り付ける。

3　石材の取付け

(1)　下地清掃の後、最下部の石材（幅木又は根石）は、水平、垂直及び通りを正確に据付け、下端を

　取付け用モルタルで固定する。上端は、引き金物で下地に緊結した後、引き金物周りを取付け用モ

　ルタルで被覆する。

(2)　一般部の石材は、下段の石材の横目地合端に取り付けただぼに合わせて目違いのないように取り

　付ける。この際、目地幅に相当する厚さのスペーサーをかう。上端の固定は、(1)による。

(3)　出隅の石材の上端横目地合端には、かすがいを設ける。

(4)　石材と引き金物、だぼ及びかすがいの固定は、石材の施工業者の仕様により充てん材料を充てん

　する。
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4　裏込めモルタルの充てん

(1)　裏込めモルタルの充てんに先立って、目地からモルタルが流出しないように発泡プラスチック材

　等で目止めを行う。

(2)　裏込めモルタルの充てんは、石材1段積み上げるごとに行う。充てんの際、モルタルの圧力で石

　材が押し出されないように裏込めモルタルを2回から3回に分け、かつ、空隙ができないように充て

　んする。

5　目地

(1)　一般目地

　ア　目地幅は、特記による。特記がなければ、6㎜以上とする。

  イ　目地は、裏込めモルタルの硬化の程度を見計らい、順次目地をさらっておく。石材の化粧面を

汚染したときは、直ちに清掃する。

　ウ　目地詰め前に目地部の清掃を行う。目地にセメントモルタルを用いる場合は、空隙が生じない

ように十分押し込んで詰める。

　エ　特記により目地にシーリング材を用いる場合は、第10章7節「シーリング」によりシーリング材

の寸法は幅6㎜以上とする。

(2)　伸縮調整目地

　ア　伸縮調整目地の位置は、特記による。特記がなければ、12.1.1表「伸縮調整目地及びひび割れ

誘発目地の位置」による。

　イ　伸縮調整目地の構造は、発泡プラスチック材等を下地コンクリート面に達するまで挿入し、シー

リング材で仕上げる。

　ウ　シーリング材の目地寸法は、特記による。特記がなければ、10.7.3「目地寸法」の1(1)による。

４節　内壁空積工法

11.4.1 この節は、石厚70㎜以下の石材を空積工法で高さ4m以下の内壁に取り付ける工事に適用する。

適用範囲

11.4.2 1　石材の厚さは、特記による。特記がなければ、有効厚さ20㎜以上とする。

材料 2　石材の加工 

(1) 裏打ち処理の適用は、特記による。

(2) (1)以外は、11.3.2｢材料」の2による。

11.4.3 1 取付け代は、11.3.3「施工」の1による。

施工 2 下地ごしらえ

(1)　下地ごしらえは、11.3.3「施工」の2(1)イのあと施工アンカー工法又は、ウのあと施工アンカー・

　横筋流し工法とする。

(2)　受金物は、11.3.3「施工」の2(2)による。ただし、石材の積み上げ高さが3m以下の場合は、これ

　を省略することができる。

(3)　防錆処理は11.3.3「施工」の2(3)による。

3　石材の取付け

(1)　最下部の石材の取り付けは、11.3.3「施工」の3(1)による。

(2)　一般部の石材の取り付けは、11.3.3「施工」の3(2)による。

　　ただし、ねむり目地の場合はスペーサーに代えてビニルテープを横目地合端の上端に2箇所、両端

　部より125㎜程度の位置に張り付ける。

(3)　引き金物、だぼ、かすがいの取り合いは、次による。

　ア　引金物と下地の緊結部分は、石裏と下地面との間に50㎜×100㎜程度にわたって取付け用モルタ

ルを充てんする。

　イ　かすがいは、出隅部の上端横目地合端に設ける。

　ウ　石材と引き金物、だぼ及びかすがいの固定は、石材施工業者の仕様により充てんする。
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(4)　床面から高さ1,800mmまでの石材には、次の補強を行う。

　ア　幅1,200mm以上の場合は、横目地合端の上端中央に100×100（mm）程度の取付け用モルタルを充

　 てんする。

　イ　高さ1,000mm以上の場合は、縦目地合端等の片側中央に100×100(mm)程度の取付け用モルタルを

充てんする。

4　裏込めモルタルは、幅木裏には全面に、幅木のない場合は、最下部の石裏に高さ200㎜程度まで充

てんする。

5　目地

(1)　一般目地は、11.3.3「施工」の5(1)による。

(2)　伸縮調整目地

　ア　伸縮調整目地の位置は、特記による。特記がなければ、6mm以上とする。

　イ　ア以外は、11.3.3「施工」の5(2)のイ及びウによる。

５節　乾式工法

11.5.1 　この節は、石厚70㎜以下の石材を乾式工法で高さ31m以下の建物の外壁及び内壁に取り付ける工事

適用範囲 に適用する。

11.5.2 1　石材の厚さは、特記による。特記がなければ、外壁の場合は、有効厚さ30㎜以上、内壁の場合は、

材料 　有効厚さ25㎜以上とする。

2　石材の加工

(1)　だぼ用の穴の位置は、特記による。特記がなければ、石材の上端横目地合端に2箇所、両端部か

　ら石材幅の1/4程度の位置に設ける。石材の下部は、石の割り付けにより下段のだぼ位置 に合わせ

  る。なお、だぼ穴板厚方向の中央とする。

(2)　裏打ち処理の場合は、特記による。

11.5.3 1　この工法を外壁に適用する場合の、建築基準法に基づき定まる風圧力に対応した工法は特記による。

施工 2　取付け代

　石材の裏面と躯体コンクリート面の間隔は、90㎜を標準とする。

3　下地ごしらえは、あと施工アンカーを所定の位置に設置する。

4　幅木の取付けは、11.3.3「施工」の3(1)による。

5　ファスナー及び石材の取付け

(1)　下地清掃の後、一次ファスナーを所定の位置に取り付ける。

(2)　一次ファスナーに二次ファスナーを取り付け、石材にだぼを用いて、水平、垂直及び通りよく取

　り付ける。

(3)　石材とだぼの固定は、石材施工業者の仕様により充てん材料を充てんする。

6　目地

(1)　目地幅は、特記による。特記がなければ、8㎜以上とする。

(2)　目地には、第10章7節「シーリング」によりシーリング材を充てんする。なお、シーリング材の

　目地寸法は、幅・深さとも8㎜以上とする。

６節　床及び階段の石張り

11.6.1 　この節は、石材を床又は階段に取り付ける工事に適用する。

適用範囲

11.6.2 1　材料

床の石張り (1)　石材の厚さは、特記による。

(2)　石の裏面の処理の適用は、特記による。
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2　取付け代は、石材の厚みが50㎜以下の場合は35㎜程度、50㎜を超える割石等の場合は、60㎜とする。

3　下地ごしらえは、下地面に適度な水湿しを行ったうえ、敷きモルタルを定規で均しながら、むらな

　く敷く。

4　床の石材の据付け

(1)　敷きモルタルの上に石材を目地通りよく、仮据えを行う。

(2)　仮据えをした石材を、一枚ごといったん取り外し、敷きモルタルの上に張り付け用ペーストを均

　一な厚さで塗布する。

(3)　再び石材を据え、ゴムハンマー等でたたきながら圧着し、不陸、目違いのないよう本据えをする。

5　目地

(1)　一般目地

　ア　目地幅は、屋外の場合は4㎜以上、屋内の場合は、3㎜～6㎜とし、特記による 。

　イ　特記により目地にシーリング材を用いる場合は、11.3.3「施工」の5(1)のエによる。

　ウ　目地モルタルの充てんは、敷きモルタルが硬化した後行う。

(2)　伸縮調整目地

　ア　伸縮調整目地の位置は、特記による。特記がなければ、床面積30㎡程度ごと、細長い通路の場

合は6mごと、及び他の部材と取り合う箇所に設ける。

　イ　ア以外は、11.3.3「施工」の5(2)のイ及びウによる。

11.6.3 1　材料

階段の石張り (1)　石材の厚さは、特記による。

(2)　引金物用の穴あけは、石材の上端に2箇所、両端部から100㎜程度の位置とする。なお、石の裏面

　の処理の適用は、特記による。

2　けあげ石

(1)　取付け代は、11.3.3「施工」の1による。

(2)　下地ごしらえは、踏面のコンクリート面の所定の位置に引金物固定用の穴を設ける。

(3)　石材の取付けは、11.3.3「施工」の3(1)による。

(4)　裏込めモルタルは、目地部分に目止めをした後、踏面コンクリート面まで充てんする。

3　踏み石の据付けは、11.6.2「床の石張り」の4による。

4　目地は、11.6.2「床の石張り」の5による。

７節　特殊部位の石張り

11.7.1 1　この節は、石材をアーチ、上げ裏、笠木、甲板等に取り付ける場合及び隔板等に使用する場合に適

適用範囲 　用する。

2　石材の取付工法は、外壁湿式工法、内壁空積工法又は乾式工法とし、適用は特記による。

11.7.2 1　材料

アーチ、上げ裏 (1)　石材の厚さは、特記による。

等の石張り (2)　石材の加工

　ア　見上げ面は、原則として、目地合端に11.3.2「材料」の2又は11.5.2「材料」の2に準じて、金

物用の穴を設ける。

　なお、石材の幅が、350㎜を超える場合は、吊りボルト用の穴を石材1枚当たり2箇所設ける。

　イ　下がり壁部分等は、原則として、縦目地合端に11.3.2「材料」の2又は11.5.2「材料」の2に準

じて、金物用の穴を設ける。

　また、受け金物用の力石は、だぼ2本と接着剤併用で石材の裏面に一枚当たり2箇所設ける。

　なお、力石に代えて受け金物と同材を用いることができる。

　ウ　石の裏面処理及び裏打ちの処理の適用は、特記による。
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2　取付け代

(1)　外壁湿式工法及び内壁空積工法の場合は、11.3.3「施工」の1による。

(2)　乾式工法の場合及び見上げ面の取付けに吊りボルトを使用する場合は、11.5.3「施工」の1 に

よる。

3　下地ごしらえ

(1)　見上げ面

　ア　外壁湿式工法の場合は、11.3.3「施工」の2(1)のアの流し筋工法とする。

　イ　乾式工法の場合は、原則として構造体の施工時にアンカーを取り付ける。

　ウ　吊りボルトを設ける場合は、原則として構造体の施工時に吊り金物受け用のアンカーを取り付

ける。

(2)　下がり壁部分等

　ア　受け金物は、ℓ＝100㎜のものを定められた位置に、石材一枚当たり2箇所設ける。

　イ　外壁湿式工法の場合は、(1)のアによる。

　ウ　内壁空積工法の場合は、11.3.3「施工」の2(1)のウのあと施工アンカー・横筋流し工法とする。

　エ　乾式工法の場合は、11.3.3「施工」の2による。

4　石材の取付け

(1)　見上げ部分

　ア　石材の取付けは、堅固な仮支持枠等により石材を支え、石材合端にあいだぼを入れて、引き金

物を用いて取り付ける。

　なお、乾式工法の場合にあっては、適切な治具を用いることにより仮支持枠を省略することが

できる。

 イ　吊りボルトは、あらかじめ下地に取り付けた吊り金物に、ナットが緩まない方法で留め付け、こ

れを石材のボルト穴に通し、定められた位置にナットで留め付ける。

(2)　下がり壁部分等

　ア　外壁湿式工法の場合

(ｱ)石材の裏面に設けた力石を下地に設けた受け金物に乗せ掛ける。

(ｲ)縦目地合端から引き金物で下地に緊結を行い、引き金物まわりを取付け用モルタルで被覆する。

　イ　隣り合う石材同士は、あいだぼを設ける。

　ウ　乾式工法の場合は、アの(ｱ)の後、継ぎ目地合端に設けたファスナーに石材を取り付ける。

(3)　(1)及び(2)以外は、11.3.3「施工」の3、11.4.3「施工」の3又は11.5.3「施工」の4に準ずる。

5　裏込めモルタルの充てんは、11.3.3の4による。

6　目地

(1)　一般目地

　ア　目地幅は、特記による。特記がなければ幅6㎜以上とする。

　イ　目地を設ける場合は、11.3.3「施工」の5(1)のエによる。

(2)　伸縮調整目地

　ア　伸縮調整目地の位置は、特記による。特記がなければ、他の部材と取り合う箇所に設ける。

　イ　ア以外は、11.3.3「施工」の5(2)のイ及びウによる。

11.7.3 1　材　料

笠木、甲板等 (1)　石材の厚さは、特記による。

の石張り (2)　石材の加工

　ア　外壁湿式工法の場合は、目地合端の片側に引き金物用の穴あけ、目地合端両側にだぼ用の穴あ

けを行う。

　イ　乾式工法の場合は、目地合端両側に2箇所だぼ用の穴あけを行う。

(3)　石の裏面の処理の適用は、特記による。

2　取付け代

(1)　外壁湿式工法及び内壁空積工法の場合は、11.3.3「施工」の1による。

(2)　乾式工法の場合は、特記による。特記がなければ、11.5.3「施工」の1による。
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3　下地ごしらえ

(1)　外壁湿式工法の場合は、下地コンクリートに引き金物用穴開けを行う。

(2)　乾式工法の場合は、あらかじめ所定の位置にアンカーを設ける。

4　石材の取付け

(1)　外壁湿式工法の場合は、笠木の長さは900㎜程度とし、下地清掃後、目地合端の片側にだぼを取

　り付けておき、他端は、引き金物で下地に留め付け、通りよく目違い等のないよう裏込めモルタル

　を充てんして固定する。

(2)　乾式工法の場合は、11.5.3「施工」の4に準ずる。

　なお、石裏の補強用モルタルの適用は、特記による。

5　目地は、外壁湿式工法の場合は11.3.3「施工」の5、乾式工法の場合は、11.5.3「施工」の5による。

6　屋内の面台、棚板石材の据付けは、11.6.2「床の石張り」による。

11.7.4 1　材　料

隔板 (1)　石材の厚さは、特記による。特記がなければ、40㎜とする。

(2)　石材の加工

　目地合端は、上下2箇所にだぼ用穴開け、上端はあらかじめ所定の位置にかすがい用穴開けを行う。

2　工　法

(1)　石材の隔板を取り付ける場合は、傾き、ねじれ等が生じないように取付け用モルタルで壁及び

　床に固定する。

(2)　隔板と隔板との取り合いは、上端はかすがいを設け、合端は接着剤と上下2箇所のだぼにより、

　堅固に取り付ける。

(3)　隔板と前板の取合いは、(2)による。
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第12章　タ イ ル 工 事

１節　一般事項

12.1.1 　この章は、陶磁器質タイル（以下、この章では「タイル」という。）を用いる内外装仕上げ工事に

適用範囲 適用する。

12.1.2 1　この章で使用する機材の品質等は、総則編1.5.1「機材の品質等」による。

一般事項 2　室内において使用する機材は、特記がなければ、JIS及びJASに定められたホルムアルデヒド放散量

　F☆☆☆☆、またはホルムアルデヒドを発散しない機材とし、監督員の確認を受ける。

12.1.3

伸縮調整目地 1　伸縮調整及びひび割れ誘発目地の位置は、特記による。特記がなければ、外壁は12.1.1表による。

及びひび割れ 　　なお、下地のひび割れ誘発目地、打継ぎ目地、構造スリットの位置及び他部材との取合い部には、

誘発目地 　特記がない場合においても、伸縮調整目地を設ける。

12.1.1表　伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の位置

曲面、パラペット、バルコニー、

外部側に柱形のない場合 外廊下及び外階段等で躯体挙動の

方向 大きい壁

柱の両端及び中間

3ｍ～4ｍ程度

2　屋内のタイル張りにおいては、入隅部及び建具枠周囲に伸縮調整目地を設ける。

3　伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地の寸法は、10.7.3「目地寸法」」による。

　なお、ひび割れ誘発目地のコンクリート目地の深さは、打ち増ししたコンクリートの厚さとする。

4  伸縮調整目地は、躯体と縁を切って設ける。

12.1.4 　タイル張りに先立ち、次の項目について確認を行い、不具合が発見された場合は、速やかに確認結

あと張り工法 果を監督員に報告するとともに、不良箇所を補修する。

施工前の確認 （1） モルタルの硬化不良・はく離・ひび割れ・浮き等がないこと。

（2） 汚れ・レイタンス等接着上有害な付着物がないこと。

（3） 所要の下地の精度が確保されていること。

12.1.5 1　打診による確認

施工後の確認 (1)　屋外のタイル張り及び屋内の吹き抜け部分等のタイル張りは、モルタル等の硬化後、全面にわた

及び試験 　り打診を行い、結果を監督員に報告する。

(2)　浮き、ひび割れ等が発見された場合は、速やかに(1)による確認結果を監督員に報告する。

2　接着力試験

　屋外のタイル張り及び屋内の吹き抜け部分等のタイル張りは、次により接着力試験を行う。

ただし、施工場所の状況等により、その必要がないと認められる場合は、監督員の承諾を受けて、省

略することができる。

(1)　試験方法は、接着力試験機による引張接着強度の測定による。

外壁垂直方向

形式
外部側に柱形のある
場合

柱の両側又は開口端部上下
及び中間3ｍ～4ｍ程度

壁面の2ｍ以内

外壁水平方向 各階ごとの打ち継ぎ目地の位置

床タイル張り 縦・横とも4ｍ以内ごと
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(2)　試験体

ア　試験体は、目地部分をコンクリート面まで切断して周囲と絶縁したものとし、材齢は強度が

　出たものと思われるときとする。

イ　試験体の個数は、100㎡ごと及びその端数につき1個以上かつ全体で3個以上とする。

ウ　試験体の位置は、監督員の指示による。

3　陶磁器質タイル張りの引張り接着強度は、0.4N/㎟以上を合格とする。

　また、陶磁器質タイル型枠先付けの引張接着強度は、0.6N/㎟以上を合格とする。

4　不合格の場合は、総則編1.2.2「施工計画書」の品質計画として定めた方法で処置し、監督員の検

　査を受ける。

5　外観の確認

  　タイル張り完了後、次の項目について確認を行い、不具合が発見された場合は、速やかに確認結果　

　を監督員に報告する。

（1）タイルの色調の不ぞろい、不陸、汚れ、割れ、浮き上がり及び縁欠けの有無

（2）目地幅の不ぞろい、目地色むら、目地深さの均一性

12.1.6 1　養　生

養生 (1)　屋外施工の場合で、強い直射日光、風、雨等により損傷を受けるおそれのある場合は、シートを

　張るなどして養生を行う。

(2)　寒冷期の施工は、16.1.3の3による。

(3)　施工中及びモルタルが十分硬化しない間は、タイル張り面に振動、衝撃等を与えない。

(4)　床タイル張り後3日間は、タイル上を歩行しない。やむを得ない場合は、道板等で養生を行う。

2　清　掃

　　タイル張り終了後、タイルの表面を損傷しないように清掃し、汚れを取り除く。やむを得ず清掃

　に酸類を用いる場合は、清掃前に十分水湿しをし、酸洗い後は直ちに水洗いを行い、酸分が残らな

　いようにする。

　　なお、金物類には、酸類がかからないように養生を行う。

2節　　材料

12.2.1 1　タイルの品質は、JIS A 5209（陶磁器質タイル）によるほか、次による。

タイル (1)　タイルの形状、寸法、用途による区分、耐凍害性の有無、標準色・特注色の別等は、特記による。

　なお、モザイクタイル及び内装タイルは、タイル製造所の標準品とする。

(2)　陶磁器質タイル型枠先付け工法に用いるタイルは、耐凍害性を有するものとする。

2　役　物

(1)　役物の適用は、特記による。ただし、内装タイルは、面取りしたものを使用する。

(2)　陶磁器質タイル型枠先付け工法の隅角部に用いる役物タイルの２つの表面に対する角度の許容差

　は、所定の値の±1°以内とする。

3　タイルの試験張り、見本焼き等は、特記による。

4　壁タイルの裏足の高さは、12.2.1表による。ただし、壁タイル接着剤張りの場合を除く。

12.2.1表　タイル裏面の裏足の高さ　　　　　　　　　　　　　(単位：㎜）

裏足の高さ

小口タイル 1.5以上

25㎜角タイルを超え小口タイル未満 0.7以上

25㎜角タイル 0.5以上 -

タ イ ル の 大 き さ 備　　考

裏足の形状は、あり足形状とする。
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  5　小口タイル以上の大きさのタイルを、次の部位に用いる場合は、形をL形とし、引き金物付きとす

　る。

　また、湿式成形法のタイルの場合は引き金物用の穴を開けたものとする。

(1)　大庇、小庇、廊下及びバルコニー下端の出隅部

(2)　特記による雨がかりとなるまぐさ等の下端出隅部

6  引き金物は、まなしステンレス鋼線（SUS304）径0.6mm以上とし、働き長さ200mm程度のものとする。

12.2.2 1　タイルユニットアスファルトルーフィングアスファルト流し張り

磁気質タイル型 (1)　タイルユニットの種類は、タイルシート又は目地桝とする。

枠先付けのタイ (2)　タイルユニットに使用する材料は、施工後台紙及び目地枠材の剥離性が良く、タイルに汚れが残

ルユニット等 　らないものとする。

(3)　タイルユニットは、型枠に取り付ける場合及びコンクリートを打設する場合に、欠け、はく落の

　ないよう適度の接着性及び耐水性を有するものとする。

2　タイル型枠先付け面のせき板は、特記による。特記がなければ、7.2.1「材料」又は金属製タイル

　先付け用パネルとする。

 3　型枠緊張材は、目地幅が10mm以上の場合は目地部分に通し、目地幅が10mm未満の場合は型枠緊張材

　部分を仮付けタイルとする。

12.2.3 1　張り付け用モルタルの材料は、16.2.2「材料」による。ただし、細骨材の大きさは、12.2.2表を標

張り付け 　準とする。

用の材料 12.2.2表　細骨材の大きさ      　　   　（単位：㎜）

使　用　箇　所

2　張り付け用モルタルの混和剤

(1)　保水剤アスファルトルーフィングアスファルト流し張り

(2)　セメント混和用ポリマーディスパージョンは、JIS A 6203（セメント混和用ポリマーディスパー

　ジョン及び再乳化形粉末樹脂）による。

3　既製調合モルタルは、モルタル製造所の仕様とし、その実績等の資料を監督員に提出する。

4　有機質接着剤はJIS A 5548（陶磁器質タイル用接着剤）により、種類は12.2.3表による施工箇所に

　応じたものとする。

12.2.3表　有機系接着剤の種類と施工箇所

種　類

タイプⅠ

タイプⅡ

5　吸水調整材は、16.2.2表「吸水調整剤の品質基準」による。

6　既製調合目地材は、実績等の資料を監督員に提出する。

12.2.4 1　引き金物は、なましステンレス鋼線（SUS304）径0.6㎜以上とし、働き長さ200㎜程度のものとする。

その他の材料 　　なお、乾式成形法によるタイルの場合は、12.2.1「タイル」の5の穴開けに代えて引き金物をエポキ

　シ樹脂により接着する。

2　伸縮調整目地及びひび割れ誘発目地のシーリング材は、第10章7節「シーリング」による。

細骨材の最大粒径

一般の場合 2.5

ユニットタイルの場合 1.2

化　粧　目　地 0.6

施　工　箇　所

長期に水及び温水の影響がある箇所

間欠的に水及び温水の影響がある箇所
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３節　セメントモルタルによる陶磁器質タイル張り

12.3.1 　この節は、工事現場において、あと張りでタイル張り仕上げを行う工事に適用する。

適用範囲

12.3.2 1　モルタルの調合は、12.3.1表による。

張り付け用モル 　　なお、モルタルの練り混ぜは、内装タイル積上げ張りに用いるものを除き、原則として機械練りと

タルの調合 　する。

　また、１回の練混ぜ量は、60分以内に張り終える量とする。

12.3.1表　モルタルの調合（容積比）

施工箇所

粒度調整されたもの　　　　

粒度調整されたもの　　　　

粒度調整されたもの。目地の色に

応じてセメントの種類を定める。

粒度調整されたもの　　　　

粒度調整されたもの　　　　

（注）1　セメント混和用ポリマーディスパージョンの使用量は、16.2.3「調合及び塗り厚」の2によ

 る。

　2　張り付け用モルタルには、必要に応じて保水剤を使用する。ただし、保水剤はあらかじめ

定めている使用量を超えないよう注意する。

2　既製調合モルタルは、モルタルの製造所の仕様による。

3  既製調合目地材は、モルタルの製造所の仕様による。

12.3.3 1　下地及びタイルごしらえ

施工 (1)　モルタル塗りのコンクリート素地面をMCR工法又は目荒し工法とする場合は、次により、適用は

　特記による。

ア　MCR工法とする場合は、第7章「型枠」による。

イ　目荒し工法（高圧水洗）とする場合は、16.2.4「下地処理」による。

(2） モルタル塗りを行う場合の下地は、16.2.5「工法」の3による。

なお、壁タイル接着剤張りの場合は、16.2.5「工法」の3のほか、第20章8節「せっこうボードそ

の他のボード及び合板張り」による。

(3)　タイル張りに先立ち、下地モルタルの浮き、ひび割れ等の有無を確認し、不良箇所があれば補修

　する。

(4)　壁タイル接着剤張り以外の場合は、次による。

ア　夏期に屋外のタイル張りを行う場合は、下地モルタルに前日散水し、十分吸水させる。

イ　タイル張りに先立ち、下地モルタルに適度の水湿し又は吸水調整剤の塗布を行う。

ウ　吸水性のあるタイルは、必要に応じて、適度の水湿しを行う。

(5)　壁タイル接着剤張りの場合は、次による。

ア　タイル張りに先立ち、下地面の精度及び乾燥状態を確認する。

張
付
け
用

壁

改良圧着張り 1 - 2～2.5 適量

密着張り 1 - 1～2 適量

材料
セメント

白色
細骨材 混和材 備　　考

セメント

粒度調整されたもの
屋内 1 -

2～3

4～5

適量

適量

ユニッ
トタイ
ル

屋外 1 - 0.5～1 適量

屋内 1 0.5～1 適量

0.5～13ｍｍ以下 屋外 1

0.5

適量

のもの

改良積
上張り

屋外 1 -

適量

化
粧
目
地
用

3ｍｍを超えるもの 1 0.5～1.5 適量

適量

床
ユニットタイル 1 - 0.5～1 適量

その他のタイル 1 - 1～2

屋内 1

目地の色に応じてセメントの
種類を定める。
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イ　下地表面に付着した不純物を除去する。

(6)　タイルごしらえは、必要に応じて行う。

2　床タイル張り

(1)　張り付け面積の小さい場合は、容積比でセメント1、細骨材3～4に少量の水を加えた敷きモルタル

　を用いてたたき締め、その硬化具合を見計らい、張り付けモルタルを用いてタイルを張り付ける。

(2)　（1）以外の場合は、16.2.5「工法」の3により下地モルタルを施工し、その硬化具合を見計らい、

　張り付け用モルタルを用いて張り付ける。

(3） 張付けモルタルは、２層に分けて塗り付けるものとし、１層目はこて圧をかけて塗り付ける。

　なお、合計の塗厚は5～7ｍｍとし、１回の塗付け面積の限度は2㎡以下とする。

(4)　張り付けは、目地割りに基づいて水糸を引き通し、隅、角その他要所を押さえ、通りよく平らに

　張り付け、表面及び目地底は、随時清掃する。

(5)　張り付け面積の大きい場合は、目地割りにより2.5ｍ程度の基準となるタイル張りを行い、これ

　に定規にして張り付ける。

(6)　化粧目地詰めに先立ち、目地部分を清掃する。目地詰めは、張付け後、張り付け用モルタルの硬

　化を見計らってなるべく早い時期に行う。

また、目地部の乾燥状態により適度の水湿しを行う。

(7)　化粧目地

　ア　目地の深さは、歩行に支障のない程度の沈み目地とする。

　イ　目地幅の大きい場合は、目地用モルタルをゴムごてで確実に充てんした上、目地ごてで目地押

　えを行う。　

　ウ　目地幅の小さい場合は、擦り込み目地とする。

(8)　目地詰め後、タイル面を清掃する。

(9)　防水層の保護コンクリート等の上にタイルを張る場合は、10.2.5「保護層等の施工」の6による

  　伸縮調整目地に合わせてタイルの伸縮調整目地を設ける。　　

　　　　なお、目地材は、第10章7節「シーリング」による。

 3　壁タイル張り

(1)　タイル張りの工法と張り付け用モルタルの塗り厚は12.3.2表により、工法の適用は特記による。

　

12.3.2表　タイル張りの工法及び張り付け用材料の塗り厚

工 法

（注）壁タイル接着剤張りの張り付け用材料の塗り厚は、くし山部の高さとする。

モルタル

有機質接着剤

13～18

2～3（注）

１枚ずつ張り付
ける

―

外装
タイル

小口タイル以上
二丁掛け以下

モルタル

タイルの
種　別

タイルの大きさ

張付け用材料ｎ

種　類
塗り厚

備　考
（ｍｍ）

内装
タイル

―
改良積上げ張り

壁タイル接着剤張り

内装タイル
以外のユ
ニットタイ
ル

25ｍｍ角を超え
小口未満

マスク張り
モルタル

3～4 ユニットごと
張り付ける

小口未満 モザイクタイル張り 3～5

密着張り

改良積上げ張り

改良圧着張り

5～8

下地側 4～6

4～7

タイル側 3～4

１枚ずつ張り付
ける

-　114　-



建設編　第12章　タイル工事

(2)　改良圧着張り

　ア　張り付け用モルタルの1回の塗り付け面積の限度は2㎡以下とし、かつ張付けモルタルの1回の塗

付け面積の限度は60分以内に張り終える面積とする。

　また、練り混ぜる量は1回の塗り付け量及び張り付け量とする。

　イ　張付け順序は、目地割りに基づいて水糸を引き通し、窓、出入口回り、隅、角等の物を先役に

行う。

　ウ　張り付けに先立ち、下地側に張り付け用モルタルをむらなく平たんに塗り付ける。

　エ　張り付けは、タイルの裏面全面に張り付け用モルタルを平らに塗り付けて張り付け、適切な方

法でタイル周辺からモルタルがはみ出すまでたたき締め、通りよく平らに張り付ける。

　オ　1回のモルタル塗り面にタイルを張り終わったとき、モルタルの硬化の程度により、張り付けが

終わったタイル周辺にはみ出しているモルタルを取り除き、塗り直してからタイルを張り進める。

　カ　化粧目地は、2の(6)による。

　キ　目地詰め後、タイル面の清掃を行う。

(3)　壁タイル接着剤張り

　ア　接着剤の1回の塗布面積の限度は、3㎡以内とし、30分以内に張り終える面積とする。

また、練り混ぜる量は、1回の塗布量とする。

　イ　接着剤は金ごて等を用いて平たんに塗布した後、専用のくし目ごてを用いてくし目を立てる。

　ウ　目地割りに基づいて水糸を引き通し、基準となる定規張りを行い、縦横目地引き通しに注意し

ながら張り上げる。

　エ　1枚張りの場合は、手でもみ込むようにして押さえつける。

　また、ユニットタイル張りの場合は、全面を軽くたたきながら目地の通りを手直しし、次いで

 たたき板で密着させる。

　オ　化粧目地は、接着剤の硬化状態を確認した後、2の(6)により目地詰めを行う。

　なお、タイルの吸水が大きい場合は、必要に応じて水湿しを行う。

　カ　目地詰め後、タイル面の清掃を行う。

(4)　密着張り

　ア　張付けモルタルの１回の塗付け面積の限度は2㎡以下とし、2層に分けて塗付ける。

また、１回の塗付けは、20分以内に張り終える面積とする。

　イ　張付け順序は、目地割りに基づいて水糸を引き通し、窓、出入口回り、隅、角等の役物を先に

行う。

　ウ　張付けは、張付けモルタルを塗付け後、直ちにタイルをモルタルに押し当て、タイル張り振動

機（ヴィブラート）を用い、タイル表面に振動を与え、張付けモルタルがタイル裏面全面に回り、

更にタイル周辺からモルタルがはみ出す（目地深さがタイル厚さの1／２以下となる量）まで振動

機を移動させながら、目違いのないよう通りよく張付ける。

　エ　化粧目地は、はみ出しモルタルが適度に硬化した時を見計らい、目地ごてを用いて所定の形状

に仕上げる。

　オ　目地成形後、タイル面の清掃を行う。

(5)　改良積上げ張り

　ア　目地割りに基づいて役物を張付け、水糸を引き通し、原則として、下から張上げる。

　イ　張付けは、張付けモルタルをタイル裏面全面に平らに塗付け張付けた後、適切な方法でタイル

周辺からモルタルがはみ出すまで入念にたたき締め、通りよく平らに張付ける。

　なお、モルタルの塗置き時間は5分以内とする。

また、内装タイル張りにおいて、張付けたモルタルに隙間のできた場合は、モルタルを補充する。

　ウ　1日の張付け高さの限度は、1.5m程度とする。

　エ　 化粧目地は、次による。

Ⅰ　タイル張付け後、24時間以上経過した後、張付けモルタルの硬化を見計らって、目地詰めを

行う。

Ⅱ　目地の深さは、タイル厚さの１／２以下とする。

Ⅲ　目地詰めに先立ち、必要に応じて目地部分の水湿しを行う。

Ⅳ　目地詰め後、モルタルの硬化を見計らい、目地ごて等で仕上げる。
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　オ　目地詰め後、タイル面の清掃を行う。

(6)　マスク張り（25mm角を超え小口未満のタイル）

　ア　張付けモルタルには、混和剤を用いる。

　イ　張付け順序は（4）イとし、役物及び切物タイルの張付けは（5）イによる。

　ウ　張付けは、張付けモルタルをタイルに見合った、ユニットタイル用マスクを用い、ユニット裏

　　面全面にこてで圧着して塗付け、縦横及び目地幅の通りをそろえて張付け、適切な方法で目地部

分に張付けモルタルがはみ出すまでたたき締める。

　なお、モルタルの塗置き時間は5分以内とする。

　エ　表張り紙の紙はがしは、張付け後、時期を見計らって水湿しをして紙をはがし、配列の乱れが

ある場合は、タイルの配列を直す。

　オ  化粧目地は、すり込み目地とするほかは、（5）エ.Ⅰ～Ⅲまでによる。

　カ  目地詰め後、タイル面の清掃を行う。

(7)　モザイクタイル張り（小口未満のタイル）

　ア　張付けモルタルの1回の塗付け面積の限度は、３㎡以下とし、20分以内に張り終わる。

　イ　張付けモルタルを塗り付けた後、タイルを張付け、縦横及び目地幅の通りをそろえ、適切な方

法で目地部分に張付けモルタルが盛り上がるまでたたき締める。

　なお、タイル張継ぎ部分の張付けモルタルは、除去し塗り直す。

　ウ　表張り紙の紙はがしは、（6）エによる。

　エ　化粧目地は（6）オによる。

　オ　目地詰め後、タイル面の清掃を行う。

　カ　アからオまで以外は、（4）による。

4　まぐさ、窓台等のタイル張り

(1)　下地は、設計図書に基づき、形状、水勾配等を正しく施工する。小口タイル以上の大きさの、ま

　ぐさ及びひさし先端下端のタイルを張り付ける場合は、12.2.4「その他の材料」の1の引き金物を張

　り付けモルタルに塗り込み、必要に応じて、受け木を添えて24時間以上支持する。

(2)　窓台部分のタイルは、窓枠、水切板等の裏面に差し込み、裏面に隙間のないようにモルタルを充

　てんする。

(3)　(1)及び(2)以外は、一般部分に準ずる。

5　伸縮調整目地にはみ出した張り付け用モルタルはすべて削り落とし、張り付け用モルタルの量が適

　切でなく隙間のできた場合は、モルタルを補足し、目地の形状を整える。

４節　接着剤による陶磁器質タイル張り

12.4.1 　この節は、工事現場において、接着剤によるあと張りでタイル張り仕上げを行う工事に適用する。

適用範囲

12.4.2 1 タイルの品質は、JIS A 5209（陶磁器質タイル）によるほか、タイルの形状、寸法、用途による区

材料 　分、耐凍害性の有無、滑り抵抗性、標準色・特注色の別等は、特記による。なお、モザイクタイル

　及び内装タイルは、タイル製造所の標準品とする。なお、有機系接着剤による外壁陶磁器質タイル

　張りに用いるタイルは、原則として屋外壁用の外装壁タイル接着剤張り専用タイルとする。

2 役物

（1） 役物の適用は特記による。ただし、内装タイルは、面取りしたものを使用する。

（2） 窓まぐさ・窓台部分に使用する役物タイルの形状は水切りのよいものとする。

3 タイルの試験張り・見本焼き等は、特記による。

4 小口タイル以上の大きさのタイルをまぐさ又はひさし先端下部に用いる場合は、形をL形とする。
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12.4.3  1 内装壁タイル接着剤張りに使用する有機質接着剤は、JIS A 5548（陶磁器質タイル用接着剤）によ

張付け用材料 　り、種類は、12.2.3表による施工箇所に応じたものとする。ただし、接着剤のホルムアルデヒド放

　散量は、特記による。特記がなければ、F☆☆☆☆とする。なお、吹抜け部分等へのタイル張りに

　使用する接着剤は、2による。

2 屋外に使用する有機系接着剤は、JIS A 5557（外装タイル張り用有機系接着剤）により、一液反応

　る耐候性及び耐汚染性については、次の（1）及び（2）の規定に適合するものとする。

（1） 耐候性につて、モルタル板の上に接着剤を1ｍｍ塗り付け、JIS A 1415（高分子系建築材料の

　実験室光源による曝露試験方法）に規定する、オープンフレームカーボンアークランプを用いる試

　験装置にて試験を行い100時間経過時点、500時間経過時点及び1000時間経過時点における初期と比

　較した色差がいずれも6未満で、かつ、表面の剥離及びふくれがないこと。　

（2） 耐汚染性について、3ヶ月の曝露試験において、タイルに接着剤による汚染がないこと。

12.4.4 1 シーリングは、第10章第7節による。

シーリング材 2 外装壁タイル接着剤張りにおける打継ぎ、ひびわれ誘発目地及び伸縮調整目地その他の目地のシー

　リング材は、特記による。特記がなければ、打継ぎ、ひびわれ誘発目地のシーリング材はポリウレ

　タン系シーリング材とし、伸縮調整目地その他の目地は、変成シリコーン系シーリング材とする。

3 外装壁タイル接着剤張りに用いるシーリング材は、施工に先立ち、有機系接着剤による汚染が出な

　いことを確認する。

12.4.5   1 外装壁タイル接着剤張りにおいて、降雨・降雪・強風時等タイル工事に支障のあるとき及びこれら

施工時の環境 　が予想される場合は、施工を行わない。

条件   2 塗付け場所の気温が５℃以下及び施工後５℃以下になると予想される場合は、施工を行わない。

12.4.6 　施工前の確認は、12.1.4によるほか、下地が十分乾燥していること。

施工前の確認

12.4.7 1 下地及びタイルごしらえ

施工 (1)モルタル塗りを行うコンクリート素地面をMCR工法又は目荒らし工法とする場合は次により、適用

　は特記による。

　（ア） MCR工法とする場合は、第７章による

　（イ） 目荒らし工法とする場合は、16.2.4による

  (2) 外装壁タイル接着剤張り下地等の均しモルタル塗りは、16.2.5.3.（2）による。

(3) 内装壁タイル接着剤張りの場合は16.2.5.3.（2）によるほか、第20章第8節による。

(4)タイル張付けにあたって、水湿し、吸水調整材の塗布は行わない。

(5)タイルごしらえは、必要に応じて行う。

2 壁タイル張り

  （1）　タイル張りの工法と張付け材料の使用量は12.4.2表により工法の適用は特記による。

　硬化形の変成シリコーン樹脂又はウレタン系樹脂とする。ただし、目地詰めを行わない場合におけ
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12.4.2表　有機系接着剤によるタイル張り工法と張付け材料の使用量

外

内装壁タイル

壁 以外のユニット

タイル接着剤

張り

内 内装壁タイル

壁 接着剤張り

５節　陶磁器質タイル型枠先付け

12.5.1 　この節は、コンクリート造の外壁等に、工事現場で組み立てる型枠に先付けして、タイル仕上げを

適用 行う工事に適用する。

12.5.2 　タイル型枠先付けの種別は12.4.1表により、適用は特記による。

タイル型枠

先付けの種別 12.4.1表　タイル型枠先付けの種別

12.5.3 1　タイルの割付け上、必要な調整目地を設ける場合は、監督員の承諾を受ける。

施工 2　型枠は、桟木、角金物等を用いて剛性を高め、タイルの取付け、コンクリートの側圧、振動等の外

　力に耐え、有害量に達するひずみ、狂い及び目違いの生じないものとする。

3　タイルユニットの取り付けタイルユニットは、割付け墨に従い、窓、出入口回り、隅、角等の役物

　を先に取り付けた後、標準ユニットを取り付ける。

2　改質アスファルトルーフィングの張付け

　4(1)に準じて引き金物を取り付ける。

5　コンクリート打込み

(1) せき板への散水は、前もって行い、コンクリート打込み時にタイル裏面に水膜がないようにする。

(2)　コンクリートの打込みは、コンクリートがタイルに直接当たらないように行う。

(3)　コンクリートの締め固めは、6.6.8「締め固め」によるほか、コンクリート輸送管1系統につき型

　枠振動機2台以上を配置し、次による。

　ア　棒形振動機による締固めは、タイルに直接触れないように操作する。

　イ　型枠側面からの締固めは、型枠振動機を用い、コンクリートが打込まれた部分を行う。

(4)　コンクリート打込みにより、下階のタイル面を汚した場合は、直ちに水洗いを行う。

　なお、必要に応じてポリエチレンフィルム等で養生を行う。

(5)　(1)から(4)まで以外は、第6章第6節「コンクリートの工事現場内運搬並びに打込み及び締固め」

　による。

6　タイル先付け面の型枠の取外し

(1)　タイル先付け面の型枠の取外しは、7.3.1「型枠の存置期間」による。

備考

外装壁タイル
接着剤張り

小口以上
二丁掛け以下

裏あし高さ0.9mm以下、

-
かつ、裏面反り 2.5

JIS　A 有機系 3.5

適用タイル

小口未満

裏あし高さ0.9mm以下、 5557 接着剤

(kg/㎡）
種類

使用量

タ イ ル シ ー ト 法
小口タイル、二丁掛けタイル

目 地 桝 法

桟 木 法 大形タイル

- -
JIS　A 有機系

5548 接着剤

種        別 適 用 タ イ ル

1.5～2 -

ユニット
ごとに

張付ける

かつ、裏面反り 2

±0.7mm以下

上記以外 2.5

±0.7mm以下

上記以外

裏あし高さと
裏面反り

張付け材料

工法名称
規格番号
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(2)　タイル面に付着した粘着テープ、接着剤、セメントペースト等は、型枠取外し後、速やかに清掃

 する。

(3)　タイル及びタイルユニット取付けに用いた釘類で、壁面の残存するものは、さびが生じないうち

　に全て除去する。

(4)　仮付けタイルは、周辺のタイルを損傷しないよう、また、材片が残らないよう除去する。

7　タイル、タイルユニット等は、雨水、湿気等を受けないよう保管する。

8　型枠取外し後、タイル壁面に不良箇所がある場合は、次により補修する。

　なお、タイルの張付けは、「第3節　セメントモルタルによる陶磁器質タイル張り」による。

(1)　タイルの欠落、埋没、接着不良、破損及び著しい割れのあるものは、張り替える。

(2)　豆板が著しいなどコンクリートに重大な不良箇所のある場合は、タイルを除去し、7.4.2「せき

　板取外し後の検査及び補修」の2による補修後、直ちにタイル張りを行う。

(3)　仮付けタイル部分は、周辺のタイル面にそろえ、タイル張りを行う。

(4)　目地は、周辺の目地の色調に合せて目地モルタルを充てんする。
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第13章　木工事

1節 一般事項

13.1.1 　この章は、建築物の内部工事における木材等を取り扱う工事に適用する。

適用範囲

13.1.2 　室内において使用する機材は、特記がなければ、JIS及びJASに定められたホルムアルデヒド放散量

一般事項 F☆☆☆☆、、または、ホルムアルデヒドを発散しない木材とし、監督員の確認を受ける。

13.1.3 　木材の断面指定寸法は、引出し線で部材断面（短辺×長辺）が示されている場合は、引き立て寸法

木材の断面 とし、寸法線で部材寸法が記入されている場合は、仕上がり寸法とする。

寸法

13.1.4 見え掛り面の仕上げの程度は、13.1.1表により、適用箇所及び種別は特記による。

表面仕上げ 特記がなければ、B種とする。

13.1.1表

種　　　　　　別 仕上げの程度

A　　　　種 超自動機械かんな掛け仕上げ

B　　　　種 中自動機械かんな掛け仕上げ

C　　　　種 自動機械かんな掛け仕上げ

D　　　　種 サンダー掛け仕上げ

13.1.5 　工事中に汚損等のおそれのある材料及び見え掛かり部分は、とのこずり、紙張り、当て板、ビニル

養生 保護材の方法によって養生する。特に化粧材は、紙張り、ビニルシート張り等の張付けを行う。

2節 材料

13.2.1 1　木材の含水率（現場搬入時）は、13.2.1表によるものとし、電気抵抗水分計又は高周波水分計によ

木材 　り、確認する。また、現場搬入後、直接雨等にさらさないようにする。

13.2.1表　 木材の含水率 （工事現場搬入時、質量）

2　製材

(1)　「製材の日本農林規格」に製材は次により、適用は特記とする。

ア　下地用針葉樹製材

下地用針葉樹製材は、「製材の日本農林規格」第7条「下地用製材の規格」により、乾燥処理

を施した木材とし、樹種、寸法、等級、形状（板類耳付、押角）及び含水率は、特記による。

特記がなければ、等級は2級とする。

備考

構造材、下地材 20％以下 全断面の平均の推定
値とする。造作材 18％以下

種別 含水率

-　120　-



建設編　第13章　木工事

イ　造作用針葉樹製材

造作用針葉樹製材は、「製材の日本農林規格」第4条「造作用製材の規格」により、乾燥処理

を施した木材とし、樹種、寸法、等級、形状(板類・角類）及び含水率は、特記による。

特記がなければ、板類における等級は、枠、額縁、敷居、鴨居、框の類の見え掛り面は上小

節、それ以外は小節以上とする。

ウ 広葉樹製材

広葉樹製材は、「製材の日本農林規格」第8条「広葉樹製材の規格」により、乾燥処理を施し

た木材とし、樹種、寸法、等級、形状(耳付け材の有無）及び含水率は、特記による。

特記がなければ、等級は1級とする。

2　「製材の日本農林規格」以外の製材は、次により、適用は特記による。

ア　下地、造作及び仕上げに用いる製材は、乾燥処理を施した木材とし、樹種、寸法、断面の品

質、防虫処理、難燃処理及び含水率は、特記による。

イ　目視による材に欠点がないことを全数確認し、報告書を監督員に提出する。

3　造作材の品質

造作材の材面の品質の基準は、13.2.2表により、種別は特記による。

特記がなければ、A種とする。

13.2.2表 造作材の品質の基準

（注）上小節及び小節の品質基準は、「製材の日本農林規格」第4条「造作用製材の規格」2項に定め

る品質基準による。

13.2.2 　樹種は、特記による。特記がなければ13.2.3表及び13.2.4表による。

樹種 ただし、木れんがは、ひのき、米桧又は米ひばとする。

A種 B種

生地のまま又は透明塗料
塗りの場合

枠、額縁、敷居、鴨居、
框の類

上小節（ただし
見え掛り面）

小節

押入、戸棚等の内面造作
の類

小節 小節

使用箇所 部材名称

不透明塗料塗りの場合 小節 小節
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13.2.3表 みえがくれとなる構造材の樹種

用途

頭つなぎ 米松、米杉、米つが、桧

脚固め 松、杉、、えぞ松、から松、とど松

柱・間柱 米松、米つが、米ひば、米杉、ｽﾌﾟﾙｰｽ、米桧、桧、ﾆｭｰｼﾞｰ

胴縁 ﾗﾝﾄﾞ松、松、杉、えぞ松、とど松、から松、もみ、つが

敷土台 米松、米杉、米つが、桧、ﾆｭｰｼﾞｰﾗﾝﾄﾞ松、松、杉

大引き、大引き受 えぞ松、から松、とど松、栗、ひば

根太 米松、米つが、米杉、松、杉、から松、えぞ松、とど松、

根太がけ 米ひば、米桧、桧、ひば

きわ根太

床下地板 米松、米杉、桧、松、杉、さわら、えぞ松、とど松、から松

米つが、米杉、米ひば、米桧、ｽﾌﾟﾙｰｽ、杉、もみ、つが

野縁 えぞ松、から松、桧、ひば（ただし、浴室天井下地は

吊木、吊木受 米桧、米ひば、桧、ひばとする）

米ひば、米つが、米桧、桧、ひば、松、から松、もみ、

吊戸棚 つが、杉

取付用下地材

（注）胴縁等に単板積層材を使用する場合は、監督員に品質規格に試験成績書等を提出する。

13.2.4表 造作材及びみえがかりとなる構造材の樹種

用途

つり元枠、浴室枠、くつずり 米ひば、米桧、桧、ひば、から松

米つが、米ひば、ｽﾌﾟﾙｰｽ、米杉、杉、さわら、桧、もみ

額縁・その他 つが、ひば、から松（ただし、水がかり部分は、米つが、

米杉、つがを除く）

米つが、米桧、米ひば、松、から松、桧、つが、ひば、杉

外部ｻｯｼ付き敷居 米ひば、米つが、米桧、桧、ひば、から松、杉

  米ひば、米つが、米杉、ｽﾌﾟﾙｰｽ、米桧、杉、さわら、

つが、もみ、桧、ひば、から松

米ひば、米つが、米桧、米杉、杉、さわら、もみ、桧、

ひば、から松

畳寄せ   米つが、ｽﾌﾟﾙｰｽ、米桧、米ひば、米杉、杉、さわら、

ボード寄せ等 つが、もみ、桧、ひば、松、から松

外部ｻｯｼ付きの寄せ等 米ひば、米つが、米桧、桧、ひば、から松、杉

米つが、米から松、米桧、米ひば、米杉、杉、さわら、

つが、もみ、桧、ひば、から松、南方産樹種

かまち、根太がけ 米つが、ｽﾌﾟﾙｰｽ、米桧、杉、さわら、もみ、桧、

根太 つが、から松、えぞ松、米ひば

米ひば、ｽﾌﾟﾙｰｽ、米桧、米つが、杉、もみ、つが、

柱 桧、から松

(注)1「水がかり｣とは､外部に面するすべてのサッシ付きの下部額縁(ただし､バルコニー出入口の下部額縁を除き､

　塗装を行う場合は水がかりの対象外とする)及び浴室出入口枠額縁を含む｡

2　軽微なつり元枠（W＝600mm以下）は、額縁・その他の樹種による。

区分

区分

軸
組
み

間
仕
切

軸
組
み

間
仕
切

下
地
回
り

天
井

造
　
　
　
作
　
　
　
材

開
口
部
回
り

敷
居
・
鴨
居
・
そ
の
他

構
造
材

その他(カーテン
ボックス、巾木等)

物
置
等

押
入
れ

樹　　　　　　　種

柱、方位の間隔が2ｍを
超える単材の中鴨居

かも居・付けかも居・一
筋かもい・無目・中かも
居・吊木・回り縁

敷居・一筋敷居・かま
ち・ボードフロア相互間
の敷居及び上がりかまち

名称 樹　　　　　　　種

構
 
 
 
 
造
 
 
 
 
材

床
組
み

そ
の
他

名称
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13.2.3 1　集成材又は単板積層材を使用する場合は、次により、適用は特記による。

集成材  なお、ホルムアルデヒド放散量等は、特記による。特記がなければ、F☆☆☆☆又はホルムアルデヒ

 ド放散量の表示がない場合は、塗装していないものにあっては、「非ホルムアルデヒド系接着剤使用」

 塗装したのものにあっては、「非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない塗料

 使用」とする。

(1)　構造材に使用する集成材及び単板積層材は、次による。

ア　集成材は、「集成材の日本農林規格」の「構造用集成材の規格」により、品名、強度、等級、

　材面の品質、接着性能、材種名、寸法等は、特記による。特記がなければ、材面の品質は2種と

　する。

イ　単板積層は、「単板積層材の日本農林規格」の「構造用単板積層材の規格」により、接着性

　能、樹種名、厚さ、曲げ性能等は、特記による。

(2)　造作材に使用する集成材及び単板積層材は、次による。

ア　集成材は、「集成材の日本農林規格」の「構造用集成材の規格」により、樹種名、見付け材

　面の品質、寸法等は、特記による。特記がなければ、見付け材面の品質は、1等とする。

イ　化粧張り造作用集成材は、「集成材の日本農林規格」の「化粧張り造作用集成材の規格」に

　より、心材の樹種名、化粧薄板の樹種名及び厚さ、見付け材面の品質、寸法は特記による。

　特記がなければ、見付け材面の品質は、1等とし、心材は、原則として、針葉樹の単一樹種と

　する。

ウ　単板積層材は、「単板積層材の日本農林規格」の「造作用単板積層材の規格」により、表面

　の品質（等級又は化粧加工の方法）、防虫処理、厚さ等は、特記による。

2　敷居、くつずり、鴨居、付鴨居、額縁等の造作材に使用する集成材は、次による。

(1)　樹種は、13.2.3表及び13.2.4表を準用し、原則として単一樹種とする。

(2)　水が直接かかる部分及び湿気が多い部分等には用いない。

(3)　敷居、くつずり及び上がり框の化粧薄板の厚さは1.5mm以上、柱にあっては1.2mm以上とし、それ

以外の化粧薄板の厚さは0.6mm以上とする。

3　カウンター等の造作材に使用する集成材の樹種は、たも、なら、けやき等の堅木とする。

 4　間柱、胴縁等に単板積層材を使用する場合の樹種は、13.2.3表及び13.2.4表を準用し、原則として

　単一樹種とする。

5　養生その他

(1)　製品は、ハトロン紙、ビニル加工紙等で包装する。

(2)　集積は、日光の直射、高温多湿な場所等を避ける。

13.2.4 床張り用合板等は次による。

床張り用合板 (1)　厚さ5.5mmの合板は、「合板の農林規格」の「普通合板の規格」により、表板の樹種名、接着の

　程度、板面の品質、処理（防虫・難燃）等は、特記による。

　特記がなければ接着の程度はⅠ類、板面の品質は、広葉樹にあっては2等、針葉樹にあってはC-Dと

　する。

(2)　厚さ12mmの合板は「合板の日本農林規格」の「構造用合板の規格」により、表板の樹種名、接着

　の程度、板面の品質、防虫処理等は特記による。

(3)　厚さ15mmのパーティクルボードは、JIS A 5908（パーティクルボード）により、曲げ強さによる

　区分、接着剤による区分等は、特記による。特記がなければ、13Pタイプ又は13Mタイプとする。
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13.2.5 1　接着剤

取り付け用  接着剤は、接着する材料に適したものとする。

材料、工法 2　釘　類

(1)　造作材及び下地材に用いる釘はJIS A 5508（くぎ）により、材質は表面処理された鉄又はステン

レス鋼とする。また、木ねじは、JIS B 1112（十字穴付木ねじ）又はJIS B 1135（すりわり付き

　　木ねじ）による。

(2)　釘の長さは、原則として、打付ける板厚の2.5倍以上とする。

(3)　造作材の釘打ちは次により、等間隔に打つ。

ア　下地材又は木れんがと交差するごと。

イ　下地材に平行するものは、両端を押さえて間隔300～450㎜。

ウ　幅の広いものは、両耳及びその中間に間隔100㎜程度。

(4)　造作材の化粧面釘打ちは、隠し釘、釘頭つぶし、釘頭埋め木等とする。

(5)　間仕切り軸組の釘打ちには、補助的にタッカーによるステープル留めを使用も可能とする。

(6)　連結釘に用いる釘は、JIS A 5908による。

3　諸金物は、特記によるものとし、コンクリートに埋込まれる部分以外で見えがくれとなるものは、

　亜鉛めっきとする。

13.2.6 1　木れんがは、接着工法又は、あと施工アンカーで取り付ける。

後付けﾚﾝｶﾞ 2　接着工法に使用する接着剤は、JIS A 5537（木れんが用接着剤）による。

13.2.7 木材保存剤の塗布は原則として行わないものとする。ただし、特記により行う場合は、以下とする。

木材保存剤

(1)　防腐処理に用いる木材保存剤は、人体への安全性及び環境への影響について配慮した表面処理用

　木材保存剤とし、種類及び品質は、JIS K 1571（木材保存剤-性能基準及びその試験方法）に適合し

　た防腐剤を用いる。

(2)　木材保存剤の塗り回数は、2回とする。

(3)　防腐処理は、次の部分に行う。ただし、保存処理木材、他の塗装を行う部分、仕上げに支障とな

　る部分及び接着剤を使用する部分を除く。

 ア 鉄筋コンクリート造、組積造等の最下階等における床束、大引受け及び根太掛けの各部材で、コ

ンクリート、ブロックの類に接する部分。

 イ 土間スラブの類及びその周辺のコンクリートに接する土台、転ばし大引及び転ばし根太等の各部

　材の全面。

13.2.8  1　土台等の取付けは、両端を押さえ、鋼製拡張式アンカー（M6～M8 間隔900内外）又は埋込みボルト

床、壁、天井 （9φ 間隔900内外）とする。

下地材回り 2　根太等の取付けは、接着剤等を併用し、両端を押え、600㎜内外の間隔にコンクリート釘又はコン

クリートビス打ちとする。

3　胴縁間隔は、間柱が450㎜の場合は、450㎜内外とし、間柱が300㎜の場合は900㎜内外の間隔とする。

4　間柱間隔は450㎜内外又は300㎜内外とする。

5　頭つなぎの取付けは、接着剤を併用し、両端を押さえ、600㎜内外の間隔にスラブ下にコンクリー

ト釘又はコンクリートビス打ちとする。ただし、勾配スラブの場合は、ナイロンプラグ(M6間隔

900㎜内外)打ちとする。

6　胴縁の取付けは、以下のいずれかによる。

(1)　間柱に相欠き両組とし、釘打ちとする。

(2)　間柱に突付け、斜め釘打ちとする。

7　二重天井の野縁の間隔は450㎜内外とし、野縁受金物、吊木等の間隔は900㎜内外とする。
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8　設備関係の取合せ部及び仕上げ部品の取付けに必要な箇所は補強する。

9　間柱の根太及び頭つなぎへの取付けは上端、下端とも、突付け斜め釘打ちとする。

10　コンクリート面に添え付く間柱等は両端を押さえ、後付け木れんが等に釘打ちとする。

11　壁の長さが短い場合は等は、胴縁を間柱より先行させてもよい。

13.2.9 1　敷居下端と土台との間には、両端部及び450㎜内外の間隔に飼木を設置する。

敷居、かも居 2　敷居及びかも居は、両端２箇所隠し釘打ちとする。

その他 3　らんま吊束は、上端、下端とも短ほぞ差しとし、ビス留め等隠し補強を行う。

4　飼木は、根太と同樹種とし接着剤併用の斜め釘留めとする。

5　コンクリート壁面の付鴨居は、下地材をナイロンプラグ(M6＠900内外)で取付け、その上に付鴨居

を接着剤併用で釘留め（＠450㎜内外）により取り付ける。

13.2.10 1　中棚の棚板で壁付き、雑巾ずりを黄銅製釘又はステンレス釘（SUS 304）で250㎜内外の間隔で止め

押入れ物置等 付ける。

2　押入れ中かも居は、かまちに釘止めしてはならない。

13.2.11 下地木材への防腐・防蟻処理は、次により、適用は特記による。

防腐・防蟻 　1　防腐・防蟻処理が不要な樹種による製材及び集成材

処理 「製材の日本農林規格」及び「枠組工法構造用製材の日本農林規格」によるD1の樹種の心材のみを用

 いた製材又はこれらの樹種を使用した集成材は、次の（2）及び（3）による薬剤による処理の適用を

 省略できるものとする。

　2　薬剤の加圧注入による防腐・防蟻処理

（1） 「製材の日本農林規格」の保存処理のK2からK4までの区分に適合するものとし、適用部位及び

保存処理適合区分は、特記による。

（2）　人体への安全性及び環境への影響について配慮され、かつ、JIS K 1570（木材保存剤）に定め

る加圧注入用木材保存剤又はこれと同等の保存剤を用いて、JIS A 9002（木質材料の加圧式保存

処理方法）による加圧式保存処理を行う。

（3）　加圧注入処理を行ったのち、加工、切断、孔あけ等を行った箇所は、3により処理を行う。

　3　薬剤の塗布等による防腐・防蟻処理

（1）人体への安全性及び環境への影響について配慮され、かつJIS K 1571（木材保存剤‐性能基準

　　及びその試験方法）に適合する表面処理用木材保存剤又はこれと同等の薬剤による処理を行う。

なお、処理に使用した薬剤、注入量等の記録を監督員に提出する。

（2） 処理の方法は、特記による。特記がなければ、次による。

ア 処理面の汚れ及び付着物を取り除く。

イ 塗布又は吹付けに使用する薬剤の量は、表面積1㎡あたり300gを標準として処理むらが生じな

いように、2回処理を行う。

（3）　塗布又は吹付けは、１回処理したのち、十分乾燥させ、２回目の処理を行う。

（4） 木材の木口、仕口及び継手の接合箇所、亀裂部分、コンクリート、モルタル、束石等に接する

部分は、特に入念な処理を行う。

　4　ボード原料接着剤への薬剤注入による防腐・防蟻処理は、特記による。

13.2.12 　特記によりラワン材等を使用する場合は、「製材の日本農林規格」第８条「広葉樹製材の規格」に

防虫処理 よる保存処理K1の防虫処理を行う。
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第14章 とい工事

14.1.1 　この章は、雨水を排水するとい工事に適用する。

適用範囲

14.1.2 1　とい

材料 とい等は、14.1.1表により、材種等は特記による。

14.1.1表 とい

配管用鋼管 JIS G 3452（配管用炭素鋼鋼管） 白管

排水管継手 JIS B 2303（ねじ込み式排水管継手） 溶融亜鉛めっき

硬質ポリ塩化 VP（管の種類）

ビニル管 屋内には使用しない。

硬質ポリ

塩化ビニル管 ー

継手

硬質塩化ビニル

雨どい

表面処理鋼板

JIS K 6744（ポリ塩化ビニル被覆金属板） A種、SGの両面被覆品とする。

ー 耐酸被覆鋼板は、特記による。

JIS G 3320（塗装ステンレス鋼板）又は

ステンレス鋼板 JIS G 4305（冷間圧延ステンレス鋼板及 ー

び鋼帯）

とい緊結用銅線 ー 径1.2mm

2　とい受け金物

(1)　とい受け金物は、ステンレス製とし形状・寸法は、「公社住宅標準設計図集」による。

(2)　とい受け金物の取付け間隔は、2ｍ程度とする。ただし、といが屋内の場合で、通常の高さにス

　ラブがある場合は、スラブごとに受け、階高が4.5ｍを越える場合は、中間を4ｍ以下の間隔で受け

　る。

3　防露材

　防露に用いる材料は、14.1.2表による。

JIS A 5706（硬質塩化ビニル雨どい）

材質その他

といと接着剤は、同一製造所の
製品とする。

１節　一般事項

材種 規　　格

JIS K 6741（硬質ポリ塩化ビニル管）

JIS K 6739（排水用硬質ポリ塩化ビニル管継
手）

JIS G 3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼
帯）

JIS G 3318（塗装溶融亜鉛－5％アルミニウム
合金めっき鋼板及び鋼帯）

JIS G 3322（塗装溶融55％アルミニウム－亜
鉛合金めっき鋼板及び鋼帯）

屋根用とし、塗膜の耐久性の種
類は22とする。

屋根用とし、塗膜の耐久性の種
類は22とする。

屋根用とし、塗膜の耐久性の種
類は22とする。

-　126　-



建設編　第14章　とい工事

14.1.2表 防露材

JIS A 9511 JIS A 9504

（発泡プラスチック保温材） （人造鉱物繊維保温材）

A-EPS-C-3号 ロックウール保温筒

とい径150㎜以下　　　　：20㎜

とい径150㎜を超えるもの：40㎜

外 装 材 粘着テープ 亜鉛めっき鉄線

14.1.3 1　鋼管製といの工法は、次による。

鋼管製といの (1)　継手は、排水管継手とする。ただし、径が80㎜を超える管については、監督員の承諾を受けて溶

工法 接継手とすることができる。

　なお、管の接続後のねじ切り部及び溶接の箇所には、さび止め塗料を塗り付ける。

(2)　防火区画を貫通する場合は、とい周囲の隙間にモルタル又は無石綿ロックウールを充てんする。

(3)　防火区画以外の貫通部に、遮音性、気密性等に支障のある場合は、とい周囲の隙間にモルタルを

充てんする。

(4)　下がり止めは、厚さ6mm程度の金物２個を上下端及び中間１本おきの受け金物ごとに、屋内で各

階にスラブがある場合には、スラブごとに取り付ける。

2　鋼管製といの防露巻き工法

　鋼管製といの防露巻きは、特記による。特記がなければ、14.1.3表により、施工箇所に応じて行う。

　なお、といの床貫通部が一般の屋内の場合は、ステンレス鋼版（SUS304）厚さ0.2㎜で床面から高さ

　150㎜の幅木を設け、天井取り合い部には回り縁を設ける。

14.1.3表 鋼管製といの防露巻き

天井内、壁内、 保温筒取付け、粘着テープ張り（すべての継ぎ目)

パイプシャフト内 ビニールテープ巻き

浴室及び厨房等の 保温筒取付け､粘着テープ張り(すべての継ぎ目)､アスファルトルーフィ

湿気の多い箇所 ング巻きの上鉄線押さえ､ステンレス鋼板(SUS304厚さ0.2㎜)巻き

（注）合成樹脂カバーは、JIS A 1322（建築用薄物材料の難燃性試験方法）に規定する防炎２級に合格し

たものとし、板厚は0.3ｍｍ以上とする。

3　とい受け金物の工法

(1)　縦どい受け金物の形式は、原則として輪鉄を丁番造りとし、足鉄に輪鉄小ボルト2本締めとする。 

(2)　縦どい受け金物の取付けは、鉄筋コンクリート造の類では、原則として足鉄を割りつめ折りとし

　て深さ60㎜程度の埋め込み、鉄骨造は、溶接又は小ボルト留めとする。

　ただし、監督員の承諾を受けた場合は、別の方法によることができる。

4　硬質塩化ビニル管製といの工法

(1)　継ぎ手は、特記がなければ冷間接合とし、接着剤を用いて固定する。

(2)　下がり止めは、とも板とし、管の継手ごとに受け金物に２個（帯状の場合は1個）接着剤を用い

　て固定する。

(3)　縦といとドレンの接続は、といをドレンの漏斗部分が現れないように挿入し、挿入長さは、径の

　60％以上とする。

(4)　曲がり部分には、役物を使用する。

保温筒取付け、粘着テープ張り（すべての継ぎ目)、合成樹脂カバー
（注）

一般の屋内露出部

一　般　の　部　分 防火区画等の貫通部分

保
温
筒

材料
規格

厚さ

といの施工個所 施　　行　　順　　序
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5　硬質塩化ビニル雨どいの取り付け工法は、製造所の仕様による。

6　ルーフドレンの工法

(1)　取付けは、原則として、コンクリートに打ち込みとし、水はけよく、床面より下げた位置とする。

 (2)　やむを得ず後付けとする場合は、周囲の隙間にモルタルを充てんする。なお、モルタルの調合は

　容積比でセメント1：砂3とする。

14.1.4   横走り管が長い又は曲がりが多い等の管で詰まりやすい箇所には、掃除口を設ける。

掃除口

14.1.5 ルーフドレン及びといの取付け完了後は清掃し、通水を確認する。

清掃
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第15章 金属工事

１節 一般事項

15.1.1 この章は、各種金属の表面処理金属製品の製作及び取付工事に適用する。

適用範囲

15.1.2 1　既製金物は、あらかじめ見本を提出する。

一般事項 　また、既製金物以外は、製作図を作成する。

　なお、必要に応じ見本又は模型を提出する。

2　異種金属で構成される金属製品の場合は、適切な方法により接触腐食を防止する。

15.1.3 1　特に重い物を支持し、又は危険防止の目的で取り付ける金物については、あらかじめその取付工法

工法 　を示す図面等を監督員に提出し、確認を受ける。

2　製品又は準備材の取付けに際しては、防水層との取り合い部分、便所、洗面所若しくは外壁回りで

　水仕舞の欠陥となるおそれのある箇所、又は常時振動、衝撃等を受ける埋め込み箇所等は、あらか

　じめその取付工法を示す図面を監督員に提出し、確認を受ける。

3　製品等を取り付けるための受材は、原則として、構造体の施工時に取り付ける。

　ただし、やむを得ずあと付けとする場合は、防水層等に損傷を与えないよう、特に注意する。

4　あと施工アンカー

(1)　3の受材を、あと施工アンカーの類とする場合は、十分耐力のあるものとする。

(2)　あと施工アンカーのせん孔時に鉄筋に当たった場合は、受材の取付けに有効で、かつ耐力上支障

　 のない部分にせん孔位置を変更する。

(3)　(2)で使用しない孔は、セメントモルタル等で充てんする。

(4)　あと施工アンカーの引抜き耐力の確認試験は次により、適用は特記による。ただし、軽易な場合

は、監督員の承諾を受けて試験を省略することができる。

ア 引抜き耐力の試験は、引張試験機による引張試験とする。

イ 試験箇所数は、同一施工条件のあと施工アンカーを１ロットとし、１ロットあたり３本以上とす

る。

ウ　引張試験は、設計用引張強度に等しい荷重を試験荷重とし、過大な変位を起こさずに耐えられる

ものを合格とし、すべての試験箇所が合格すれば、そのロットを合格とする。

なお、設計用引張強度は、特記による。

エ  ウの試験において、１箇所でも不合格のものがあった場合には、更にそのロット全数の20％を抜

き取り、試験箇所の全数が合格すれば、ロット合格とし、１箇所でも不合格のものがあった場合

には、全数について、ウによる引張試験を行う。

オ 不合格となったものは、切断等の処置を行い、（1）から（3）までにより、新たに施工し、更に

ウによる引張試験を行う。

5　鋼製金属品は、腐食防止対策として亜鉛メッキ等による表面処理又は、第18章「塗装工事」による

 　さび止め塗装を行う。現場搬入後、塗装の損傷又は、はく離部分は、直ちに補修する。

6　表面処理の下地処理は、材料に応じて適切に行う。

7　異種金属で構成される金属製品の場合は、適切な方法で接触腐食を防止する。
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15.1.4 1　金属製品は、必要に応じて、ポリエチレンフィルム、剥離ペイント等で養生を行った上搬入する。

養生等 2　取付けを終った金物で、出隅等の損傷のおそれがある部分は、必要に応じて当て板等　の適切な養

　生を行う。

3　工事完成時には、養生材を取り除き清掃を行う。

　なお、必要に応じて、ワックス掛け等を行う。　

２節 表面処理

15.2.1 　ステンレスの表面仕上げの種類は、JIS G 4305（冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯）によるものと

ｽﾃﾝﾚｽの し、特記がなければHL（ヘアライン）仕上げとする。

表面仕上げ

15.2.2 1　アルミニウム及びアルミニウム合金の表面処理は、15.2.1表により、種別及び皮膜又は複合皮膜の

ｱﾙﾐﾆｳﾑ 　種類は特記による。特記がなければB種とする。

及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合 2　種別が15.2.1表のA種及びC種の場合は、表面処理後に次の処理を行う。

金の表面処理 (1)　アルカリ性材料と接する箇所は、耐アルカリ性の塗料を塗り付ける。

(2)　シ－リング被着面は、水和封孔処理による表面生成物を取り除く。

3　陽極酸化皮膜の着色方法は、特記による。特記がなければ、二次電解着色とし、色合等は特記によ

　る。

15.2.1表 表面処理の種別

着色陽極酸化皮膜

無着色陽極酸化皮膜

着色陽極酸化皮膜

(注)　常温乾燥形の塗装の場合は、特記による。

B-1種
無着色陽極酸化塗装
複合皮膜

JIS H 8602
アルミニウム及びアルミニウム
合金の陽極酸化塗装複合皮膜

化成皮膜の上に塗装 JIS H 4001
アルミニウム及びアミニウム合
金の焼付け塗装板

B

B-2種
着色陽極酸化塗装複
合皮膜

C-1種
JIS H 8601

アルミニウム及びアルミニウム
合金の陽極酸化皮膜

AA6
C-2種

皮膜又は複
合皮膜の種
類

種別 表面処理 規格番号 規格名称

A-1種
JIS H 8601

アルミニウム及びアルミニウム
合金の陽極酸化皮膜

AA15
A-2種

無着色陽極酸化皮膜

ーD種
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15.2.3 1　鉄鋼の亜鉛めっきの種別は15.2.2表により、適用は特記による。

鉄鋼の 15.2.2表 鉄鋼亜鉛めっきの種別

亜鉛めっき

2 種 ー

(注)1　CM2Cは、JIS H 8625（電気亜鉛めっき及び電気カドミウムめっき上のクロメート皮膜）による。

2　加工（成形）後、めっきを行うものに用いる。

2　亜鉛めっき面の試験は、次により、適用は特記による。

(1)　溶融亜鉛めっきの亜鉛の付着量試験は、JIS H 0401（溶融亜鉛めっき試験方法）による。

(2)　電気亜鉛めっきの皮膜厚さ試験及び塩水噴霧試験は、JIS H 8610（電気亜鉛めっき)による。

3　検査により不合格となっためっきの欠陥部分の補修は、特記による。特記がなければ15.2.4表によ

　る。なお、施工途中についた傷の補修についても15.2.4表による。

15.2.4表 溶融亜鉛めっき面の補修

・局部的な欠陥が点在する場合ﾜｲﾔｰﾌﾞﾗｼで入念に素地調整を

　行った後、高濃度亜鉛末塗料又は亜鉛溶射により補修を行う。

・欠陥部が広範囲にわたる場合再めっきを行う

やすり又はｻﾝﾀﾞｰ掛けにより平滑に仕上げる。

ﾎﾞﾙﾄ孔及び摩擦面縁に生じたたれは、やすりを使って除去する。

３節 溶接、ろう付けその他

15.3.1 1　ステンレス、アルミニウム及びアルミニウム合金の溶接は、原則として工場溶接とする。

一般事項 2　溶接、ろう付けの際は、治具を用いて行う。

15.3.2 鉄鋼の溶接は，第8章による。

鉄鋼の溶接

15.3.3 1　溶接

(1)　溶接棒は JIS Z 3232 （ｱﾙﾐﾆｳﾑ及びｱﾙﾐﾆｳﾑ合金溶接棒並びに溶接ワイヤ）による。

(2)　溶接技能者は、当該作業等に相応した技量、経験及び知識を有する者とする。

(3)　溶接作業は JIS Z 3604（アルミニウムのイナートガスアーク溶接作業標準）による。

2　ろう付け

(1)　ろう材は、JIS Z 3263（アルミニウム合金ろう及びブリージングシート）による。

(2)　ろう付けを行う技能者は、当該作業等に相応した技量、経験及び知識を有する者とする。

A種
溶融亜鉛
めっき

JIS　H
8641

溶融亜鉛
めっき

HDZ55 6以上

B種 HDZ45 3.2以上

種別
表面処理

規格番号 規格名称
めっき
の種類

記号又は
等級

板厚 クロメート
皮膜の記号方法 （ｍｍ）

C種 HDZ35 1.6以上

D種
電気亜鉛
めっき

JIS　H
8610

電気亜鉛
めっき

5級 ー

E種 ー 4級 ー

アルミニウム及
びアルミニウム
合金の溶接並び
にろう付け

CM2C
（注）1

F種 3級 ー

欠陥 補　　修　　方　　法

不めっき傷

かすびき

摩擦面のたれ
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15.3.4 1 溶接棒は母材及び溶接方法に適したもので、（一社）日本溶接協会制定の「ステンレス鋼溶接施工

　基準」による。

2 ろう材は、JIS Z 3261(銀ろう)又はJIS Z 3282（はんだ－化学成分及び形状）による。

3 ステンレスの溶接及びろう付け（はんだ付けを含む）を行う技能者は、JIS Z 3821（ステンレス鋼

　溶接技術検定における試験方法及び判定基準）又は、JIS Z 3891（銀ろう付技術検定における試験

　方法及び判定基準）等に相応する技量、経験及び知識を有する者とする。

　

４節 軽量鉄骨天井下地

15.4.1 　この節は、屋内及び屋外の軽量鉄骨天井下地に適用する。ただし、天井材重量が20kg/㎡を超える天

適用範囲 井、水平でない天井及びシステム天井によるものを除く。

15.4.2 1　天井下地材は、JIS A 6517（建築用鋼製下地材（壁・天井))による。

材料 2　野縁等の種類は、15.3.1表により、特記がなければ、屋内は19形、屋外（開放廊下、ピロティー等）

　は25形とする。

15.3.1表 野縁等の種類　　　

部材

（注）縁はスリット付きを除く。

3　インサートは鋼製とし、防錆処置を行ったものとする。

4　補強用振れ止め金物は、防錆塗装又は亜鉛めっきを行ったものとする。

15.4.3 1　野縁受け、吊りボルト及びインサートの間隔は、900㎜程度とし、周辺部は端から150㎜以内とする。

工法 2　埋め込みインサートは、型枠組立て時に配置する。

3　吊りボルトの躯体への取り付けは、鉄筋コンクリート造等の場合は埋め込みインサートに十分ねじ

　込み固定する。鉄骨造の場合は溶接等の適切な工法で取り付ける。

　　なお、ダクト等のため、躯体に直接吊りボルトが取り付けられない場合は、

　アングル等の鋼材を別に設けて、吊りボルトを取り付ける。

　　また、吊りボルトの上部は、埋め込みインサートに取り付ける。下部は、野縁受けハンガーに、

　野縁受けを取り付ける。野縁と野縁受けの留め付けは、クリップ留めとし、クリップは交互に掛け

　る。さらに、クリップのつめが溝に位置するものは、野縁受けの溝内に確実に折り曲げる。

4　屋内の野縁の間隔

(1)　下地張りのある場合及び金属製形板張りの場合は、360㎜とする。

(2)　仕上げ材料を直張りするか、壁紙又は塗装下地の類を張り付ける場合は、300㎜程度とする。

　　ただし、ボード類の一辺の長さが455㎜以下の場合は、455/2(㎜)以下とする。

野 縁 受 38×12×1.2 38×12×1.6

野縁受けハンガー 厚さ2.0以上

ク リ ッ プ 板厚0.6以上

ステンレスの溶
接及びろう付け

19形 25形

シ ン グ ル 野 縁 25×19×0.5 25×25×0.5

ダ ブ ル 野 縁 50×19×0.5 50×25×0.5

種類

板厚0.8以上

吊 り ボ ル ト 転造ねじ、ねじ山径9.0(円筒部径8.1以上)

ナ ッ ト 高さ8.0
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5　屋外の野縁の間隔

　野縁の間隔は、300㎜程度とする。

　なお、クリップと野縁受けとの留付けは、野縁受け材の溝内に折り曲げる。

6　下地張りがなく、野縁が壁等に突き付く場合で、天井目地を設けるときは、厚さ0.5㎜以上の匚形

 又はＬ形の亜鉛めっき鋼板を野縁端部の小口に差し込むか、添え付けて留め付ける。

　また、壁に平行する場合は、端部の野縁はダブル野縁とする。

7　設計図書に表示されている開口部は、次により補強を行う。

(1)　照明器具又はダクト吹出し口類の開口のため野縁が切断される場合は、野縁又は野縁受けと同材

　で補強する。

(2)　天井改め口類で人の出入りする開口部は、野縁受けと同材で補強する。

8　野縁は、野縁受けから150㎜以上はね出してはならない。

9　下がり壁、間仕切等を境として、天井に段違いがある場合は、野縁受けと同材又は

　Ｌ－30×30×3(㎜)程度で、間隔2.7m程度に斜め補強を行う。

 10　天井のふところが1.5ｍ以上の場合は、つりボルトと同材又は［－19×10×1.2(mm)以上を用いて、

　つりボルトの水平補強、斜め補強を行うこととし、補強方法は特記による。

　特記がなければ次による。

　なお、天井のふところが3ｍを超える場合はの補強は、特記による。

(1)　水平補強は、縦横方向に間隔1.8m程度に配置する。

(2)　斜め補強は、相対する斜め材を１組とし、縦横方向に間隔3.6m程度に配置する。

11　溶接した又は溶断した箇所は、18.3.2「塗料種別」の2による塗装を行う。

12　天井下地材における耐震性を確保した補強は、特記による。

13　屋外の軒天井、ピロティ天井等における耐風圧性を考慮した補強は、特記による。

14　設備関係の取合せ部及び仕上げ部品の取り付けに必要な箇所は補強する。

５節　軽量鉄骨壁下地

15.5.1 　この節は、建物内部の間仕切壁等の軽量鉄骨壁下地に適用する。

適用範囲

15.5.2 1　壁下地材は、JIS A 6517（建築用鋼製下地材（壁・天井))による。

材料 　スタッド、ランナーの種類は、特記による。特記がなければ、15.4.1表としスタッドの高さによる

　区分に応じた種類とする。

15.4.1表 スタッド、ランナー等の種類

種類

50×45 52×40 19×10

×0.8 ×0.8 ×1.2

65×45 67×40 匚－60×30 L－30×

×0.8 ×0.8 ×10×2.3

90×45 92×40 25×10 匚－75×45

×0.8 ×0.8 ×1.2 ×15×2.3 L－50×

100×45 102×40 2匚－70×45

×0.8 ×0.8 ×15×2.3

(注）1　ダクト類の小規模な開口部の補強材は、それぞれ使用した種類のスタッド又はランナーとす

　 る。

 2　スタッドの高さに高低がある場合は、高い方を適用する。

50形

部材等 出入口及びこれ
に準じる開口部

の補強材

補強材
取付用
金物

スタッドの
高さによる

区分
スタッド ランナー 振れ止め

高さ2.7ｍ以下

65形 高さ4.0ｍ以下
30×3

90形
高さ4.0ｍを超
え　4.5ｍ以下

100形
50×4 高さ4.5ｍを超

え　5.0ｍ以下

- -
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 3　50形は、ボード片面張りの場合に適用する。

 4　スタッドの高さが5.0mを超える場合は、特記による。

3　スペーサーは、鋼製で、スタッドに固定できるものとし、スタッドと同程度の亜鉛めっきを行った

 ものとする。

4　開口部補強材及び補強材取付け用金物は、防錆処置を行ったものとする。

5　組立て及び取付け用打ち込みアンカー、小ねじ、ボルト等は、亜鉛めっきを行ったものとする。

15.5.3 1　ランナーは、端部を押さえ900㎜程度の間隔に打込みピン等で、床、梁下、スラブ下等に固定する。

工法 　 ただし、鉄骨、軽量鉄骨天井下地等に取り付ける場合は、タッピングビスの類又は溶接で固定する。

2 スタッドの間隔は、下地張りのある場合は450mm程度、仕上げ材料を直張りするか、壁紙又は塗装下

　地の類を直接張付ける場合は、300mm程度とし、上下はランナーに差し込む。

3　振れ止めは、床面ランナー下端から1200㎜程度ごとに設ける。ただし、上部ランナーから400㎜以

　内に振れ止めが位置する場合は、その振れ止めは、省略することができる。

4　スペーサーは、各スタッドの端部を押さえ、間隔600㎜程度に留め付ける。

5　出入口及びこれに準じる開口部は、次により補強する。

(1)　縦枠補強材は、上は梁、スラブ下の類に達するものとし、上下とも打込みピン等で固定した取付

　け用金物に、溶接又はボルトの類で取り付ける。

(2)　抱き合わせ補強材は、端部を押さえ、間隔600㎜程度に溶接し組み立てたものとする。

(3)　上枠等の補強材は、縦枠補強材に取付け用金物を用いて、溶接又は小ねじの類で　取り付ける。

(4)　開口部のために切断されたスタッドは、上下枠補強材にランナーを固定し、これに取り付ける。

6　設計図書に表示されているダクト類の開口部は、次により補強する。

(1)　上下補強材は、スタッドに取付け用金物を用いて、溶接又は小ねじの類で取り付ける。

(2)　縦枠補強材は、上下枠補強材に取付け用金物を用い、て溶接又は小ねじの類で取り付ける。

7　スタッドがコンクリート壁等に添え付く場合は、振れ止め上部を打込みピン等で固定する。

8　そで壁の端部は5の(1)により、スタッドに縦枠補強材と同材を添えて補強する。

9　溶接又は溶断した箇所は、錆び止め塗料（JIS K 5629鉛酸カルシウム錆び止めペイント）を塗布

　する。

10 設備関係の取り合わせ部及び部品の取り付けに必要な箇所は補強する。

６節 雑金物

15.6.1 1　カーテンレールは、JIS A 4802（カーテンレール（金属製））によるものとし、材質及び形状は、

雑金物 　特記による。

2　カーテンレールの長さは原則として両端それぞれ100ｍｍ程度延長し、ストッパーをレール両端部

に取り付ける。

3　ランナーは、合成樹脂製とし、間隔120ｍｍ以下で偶数個とする。

4　ブラケットは、金属製とし、取り付け間隔は、450ｍｍ以下とする。

5　カーテンレール取付け用小ねじの材質は、特記による。特記がなければステンレス製とする。

6　宙吊りカーテンレールの長さが1.0ｍ以上となる場合又はカーブ箇所がある場合は、吊り棒を加え

　て補強する。
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15.6.2 1  タラップの材質及び形状は、特記による。特記がなければ材質は、ステンレス製とする。

2　形鋼を用いて、はしご形に加工する場合は、縦骨の継手は添え板をボルト締め、踏み子は、縦骨に

　かしめ付け、足金物は縦骨に径9ｍｍボルトの二重ナット締め又は溶接とする。

3　タラップの取り付け位置は、外部の場合、最下段の踏み子が床面等から2.0ｍ程度の高さとする。

　

15.6.3 1　材種、形状、寸法は、特記による。

ノンスリップ 2　埋め込みによる取付け

　コンクリートに足金物を埋め込む場合は、足金物の間隔は、両端を押え300ｍｍ程度とし、堅固に取

　 　り付ける。

3  接着剤併用ビス止めによる取付け

（1）接着剤は、エポキシ樹脂系又はウレタン系のものとし製造所の仕様による。

（2）ビス止めは、軽量アンカー用ナイロンプラグ（ドリル径5ｍｍ、プラグ長さ25ｍｍ）を用い、ビ

スはステンレス製さら木ねじ径4ｍｍとし、止め付けは両端から20ｍｍ内側を止め、残り寸法を

300ｍｍ以内で止める。

15.6.4 ナイロンプラグ及び鋼製拡張式アンカーは15.6.1表により、種別は特記による。

15.6.1表

　　　　軽量アンカー 中量アンカー

ナイロンプラグ 鋼製拡張式アンカー

　　サイズ M4 M6 M8 M6 M8 M12

29000

（N)

15.6.5 その他の雑金物は特記による。

その他の雑金物

タラップ

以上 以上 以上 以上 以上 以上

重量ｱﾝｶｰ

平均引抜き耐力 980 2000 2900 5900 9800

ナイロンプラグ及び
鋼製拡張式アンカー
の引抜き耐力等
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第16章 左官工事

１節 一般事項

16.1.1 この章は、建築物の内外部等に施工するセメントモルタル塗り等を行う工事に適用する。

適用範囲

16.1.2 1　コンクリート面等の下地及び各塗り層は、清掃を行い適度の水浸しを行って、次の層の塗り方に取

下地等の清掃、 　り掛かる。

水浸し及び補修 2　下地、塗り面等に浮いている部分は、直ちに補修する。

16.1.3 1　近接するほかの部材等の仕上げ面を汚損しないように、紙張り、板覆い、ポリエチレンフィルム掛

養生 　け等の適切な養生を行う。

2　塗り面の汚れ及び急激な乾燥を防止するため、シート掛け、水浸し等を行う。

  3　寒冷期（気温5℃以下）に施工する場合は、適切な防寒及び保温設備等を設け、凍害のないように

　する。

16.1.4 1　コンクリート打ち継ぎ部、開口部回り、せっこうラスボード類の継ぎ目等、ひび割れのおそれのあ

ひび割れ 　る箇所には、モルタル塗りの場合は、メタルラス張り等を行う。また、プラスター塗りの場合は、

　しゅろ毛、パーム、ガラス繊維状ネット等を伏せ込む。

2　下地が異なる取り合い部分及び躯体ひび割れ誘発目地部分には、原則として、目地、見切り縁等を

　設ける。

２節 モルタル塗り

16.2.1 　この節は、コンクリート下地、コンクリートブロック下地等の面に、セメント、粗骨材等を主材と

適用範囲 して作ったセメントモルタル塗りに適用する。

16.2.2 1　セメントは、6.3.2による。

材料 2　白色セメントは、JIS R 5210（ポルトランドセメント）に準ずる。

3　細骨材

(1)　砂は、良質で塩分、泥土、塵芥及び有機物等の有害量の不純物を含まないものとする。

　粒度は16.2.1表により、細粗粒が適切に混合したものとする。

16.2.1表 砂の粒度

5㎜　ふるい通過部分 　100% 　下塗り、ラス付け用、むら直し、

　0.15㎜　　　　〃　　　　 中塗り、床モルタル用

  2.5mm  ふるい通過部分   100 %

　0.15㎜　　　　〃　　　　 

(2)　色砂の粒度は、16.2.1表に準ずる。

(3)　内壁下塗り用軽量モルタルの細骨材は、セメント混和用軽量発泡骨材とし、建築基準法第2条第

　九号の規定に基づき、不燃材料の指定又は認定を受けたものとする。

4　水は、原則として水道水を使用する。ただし、井戸水を使用する場合は、清浄で塩分、鉄分、硫黄

　分及び有機物等の有害量を含まないものとする。

5　混和材料は、次により、モルタル性能に著しい悪影響を与えないものとする。

(1)　混和材は、左官用消石灰、ドロマイドプラスター等とする。また、色モルタルの場合は、色彩に

　影響を与えるものは避ける。

粒度（％：質量百分率） 適　要　範　囲

　上塗り

10％以下

10％以下
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(2)　保水剤は、メチルロース等の水溶性樹脂とし、実績等の資料を監督員に提出する。

(3)　建具回りの充てんモルタルに使用する防水剤及び凍結防止剤は、実績等の資料を監督員に提出す

　る。

(4)　ポリマーセメントモルタル、ポリマーセメントペーストの混和剤は、JIS A 6203　（セメント混

　和用ポリマーディスパージョン及び再乳化形粉末樹脂）によるセメント混和用ポリマーディスパー

　ジョンとする。

(5)　顔料は、耐アルカリ性の無機質で、日光の直射等に対しても変色が少なく、金属をさびさせない

　ものとする。

6　吸水調整材は、品質は16.2.2表による。

16.2.2表

項 目 品 質

外観 粗粒子、異物、凝固物等がないこと

全固形分 表示値　±1.0％以内

吸水性 ３０分間で１g以下

標準状態

熱冷繰り返し抵抗性

凍結融解抵抗性

熱アルカリ溶融抵抗性

7　既製目地材の適用及び形状は、特記による。

8  下地調整塗材はJIS A 6916（建築用下地調整塗材）によるセメント系下地調整厚塗材2種（下地調

　整塗材CM-2)とする。

試験方法

日本建築仕上学会規
格Ｍ-101（セメント
モルタル塗用吸水調
整材の品質基準）に
よる。

著しいひび割れ及びはく離がなく、
接着強度が1.0N／㎜2以上で、界面破
断が50％以下であること。
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16.2.3 1　モルタルの調合及び塗厚は、16.2.3表による。

調合及び塗り厚 　なお、防水下地の床及び立上がりの塗厚は、15㎜以上とする。

16.2.3表 調合（容積比）及び塗り厚

砂 砂 砂

仕上げ - - 2.5 -

張り物下地 - - 3 -

2.5

外壁その他

（天井の類を除く）

ラスシート 2.5

メタルラス

2.5 3 3

セメント1：砂3

ｺﾝｸﾘｰﾄ、 雨掛り部分は防水剤及び必要に応じて凍結防止剤入りとする。

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ ただし、塩化物を主成分とする防水剤又は凍結防止剤は

用いない。

なお、モルタルに用いる砂の塩分含有量は、ＮａＣｌ換算で、

0.04％（質量比）以下とする。

(注) 1　床部分には、階段の蹴上げ・踏み面、面台の上端（立上がり部分は除く。）を含む。

 2　ラス付けの場合は、必要に応じて、すさを混入することができる。

 3　ラス付けは、ラスの厚さにより1㎜程度厚くする。

 4　ラス付けは、塗り厚に含まない。

 5　ビニル床シート、ビニル床タイル等の場合は、床モルタルの塗り厚には、張り物材の厚さを

　含む。

2　ポリマーセメントモルタルの調合は、1による。ただし、混和剤の使用量は、セメント質量の5％

 （全固形分換算）程度とする。

3　ポリマーセメントペーストの混和剤の使用量は、セメント質量の5％（全固形分換算）程度とする。

4　内壁下塗り用軽量モルタルのセメント量、細骨材量、混和剤混入量等の調合は、細骨材の製造所の

 仕様による。

5　混和材を使用する場合は、モルタルの強度等に著しい影響を与えない程度とする。

6　モルタルの練り混ぜは、機械練りとする。1回の練り混ぜ量は、60分以内に使い切れる量とする。

7　1回の塗り厚は、床を除き原則として7mm以下とする。

  8　仕上厚又は全塗厚（タイル張りにあっては、張付けモルタルを含む）は25 mm以下とする。

 ただし、床の場合を除く。

16.2.4 1　コンクリート、コンクリートブロック等の壁、床等で、ひずみ、不陸等の著しい箇所は、目あらし、

下地処理 　水洗い等の上モルタルで補修し、夏期は7日以上、冬期は14日以上放置する。

　ただし、気象条件等によっては、監督員の承諾を受けて期間を短縮することができる。

2　コンクリート及びコンクリートブロックの壁面は、デッキブラシ等で水洗いを行いモルタル等の接

　着を妨げるものを除去する。ただし、屋内の場合工程により、水洗いが困難な場合は、適度に水湿

　しの上デッキブラシ等で清掃する工法によることができる。

下地 施行箇所 付け 中塗り

ｾﾒﾝﾄ ｾﾒﾝﾄ

床
1

適量

1

内　　　壁
1

1 3 １

-

-

-

-コンクリー
ト、コンク
リートブ
ロック、
れんが

外　　　壁 1

25以下31 2.5

3

内　　　壁 適量
（注）1

塗り厚の
標準値　(㎜)

30

20

-

（注）1

1 3 1

ｾﾒﾝﾄ 混和材

下塗りラス むら直し
上塗り

1 1 -

建具枠回り充てん、
ガラスブロックの金
属枠回り充てん

1 3 １ 3 15

20

1
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3　コンクリートの床面の場合は、コンクリート硬化後、なるべく早い時期に塗り付けを行う。

　なお、コンクリート打ち込み後、長時間放置したものは、水洗いを行う。

4　壁面の場合で16.2.3「調合及び塗り厚」の8の規定を満足しない場合は、補修塗部分等に対して、

　ステンレス製アンカーピンを縦横200mm程度の間隔に打込み、ステンレスラス等を張る。

5 コンクリート壁面に高圧水洗処理で目荒しを行う場合は、水圧及び目荒らし時間を適切に設定し、

  モルタルを接着に適した粗面に仕上げる。また、高圧水洗処理に先立ち、試験施工を行い、目荒ら

　しの状態について監督員の確認を得る。

16.2.5 1　壁塗り

工法 (1)　下塗り

ア　16.2.4「下地処理」の2の下地処置の後、下地の乾燥具合を見計らい、吸水調整材を吸水調整

　材の製造所の仕様により全面に塗る。ただし、下塗りに内装下塗り用軽量モルタル又はポリマー

　セメントモルタルを塗り付ける場合以外にあっては、16.2.4「下地処理」の2の下地処理の後、

　吸水調整材塗りに代えてポリマーセメントペーストを1～2mm塗ることができる。

　この場合、必要に応じて保水剤を使用する。

イ　塗り付けは、吸水調整材塗りを行った場合は乾燥後に、ポリマーセメントペースト塗りを行っ

　た場合はポリマーセメントペーストが乾燥しないうちに塗り残しのないよう全面に行う。

ウ　下塗り面は、内壁下塗り用軽量モルタルの場合を除き、金ぐし類で荒らし目を付ける。

エ　下塗り後、モルタル表面のドライアウトを防止するため水湿しを行う。

オ　下塗り及びラス付けは、14日以上放置して、ひび割れ等を十分に発生させてから次の塗り付

　けに取り掛かる。ただし、気象条件等により、モルタルの付着が確保できる場合には、期間を

　短縮することができる。

(2)　むら直し

ア　むらが著しい場合に行う。

イ　むら直しが部分的な場合は、下塗りに引き続いて行い、(1)のウからエまでによる。

ウ　むら直し部分が比較的大きい場合は、(1)のオの後、塗り付ける。塗り付け後荒らし目を付け、

　7日以上放置する。ただし、気象条件等によりモルタルの付着が確保できる場合は、期間を短縮

　することができる。

(3)　中塗り

出隅、入隅、ちり回り等は、定規塗りを行い、定規と通しよく平らに塗り付ける。

(4)　上塗り

中塗りの状態を見計らい、面、角、ちり回り等に注意し、こてむらなく平らに塗り付ける。

(5)　仕上げの種類

仕上げの種類は、施工箇所に応じて16.2.4表を標準とする。

16.2.4表 仕上げの種類

タイル下地

-

(6)　目地を設ける場合は、あらかじめ目地棒で通りよく仕切り、仕上げ後、目地棒を外し目地塗りを

　する。

なお、既製目地材は、あらかじめ定めている位置に通りよく取付け、壁塗りを行う。

一般塗装下地、壁紙張り下地、防水下地モルタル
仕上げのまま内装タイル接着剤張り下地

金　ご　て

木　ご　て

は　け　引　き

仕上げの種類 施　工　箇　所
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2　床塗り

(1)　下地処置の後、デッキブラシ等で、セメントペーストを床面に十分に塗り付けた後、直ちに、モ

　ルタルの塗り付けにかかる。

なお、セメントペースト塗りに代えて吸水調整材を使用する場合は、製造所の仕様により吸水調

　整材を全面に塗り、乾燥具合を見計らってモルタルの塗り付けにかかる。モルタルの塗り付けにか

　かる。

(2)　塗り付けは、水引き具合を見計らい、定規通し良く、金ごてで平滑に塗り均し仕上げる。

(3)　床の目地の設置及び工法は、特記による。

なお、目地工法の特記がない場合は押し目地とし、割り付け間隔は、室内は縦横1.9ｍ程度、廊下

　は3.6ｍ程度とする。

(4)　屋上防水層保護モルタルコンクリート等の上に行うモルタル塗り仕上げの場合は、目地を設ける。

目地は、10.2.5「保護層等の施工」による伸縮調整目地に合せる。

3　タイル張り下地の均しモルタル塗り

(1)　床

    ア　塗り厚は、原則として全仕上げ厚さ、タイル厚さ等から定める。

    イ　床は12.3.3.2（1）の場合を除き、2による。ただし、表面は木ごてで仕上げる。

(2)　壁

ア　タイル張りが、密着張り、改良積上げ張り、改良圧着張り、モザイクタイル張りの場合は、

　塗りまで行う。

イ　タイル張りが改良積上げ張りの場合で、かつ、内装タイルの場合は、厚さ6㎜の下塗り（ラス

　下地の場合を含む。）を行う。

ウ　タイル張りが内装タイル接着剤張りの場合は、中塗りまで行い、金ごてで仕上げる。

 エ　外壁の場合は、タイルに合わせて幅10㎜以上の伸縮調整目地を設ける。伸縮調整目地は、発

　泡合成樹脂板の類を用い、目地周辺から浮きが発生しないよう、原則として構造体まで達する

  ようにする。

16.2.6 1　この項は、防水剤を混入したモルタルで防水上軽易な箇所に施工する防水モルタル塗りに適用する。

防水モルタル 2　防水剤は、製造所の仕様による。

塗り 3　モルタルの調合（容積比）は、特記による。特記がなければ、セメント1：砂2とする。

4　防水モルタルは、材料を正確に計量し、十分に練り混ぜたものとする。塗り付けは、厚さ15㎜程度

　をこてで入念に押さえて行う。壁の場合は、2回に分けて塗り付ける。

３節 床コンクリート直均し仕上げ

16.3.1 　この節は、床クンクリート打込み後、コンクリートの表面を金ごてで仕上げる工事、粗面仕上げと

適用範囲 する工事及び塗物、敷物、張物等の下地で特記されたもの並びに防水下地の工事に適用する。

16.3.2 床面の仕上りの平たんさは次による。

床面の仕上がり (1)　壁の幅木回りは、3ｍにつき、3mm以内とする。

(2)  仕上り面でのむらは、目視により支障のない程度とする。

(3） (1)及び(2)以外は、6.2.6「構造体コンクリートの仕上がり」による。

16.3.3 1　工法は、6.6.9「コンクリート上面の仕上げ」を行った後、次を標準として仕上げる。

工法 (1)　中むら取りを木ごてで行う。

(2)　踏み板を用いて金ごて押えを行い、セメントペーストを十分に表面に浮き出させる。

(3)　締り具合を見て、金ごてで強く押え平滑にする。

(4） 粗面仕上げとする場合は、（3）の工程の後、デッキブラシ等で、目通りよく粗面に仕上げる。
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(5） 屋内の床仕上げの種類で、ビニル系床材や合成樹脂塗り床仕上げ等仕上げ厚が薄い場合には、金

　ごて仕上げ又は機械式こて仕上げで、下ずり、中ずり及び仕上げずりの３工程を標準とする。

(6） セルフレベリング材塗りの場合は、(2)までの金ごて押えを1回行う。

2　仕上げ面で、こてむらの著しい箇所は、コンクリート硬化後グラインダーで平滑に仕上げる。

16.3.4 1　表面仕上げ後、コンクリートの硬化状態を見計らい、第6章7節「養生｣によるほか、ビニルシート

養生 　で覆うなどして、表面の保護を行う。

2　上階の型枠取り付け、鉄筋の運搬等の場合には、仕上げ表面を傷つけないように行う。

４節　セルフレベリング材塗り

16.4.1 この節は、内装の張物下地のセルフレベリング材塗りに適用する。

適用範囲

16.4.2 1　セルフレベリング材の種類及び品質は、16.4.1表により、適合は特記による。

材料 2　水は、16.2.2.4による。

3  吸水調整材その他の材料は、セルフレベリング材製造所の指定する製品とし、吸水調整材の品質は

　16.2.2表による。

16.4.1表　セルフレベリング材の品質

フロー値(cm)

始発（分）

終結(時間）

圧縮強度（N/mm2) 15以上 20以上

下地接着強度（N/mm2) 0.5以上 0.7以上

衝　　撃 割れ及びはがれのないこと

16.4.3 1　調合は、セルフレベリング材製造所の仕様による。

調合及び塗厚 2　セルフレベリング材の標準塗厚は、10ｍｍとする。

16.4.4 1　下地コンクリート床面は、16.3.3.1（6）による。

下地処理 2　下地コンクリート床面の乾燥を見計らい、掃除機等で十分に清掃し、セルフレベリング材の接着を

　妨げるものを取り除く。

3　2ののち、デッキブラシ等を用い、製造所の仕様に基づき、所定量の吸水調整材塗り2回を標準とし

　て行い、乾燥させる。

16.4.5 1　材料の練混ぜは、セルフレベリング材製造所の指定する方法で行う。

工法 2　セルフレベリング材塗りは、軟度を一定に練り上げたセルフレベリング材を、レベルに合わせて流

　し込む。この際必要に応じて均し道具等を使用する。

3　施工場所の気温が５℃以下の場合は、施工しない。

4　セルフレベリング材の打継ぎ部等の処理

（1）　硬化後、打継ぎ部の突起及び気泡跡の周辺の突起等は、サンダー等で削り取る。

（2）　気泡跡のへこみ等は、セルフレベリング材製造所の指定する材料で補修する。

5　養生は、次による。

長さ変化（％） 0.05以下 0.12以下

　せっこう系 　セメント系

19以上

45以上

20以上

表面接着強度（N/mm2)

日本建築学会品質基準
JASS15　M-103（セルフ
レベリング材の品質基
準）による

0.4以上

   凝結時間

項　　　　　　　　　目

0.5以上

試 験 方 法品　　　　　　　　　　　質
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（1）　セルフレベリング材塗り後、硬化するまでは、窓や開口部をふさぐ。その後は、自然乾燥状態

　とする。

（2）　セルフレベリング材塗り後の養生期間は、一般に7日以上、冬期は14日以上とし、表面仕上げ

　材の施工までの期間は、30日以内を標準とする。ただし、気象条件等により、これらの期間を

　増減することができる。

6　1から5まで以外は、セルフレベリング材製造所の仕様による。
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第17章 建具・ガラス工事

１節 一般事項

17.1.1 　この章は、金属製建具（アルミニウム製建具、鋼製建具）、木製建具及びガラス工事に適用する。

適用範囲

17.1.2 1　鋼製建具及びアルミニウム製建具は、総則編1.5.1「機材の品質等」による性能を有するものとす

建具の性能 　る。

2　外部に面する建具の耐風圧性、気密性、水密性等が指定された場合は、性能を有することを証明す

　る資料を監督員に提出して、承諾を受ける。

　また、必要とする耐震性能を有すること。

3　上記の性能試験を行う場合は、特記による。

17.1.3 1　防火戸の指定は、特記による。

防火戸 2　防火戸は、建築基準法第2条第九号の二（ロ）の規定に基づき指定又は定められたもの並びに認定

　を受けたものとする。　

3　防火戸の自動閉鎖機構及び防火戸をヒューズ装置、熱感知器又は煙感知器と連動させる場合は、特

　記による。なお、防煙シャッターの場合は、煙感知器と連動するものとする。

4　防火区画に用いる防火戸で、通行の用に供する部分に設けるものは、建築基準法施行令第112条第

 14項第一号ロにより、周囲の人の安全を確保することができるものとする。

17.1.4 1　工事組立ての完了した建具で、アルミニウム、ステンレス部材は、合成樹脂加工紙、合成樹脂フィ

養生及び清掃 　ルム、防水紙、保護塗料等で養生を行う。　

2　取付け中及び取付け後に汚染のおそれのある箇所は、汚染及び損傷の予防のために、保護材を用い

　て保護する。

3　建具にコンクリート、モルタル、プラスター、塗料その他の雑物が付着した場合は直ちに除去する。

２節 金属製建具（アルミニウム・鋼製建具）

17.2.1 1　製作及び性能

アルミニウム製 (1)　アルミ製建具の品質及び性能は、特記による。特記がなければ、JIS A 4706（サッシ）及び別に

建具 　定める『機材の品質・性能基準』 による。

(2)　耐風圧、気密性、水密性、の等級は特記による。特記がなければ、外部に面する建具の場合は、

　17.2.1表により、種別は特記による。

17.2.1表 外部に面するアルミニウム製建具の性能等級等

種別

70又は100
（注2）

注1　建物用途並びに建具の構造及び機能上やむを得ない場合を除くこととし、適用は特記による。

　2　形式が引き違い、片引き、上げ下げ窓で、複層ガラスを使用する場合は、枠の見込みを100mm

　とする。

性能項目
耐風圧性 気密性 水蜜性 枠の見込み寸法(mm)

A種 S-4

A-4
(注1)

W-4 70
（注2）

B種 S-5

C種 S-6 W-5
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17.2.2 1　アルミニウム材

材料 (1)　押出形材は、 JIS H 4100（アルミニウム及びアルミニウム合金の押出形材）による。

(2)　板材はJIS H 4000（アルミニウム及びアルミニウム合金の板及び条）による。

2　ステンレス鋼板は、17.8.3「材料」の1による。

3　補強材、力骨、アンカー等は、鋼製又はアルミニウム合金製とする。鋼製のものは、亜鉛めっき等

　接触腐食の防止処理を行ったものとする。

4　気密材は、耐久性を有し、使用箇所に適したものとする。なお、擦れ合う部分、振れ止め、戸当た

　りの類は、原則としてポリアミド製とする。

5　網戸等

(1)　網戸の枠は、1の(1)による。

(2)　防虫網は、合成樹脂製、ガラス繊維入り合成樹脂製又はステンレス（SUS316）製とし、適用は特

　記による。特記がなければ、合成樹脂製とし、線径は0.25mm以上、網目は16～18メッシュとする。

6　アルミニウムに接する小ねじ等の材質は、ステンレスとする。

7　建具用金物は、4節「建具金物」による。

8　雨掛り部分の建具枠回りに使用するシーリング材は、第10章7節「シーリング」による。

9　1から8以外は、建具製作所の仕様による。

17.2.3 1　枠、かまち等に用いるアルミニウム板の厚さは、1.5mm以上とする。

形状及び仕上げ 2　建具の枠の見込み寸法は、特記による。

3　構造

(1)　枠見込み70mmのサッシに用いる引違い及び片引きの障子は、ガラスのはめ込みにグレイチング

　ンネルが使用できる構造とする。

(2)　外部に面する引違い窓及び片引き窓は、容易に網戸が取り付けられる構造とする。

(3)　外部に面する建具のガラス溝の寸法、形状等は、17.5.2「ガラス溝の大きさ」による。

　なお、屋内に使用する場合は、建具製作所の仕様による。

4　アルミニウムの表面処理は、15.2.2「アルミニウム及びアルミニウム合金の表面処理」により、種

　別及び標準色・特注色の別等は特記による。

17.2.4 1　加工及び組立

工法 (1)　枠、くつずり、水切り板等のアンカーは、建具に相応したものとし、端部を押さえ、間隔500mm

　以下に取り付ける。

(2)　雨水浸入のおそれのある接合部には、その箇所に相応したシーリング材又は止水材を用いて漏水

　を防ぐ。

(3)　水切り板、ぜん板等は、特記による。

(4)　水切り板と下枠との取合いには、建具回りと同一のシーリング材を用いる。

(5)　枠及び戸の付属部品の取り付く箇所には、必要な補強を行う。

2  取付け

(1)　下地がコンクリートの場合は次による

　ア　くさびかい等により仮留め後、アンカーをコンクリートに固定された鉄筋類に溶接して留め付

ける。

　イ　固練りモルタルは、調合（容積比）セメント1：砂3とし、雨掛り部分は、防水剤入りモルタル

とする。ただし、枠周囲の隙間が大きい場合は、型枠を取り付けて、固練り調合のコンクリート

を充てんする。固練りモルタル及び固練りコンクリートに用いる砂の塩分含有量は、NaCL換算で、

0.04%以下とする。なお、モルタル詰めに先立ち、別に定める「機材の品質・性能基準」による

初期補修用プレミックスポリマーセメントペーストのはけ塗り（2回）を行う。
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　ウ　くつずり、下枠、水切り板等モルタル充てんの困難な箇所は、仮留め前に、裏面へ鉄線又はメ

タルラスを取り付け、モルタル詰めを行ったのちに取り付ける。

(2)　下地が鉄骨の場合、四周に仮つなぎを設けて移動を防いだのち、溶接、小ねじ留め等とする。

　なお、溶接箇所は18.3.2表「亜鉛めっき鋼面さび止め塗料」のA種又はB種の錆止め塗料を塗り付け

　る。ただし、建具取付用ブラケット部でモルタルが充填される部分は不要とする。

17.2.5 1　玄関ドア等の鋼製建具に適用する。

鋼製建具 (1)　玄関ドアの品質及び性能は特記による。特記がなければJIS A 4702（ドアセット）及び別に定め

　る『機材の品質・性能基準』による。

(2)　パイプシャフトドアの品質及び性能は、特記による。特記がなければ、別に定める『機材の品質・

　性能基準』による。

(3)　耐風圧性、気密性、水密性、遮音性、断熱性、面内変形追随性等の等級及び種類は特記による。

17.2.6 1　鋼板類

材料 (1)　鋼板は、次により適用は特記による。

 ア　鋼板は、JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）により、めっきの付着量は特記による。

　特記がなければ、Z12又はF12を満足するものとする。

 イ　JIS G 3317（溶融亜鉛-5％アルミニウム合金めっき鋼板及び鋼帯）により、めっきの付着量は特

　　記による。特記がなければ、Y08を満足するものとする。

(2)　ステンレス鋼板は、17.8.3「材料」の1による。

(3)　形鋼は、JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）による。

2　気密材は、合成ゴム（クロロプレン等）又は合成樹脂（塩化ビニル等）の類とする。

3　建具用金物は、4節「建具金物」による。

4　雨掛り部分の建具枠回りに使用するシーリング材は、第10章7節「シーリング」による。

5 1から4以外は、建具製作所の仕様による。

17.2.7 1　形状、仕上げは特記による。

形状及び仕上げ 2　外部に面する建具のガラス溝の寸法、形状等は、17.5.2「ガラス溝の大きさ」による。

　なお，屋内に使用する場合は，建具製作所の仕様による。

17.2.8 1　取り付けは、17.2.4「工法」の2による。

工法 2　溶融亜鉛めっき鋼板の溶接部、損傷部等は、塗装に先立ちJIS K 5629（鉛酸カルシウムさび止めペ

　イント）、日本建築学会材料規格JASS 18 M-109（変成エポキシプライマー）又はJASS 18 M-111(水系

３節 木製建具・その他

17.3.1 　内装ドア等は、次によるほか、特記がなければ『機材の品質・性能基準』の性能を有するものとす

内装ドア等 る。また、ホルムアルデヒド放散等級が示されている材料を使用する場合は、Ｆ☆☆☆☆又は大臣認

定とする。

(1)　内装ドア

 ア　リーフ（フラッシュ戸、かまち戸）

種類、形状、寸法、表面仕上げ、色彩等は、特記による。

イ　ユニット（枠付き）

形状、寸法、表面仕上げ、色彩等は、特記による。

(2)　クロゼットドア

材質、形状、寸法、仕上げ等は、特記による。

  さび止めペイント）による塗料で補修する。
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17.3.2 1　用材の樹種は特記によるものとし、特記がなければ、スプルース類の良材とする。障子紙は障子用

紙張り障子  レーヨンパルプ紙とする。

2　上・下桟は、縦かまちにほぞ差しとし、中桟あるいは力骨があるときは、いずれもほぞ差しとする。

3　組子は、相欠きに組み合わせ、四方それぞれかまちにほぞ差しのうえ、障子紙を張り立てる。

4　上下桟、縦かまち及び組子の形状並びに組子の本数は特記による。

17.3.3 1　和ふすま

ふすま 　和ふすまは、17.3.1表によることとし、部材種別及び周囲縁の仕上げは特記による。

17.3.1表 和ふすま

金属製、木製又は合成樹脂製

カシュー塗り(中花塗り)

カシュー塗り(目起し)

カシュー塗り(目はじき)

クリヤラッカー2回塗り(木地縁)

色付きろうみがき(目起し)

スプルース 素地のまま

(注） 1　上張り紙(ビニル系ふすま紙及び雲花紙を除く)及びのりは防かび剤入りとする。

 2　ふすまの高さは1,800㎜を標準とし､中骨は横子11木､縦子3本を標準とする｡ただし､幅広の場

　合縦子の本数は次による｡

　ア　950～1,100㎜未満は4本幅広の場合縦子の本数は次による｡

　イ　1100～1,250㎜は5本

また，Ⅱ型において，補強を行った場合は，中骨の本数，寸法，および下張りの紙の坪量等

　を軽減することができるものとし，別に定める「機材の品質・性能基準」における「量産ふす

　ま」によるものとする。

 3　引手は合成樹脂製又は銅製等とし､特記がなければ合成樹脂製とする｡また､形状は特記がなけ

　れば丸型とする｡

 4　周囲骨及び周囲縁に使用する米杉は､木肌の色を内地産杉と同程度とし､平均年齢幅1.5㎜以下

　とする｡

部材種別

下張り

茶ちり紙(ちり紙類の中等品)で
骨しばり､べた張りの上袋張り(3
枚がけ以上)とする｡なお､べた張
りは黒紙又は紫紙とする｡

耐水高圧紙(350g/ｍ2厚さ0.52
㎜)張りの上､袋張り(3枚がけ以
上)とする｡なお､袋張りは上薄紙
とする｡

ふすま紙

増張り
押入れ用幅広ふすまの押入れ側及び片面ビニル系ふすま紙又はビニ
ルクロス(欄間を除く)のビニル側には､1回増張りとする｡

Ⅰ型（在来型） Ⅱ型（チップ型）

縁
米杉､杉､さわら、ひのき、スプルース、ノーブル、アガチス等のむ
く材、集成材及び単板積層材

周囲骨

中骨

鳥の子程度又はビニル系ふすま紙｡ただし､押入れ内片面は雲花紙程
度とする｡

引　　手

周
囲
縁
の
仕
上

米杉、杉、
さわら等

A種

B種

C種

D種

E種

F種

上張り
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４節 建具用金物

17.4.1 この節は、錠前、ドアクローザー及び丁番等の建具用金物に適用する。

適用範囲

17.4.2 　建具用金物のうち、各住戸玄関扉用及び勝手口扉用錠前、各住戸玄関扉用及び内装扉用ドア・クロー

一般事項 ザーの品質及び性能は、特記による。特記がなければ別に定める「機材の品質・性能基準」による。

17.4.3 1　各住戸玄関扉用及び勝手口扉用錠前

材料 (1)　錠前の種別は特記による、特記がなければサムターン付シリンダー面付箱錠とする。

 ただし、次のいずれかの措置を講じた場合は、シリンダー彫込箱錠とすることが出来る。

ア　補助錠として、シリンダー本締錠（補助錠）を設け、二重ロックとする。

　この場合、シリンダー本締錠は、シリンダー彫込箱錠と同一製造所の製品とする。　

イ　錠前のデッドボルトが屋外側から見えず、かつ、触れないよう、召し合わせ又はL型フロント

　を設ける。

(2)　タンブラー類の本数は特記による、特記がなければ6本以上有するものとする。

(3)　鍵の本数は特記による。特記がなければ扉1箇所につき3本を1組とする。

(4)　コンストラクションキー装置の取付けは特記による。

2　引違い戸、引違い窓

(1)　接地階及びその直上階並びに共用廊下に面する建具の締り金物（クレセント等）は、面格子の

　ない場合、鍵付きとする。

(2)　鍵違いの種類は特記による。特記がなければ6種類以上とする。

(3)　隣住戸とは同一の鍵とならないよう配置する。

(4)　鍵の本数は特記による。特記がなければ1住戸につき3本とする。

3　その他の金物類

(1)　浴室、便所、各居室及び間仕切り扉用の錠前は、内締錠（押しボタン式空錠、サムターン式空錠

　等で非常解錠装置付。）とし、にぎり手（レバーハンドル又はにぎり玉。）又は引手の取付けねじ

　は、室外からねじ止めとする。また、浴室扉、便所扉及びバルコニーに面する扉、及び直接水がか

　かる恐れのある扉のトロよけは、ステンレス等の錆びにくい材質とする。

(2)　フロアヒンジは、JIS A 1510-3（建築用ドア金物の試験方法－第3部：フロアヒンジ、ドアクロー

　ザ及びヒンジクローザ）によるほか、特記による。

(3)　丁番（ふすまを除く。）は、JIS A 1510-2（建築用ドア金物の試験方法－第2部：ドア用金物）

　によるものとし、形状・材質・寸法は、特記による。

(4)　バルコニーに面する開き戸（アルミサッシ）の錠前はサムターン錠とする。ただし、接地階及び

 その直上階の場合は、補助錠としてシリンダー本締錠を設け、二重ロックとする。
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17.4.4  建具用金物の種類、形状及び仕様等は特記による。特記がなければ17.4.1表による。

種類、材質

仕上げ及び寸法 17.4.1表　 建具用金物

サムターン付き

シリンダー面付箱錠

サムターン付き

シリンダー彫込箱錠

内締り錠

（適用は特記による。）

-

(注) 金物の内部機構が、この表によれないものは、防錆材料又は防錆処理材料とする。

５節 ガラス

17.5.1 1　ガラスの規格は、17.5.1表によるものとし、種別及び厚さは特記による。

材料

17.5.1表 ガラスの種類

項目

規格

JIS R 3202

(フローﾄ板ガラス及び フロート板ガラス

 磨き板ガラス)

JIS R 3203

(型板ガラス)

JIS R 3204

(網入板ガラス及び

線入板ガラス)

JIS R 3205 フロート合わせ板ガラス

(合わせガラス) 型板合わせガラス

網入り合わせガラス

JIS R 3206 フロート強化ガラス

(強化ガラス) 型板強化ガラス

JIS R 3208 熱線吸収フロート板ガラス

(熱線吸収板ガラス) 熱線吸収網入板ガラス

JIS R 3209

(複層ガラス)

JIS R 3221

(熱線反射ガラス)

JIS R 3222

(倍強度ガラス)

にぎり手の形状・仕様 その他の仕様

玄関ドア レバーハンドル・ス
テンレス(SUS304)

別に定める｢機材の品
質・性能基準｣ による。

（勝手口含む）

部位 種類

備　　考

型板ガラス -

網入型・網入磨き板ガラス
線入型・線入磨き板ガラス

平面及び曲面等の種別は
特記による｡

レバーハンドル・ス
テンレス(SUS304)・
アルミ・黄銅

錠の見えがかりの主要部
分の材質はステンレス
（SUS304）ヘアラインと
する。

内装ドア等

便所 内締り錠

補助錠 シリンダー錠

共用部等

シリンダー彫込箱錠、サ
ムターン錠等使用部位に
適したものとし、特記に
よる。

レバーハンドルまた
は、にぎり玉・ステ
ンレス(SUS304)・ア
ルミ

空　錠

種　　類

-

-

網入磨き､線入磨き及び網入型板
等の種別は特記による｡

フロート板ガラス､型板ガラス､
網入り板ガラスを用いる複層ガ
ラス

ガラスの種類､耐久性の区分及び
空気層の厚さは特記による｡

熱線反射ガラス
色､遮へい性､耐久性の区分は特
記による｡

倍強度ガラス -
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2　ガラス留め材

 (1)　アルミニウム合金製建具のガラスのはめ込みに用いるガスケットは、JIS A 5756（建築用ガス

　ケット）により、種類は、特記による。特記がなければ、枠見込み70mmのサッシに用いる引違い及

　び片引きの障子の場合は、グレイジングチャンネル形とする。

　 ただし、17.5.2「ガラス溝の大きさ」の2に示すガラスの留め材にはグレイジングチャンネルを用

　いない。

(2)　金属製建具のガラスのはめ込みに用いるシーリング材は、特記がなければJIS A 5758（建築用シー

　リング材）による。

(3)　防火戸のガラスの留め材は、防火戸が建築基準法第2条第9項の二ロの規定み基づき定められたも

　　の又は認定を受けた条件による。

(4)　押縁をねじで止め付ける場合、木製建具ではステンレス製木ねじとし、鋼製建具及びアルミニウ

　ム合金製建具では、ステンレス小ねじとする。

3　セッティングブロック

　セッティングブロックは、硬さ90±5°のエチレンプロピレンゴム、クロロプレンゴム又は塩化ビニ

ル樹脂製とし、ガラスの大きさに相応したものとする。

なお、合わせガラスの中間膜、複層ガラスの封着材等に影響を与えないものとする。

17.5.2 1　板ガラスをはめ込む溝の大きさ（面クリアランス、エッジクリアランス及び掛り代）は、特記によ

ｶﾞﾗｽ溝の大きさ 　る。特記がなければ、アルミニウム製建具、鋼製建具及びステンレス製建具の場合は、17.5.2表に

　よる。

17.5.2表 ｶﾞﾗｽ溝の大きさ

(注)1　17.5.2の2による排水機構を設けた場合は、面クリアランスを3.5ｍｍ程度にすることができる。

　ただし、排水機構のない場合でも、アルミニウム製建具のフラッシュ戸、鋼製建具及びステン

　レス製建具の開き戸及び引戸は、面クリアランスを、3.5ｍｍ程度にすることができる。

2　合わせガラスを使用する場合は、ガラスの合計厚さによる。

3　強化ガラス及び倍強化ガラスを使用する場合を除く。

2　外部に面する複層ガラス、合わせガラス、網入り板ガラス及び線入り板ガラスを用いる下端ガラス

　には、径6mm以上の水抜き孔を2箇所以上設ける。

　　また、セッティングブロックによるせき止めがある場合は、セッティングブロックの中間に１箇

　所追加する。

ｶﾞﾗｽ留
め材

ｶﾞﾗｽ厚さ
（ｔ）

面クリ
アラン
ス（a)

エッジクリアランス(b) 掛り代
備　考

固定部 可動部 （ｃ）

シーリ
ング材

単板ガラス
6.8以下

上・縦 4以上 3以上
6.5以上

下 4以上

単板ガラス
8及び10

  5以上
上・縦

3以上

4以上 3以上 ｶﾞﾗｽ厚
さ以上下 7以上

  5以上

（注１）

15以上
下 7以上

グレイ
ジング
ガス
ケット

単板ガラス
6.8以下

2以上

上・縦 4以上 3以上
6.5以
上下 4以上

複層ｶﾞﾗｽ総
厚18未満

  5以上
上・縦 4以上

セッティングブロック

バックアップ材

バックアップ材

シーリング材a a

c

b

b

c

セッティングブロック

複層ガラスの場合

t

単板ガラスの場合

ata シーリング材
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17.5.3 1　ガラスの切断、小口処理

工法 (1)　板ガラスの切断は、クリアカットとし、形状及び寸法を正確に行う。

(2)　ガラス端部で枠にのみ込まない部分は、小口加工とする。

(3)　外部に面する網入り板ガラス等の小口には、ガラス用防錆塗料又は防錆テープを用いて防錆処理

　を行う。

2  ガラスのはめ込み

(1)　シーリング材を用いる場合は、セッティングブロックを敷き込み、ガラスを溝の中央に保ち、第

　10章7節「シーリング」によりシーリング材を充てんする。

(2)　グレイジングガスケットを用いる場合は、ガスケットを伸ばさないようにし、各隅を確実に留め

　つける。なお、グレイジングビートを用いる場合は、セッティングブロックを敷き込む。

(3)　木製建具で、押縁留めの場合は、ガラスを入れ押縁で押える。落とし込みの場合は、ガラスを入

　れ、かまち回りをシーリング材で固定する。

3　養生及び清掃

(1)　ガラスのはめ込み後は、(2)の清掃まで破損等が生じないように、適切な表示、養生を行う。

(2)　建物完成期日の直前に、新設したガラスの内外面を清掃する。

６節 重量シャッター

17.6.1 1　この節は、建築物に使用する重量シャッターに適用する。

適用範囲 2　この節に定める以外の仕様は、JIS A 4705（防火シャッター構成部材）による。

　

17.6.2 1　シャッターの種類は、JIS A 4705（重量シャッター構成部材）、外壁用防火シャッター、屋内用防

形式及び機構 　火シャッター又は防煙シャッターとし、適用は特記による。

2　開閉機能による種類は17.6.1表により、適用は特記による。特記がなければ、上部電動式（手動併

用）とする。

3　一般重量シャッター及び外壁用防火シャッターの場合の耐風圧強度は、特記による。

17.6.1表 開閉機能による重量シャッターの種類

4　保護装置

(1)　電動式の場合は、リミットスイッチの他に保護スイッチを設ける等の二重保護装置付とする。

(2)　出入口及び面積が15㎡以上の電動シャッターは、不測の落下に備え、二重チェーン、急降下制動

　装置、急降下停止装置を設ける。

(3)　電動式で次に掲げるシャッターには、降下中に障害物を感知した場合に自動的に停止する機能を

　有する障害物感知装置を設ける。

　ア　日常使用される管理用のシャッター。ただし、押しボタン押し切り方式でシャッターを操作す

る人が自ら安全を確認できるものは除く。

　イ　一斉操作、遠隔操作等見えない場所から操作するシャッター。

上部電動式
（手動併用）

ローラーチェーン又
は歯車による。

押しボタンによる巻
き上げ、降下及び停
止

鎖による巻上げ(クラッチ付)
又はハンドルによる巻き上げ
降下用ひも又はフックによる
自重降下

上部手動式
ローラーチェーンに
よる。

鎖、ハンドル又はフッ
クによる巻き上げ降下
用ひも又はフックによ
る自重降下

-

種類 巻取りシャフトの駆動方法 操作 手動時の操作
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(4)　煙若しくは熱感知器連動機構又は手動閉鎖装置により閉鎖する防火若しくは防煙シャッター（通

　行の用に供する部分以外の部分に設けるもので、閉鎖作動時に危害発生のおそれのないものを除く）

　には、次のアかつイによる危害防止機構を設けることとする。

　ア　障害物感知装置（自動閉鎖型）

シャッター最下部の座板に感知板を設置し、シャッターが煙若しくは熱感知器又は手動閉鎖装置

の作動により降下している場合には、感知板が人に接触すると同時に閉鎖作動を停止し、人がい

なくなると再び降下を開始し、完全に閉鎖する。

　イ　「防火区画に用いる防火設備等の構造方法を定める件」（昭和48年12月28日付：建設省告示

2563号。最終改正平成17年12月1日国土交通省告示第1392号）に定める基準に適合するもの。

5　スラットの形式は、原則として、インターロッキング形とする。ただし、防煙シャッターの場合は、

　「防火区画に用いる遮煙性能を有する防火設備の構造方法を定める件」（昭和48年12月28日付：建

  　設省告示第2564号。最終改正平成13年2月1日国土交通省告示第66号）による遮煙性能試験に合格し

　たものとする。

6　シャッターケースの設置は、特記による。ただし、防火シャッター及び防煙シャッターには、シャッ

　ターケースを設ける。

7　フック棒は、必要に応じて備え付ける。

17.6.3 1　スラット及びシャッターケース用鋼板は、溶融亜鉛めっき鋼板若しくは鋼帯とし、JIS G 3312（塗

材料 　装溶融めっき鋼板及び鋼帯）とする。

2　ガイドレール、まぐさ、雨掛かりに用いる座板のカバー及びスイッチボックス類の蓋は、（冷間圧

　延ステンレス鋼板及び鋼帯）によるSUS304とする。なお、スイッチボックスの蓋は、（塗装溶融めっ

　き鋼板及び鋼帯）とする。

17.6.4 1　鋼板類の厚さは、17.6.2表による。

形状及び仕上げ

17.6.2表　重量シャッターに使用する鋼板類の厚さ　(単位：㎜)

スラット

シャッターケース

まぐさ

アンカー

ｽﾃﾝﾚｽ取付け用鋼材

(注)1　特定防火設備の場合、※印は、実厚で1.5㎜以上とする。

2　アンカーに代えて、通しものの補強裏板とすることができる。

3　強度上必要な場合は、板厚を増す。

2　スラットとガイドレールとのかみ合わせは、17.6.3表とする。

17.6.3表　重量シャッターのスラットとガイドレールのかみ合わせ　(単位：㎜)

(注)ガイドレールへの掛かり（端金物を含む。）は、溝の深さの80％以上とする。

3　塗装は、第18章「塗装工事」による。

- ※1.6

ガイドレール
埋め込み形 1.5

露出形 ※1.5

名　　称 形　式 厚　さ

- ※1.6

シャッターの内のり寸法(ｍ) 左右かみ合わせ長さの合計(㎜)

3ｍ以下 90以上

3ｍを超え5ｍ以下 100以上

- 1.5

- 2.3

- 1.6

5ｍを超え8ｍ以下 120以上
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17.6.5   1　加工及び組立ては、17.6.4表を標準にする。

工法

17.6.4表 重量シャッターの加工及び組立て

スラット

2　取付けは、17.2.4「工法」による。

７節 軽量シャッター

17.7.1 1　この節は、建築物に使用する軽量シャッターに適用する。

適用範囲 2　この節に定める以外の仕様は、JIS A 4704（軽量シャッター構成部材）及び建具製作所の仕様によ

　る。

17.7.2 1　開閉形式

形式及び機構 (1)　開閉形式は17.7.1表により、適用は特記による。特記がなければ、手動式とする。

17.7.1表 軽量シャッターの開閉形式

(2)　手動式の場合は、施錠装置付とする。

(3)　手動式にフック棒を必要とする場合は、備え付ける。

2　保護装置

  　電動式の場合は、17.6.2「形式及び機構」の4(1)による保護装置及び4(3)による障害物感知装置を

　設ける。

3　耐風圧強度は特記による。

17.7.3 　スラットの材質は、特記による。特記がなければ、JIS A 3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）

材料 又はJIS A 3318（塗装溶融亜鉛－5％アルミニウム合金めっき鋼板及び鋼帯）とする。

17.7.4 1　鋼板の厚さは、17.7.2表による。

形状及び仕上げ 17.7.2表 軽量シャッターに使用する鋼板の厚さ　 (単位：㎜）

スラット

シャッターケース

ガイドレール中柱

ブラケット

(注)1　防火設備の場合は、実厚で0.8mm以上とする。

2　強度上必要な場合は、板厚を増す。

1.2

手動式 スプリング 手　動 ー

部　材　名 厚　さ

上部電動式 電動機及び電動機と 押しボタンによる巻 ブレーキ又はクラッチ

（手動併用） スプリング併用 き上げ停止及び降下 を開放し､手動による

名称 工　　法

0.5
(注)1

0.4
(注)1

1.0

ガイドレール

シャッターケース

開閉形式 動　力 操　作 手動時の操作

差し込み後、端金物を付けるか又は端部を折り曲げて、ずれ止めとする。

埋め込み形では、Ц形に折り曲げる。露出形の形状は納まりにより、必要に応じて

補強を行う。アンカーは、建具に相応したもので両端を押さえ、埋め込み形は

600㎜、露出形で500㎜以下とする。なお、補強裏板を用いる場合は、端部を

等に堅固に取り付ける。

溶接又は小ねじ締めで組み立てる。形状及び大きさに応じた力骨、金物等を

堅固に取り付ける。
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2　スラットの形状はインターロッキング形又はオーバーラッピング形とし、適用は特記による。

3　スラットとガイドレールのかみ合わせガイドレール及び中柱の溝の深さは40㎜以上とし、スラット

　とガイドレールの掛かりはスラット（溝金物を含む。）が最も片寄った場合で20㎜以上とする。

4　スラットの厚さは、開口等に応じたものとする。

17.7.5 1　加工及び組立ては、17.6.5「工法」に準ずる。

工法 2　取付けは、17.2.4「工法」による。

８節 ステンレス製建具

17.8.1 この節は、建築物の共用部等に使用するステンレス製建具に適用する。

適用範囲

17.8.2 建具の性能は特記による。

一般事項

17.8.3 1　ステンレス鋼板は、JIS G 4305(冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯)により、適用は特記による。

材料 　特記がなければ、SUS304、SUS430J1L 、SUS443J1又はSUS430 とする。なお、SUS430 は屋外には適

　用しない。

2　裏板、補強板の類は、JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板及び鋼帯）により、めっきの付着量はZ12

　又はF12を満足するものとする。

3　気密材は、17.2.6「材料」の2による。 

4　小ねじ等の材質は、ステンレスとする。 

5　建具用金物は、4節「建具金物」による。

6　雨掛り部分の建具枠回りに使用するシーリング材は、第10章7節「シーリング」による。

7　1から6以外は、建具製作所の仕様による。

17.8.4 1　形状、仕上げは特記による。特記がなければ、表面仕上げは、HL仕上げとする。

形状及び仕上げ 2　外部に面する建具のガラス溝の寸法、形状等は、17.5.2「ガラス溝の大きさ」による。

 なお、屋内に使用する場合は、建具製作所の仕様による。

17.8.5 1　取付けは、17.2.4「工法」の2による。 

工法 2　ステンレス鋼板の曲げ加工は普通曲げ又は角出し曲げとし、適用は特記による。特記がなければ、

　普通曲げとする。

3　角出し曲げで、切込み後の板厚が0.75mm以下の場合は、裏板を用いて補強する。
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第18章 塗装工事

第１節 一般事項

18.1.1 　この章は、建物内外部のコンクリート、木部、金属、ボード類、モルタル等の素地に塗装を施す工

適用範囲 事に適用する。

18.1.2 1　室内において使用する機材は、特記がなければJIS及びJASに定められたホルムアルデヒド放散量

一般事項 　F☆☆☆☆、または、ホルムアルデヒドを発散しない機材とし、監督員の確認を受ける。

2  特記により防火材料の指定がある場合は、建築基準法に基づき指定又は認定を受けたものとする。

3　塗装に使用する塗料の副資材は、上塗材料の製造所が指定するものとする。

18.1.3 1　下塗り、中塗り及び上塗りの各塗料は、同一製造所の製品とし、上塗り用の塗料は、原則として指

材料 　定された色及びつやに製造所において調合する。ただし、少量の場合は、同一製造所の塗料を用い

　て現場調合することができる。

2　塗料は、商標等の表示を完全に保ち、開封しないまま工事現場に搬入する。

3　塗料は、原則として調合された塗料をそのまま使用する。ただし、素地面の粗密、吸収性の大小、

　気温の高低等に応じて、塗装に適するように、製造所の指定する希釈率の範囲内で調整することが

　できる。

4　仕上げ色及びつやは、見本帳又は見本塗り板を監督員に提出して確認を受ける。

　なお、見本塗り板は、所要量又は塗り厚が工程ごとに確認できるものとする。

18.1.4 1　こしわけは、次による。

施工一般 　塗料は、使用直前によくかき混ぜ、必要に応じて、こしわけを行う。

2　研磨は、次による。

(1)　研磨紙は、JIS R 6251（研磨布）及びJIS R 6252（研磨紙）による。

(2)　研磨紙ずりは、下層塗膜及びパテが硬化乾燥した後、各層ごとに研磨紙で素材の長手の方向に、

　下層の塗膜を研ぎ去らないように注意して研ぐ。

3　パテかい、パテしごき等は、次による。

(1)　深い穴、大きな隙間等に穴埋め用パテ等をヘラ又はこてで押し込み埋める。

(2)　面の状況に応じて面のくぼみ、隙間、目違い等の部分に、パテをへら又はこてでなるべく薄く拾

　い付け、パテかいを行う。

(3)　(1)及び(2)の工程を行った後、研磨紙ずりを行い、パテを全面にへら付けし、表面に過剰のパテ

　を残さないよう、素地が現われるまで十分しごき取る。

4　塗り方は(1)から(3)までの工法のうち塗料に適したものとし、色境い、隅、ちり回り等は、乱さな

　いよう十分注意し、区画線を明確に塗り分ける。

　なお、さび止め塗料塗りは、浸漬塗りとすることができる。

(1)　はけ塗りは、使用する部位及び塗料に応じて適切なはけを選択し、はけ目を正しく一様に塗る。

(2)　吹き付け塗りは、使用する塗料の性状に応じた種類、口径及び空気圧の塗装用スプレーガンを用

　い、吹きむらのないよう一様に塗る。

(3)　ローラーブラシ塗りで、隅、ちり回り等は、小ばけ又は専用ローラーを用い、全面が均一になる

　ように塗る。
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5　塗付け量は、平らな面に実際に付着させる塗料の標準量（1回当たり）とする。

　ただし、塗料の標準量は、薄める前のものとする。

6　塗装工程に種別のあるものは、特記による。

7　各塗装工程の工程間隔及び最終養生時間は、材料の種類及び気象条件に応じて適切に定める。

8　中塗り及び上塗りは、各層の色を変えて塗る。

9　組立て後及び取付け後又は工事の取り合い上、塗装が後からでは困難となる部分は、あらかじめ仕

　上げ塗りまで行う。

10　シーリング面に塗装仕上げを行う場合は、シーリング材が硬化した後に行うものとし、塗り重ね

　適合性を確認の上、必要な処理を行う。

11　塗料の取り扱いは、次による。

　塗料は、原則として、調合された塗料をそのまま使用する。ただし、素地面の粗密、吸収性の大小、

　気温の高低等に応じて、適切な粘度に調整することができる。

18.1.5 仕上げの色合いは、見本帳又は見本塗り板により、監督員の指示を受ける。

見本

18.1.6 1　塗装場所の気温が5℃以下、湿度が85％以上又は換気が適切でなく結露するなど、塗料等の乾燥に

施工管理 　不適当な場合は、原則として塗装を行わない。やむを得ず塗装を行う場合は、採暖、換気等の養生

　を行う。

2　外部の塗装は、降雨のおそれのある場合及び強風時には、原則として行わない。

3　塗装面、その周辺、床等に汚染及び損傷を与えないように注意し、必要に応じて、あらかじめ塗装

　箇所周辺に適切な養生を行う。

4　塗装を行う場所は、換気に注意して、溶剤による中毒が起きないようにする。

 5　火気に注意し、爆発、火災等の事故を起こさないようにする。

　また、塗料をふき取った布、塗料の付着した布片等で自然発火を起こすおそれのあるものは、作業

　終了後速やかに処置する。

18.1.7 　塗装面の確認は目視とし、18.1.1表による。ただし、錆び止め塗料塗りの場合は、次によることを

塗装面の 標準として、塗付け量又は標準膜厚の確認を行う。

確認等 (1)　工事現場塗装の場合は、使用量から単位面積当たりの塗付け量を推定する。

(2)　工場塗装の場合は、電磁膜厚計その他適切な測定器具により、膜厚の確認を行う。

(3)　試験ロットの構成、1回の測定箇所数、合否の判定、不合格ロットの処置等は、総則編1.2.2

　「施工計画書」による品質計画で定める。

　18.1.1表 塗装面の確認方法

項 目 状 態

見本塗板等との比較 見本塗板等と色、つや及び仕上げの程度が同様であること

仕上り面の状態 むら、しわ、へこみ、はじき、つぶ等がないこと

第2節 素地ごしらえ

18.2.1 　この節は、木部、鉄、亜鉛めっき、モルタル、コンクリート、ボード面等の素地ごしらえに適用す

適用範囲 る。

18.2.2 1　木部の素地ごしらえは、18.2.1表による。種別は特記による。特記がなければ、不透明塗料塗りの

木部の素地 　場合はA種、透明塗料塗りの場合はB種とする。

ごしらえ
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　18.2.1表 木部の素地ごしらえ

汚れ

付着物除去

JASS18 木部下塗り用

M-304 調合ペイント

（注）1　ラワン、しおじ等導管の深いものの場合は、必要に応じて、工程2の後塗料製造所の指定す

 2　合成樹脂エマルションパテは、外部に用いない。

 3　JASS18 M-304は、日本建築学会材料規格である。

4  工程4節止めにおいてJASS18 M-304は合成樹脂調合ペイント及びつや有合成樹脂エマルショ

2　透明塗料塗りの素地ごしらえは、18.2.1表の工程を行った後、必要に応じて、次の工程を行う。

(1)　着色顔料を用いて着色兼目止めを行う場合は、はけ、へら等を用いて、着色顔料を塗り面の木目

  に十分充てんするように塗り付け、色が均一になるように、へら、乾いた布等で、余分の顔料をき

  れいにふき取る。 

(2)　着色剤を用いて着色をする場合は、はけ等で色むらの出ないように塗り、塗り面の状態を見計

　らって、色が均一になるように乾いた布でふき取る。

(3)　素地面に、仕上げに支障のおそれがある甚だしい色むら、汚れ、変色等がある場合は、漂白剤等

　を用いて修正したのち水ぶき等により漂白剤を除去し、十分に乾燥させる。

  

4 節止め ○ - 合成樹脂

5 穴埋め ○ -
JIS
K5669

合成樹脂エマル
ションパテ

耐水形

1 ○ ○ -
木部を傷つけないように
除去し、油類は溶剤等で
ふき取る。

2 やに処理 ○ ○ -
やには、削り取り又は電
気ごて焼きのうえ、溶剤
等でふき取る。

工　　程
種　別 塗料その他

面の処理
A種 B種 規格番号 規格名称 種類

割れ､穴､隙間、くぼみ等
に充てんする。

3 研磨紙ずり ○ ○ 研磨紙P120～220
かんな目、逆目、けば等
を研磨する。

6 研磨紙ずり ○ - 研磨紙P120～220
穴埋め乾燥後、全面を平
らに研磨する。

　　 るに目止め処理を行う。

節及びその周囲にはけ塗
りを行う。

ンペイントを適用し、それ以外は塗料製造所の指定するセラックニスとする。
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18.2.3 　鉄鋼面の素地ごしらえは、18.2.2表により、種別は特記による。特記がなければC種とする。

鉄鋼面の素地

ごしらえ 18.2.2表 鉄鋼面の素地ごしらえ

汚れ、

付着物除去

化成皮膜

処理

（注）1　A種は、化成皮膜処理であり、主として製作工場での素地ごしらえに適用する。

　2　B種は、ブラスト法を用いて鉄鋼面の錆を落とし、清浄な鋼材表面を得る素地ごしらえで、

この上に施される塗膜の耐久性が向上される。主として、高性能で耐久性を期待する塗り仕

様に適用する。

　3　C種は、主として、電動工具、手工具等を使用して不安定な黒皮や赤錆を除去する一般的な

素地ごしらえに適用する。

18.2.4 　亜鉛めっき鋼面の素地ごしらえは、18.2.3表により、種別は特記による。

亜鉛めっき 特記がなければ塗工法に応じた節の規定による。

鋼面の素地

ごしらえ

面の処理 備考
A種 B種 C種 その他

工　　程
種　別

-

2 油類除去

○ - - -
弱アルカリ性液で加熱処理後、
湯又は水洗い

-

1 ○ - ○ -

- ○ ○ - 溶剤ぶき

塗料

3 錆落し

○ - - -
酸漬け、中和、湯洗いにより除
去

スクレーパー、ワイヤーブラシ
等で除去

放置せ
ず次の
工程に
移る。

- ○ - - ブラスト法により除去

- - ○ -

ディスクサンダー又はスクレー
パー、ワイヤーブラシ、研磨紙
P120～220で除去

4 ○ - - - りん酸塩処理後、湯洗い乾燥
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18.2.3表 亜鉛メッキ鋼面の素地ごしらえ

（kg/㎡）

汚れ、

付着物除去

 （注）1　A種は、化成皮膜処理であり、主として製作工場での素地ごしらえに適用する。

2　B種は、エッチングプライマー（ウォッシュプライマー）塗りを実施する素地ごしらえで、主

 として現場塗装に適用する。

3　C種は、汚れ、付着物の除去と脱脂のみを実施する素地ごしらえで、主として現場塗装に適用

 する。

4　鋼製建具等に使用する亜鉛めっき鋼板は、鋼板製造所にて工程3化成皮膜処理を行ったものと

 し、種別C種とする。

工　　程
種　別 塗料

面の処理
塗布量

備考
A種 B種 C種 その他

1 ○ ○ ○ -
スクレーパ、ワイ
ヤーブラシ等で除去

- -

2 油類除去

○ - - -
弱アルカリ性液で加
熱処理後、湯又は水
洗い - -

- ○ ○ - 溶剤ぶき

3
化成皮膜処
理

○ - - -

りん酸塩処理後、水
洗い乾燥又はクロム
酸処理若しくはクロ
メートフリー処理
後、乾燥

- -

0.05以上

2時間
以上、
8時間
以内に
次の工
程に移
る。

4
エッチング
プライマー
塗り

- ○ -

JIS K
5633
（エッ
チング
プライ
マー）
の1種

はけ又はスプレーに
よる1回塗り
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18.2.5 　コンクリート面及びALCパネル面の素地ごしらえは、18.2.4表により、種別は特記による。特記がな

ｺﾝｸﾘｰﾄ面 ければ、B種とする。

及びALCパネルの

素地ごしらえ 18.2.4表 コンクリート及びALCパネル面の素地ごしらえ

 建築用下地

調整塗材

　(注）1　ALCパネル面の場合は、工程3の前に合成樹脂エマルションシーラーを全面に塗り付ける。

2　合成樹脂エマルションパテは、外部に用いない。

工　　程
種　別 塗料その他

面の処理
A種 B種 規格番号 規格名称 種類

1 乾燥 ○ ○ -
素地を十分乾燥させ
る

2
汚れ、付着
物除去

○ ○ -
素地を傷つけないよ
うに除去する。

4 研磨紙ずり ○ ○ 研磨紙P120～220
乾燥後、表面を平ら
に研磨する。

3
下地調整塗
り

5 パテしごき ○ -

JIS A 6916

○ ○ JIS A 6916

C－1

全面にパテをしごき
取り平滑にする。

JIS K 5669
合成樹脂エ
マルション
パテ

耐水形

建築用下地
調整塗材

C－1又は
C－2

全面に塗り付けて平
滑にする。

乾燥後、全面を平ら
に研磨する。

6 研磨紙ずり ○ - 研磨紙P120～220
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18.2.6 　押出成形セメント板面の素地ごしらえは、18.2.5表による。ただし、種別は塗り工法に応じた節の

押出成形セメ 規定による。

ント板面の素

地ごしらえ 18.2.5表 押出成形セメント板面の素地ごしらえ

（注）1　2液形エポキシ樹脂ワニス、2液形エポキシ樹脂パテは、上塗り塗料製造所の指定する製品と

　する。

  2  JASS18 M-201及びM-202(2)は、日本建築学会材料規格である。

18.2.7 　せっこうボード及びその他のボード面の素地ごしらえは、18.2.6表により、種別は特記による。特

せっこうボードその 記がなければ、せっこうボードの目地処理が継ぎ目処理工法の場合はA種、その他の場合はB種とする。

他のボード面の素地

ごしらえ 18.2.6表 せっこうボード及びその他のボード面の素地ごしらえ

　注）1　屋外の場合は、工程3及び工程5の合成樹脂エマルションパテは、塗料製造所の指定するものとす

る。

工　　程
種　別 塗料その他

面の処理
A種 B種 規格番号 規格名称 種類

5 研磨紙ずり ○ - 研磨紙P120～220
乾燥後、全面を平ら
に研磨する。

1 乾燥 ○ ○ -
素地を十分乾燥させ
る

2
汚れ、付着
物除去

○ ○ -
素地を傷つけないよ
うに除去する。

3
吸い込み
止め

○ ○
JASS18
M-201

反応形合成
樹脂ワニス

2液形エポ
キシ樹脂ワ
ニス

全面に塗り付ける。

4 パテしごき ○ -
JASS18

M-202(2)
反応形合成
樹脂パテ

2液形エポ
キシ樹脂パ
テ

全面にしごき取り平
滑にする。

工　　程
種　別 塗料その他

面の処理
A種 B種 規格番号 規格名称 種類

1 乾燥 ○ ○ -
継目処理部分は十分
乾燥させる。

2
汚れ、付着
物除去

○ ○ -
素地を傷つけないよ
うに除去する。

3
穴埋め、パ

テかい
○ ○

JIS K 5669
合成樹脂エ
マルション
パテ

一般形
釘頭、たたき跡、傷
等を埋め、不陸を調
整する。

JIS A 6914
せっこう
ボード用目
地処理材

ジョイント
コンパウン

ド

パテ乾燥後、全面を
平らに研磨する。

5 パテしごき ○ -

JIS K 5669
合成樹脂エ
マルション
パテ

一般形

全面にパテをしごき
取り平滑にする。

JIS A 6914
せっこう
ボード用目
地処理材

ジョイント
コンパウン

ド

4 研磨紙ずり ○ ○ 研磨紙P120～220

パテ乾燥後、全面を
平らに研磨する。

6 研磨紙ずり ○ - 研磨紙P120～220
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　2　工程3及び工程5のせっこうボード用目地処理材は、素地がせっこうボードの場合に適用する。

　3　けい酸カルシウム板の場合は、工程3の前に吸い込み止めとして反応形合成樹脂ワニス（2液形

エポキシ樹脂ワニス）を全面に塗る。　　

　4　仕上げ材が仕上塗材の場合は、パテは、仕上塗材製造所の指定するものとする。

　5　仕上げ材が壁紙の場合は、パテは、壁紙専用のものとする。

第3節 さび止め塗料塗り

18.3.1 　この節は、鉄鋼面及び亜鉛メッキ鋼面のさび止め塗料塗りに適用する。

適用範囲

18.3.2 1　鉄鋼面さび止め塗料の種別は18.3.1表のA種とする。ただし、5節の場合はB種とする。

塗料種別

18.3.1表 鉄鋼面さび止め塗料の種別

屋外

屋内

屋内

（注）1 JASS18 M-111は、日本建築学会材料規格である。

　2　JIS K 5674の1種は溶剤系、2種は水系である。

2　亜鉛めっき鋼面さび止め塗料は、18.3.2表による。

18.3.2表 亜鉛めっき鋼面さび止め塗料

屋内、

屋外

（注）1　JASS18 M-109及びM-111は、日本建築学会材料規格である。

(μｍ)

A種

種別
さび止め塗料その他 塗付け量 標準膜厚

適要
規格番号 規格名称 種類 (Kg/m2)

B種

 JASS 18
水系さび止めペイント - 0.11以上

JIS K
30

5674 さび止めペイント

5674 さび止めペイント

塗付け量 標準膜厚

鉛・クロムフリー
1種 0.10以上

30
M-111

JIS K 鉛・クロムフリー
2種 0.11以上 30

B種
JASS18
M-109

変性エポキシ樹脂
プライマー

変性エ
ポキシ
樹脂プ
ライ
マー

0.14以上 40

適要
規格番号 規格名称 種類 (Kg/m2) (μｍ)

A種
JIS K 鉛酸カルシウム

- 0.10以上 30
屋内、

5629 さび止めペイント 屋外

種別
さび止め塗料その他

0.11以上 30 屋内
M-111 ペイント

C種
JASS18 水系さび止め

-
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18.3.3 1　鉄鋼面さび止め塗料塗りは、18.3.3表により、種別は特記による。特記がなければ、見え掛り部分

さび止め 　はA種とし、見え隠れ部分はB種とする。

塗料塗り

18.3.3表 鉄鋼面さび止め塗料塗り

18.2.2表による。

さび止め塗料塗り

　（下塗り1回目）

研磨紙ずり 研磨紙P120～220

さび止め塗料塗り

　（下塗り2回目）

（注）素地ごしらえの種別は、塗り工法その他の欄による。

2　鉄骨等鉄骨面の錆び止め塗料塗りは、原則として、製作工場において2回塗りとし、工法は次によ

　る。 

(1)　1回目の錆び止め塗料塗りは、製作工場において組立後に行う。ただし、組立後塗装困難となる

　部分は、組立前に錆止め塗料を2回塗る。

(2)　2回目の錆止め塗料塗りは、工事現場において建方及び接合完了後、汚れ及び付着を除去して行

　う。なお、塗装に先立ち。接合部の未塗装部分及び損傷部分は、汚れ付着物。スパッター等を除去

　し補修塗りを行い、乾燥後、2回目を行う。

3　亜鉛めっき鋼面さび止め塗料塗りは、18.3.4表により、種別は特記による。特記がなければ鋼製建

　具等はA種とし、その他はC種とする。ただし、C種に用いるさび止め塗料は18.3.2表B種とする。

18.3.4表 亜鉛めっき鋼面さび止め塗料塗り

18.2.3表によるA種ただし、

鋼製建具はC種

18.2.3表によるB種

18.2.3表によるC種

さび止め塗料塗り

（下塗り1回目）

研磨紙P180～240

さび止め塗料塗り

（下塗り2回目）

（注）素地ごしらえの種別は、塗り工法その他の欄による。

4　鋼製建具等亜鉛めっき鋼面のさび止め塗料塗り工法は、次による。

(1)　1回目のさび止め塗料塗りは、見え隠れ部分は、組立て前の部材のうちに行う。

また、見え掛かり部分は、組立て後、溶接箇所等を修正した後に行う。

(2)　2回目のさび止め塗料塗りは、原則として工事現場において取付け後、汚れ及び付着物を除去し、

補修塗りの後に行う。ただし、取付け後に塗装困難となる部分は、取付けに先立ち行う。

(3)　鋼製建具に用いる鋼板類で鉄鋼面の場合は、2の工法による。

5　次の部分は塗装しない。

(1)　8.8.2「工場塗装の範囲」の1の部分

工程1に同じ

工　　程
種　別

塗 り 工 法 そ の 他
A種 B種

工　　程
種　別

塗り工法その他
A種 B種

素地ごしらえ ○
（注）

1 ○ ○ 18.3.2の1による。

C種

2 ○ -

3 ○ ○

素地ごしらえ

○
（注） - -

ー ○
（注） -

ー - ○
（注）

3 ○ - - 工程1に同じ。

１ ○ ○ ○ 18.3.2の2による

2 研磨紙ずり ○ - -
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(2)　軽量鉄骨下地の類で、亜鉛めっきされたもの

(3)　床型枠用鋼製デッキプレートの類で、亜鉛めっきされたもの

(4)　鋼製建具等で、両面フラッシュ戸の表面板裏側部分（中骨、力骨等を含む。）の見え隠れ部分

第４節 合成樹脂調合ペイント塗り（S.O.P）

18.4.1 　この節は、木部、鉄鋼面及び亜鉛めっき鋼面の合成樹脂調合ペイント塗りに適用する。

適用範囲

18.4.2 　合成樹脂調合ペイント塗りの塗料の種類は、特記による。特記がなければ、1種とする。

塗料の種類

18.4.3 　木部合成樹脂調合ペイント塗りは、18.4.1表により、種別は特記による。特記がなければ、屋外は

木部合成樹脂 A種、屋内はB種とする。

調合ペイント

塗り 18.4.1表 木部合成樹脂調合ペイント塗り

塗布量

木部下塗り用調合

（1回目） ペイント(合成樹脂)

（2回目）

（注）1　下塗りは、塗料を素地によくなじませるように塗る。木口部分は、　特に丁寧に行う。

　2　 JASS 18 M-304は、日本建築学会材料規格である。

工　　程
種　別 塗料その他

A種 B種 規格番号 規格名称 種類 （kg/㎡）

1
下塗り

○ ○
JASS18

合成樹脂
0.09
以上M-304

素地ごしらえ ○ 18.2.1表による。 -

2 パテかい - ○
JIS K 合成樹脂エマルションパ

テ
耐水性 -

5669

木部下塗り用調合ペイン
ト

合成樹脂
0.09
以上M-304

4
研磨紙

- ○ 研磨紙P120～220 -
ずり

3
下塗り

○ -
JASS18

合成樹脂調合ペイント -
0.09
以上5516

6 上塗り ○ ○
JIS K

合成樹脂調合ペイント

5 中塗り ○ ○
JIS K

-
0.08
以上5516
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18.4.4 　鉄鋼面合成樹脂調合ペイント塗りは18.4.2表により、種別は特記による。特記がなければ、B種と

鉄鋼面合成 する。

樹脂調合

ペイント塗り 18.4.2表 鉄鋼面合成樹脂調合ペイント塗り

塗布量

（1回目）

（2回目）

（注）錆び止め塗料塗りの種別は、塗料その他の欄による。

第５節 つや有り合成樹脂エマルションペイント塗り（EP-G塗り）

18.5.1 　この節は、コンクリート面、モルタル面、プラスター面、せっこうボード面、その他ボード面等並

適用範囲 びに屋内の木部、鉄鋼面及び亜鉛めっき鋼面のつや有り合成樹脂エマルションペイント塗りに適用す

る。

18.5.2 　コンクリート面、モルタル面、プラスター面、せっこうボード面、その他ボード面等つや有り合成

コンクリート面、 樹脂エマルションペイント塗りは、18.5.1表により、種別は特記による。特記がなければ、B種とする。

モルタル面、 なお、天井面等の見上げ部分は、工程3を省略する。

プラスター面、

せっこうボード面、

その他ボード面等 18.5.1表 コンクリート面、モルタル面、プラスター面、せっこうボード面、

つや有り合成樹脂 その他ボード面等つや有り合成樹脂エマルションペイント塗

エマルションペイ 塗布量

ント塗

（1回目）

ずり

（2回目）

（注）1　素地ごしらえの種別は、塗料その他の欄による。

　2　押出成形セメント板面の素地ごしらえは、18.2.5表によるB種とする。

工　　程
種　別 塗料その他

A種 B種 規格番号 規格名称 （kg/㎡）

錆止め塗料塗り ○ 18.3.3の1による。 -

1
中塗り

○ ○
JIS K

合成樹脂調合ペイント
0.09
以上5516

2
研磨紙

○ - 研磨紙P220～240 -
ずり

3
中塗り

○ -
JIS K

合成樹脂調合ペイント
0.09
以上5516

4 上塗り ○ ○
JIS K

合成樹脂調合ペイント
0.08
以上5516

工　　程
種　別 塗料その他

A種 B種 規格番号 規格名称 （kg/㎡）

素地ごしらえ ○
(注)1 18.2.5、18.2.6又は18.2.7による。 -

つや有り合成樹脂エマルションシー
ラー

0.07
以上5660

2
中塗り

○ ○
JIS K つや有り合成樹脂エマルションシペ

イント
0.10
以上5660

1 下塗り ○ ○
JIS K

-

4
中塗り

○ -
JIS K つや有り合成樹脂エマルションペイ

ント
0.10
以上5660

3
研磨紙

○ - 研磨紙P220～240

0.10
以上5660

5 上塗り ○ ○
JIS K つや有り合成樹脂エマルションシペ

イント
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18.5.3  木部つや有り合成樹脂エマルションペイント塗りは、18.5.2表による。ただし、多孔質広葉樹の場合

木部つや有り合成 を除く。

樹脂エマルション

ペイント塗 18.5.2表 木部つや有り合成樹脂エマルションペイント塗り

塗布量

（注）1　下塗りは、塗料を素地によくなじませるように塗る。木口部分は、特に丁寧に行う。

　2　下塗りに用いる合成樹脂エマルションシーラーは、上塗り塗料製造所の

　指定する水性塗料とする。

18.5.4 　屋内の鉄鋼面つや有り合成樹脂エマルションペイント塗りは18.5.3表により、種別は特記による。

鉄鋼面つや有り合 特記がなければ、B種とする。

成樹脂エマルショ

ンペイント塗 18.5.3表 鉄鋼面つや有り合成樹脂エマルションペイント塗り

塗布量

（1回目）

ずり

（2回目）

（注）　錆び止め塗料塗りの種別は、塗料その他の欄による。

工　　程
塗料その他

規格番号 規格名称 種類 （kg/㎡）

2 パテかい JIS K 5669
合成樹脂エマルションパ
テ

耐水性 -

素地ごしらえ 18.2.1表による。 -

1 JIS K 5663
合成樹脂エマルションペ
イント及びシーラー

合成樹脂
0.07
以上

下塗り

種　別 塗料その他

A種

4
研磨紙

研磨紙P120～220 -
ずり

5 中塗り JIS K 5660
つや有り合成樹脂エマル
ションペイント

-
0.10
以上

6 上塗り JIS K 5660
つや有り合成樹脂エマル
ションペイント

-
0.10
以上

-

2
中塗り

○ ○
JIS K つや有り合成樹脂エマルションシペ

イント

B種 規格番号 規格名称

0.10
以上5660

3
研磨紙

○ - 研磨紙P220～240

（kg/㎡）

錆止め　塗
料塗り ○

(注)1 18.3.3の1による。 -

工　　程

4
中塗り

○ -
JIS K つや有り合成樹脂エマルションペイ

ント
0.10
以上5660

5 上塗り ○ ○
JIS K つや有り合成樹脂エマルションシペ

イント
0.10
以上5660
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18.5.5 　屋内の亜鉛めっき鋼面つや有り合成樹脂エマルションペイント塗りは、18.5.4表による。

亜鉛めっき鋼面

つや有り合成

樹脂エマルション 18.5.4表 亜鉛めっき鋼面つや有り合成樹脂エマルションペイント塗り

ペイント塗り 塗布量

第６節 クリヤラッカー塗り（C.L）

18.6.1 　クリヤラッカー塗りの工程は、18.6.1表により、種別は特記による。特記がなければB種とする。

塗り工程

18.6.1表 木部クリヤラッカー塗りの工程

塗布量

2

6

（注）1　素地ごしらえの種別は、塗料その他の欄による。

 　2　着色兼用目止めとする場合は、工程2を省略する。

第７節 合成樹脂エマルションペイント塗り（E.P－Ⅰ、E.P－Ⅱ塗り）

18.7.1 　この節は、コンクリート面、モルタル面、プラスター面、せっこうボード面、その他ボード面等の

適用範囲 合成樹脂エマルションペイント塗りに適用するものとし、適用の区分は次による。

1　外部及び内部の水がかり部分は、合成樹脂エマルションペイントの1種（E.P-Ⅰ　塗り）とする。

2　内部の水がかり部分以外は、合成樹脂エマルションペイントの2種（E.P-Ⅱ塗り）とする。

工　　程
塗料その他

規格番号 規格名称 （kg/㎡）

18.3.3の3による。 -錆止め塗料塗り

0.10
以上

2 上塗り JIS K　5660
つや有り合成樹脂エマルションシペ
イント

0.10
以上

規格名称 種類

1 中塗り JIS K　5660
つや有り合成樹脂エマルションシペ
イント

工　　程
種　別 塗料その他

A種 （kg/㎡）B種 規格番号

5
上塗り

○ ○
JIS K

ずり

3 中塗り

目止め ○ - 目止め剤

ニトロセルロースラッ
カー

サンジング
シーラー

4
研磨紙

○ ○ 研磨紙P220～240

素地ごしらえ ○
(注)1 18.2.2による。

1 下塗り ○

-

（1回目） 5531

○
JIS K

ラッカー系シーラー
ウッドシー

ラー
0.10
以上5533

0.10
以上

0.10
以上

-

○ -
JIS K

ラッカー系シーラー

木材用クリ
ヤラッカー

5533

7
上塗り

○ -
JIS K ニトロセルロースラッ

カー

-

木材用クリ
ヤラッカー

0.10
以上（2回目） 5531

研磨紙ずり ○ - 研磨紙　P240～320

木材用クリ
ヤラッカー

0.09
以上5531

ニトロセルロースラッ
カー

8 仕上げ塗り ○ ○
JIS K
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18.7.2 　合成樹脂エマルションペイント塗りの工程は、18.7.1表により、種別は特記による。

塗り工程 特記がなければ、B種とする。なお、天井面等見上げ部分は、工程3を省略する。

18.7.1表 合成樹脂エマルションペイント塗りの工程

塗布量

3

（注）1　素地ごしらえの種別は、塗料その他の欄による。

　2　押出成形セメント板面の素地ごしらえは、18.2.5表によるB種とする。

　3　屋内のコンクリート及びモルタルの各面のパテかいは、JIS K 5669（合成樹脂エマ

ルションパテ）の耐水形を用い、必要に応じて素地ごしらえ後に行い、パテ面は研

磨紙ずりを行う。

　4　けい酸カルシウム板等は素地の吸込みが多く粉化性が強いため、下塗りに先立って

特記がなければ専用の2液性エポキシシーラー等を用いる。

　5　せっこうボードの突付け部分には、せっこうボード製造所の指定するジョイントテー

プで補強し、JIS A 6914（せっこうボード用目地処理材）によるジョイントコンパウ

ンドで平滑に処理し、乾燥後、研磨紙ずりを行う。

第８節 オイルステイン塗り（O.S）

18.8.1 オイルステイン塗りの工程は、18.8.1表による。

塗り工程

18.8.1表 木部オイルステイン塗り工程

1 オイルステイン

2 全面白木綿布片でふき取る。

3 オイルステイン

4 全面白木綿布片でふき取る。

第９節 ウレタン樹脂ワニス塗り（U.C）

18.9.1 　ウレタン樹脂ワニス塗りの工程は、18.9.1表により、種別は特記による。特記がなければ、B種と

塗り工程 する。

工　　程
種　別 塗料その他

A種 B種 規格番号 規格名称 種類 （kg/㎡）

素地ごしらえ ○
(注)1 18.2.2による。

1 下塗り ○ ○
JIS K 合成樹脂エマルション

ペイント
-

0.10
以上5663

2
中塗り

○ ○
JIS K 合成樹脂エマルション

ペイント

1種 0.10
以上（1回目） 5663 2種

研磨紙ずり ○ - 研磨紙　P220～240 -

素地ごしらえ 汚れ、付着物を除去する。 -

1回目塗り 0.03以上

塗料その他
塗付量

（kg/㎡）

ふき取り -

4
中塗り

○ -
JIS K 合成樹脂エマルション

ペイント

1種 0.10
以上（2回目） 5663 2種

5 上塗り ○ ○
JIS K 合成樹脂エマルション

ペイント

1種 0.09
以上5663 2種

工　　程

2回目塗り 0.03以上

ふき取り -
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18.9.1表 ウレタン樹脂ワニス塗りの工程

A種 B種

- -

2 研磨紙ずり ○ ○

4

（注）1　素地ごしらえの種別は、塗料その他の欄による。

　2　一般木部及びフローリングは、1液形とする。

　3　JASS18 M-301及びM-502は、日本建築学会材料規格である。

0.05以上 -
M－301

JASS18 2液形ポリウレタン
ワニス

- 0.06以上
M－502

素地ごしらえ ○
(注)1 18.2.1による。

1 下塗り ○

工　　程
種　別 塗料その他

規格番号 規格名称 1液形 2液形

-
M－301

JASS18 2液形ポリウレタン
ワニス

- 0.06以上
M－502

0.05以上

研磨紙　P220～240 - -

3 中塗り ○ -

JASS18 1液形油変性ポリウレタ
ンワニス

○

JASS18 1液形油変性ポリウレタ
ンワニス

-

-
M－301

JASS18 2液形ポリウレタン
ワニス

- 0.06以上
M－502

5 上塗り ○ ○

JASS18 1液形油変性ポリウレタ
ンワニス

0.05以上

研磨紙ずり 研磨紙　P240～320 -
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第19章　仕上塗材工事

1節 一般事項

19.1.1 　この章は、建築用仕上塗材を用いる内外装仕上工事に適用する。

適用範囲

19.1.2 1　仕上塗材

材料 (1)　仕上塗材は、JIS A 6909（建築用仕上塗材）による。ただし、内装仕上げに用いる塗材のホルム

　アルデヒド放散量はF☆☆☆☆とする。また、製造所において指定された色及びつやに調合し、有効

　期間を経過したものは使用しない。

　　なお、下塗り材、主材及び上塗り材は、同一製造所の製品とする。

(2)　複層仕上塗材の耐候性は、特記による。特記がなければ、耐候形3種とする。

(3)　複層仕上塗材の上塗材の種類は特記による。特記がなければ、水系アクリルのつや有りとする。

(4)　特記により、防火材料の指定がある場合は、建築基準法に基づき指定または認定を受けたものと

　する。

(5)　仕上塗材の種類（呼び名）、仕上げの形状及び工法は、19.1.1表及び19.1.2表により、適用は特

　記による。

2　下地調整塗材は、JIS A 6916（建築用用下地調整塗材）による。

3　水は、16.2.2「材料」の4による。

4　1から3まで以外の材料は、仕上塗材の製造所の仕様による。

19.1.1表 仕上塗材の種類、仕上げの形状及び工法

砂壁状 下塗材
(注)1 0.1以上 1

ゆず肌状 主材 1.0以上 2

平たん状

凹凸状 1

ゆず肌状

さざ波状

下塗材
(注)1 0.1以上 1

主材 1.5以上 2

下塗材
(注)1 0.1以上 1

主材 0.9以上

下塗材
(注)1 0.1以上 1

主材 1.0以上

上塗材 0.25以上 2

下塗材
(注)1 0.1以上 1

主材基層 0.7以上

主材模様 0.8以上 1

上塗材 0.25以上 2

　(注)1 下塗材を省略又は専用の下地調整材を用いる場合は、仕上げ塗材製造所の指定による。

　2　塗り回数は、仕上塗材製造所の指定による。

　3　工法欄の吹付け、ローラー塗り及びこて塗りは、主材の塗付けに適用する。

　4　所要量は、被仕上塗材仕上げ面単位面積あたりの仕上塗材（希釈する前）の使用量とする。

なお、表の所要量は、2回塗りの場合、2回分の使用質量を示す。

1～2
(注)2

凸部処理
凹凸模様

吹付け
1

複層仕上
塗材(注)5

複層塗材CE
複層塗材RE

ゆず肌状 ローラー

塗り回数
の形状

薄付け仕上
塗材

外装薄塗材E

吹付け

こて塗り
下塗材

(注)
1 0.1以上

ローラー
主材 0.6以上 1～2

(注)2

着色骨材
砂壁状

吹付け

こて塗り
1～2

(注)2

種類 呼び名
仕上げ

工法
(注)3

所要量（㎏/㎡）
(注)4
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　5　複層仕上塗材の上塗りが、メタリックの場合の所要量及び塗り回数は、19.3.4「工法」の1(4)ア

による。

19.1.2表 複層仕上塗材の上塗材の種類

つ や つ や つ や つ や つ や つ や つ や つ や つ や

あ り な し な し あ り な し あ り な し あ り な し

凡例　○印：選択可能、－印：選択不可

（注）つやなし及びメタリックは、可とう形複層塗材及び防水形複層塗材には適用しない。

19.1.3 1　18.1.5の見本塗り板は、塗布量又は塗り厚が工程ごとに確認できるものとする。

施行一般 2　仕上げ工程の放置時間は、18.1.4「施工一般」の7による。

3　仕上げ場所の気温が5℃以下の場合は、18.1.6「施工管理」の1による。

4　外部の仕上げ塗りは、降雨のおそれのある場合及び強風時には、原則として行わない。

5　仕上げ溶剤を用いる場合は、換気をよくして溶剤による中毒が起きないようにする。

6　工程ごとの塗布量等の確認をし、監督員に報告する。

7　シーリング面に仕上塗材仕上げを行う場合は、18.1.4「施工一般」の10による。

19.1.4 1　コンクリート、モルタル、プラスターの下地等で、ひび割れがある場合は、必要に応じてU形には

下地処理 　つり、仕上げに支障のないモルタル等で充てんし、14日程度放置する。ただし、気象条件等によっ

　ては、監督員の承諾を受けて期間を短縮することができる。

2　外壁のコンクリート下地で漏水のおそれのあるひび割れは、U形にはつり、シーリング材を充てん

　する。

　ただし、シーリング材は仕上げに支障のないものとする。

3　モルタル下地の仕上げは、19.1.3表により、仕上塗材の種類に応じた○印の仕上げとする。

 

19.1.3表 仕上塗材の種類に応じたモルタル下地の仕上げ

-

4　ALCパネルの場合は、次による。

(1)　内壁目地部の形状は、特記による。特記がなければ、V形目地付とする。

(2)　ALCパネル面の欠け、穴等は、ALCパネルの製造所の指定する補修用モルタル（既調合平滑にする。

5　押出成形セメント板の場合は、欠け、表面の傷等は押出セメント板の製造所の指定する補修材料で

平滑にする。

水系 ○ - ○ ○ ○ - ○○

溶剤系 ○ ○ - ○ ○ ○

-弱溶剤系 ○ - - ○ ○ - ○

○ ○ ○ ○

○

○

ｼﾘｶ系 ポリウレタン系   アクリルシリコン系 ふっ素系

メタ
リック

メタ
リック

メタ
リック

メタ
リック

アクリル系

仕上塗材の種類 モルタル下地の仕上げ
備　　考

　（呼び名） はけ引き 金ごて 木ごて

○ ○

○ - ○ ○

○ - ○ ○ -

外装薄塗材E
○ ○ ○   屋内の場合は、金ごて又は木ごて

複層塗材CE

複層塗材RE - ○ -
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19.1.5 1　コンクリートの下地調整は、次による。

下地調整 (1)　目違いは、サンダー掛け等により取り除く。

(2)　下地面の清掃を行う。

(3)　下地調整塗材C－2を、1㎜から2㎜まで程度の厚さで全面に塗り分けて、平滑にする。

ただし、スラブ下及び厚付け仕上塗剤仕上げの場合は、省略する。

(4)　下地の不陸調整厚さが1㎜以下の場合は、(3)の下地調整塗材C－2に代えて下地調整塗材C－1を平

滑に塗り付けることができる。

(5)　下地の不陸調整厚さが3㎜を超え、かつ10㎜以下の場合は、(3)の下地調整材C－2に代えて、下地

調整材CM－2を平滑に塗り付ける。

2　モルタル、プラスター及びPCパネルの下地調整は、次による。

(1)　下地面の清掃を行う。

(2)　合成樹脂エマルションクリアを全面に塗り付ける。ただし、仕上塗材の下塗材で代用できる場合

は、省略できる。

3　せっこうボード及びその他のボード面下地の場合は、18.2.6表のB種とする。

4　ALCパネルの下地調整は、次による。

(1)　下地面の清掃を行う。

(2)　屋外は、仕上塗材の製造所の仕様により下地調整塗材C－1又は下地調整塗材Eを全面に塗り分け

て、平滑にする。

(3)　合成樹脂エマルションクリアを全面に塗り付ける。

5　押出成形セメント板の下地調整は、次による。

(1)　下地面の清掃を行う。

(2)　2液形エポキシ樹脂ワニスを全面に塗り付ける。

なお、仕上塗材の製造所の仕様により、下塗材を2液形エポキシ樹脂ワニスの代用にすることがで

きる。

2節 薄付け仕上塗材

19.2.1 　この項は、合成樹脂エマルション系薄付け仕上塗材（以下、「外装薄塗材E」という。）を用い、吹

適用範囲 付け塗り又はローラー塗りにより内外装を砂壁状に仕上げる工事に適用する。

19.2.2 　外装薄塗材Eは、JIS A 6909（建築用仕上塗材）によるものとする。

材料

19.2.3 　外装薄塗材Eは、（砂壁状）仕上げの工程、材料、調合、所要量、塗り回数及び間隔時間の標準は、

工程 19.2.1表による。
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19.2.1表 外装薄塗材E（砂壁状）仕上げの工程

  製造業者の

指定による

 吹付け塗り

1.0以上ﾛｰﾗｰ

塗り0.6以上

  製造業者の

指定による

（注）1　下塗りは、下地の状態により監督員の承諾を得て省略することができる。

　2　塗り回数は、仕上げ塗材製造所の指定による。

19.2.4 1　外装薄塗材E

工法 (1)　材料の練り混ぜは、製造所の仕様による水の量で均一になるように行う。ただし、溶剤系の場合

　は、指定量の専用薄め液で均一になるように行う。

(2)　下塗りは、だれ、塗残しのないように均一に塗り付ける。

(3)　主材塗りは、次による。

　ア　吹き付け塗りの場合は、見本と同様の模様で均一に仕上げるように、指定の吹き付け条件によ

り吹き付ける。

　イ　ローラー塗りの場合は、見本と同様で均一に仕上がるように、専用のローラーを用いて塗り付

ける。

　ウ　こて塗りの場合は、見本と同様の模様で均一に仕上がるように、所定のこてを用いて塗り付け

る。

３節 複層仕上塗材

19.3.1 　この節は、ポリマーセメント系複層仕上塗材（以下、「複層塗材CE」という。）反応硬化形合成樹

適用範囲 脂エマルション系複層仕上塗材（以下、「複層塗材RE」という。）による内外装の吹付け及びローラー

による仕上げ工事に適用する。

19.3.2 　複層塗材CE及び複層塗材REは、JIS A 6909（建築用仕上塗材）によるものとする。

材料

19.3.3 1　複層塗材CEの工程は、次による。

工程  　仕上げの工程、材料、調合、所要量、塗り回数及び間隔時間の標準は、ローラーによるゆず肌

模様仕上げの場合19.3.1表による。凹凸模様仕上げ、凸部処理仕上げの場合19.3.2表によるが、

そのいずれによるかは、特記による。

吹付け塗り
2ローラー
塗り1～2

２時間
以上

-
16時間
以上

水 -

2 主材塗り

外装薄塗材E
主材

100

３時間
以上

-
下地塗り材

水 -

1 下塗り

薄塗材E
100 0.1以上

-

塗り回数

工程間隔時間

工程内間
隔時間

工程間間
隔時間

最終養生
時間

工程 材　料
調  合

（質量比）
所要量

（㎏/㎡）

１
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19.3.1表 複層塗材CEゆず肌模様ローラー仕上げの工程

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

（注）主材塗りの塗り回数は、仕上塗材製造所の指定による。

19.3.2表 複層塗材CE凹凸模様及び凸部処理模様仕上げの工程

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

4

  製造業者の

指定による

（注）工程4は凸部処理仕上げの場合のみ行う。

24時間
以上

上塗材

専用薄め液
又は水

-

100 0.25以上

2
３時間
以上

-

凸部処理 （ローラー又はこて押さえ） - - -

1 -

24時間以上
(凸部処理
の場合は1
時間以内に
行う）

-
主材

水 -

1 - １時間以上 -
主材

水 ー

ー

2

主
材
塗
り

基
層
塗
り

複層塗材CE
100 0.7以上

3

模
様
塗
り

複層塗材CE
100 0.8以上

工程間隔時間

工程内間
隔時間

工程間
間隔時間

最終養生
時間

1 下塗り

複層塗材CE
100 0.1以上

１ - ３時間以上 -
下塗材

専用薄め液
又は水

工程 材　料
調  合

（質量比）
所要量

（㎏/㎡）
塗り
回数

2
3時間
以上

-
24時間
以上専用うすめ液又

は水
-

3 上塗り

複層塗材CE
上塗材

100 0.25以上

1～2
16時間
以上

24時間
以上

-

水 -

2 主材塗り

複層塗材CE
主材

100 1.0以上

工程間隔時間

1 下塗り

薄塗材CE
100 0.1以上

１ -
３時間
以上

-
下塗り材

専用薄め液
又は水

-

工程 材　料
調  合

（質量比）
所要量

（㎏/㎡） 塗り回数 工程内間
隔時間

工程間間
隔時間

最終養生
時間

5 上塗り

複層塗材CE
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2　複層塗材REの工程は、次による。

　仕上げの工程、材料、調合、所要量、塗り回数及び間隔時間の標準は、ローラーによるゆず肌模様

仕上げの場合19.3.3表、凹凸模様仕上げ及び凸部処理仕上げの場合19.3.4表によるが、そのいずれに

よるかは、特記による。

19.3.3表 複層塗材REゆず肌模様ローラー仕上げの工程

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

（注）主材塗りの塗り回数は、仕上塗材製造所の指定による。

19.3.4表 複層塗材RE凹凸模様及び凸部処理模様仕上げの工程

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

  製造業者の

指定による

（注）工程4は凸部処理仕上げの場合のみ行う。

0.25以上

2
3時間
以上

-
24時間
以上

-

5

複層塗材RE
100

上塗り材上
塗
り 専用薄め液

又は水

4 （ローラー又はこて押さえ） -

1 - 24時間以上
72時間以内
（凸部処理
の場合は1
時間以内に

行う）

-
主材

水 -

- -

凸
部
処
理

1 - 16時間以上 -
主材

水 -

-

2

主
材
塗
り

基
層
塗
り

複層塗材RE
100 0.7以上

3

模
様
塗
り

複層塗材RE
100 0.8以上

工程間隔時間

工程内間
隔時間

工程間
間隔時間

最終養生
時間

1 下塗り

複層塗材RE
100 0.1以上

１ -
16時間以上
72時間以内

-
下塗り材

専用薄め液
又は水

工程 材　料
調  合

（質量比）
所要量

（㎏/㎡）
塗り
回数

2
3時間
以上

-
24時間
以上

上塗り材

専用薄め液
又は水

-

3 上塗り

複層塗材RE
100 0.25以上

1～2 -
16時間以上
72時間以内

-
主材

水 -

-

2
主材
塗り

複層塗材RE
100 1.0以上

工程間隔時間

工程内間
隔時間

工程間
間隔時間

最終養生
時間

1 下塗り

複層塗材RE
100 0.1以上

１ -
16時間以上
72時間以内

-
下塗り材

専用薄め液
又は水

工程 材　料
調  合

（質量比）
所要量

（㎏/㎡）
塗り
回数
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19.3.4 1　複層塗材CE

工法 (1)　材料の練り混ぜ

　ア　主材の練り混ぜは、仕上塗材製造所の指定する水の量で均一になるように行う。

　イ　溶剤系の下塗材又は上塗材の場合は、指定量の専用薄め液で均一に薄める。

  ウ　2液性上塗材は、薄める前に基剤と硬化剤を指定の割合で混ぜ合わせる。

　エ　アからウまでに定める以外は、19.2.4「工法」の1(1)による。

(2)　下塗りは、だれ、塗り残しのないように均一に塗り付ける。

(3)　主材塗りは、次による。

 ア　ローラー塗りは、19.2.4「工法」の1(3)のイによる。

 イ　吹き付け塗り

(ｱ)　基層塗りと模様塗りの2回とする。

(ｲ)　基層塗りは、だれ、ピンホール、塗り残しのないよう下地を覆うようにぬりつける。

(ｳ)　模様吹きは、19.2.4「工法」の1(3)のアによる。

(ｴ)　凸部処理は、模様吹きの後に、見本塗り板と同様の模様になるように、こて又はローラー

　により押さえる。

(4)　上塗りは、次による。

　ア　上塗りの所要量は、メタリックの場合は0.4 ㎏/㎡以上とする。また、上塗りの工程を3回以上

とし、第1回目はクリヤー又はメタリックと同系色のエナメルを塗り付け、最上層はクリヤーとす

る。

　イ　ア以外の場合は、上塗りは2回塗りとし、色むら、だれ、光沢むら等が生じないように均一に、

はけ、ローラー又はスプレーガンにより塗り付ける。

2　複層塗材RE

(1)　材料の練り混ぜは、1(1)による。

(2)　下塗りは、1(2)による。

(3)　主材塗りは、1(3)による。

  (4)　上塗りは、1(4)による。
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第20章　 内装工事

１節 一般事項

20.1.1 　この章は、建物の床、壁及び天井を対象に内装する工事に適用する。

適用範囲

20.1.2 1　この章に使用する機材の品質等は、総則編1.5.1「機材の品質等」による。

一般事項 2　室内において使用する機材は、特記がなければ、JIS及びJASに定められたホルムアルデヒド放散量

　F☆☆☆☆、又はホルムアルデヒドを発散しない機材とし、監督員の確認を受ける。

20.1.3 　この章で規定する水がかりの範囲は次による。ただし、各節及び特記で規定されている場合はこの

水がかりの範囲 限りでない。

1　便所、洗面脱衣室、洗濯機置き場の床及び壁。

2　台所の流し台、調理台及びコンロ台前面及び側面1m以内の床並びにこれらに接する壁。

20.1.4 1　内装材料の種類、品質、形状及び寸法は、特記によるほか各節に示すところによる。

材料一般 2　接着剤

(1)　接着剤は、レッテルを完全に保ち、開封しないまま工事現場へ搬入して、品名、製造年月日、数

 量、製造所名等について確認する。

(2)　接着剤は、製造所の定める有効期間又は有効期限を経過したものを、使用してはならない。

20.1.5 1　コンクリート下地の精度は、6.6.9「コンクリート上面の仕上げ」による。乾燥は、施工後28日以

施工一般 　上とし、表面の汚れ、付着物及びレイタンスを除去する。

2　モルタル塗り下地の工法は、16.2.5「工法」による。なお、乾燥は、施工後14日以上とする。

3　壁、天井の軸組及び床下地材は目違いが無いよう平滑に施工する。

4　接着剤

(1)　接着剤が所要強度に達するまでは、接着を損なうような衝撃、その他の外力を与えないように注

意する。接着養生時間は、原則として、施工後48時間以上を標準とする。

(2)　2液形接着剤を使用する場合は、可使時間を考慮し、適量を正確に計量する。

(3)　溶剤形接着剤の使用に際しては、室内の換気及び通風に留意し、特に火気に注意する。

２節 乾式遮音二重床下地

20.2.1 　この節は、乾式遮音二重床工法用床下地材を（以下「乾式置床下地材」という。）を用いた床下地

適用範囲 工事に適用する。

20.2.2 1　乾式置床下地材の適用区分は、20.2.1表によるものとし、要求される遮音性能等に応じたものとす

材料 　る。なお、遮音性能は特記による。
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20.2.1表 乾式置床下地材の適用区分

基準階における床下地

（洗面脱衣所、和室、物入、押入等を除く）

1階（最下階）の床下地

（洗面脱衣所、和室、物入、押入等を除く）

洗面脱衣所の床下地

和室の床下地

（注）１階（最下階）の床下地に乾式（1階タイプ）を使用する場合は、20.10.2によるフォームポリ

スチレンフォーム保温材（FP板）のスラブ下に張るものとする。

2　ベースパネルにパーティクルボードを使用する場合は、JIS A 5908（パーティクルボード）による

　ものとし、次による。

(1)　曲げによる区分は、素地パーティクルボードは18タイプ、単板張りパーティクルボードは30-15

タイプ、接着剤による区分はＭ又はＰタイプとする。

(2)　表・裏面の状態はRS（研磨板）とし、硬さはフローリング及び捨て張り合板の釘打ちに支障のな

い程度とする。

(3)　20.1.3「水がかりの範囲」に使用する場合には、表・裏面及び小口面にパラフィン（50ｇ/㎡以

上）を含浸させたものとする。なお、現場で切断する場合は、切断した小口面に防湿剤（液状パ

ラフィン）を塗布する等の有効な防湿処置を行う。

3　捨て張りに使用する合板は、「合板の日本農林規格」の「構造用合板の規格」１類２級B-C（広葉

　樹）、C-D、D-D（針葉樹）又は「合板の日本農林規格」の「普通合板の規格」１類２等（広葉樹）、

　C-D（針葉樹）とする。また、合板のホルムアルデヒド放散量はF☆☆☆☆又は大臣認定とする。

4　パーティクルボードと捨て張り合板の厚さは、特記による。特記がなければ、20.2.2表による。

　

20.2.2表 パーティクルボードと捨て張り合板の厚さ

-

5　ベースパネルは製造工場出荷時に穴加工、マーキング等により支持脚の標準的な取付位置が明確に

　示されているものとする。

6　ベースパネルの上面には製造業者名、製造年月日及びベースパネルの品質を表示する。

7　支持脚に使用する金物及びボルトは、JIS G 3101（一般構造用圧延鋼材）のSS400相当品とし、そ

　の防錆処理はJIS H 8610（電気亜鉛めっき）の2種3級以上（有色クロメート処理、厚さ８μm以上）

　とする。

8　防振ゴムの硬度は、製造所の仕様によるものとし、硬度を示す刻印等を行うものとする。

9　ベースパネルは、現場搬入時に質量を次により測定し、その平均値が製造所の質量下限値以上であ

　ることを確認する。また、当初搬入時にベースパネル、支持脚等及び質量について監督員の立会い、

　確認を受ける。

(1)　質量測定方法は、パネルを5枚抽出して、それぞれの質量を測定し、平均値を算出する。

(2)　(1)の測定結果を監督員に報告する。

部位 乾式置床下地材

乾式（基準階タイプ）

乾式（１階タイプ）※

乾式（１階タイプ）

乾式（和室タイプ）

捨て張り合板の有無 パーティクルボードの厚さ 捨て張り合板の厚さ

合板無しの場合 25mm以上

合板有りの場合
20mm以上 12mm以上

25mm以上 5.5mm以上
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20.2.3 1　床下地材種別に応じ、床高100～210mm、床ふところ50mm～175mm 確保する。

施工 2　捨て張り合板の下地材への止め付けは、20.2.3表による。

20.2.3表 捨て張り合板止め付け

スクリュー釘(胴部径1.7mm以上、長さ25mm以上)又は、

巾７ステーブル釘（線径1.1mm以上、長さ25mm以上）

3　捨て張り合板の止め付けに当たっては、捨て張り合板にベースパネル目地位置の墨出しを行い、適

　切な位置へ釘打ちする。

4　壁面や配管立上がり部、敷居、框等とベースパネル及び捨て張り合板の小口面が接触しないよう適

　宜隙間を設ける。

5　施工完了後は、床きしみ音がなく、床下地面のレベルや他部位との取合いが適正に施工されている

　ことを確認する。

３節　天然木化粧複合フローリング張り

20.3.1 この節は、天然木化粧複合フローリング（ベニアフロア）を用いる工事に適用する。

適用範囲

20.3.2 １　天然木化粧複合フローリングは「フローリングの日本農林規格」による複合フローリング（フロー

材料 　リンングの表面に美観を表すことを主たる目的として施された加工及び表面加工の保護を目的とし

  て積層された材料並びに裏面に防湿及び不陸緩和を目的として積層した材料がフローリングの厚さの

  ３分の１を超えるもの並びに表面加工の保護を目的として積層された材料のうち吸水により著しく膨

  張するものを積層したものを除く）とし、種別は次により、適用は特記による。

(1)　天然木化粧複合フローリングA種（積層フローリング）

 ア 基材は、ひき板、集成材、単板積層材又はランバーコアの合板とし、表面及び裏面は同一樹種と

し、単板の厚さ2.0mm以上、内部は材厚2.2mm内外の積層単板5層で計7層とし、仕上り板厚15mmと

する。

 イ 板そば、木口とも本実加工及び面取りとする。

 ウ 表面は、工場においてサンダーがけ及び塗装を行う。塗装は、UV硬化型アクリル系樹脂塗料仕上

げ（硬化工程３回以上）とする。

なお、着色する場合は顔料ステインで行う。

 エ 標準寸法は幅90mm又は150mm、長さ909mm又は1818mmとする。

(2)　天然木化粧複合フローリングB種（ベニアフローリングB種）

 ア 基材は、ベニアコアーの合板のみとし、表面及び裏面は同一樹種とし、単板の厚さ1.2mm以上、内

部はラワン（又は広葉樹。）台板合板3層以上、計5層以上とし、仕上り板厚は12mmとする。

 イ 台板合板は「合板の農林規格」第４条「普通合板の規格」による2類2等以上とする。

 ウ 板そば、木口とも本実加工及び面取りとする。

 エ 表面は、工場においてサンダーがけ及び塗装を行う。塗装は、UV硬化型アクリル系樹脂塗装仕上

げ（硬化工程３回以上）とする。

なお、着色する場合は顔料ステインで行う。

 オ　標準寸法は幅150mm、長さ909mm又は1818mmとする。

長辺方向　9列

9～12㎜ スクリュー釘(胴部径1.8mm以上、長さ32mm以上)
短辺方向　5列

長辺方向　8列

5.5mm
短辺方向　6列

捨て張り
釘の種類

標準釘本数

合板厚 900×1800の場合
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(3)　天然木化粧複合フローリングC種（ベニアフローリングC種）

 ア　表面及び基材はベニアコアーの合板のみとし、表面及び裏面は同一樹種とし、単板厚さ1.0mm以

上、内部はラワン（又は広葉樹。）台板合板とし、3層以上、計5層以上とし、仕上り板厚は12mm

 とする。

 イ　台板合板は「合板の日本農林規格」第4条「普通合板の規格」による2類2等以上とする。

 ウ　板そば、木口とも本実加工及び面取りとする。

 エ　表面は、工場においてサンダーがけ及び塗装を行う。塗装は、UV硬化型アクリル系樹脂塗料（硬

化工程3回以上）仕上げとする。

なお、着色する場合は顔料ステインで行う。

 オ　標準寸法は、幅303mm、長さ1818mmとする。

(4)　天然木化粧複合フローリングD種（ベニアフローリングD種）

 ア　基材は、ベニアコアーの合板のみとし、表面は、単板厚さ0.25mm以上1.0mm未満、内部はラワン

（又は広葉樹。）台板合板5層以上の計6層以上とし、仕上り板厚は12mmとする。

 イ　台板合板は「合板の日本農林規格」の「普通合板の規格」による2類2等以上とする。

 ウ　板そば、木口とも本実加工及び面取りとする。

 エ　表面は、工場においてサンダーがけ及び塗装を行う。塗装は、UV硬化型アクリル系樹脂塗装仕上

げ（硬化工程3回以上）とする。

なお、着色する場合は顔料ステインで行う。

 オ　標準寸法は、幅303mm、長さ1818mmとする。

2　特殊加工化粧複合フローリング

　特殊加工化粧複合フローリングは、「フローリングの日本農林規格」による複合フローリング（フ

　ローリングの表面に美観を表すことを主たる目的として施された加工及び表面加工の保護を目的と

　して積層された材料並びに裏面に防湿及び不陸緩和を目的として積層した材料がフローリングの厚

　さの3分の1を超えるもの並びに表面加工の保護を目的として積層された材料のうち吸水により著し

　く膨張するものを積層したものを除く。）とし、次による。

 ア　基材は、ベニアコアーの合板のみとし、仕上り厚さは12mmとする。

 イ　台板合板は「合板の農林規格」第4条「普通合板の規格」による2類2等以上とする。

 ウ　板そば、木口とも本実加工及び面取りとする。

 エ　表面特殊加工について、「合板の日本農林規格」第8条「特殊加工化粧合板の規格」による以下

の試験を行うものとする。なお、試験機関は、1.1.3「材料の検査等」による。

ⅰ　汚染A試験

ⅱ　耐アルカリ試験

ⅲ　耐酸試験

ⅳ　耐シンナー試験

 オ　標準寸法は、幅303mm、長さ1818mmとする。

3　フローリングの接着剤は、JIS A 5536（床仕上げ材用接着剤）によるエポキシ樹脂系2液形、ウレ

　タン樹脂系又は変成シリコーン樹脂系とする。

20.3.3 1　工法は、次による。

工法 (1)　二重床下地材にフローリングを直に仕上げる場合は、次のいずれかの工法による。

ア　釘打ち工法

　釘打ち間隔を225mm程度とし、接着剤は張り始め及び張り仕舞のみに使用する。

イ　釘打ち接着剤併用工法

　ⅰ 下地面に、フローリングと直交するように接着剤をビート状に（間隔300mm程度、塗布量

150ｇ/㎡を標準）塗布する。

　ⅱ 接着剤の塗布から釘打ちまでの放置時間は、20分以内とする。

　ⅲ 釘打ちは、塗布した接着剤の真上とし、間隔は300mm程度とする。

(2)　捨て張り合板を使用した床下地にフローリングを仕上げる場合は、(1)と同様に行う留め付けに

　あたっては、捨て張り合板にベースパネル目地位置の墨出しを行い、適切な位置に釘打ちする。
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(3)　フローリングを留め付ける釘は、フロア釘を使用する。

(4)　壁面や配管立上がり部等とフローリング及び捨て張り合板の小口面が接触しないよう適宜隙間を

　設ける。

(5)　フローリング施工後は、床きしみ音がなく、床仕上げ面のレベルや他部材との取合いが適正に施

　工されていることを確認する。

(6)　フローリングの清掃は、全面を水拭きし、乾燥後、樹脂ワックスを用いてつや出しを行う。

４節 ビニル床シート

20.4.1 1　ビニル床シートは、JIS A 5705（ビニル系床材）による。

材料 　種別は20.4.1表によるものとし、適用は特記による。特記がなければ、20.4.2表による。

20.4.1表 ビニル床シートの種別及び規格等

項目

織布や不織布、織布及び不織布以外の

材料を積層したもの（FS）

（注）1種の裏面の材質は、補修時に剥離の容易なものとする。

20.4.2表 施工箇所別の種別

2　ビニル巾木の厚さ、高さ等は、特記による。特記がなければ厚さ1.5mm以上、高さ　60mmとする。

3　接着剤は、JIS A 5536（床仕上げ材用接着剤）により、適用は特記による。特記がなければ、

　20.4.3表の施工箇所に対応する種別とする。

4　端部処理に用いるシーリング材は、使用部位に適したものとし、製造所の仕様による。

20.4.3表 接着剤の種別

酢酸ビニル樹脂系

ビニル共重合樹脂系

アクリル樹脂系 一般の床

ウレタン樹脂系

ゴム系ラテックス形

エポキシ樹脂系 共用廊下、階段、玄関、洗面脱衣所、台所、

ウレタン樹脂系 その他湿気の生じやすい床、及び垂直面

酢酸ビニル樹脂系

ビニル共重合樹脂系

アクリル樹脂系 垂直面

ウレタン樹脂系

ゴム系ラテックス形

ゴム系溶剤形

施工箇所 種　　　別

洗面所、便所

種別 発泡層のあるビニル床シート 発泡層のないビニル床シート

１種 ２種 ３種 ４種 ５種

もので密度が650kg/m
3
未満のもの（KS）

不織布を積層しかつ、印刷層を有する構　造

厚　さ 3.5ｍｍ 2.3ｍｍ 1.8ｍｍ 2.0ｍｍ 2.5ｍｍ

1　種

共用廊下 5　種（エンボス加工）

玄関内部 4　種

種　　別 施工箇所
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20.4.2 1　モルタル塗り下地の工法は、20.1.5「施工一般」の2による。

施工 2　ビニル床シートは、張り付けに先立ち、仮敷きを行い、巻きぐせを取る。

3　張付け

(1)　貼付けは、接着剤を所定のくし目ごてを用い、下地面に平均に塗布し、また、必要に応じて裏面

にも塗布し、空気だまり、不陸、目違い等のないように、べた張りとする。

(2)　張付け時の室温が5℃以下又は接着剤の硬化前に5℃以下になるおそれのある場合は、施工を中止

する。やむを得ず施工する場合は、採暖等の養生を行う。

(3)　張付け後は、表面に出た余分の接着剤をふき取り、ローラ掛け等の適切な方法で圧着し、必要に

応じて押し縁止めをして養生を行う。

(4)　下地面の清掃を行った後、はぎ目、継手、出入口際、柱付等は、隙間ができないよう切込みを行

う。

4　接合部の熱溶接工法は次により、適用は特記による。

(1)　ビニル床シート張付け後、接着剤が完全に硬化したのを見計らい、はぎ目及び継目の溝切りカッ

ター等を用いて行う。

(2)　溝はＶ字形又はＵ字形とし、均一な幅に床シート厚さの2/3程度まで溝切りする。

(3)　溶接は熱溶接機を用いて、ビニル床シートと溶接棒を同時に溶融し、余盛りができる程度に加圧

しながら行う。

(4)　溶接完了後、溶接部が完全に冷却した後、余盛りを削り取り、平滑にする。

5　接着剤の硬化後、全面を水ぶき清掃する。なお、洗面脱衣所、便所等室内においては、樹脂ワック

スを用いてつや出しを行う。

6　外廊下等の雨掛かり部のビニル床シート端部処理は特記による。特記がなければ次による。

(1)　ビニル床シートの端部は、壁面より5mm程度隙間をあけて張り付ける。

(2)　水下側を除きシーリング材を充填する。

(3)　充填後はヘラ仕上げとする。

５節 ビニル床タイル張り

20.5.1 1　ビニル床タイル

材料 (1)　ビニル床タイルは、JIS A 5705（ビニル系床材）によるものとする。

(2)　ビニル床タイルの種別、厚さ等は、特記による。特記がなければ、厚さ2ｍｍとする。

2　ビニル巾木は、20.4.1「材料」の2による。

3　接着剤は、20.4.1の3による。

20.5.2 1　モルタル塗り下地の工法は、20.1.5「施工一般」の2による。

工法 2　張付けは、下地面の清掃を十分に行った後、接着剤を所定のくし目ごてを用い、下地面の全面に平

　均に塗布し、目地の通りよく、出入口際、柱付き等は隙間のないように張り付け、適切な方法で下地

　面に圧着し、接着剤が硬化するまで養生を行う。

3　張付け時の室温が低い場合の施工は、20.4.2「施工」の3(2)による。

4　表面仕上げは、20.4.2「施工」の5による。

６節　合成樹脂塗り床

20.6.1 　この節は、合成樹脂塗り床のうち弾性ウレタン塗り床材を用いて、床仕上げを行う工事に適用する。

適用範囲

20.6.2 1　弾性ウレタン塗床に使用する塗料は、JIS K 5970（建物用床塗料）により、ホルムアルデヒド放散

材料 　等級はJISによるＦ☆☆☆☆又は大臣認定とする。

  2　弾性ウレタン塗りの床の塗り厚は、特記による。ただし、特記がなければ2mmとする。

3　その他の材料

　プライマー、下塗り材、トップコート、有機骨材等は、製造所の指定する製品とする。
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20.6.3 1　下地は、20.1.5「施工一般 」の1による。ただし、下地調整は、エポキシ樹脂モルタルを用いる。

工法 2　施工場所の気温が5℃以下及び湿度85％以上又は換気が十分でない場合の施工は18.1.6「施工管理」

　の1による。

　なお、施工中は直射日光を避ける。

3　弾性ウレタン塗り床の仕上げの種類及び工程は、20.6.1表により、仕上げの種類は特記による。

　特記がなければ平滑仕上げとする。

20.6.1表 弾性ウレタン塗り床仕上げの種類及び工程

工程

ー

（注）1　各工程は、前工程の塗り面が乾燥又は硬化したことを確認して施工する。

　2　１回の塗り付け量は、2㎏/㎡以下とする。2㎏/㎡を超える場合は、塗り回数を増す。

4　塗り床材は、主材と硬化剤を製造所が指定する割合で配合し、かくはん機を用い、十分練り混

　ぜて用いる。

5　立上がり面の施工は、指定された塗り付け厚さになるよう、また、だれの生じないように仕上

　げる。

6　施工中は、換気及び火気に十分注意し、また、周辺を汚さないよう養生を行う。

  7　仕上げ後、適度に硬化するまで、吸湿及び汚れを防ぐよう養生を行う。

7節 畳敷き（建材畳）

20.7.1   1　畳は、JIS A 5902（畳）により、種別は、2等畳表へり付き建在畳Ⅲ形（Ｃ2、Ｈt、kＴ-Ⅲ）とし、

材料 　寸法は91Ｗ－55を標準とする。

2　畳床は、JIS A 5914（建材畳床）によるものとし、20.7.1表による。

3　タタミボードは、JIS A 5905（繊維板）に規定するＴ級インシュレーションファイバーボードで、

　厚さ10ｍｍ又は15ｍｍとし、ホルムアルデヒド放散量はF☆☆☆☆とする。

仕上げの

平骨仕上げ 防滑仕上げ つや消し仕上げ
使用量

（kg/㎡）
種類

4 表面仕上げ ー

工程３の乾燥後、ス
チップル材を均一に
塗布し、スチップル
状に仕上げた後、
トップコートを塗布
する。

工程３の乾燥後、
トップコートをコー
ティングする。

ー

2

1 プライマー塗り
下地面の清掃を行った後、金ごて、ローラー又ははけ
等を用いて均一に塗布する。

0.15

下地調整
面のくぼみ、隙間、目違い等の部分に、液状樹脂に充
鎮材を混入したもの（下塗り材）を塗り付け、下地表
面を平らにする。

3 ウレタン樹脂系床材塗り
ウレタン樹脂系床材を床面に流し、ローラー、はけ又
は金ごてで平滑に塗り付ける。

2.0
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20.7.1表 畳の区分

建材畳床 Ⅲ 形

畳の総厚は55㎜とする。

4　畳表は、JASに定める3種2等品（縦糸錦糸のもの（Ｃ2））とする。

5　畳へりは、JIS L 3108（畳へり地）による綿、Ｐ地又は、P.Pへり地とする。

6　ポリスチレンフォーム板は、JIS A 9511（発泡プラスチック保温材）による27㎏／㎥以上、厚さ

　25ｍｍとし、製造過程でフロンガスを使用しないものとする。

7　保護材は、不織布、保護紙等で、保護効果、クッション性及び通気性をもち害虫のおそれがないも

　のとする。

8　裏面材は、JIS P 3401（クラフト紙）に規定するクラフト紙3種、JIS Z 1533（ポリオレフィンク

　ロス用フラットヤーン）に規定するテープヤーン1種又は2種で密度10本／25.4ｍｍに平織し圧着し

　たものとする。

20.7.2 1　畳ごしらえは、畳割りに正しく切り合わせ、へり幅は、表2目（約30㎜）を標準として、表の筋目

工法 　通りよく、たるまないようにしてJIS A 5902（畳）による針足寸法に合せて縫い付ける。また、畳

　床には、手掛けをつける。

2　敷込みは、敷居、畳寄せ等を段違い、隙間、不陸等ないように行う。

８節　せっこうボードその他のボード及び合板張り

20.8.1 　この節は、せっこうボードその他のボード及び合板を天井及び壁に張る場合に適用する。

適用範囲

20.8.2 1　せっこうボードその他のボード類は、20.8.1表による。又、種類、厚さは特記による。

材料 　なお、天井及び壁に使用されるものは、すべて防火材料の認定表示のあるものとする。

区　　分 記　号 材料及び構造

kＴ-Ⅲ

タタミボード（TB）とポリスチレンフォーム板（PS）
を主な材料として3層に構成したもの

TB-15

PS-25

TB-10

15㎜

10㎜

保護材

タタミボード（1枚又は2枚）

15mm

ポリスチレンフォーム板

25mm

タタミボード

10mmまたは15mm

裏面材
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20.8.1表 ボード類の規格

せっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-R

化粧せっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-D

化粧硬質せっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-D-H

シージングせっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-S

シージング硬質せっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-S-H

強化せっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-F

せっこうラスボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-L

不燃積層せっこうボード JIS A 6901（せっこうボード製品）のGB-NC

火山性ガラス質複層板 JIS A 5440（火山性ガラス質複層板）のA1

繊維板 JIS A 5905（繊維板）のHB、MDF、IB

JIS A 5430（繊維強化セメント板）による無石綿

製品(タイプ２)とする。

パーティクルボード JIS A 5908（パーティクルボード）

（注）水がかり範囲に使用するボード類は耐水性のあるものとする。

2　表面に化粧単板張り等の加工を行ったせっこうボード及びその他のボード基材は20.8.1表による。

3　合板

　合板の種類は特記による。特記がなければ、天井又は壁に使用する合板は、建築基準法に基づく防

 火材料の指定を受けたものとし、接着の程度は水掛り箇所を1類、その他を2類とする。

　ただし、ホルムアルデヒドの放散量はF☆☆☆☆、非ホルムアルデヒド系接着剤使用（普通合板及び

 天然木化粧合板に限る）非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない塗料使用（天

 然木化粧合板に限る。）並びに非ホルムアルデヒド系接着剤及びホルムアルデヒドを放散しない材料

 使用（特殊加工化粧合板に限る。）とする。

(1)　普通合板

　普通合板は、「普通合板の規格」とし、表板の樹種名、板面の品質、処理（防虫、難燃）、厚さ等

は特記による。なお、種類及び品質は20.8.2表による。

20.8.2表 普通合板の種類及び品質等

表板の樹種 水掛かりの範囲 その他

国内産広葉樹 1類2等以上 2類2等以上

国内産以外の広葉樹 1類1等 2類1等

針葉樹 1類B-C以上 2類B-C以上

(注)　水がかりの範囲は、20.1.3「水がかりの範囲」による。

(2)　化粧合板

　ア　化粧合板は、「合板の日本農林規格」の「天然木化粧合板の規格」、「特殊加工化粧合板の規

格」によるものとし、種別は使用部位に適したものとする。

　イ　和室天井に使用する場合は特記による。特記がなければ次による。

ⅰ　天井板は、裏桟木付とする。

ⅱ　天井板の台板合板及び裏桟木の防虫処理は特記による。

(3)　難燃処理表示合板

　ア　難燃処理表示合板は、「合板の日本農林規格」の「普通合板の規格」、「天然木化粧合板の規

格」、「特殊加工化粧合板の規格」の難燃処理を施したものとし、防火材料の認定表示のあるも

のとする。

　イ　普通合板の表面の品質は1類1等、又は1類B-C以上とする。ただし、両面見え掛かりとなる場合

は、裏面も表面と同程度のものとする。

けい酸カルシウム板

材　　種 規　格
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　ウ　樹種は、特記がなければ生地のまま、又は透明塗料塗りの場合は、ラワンとし、不透明塗料塗

りの場合はしなとする。

4　小ねじ、くぎ等

(1)　材種及び形状は、取付材料に適したものとする。

(2)　鋼製は、亜鉛めっき等の防錆処置を行ったものとする。

(3)　浴室、洗面所、便所、台所等のさびやすい箇所に使用する小ねじ、くぎ等は、ステンレス製とす

　 る。

5　接着剤

(1)　壁面の場合は、JIS A 5538（壁・天井ボード用接着剤）による。ただし、接着剤のホルムアルデ

　ヒドの放散量はF☆☆☆☆とする。

(2)　直張り用接着剤は、せっこうボードの製造者の指定するものとする。

6　ジョイントコンパウンドは、JIS A 6914（せっこうボード用目地処理材）による。

7　遮音シール材

　軽量鉄骨下地ボード遮音壁に用いる遮音シール材は、JIS A 5758（建築用シーリング材）によるア

 クリル系、ウレタン系等のシーリング材又は6のジョイントコンパウンドとし、適用は特記による。

20.8.3 1　下　地

施工 (1)　下地は特記による。

(2)　軽量鉄骨下地は、第15章4節「軽量鉄骨天井下地」及び第15章5節「軽量鉄骨壁下地」による。

(3)　木造下地は、13.2.8「床、壁、天井下地材回り」による。

2　壁のボード類で上張りは縦張りとし、原則として水平方向には継ぎ手を設けない。

3　ボード類、合板等の張り付けは、目地通りよく、不陸(りく)、目違い等のないように行う。

4　寒冷期に接着材を用いて施工する場合で、室温が5℃以下又は接着剤の硬化前に5℃以下になるおそ

　れのある場合は、施工を中止する。やむを得ず施工する場合は採暖等の養生を行う。

5　ボード類、合板等の張り付け

(1)　ボード類を下地材に直接張り付ける場合の留付け用小ねじ、くぎ等の間隔は、20.8.3表による。

　

20.8.3表 ボード類の留め付け間隔　 （単位：㎜）

  下地材に接する部分の留め

下 地 付け間隔

天 井

天 井

(2)　ボード類を下地張りの上に張る場合は、接着剤を主とし、必要に応じて、小ねじ、くぎ、タッカー

　によるステープル（SUS304）等を併用して張り付ける。ただし、天井材は必ず釘、ステープル等を

　併用して張付ける。

(3)　合板類の張り付けは、20.8.4表により、特記がなければＢ種とする。

20.8.4表 合板類の張り付け

種 類

200程度 300程度

張り付け工法

A　種
接着剤を使用し、沈めくぎ打ちして張り付け、くぎ穴は表面仕上げ材と
同色のパテ詰めとする。

施行箇所 備　　考

周辺部 中間部

木　造
150程度 200程度 くぎ、十字穴付き木

ねじ壁 200程度 300程度

軽量鉄骨下地
150程度 200程度 ドリリングタッピン

ねじ壁

B　種
くぎ又は木ねじを使用して張り付けるか、それに接着剤を併用して張り
付ける。
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6　せっこうボードの継ぎ目処理

(1)　せっこうボードの目地処理の種類は、20.8.5表により、適用は特記による。

20.8.5表 目地処理の種類

(2)　継ぎ目処理工法の適用は、特記による。

(3)　テーパー部分の継ぎ目処理

ア　下塗り及びテープ張り

継ぎ目の溝に、ジョイントコンパウンドをむらなく塗り付けた上に、直ちにジョイントテー

　プを張り、テープの端や小穴からはみ出た余分のジョイントセメントは、へらでしごき押さえ

　る。

なお、グラスメッシュテープを使用する場合は、ボードに直接テープを張り付けた後、ジョ

　イントコンパウンド塗りとすることができる。

イ　中塗り

中塗りの乾燥を確認後、むらを直すように薄くジョイントコンパウンドを塗り、幅200㎜から

　250㎜程度に塗り広げて平滑にし、十分に乾燥した後、軽く研磨紙ずりをして更に平滑に仕上げ

　る。

7　せっこうボードのせっこう系直張り用接着剤による直張り工法

(1)　コンクリート等の下地は、せっこう系直張り用接着材の製造所が指定するプライマーで処理し、

　乾燥させたものとし、表面を接着に支障がないよう清掃する。

(2)　直張り用接着剤の間隔は、20.8.6表による。

20.8.6表 張り付け用接着剤の間隔

ボードの周辺部

床上1.2ｍ以下の部分

床上1.2ｍを超える部分

ア　直張り用接着剤の盛り上げ高さは、仕上げ厚さの2倍以上とする。

イ　張り付けは、石こうボードの表面を定規でたたきながら、上下左右の調整をして行う。

ウ　断熱材下地の場合は、せっこう系直張り用接着剤の製造所が指定するプライマーを処理後、直張

　り用接着剤を下地に下こすりをして、こて圧をかけた後、直ちに所定の高さに直張り用接着剤を塗

　り付ける。

20.8.4 1　せっこうボード表面に仕上げを行う場合は、せっこうボード張り付け後、仕上げ材に通気性のある

施工管理 　場合で７日以上、通気性のない場合で20日以上放置し、せっこうボード張り付け用接着剤が十分乾

　燥し、仕上げに支障のないことを確認してから仕上げを行う。

2　寒冷期の施工は、20.8.3「施工」の4による。

継 ぎ 目 処 理 工 法 テーパーエッジ

施 工 箇 所 接着剤の間隔（㎜）

150～200

200～250

250～300

目地処理の種類 石こうボードのエッジの種類

目 透 か し の 工 法 スクウェアーエッジ

突 き 付 け 工 法 スクウェアーエッジ

突 き 付 け Ｖ 目 地 工 法 ベベルエッジ
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９節　壁 紙 張 り

20.9.1 　この節は、モルタル面、コンクリート面及びボード面に施す各種壁紙張りに適用する。

適用範囲

20.9.2 1　壁紙は、JIS A 6921（壁紙）により、ホルムアルデヒド放散等級はJISによるＦ☆☆☆☆又は大臣

材料 　認定とする。また、建築基準法に基づく防火材料の指定又は認定を受けたものとし、品質及び防火

　性能は特記による。

なお､下地ボードは総則1.6.9「シックハウス対策」の2(3)による。

 2　接着剤はJIS A 6922（壁紙施工用及び建具用でん粉系接着剤）による2種換1号とし、使用量は固形

　算量（乾燥質量）30g／㎡以下とする

3　素地ごしらえに用いるパテ及び吸い込み止め（シーラー）は、壁紙専用のものとする。

4　コンクリート面の下地処理に用いる材料は、JIS A 6916(建築用下地調整塗材)によるセメント系下

　地調整塗材とする。

5　湿気の多い場所、外壁内面のせっこうボード直張り下地等の場合は、防カビ剤入り接着剤を使用す

　る。

20.9.3 1　壁紙は、下地に直接張り付けるものとし、接着剤を、塗布機（ロールコーター）又ははけで全面む

施工 　らなく塗布する。

2　継目部は、突付け又は重ね切りとし、ジョイントローラ等を用いて十分なじませる。

3　壁紙の張り方は、毛ばけ又はゴムべらを用い、中央部より周辺部へふくれを追い出すように、なで

　つけて張り上げる。

4　防火材料の指定がある場合には、施工後、適切な表示を行う。

5　張上げ後、仕上げ面に付着した接着剤は、速やかに清浄な布等でぬぐいとる。

10節 断熱及び防露

20.10.1 　この節は、断熱材料を用いて天井面、壁面及び床面を断熱及び防露する工事に適用する。

適用範囲

　なお、屋根外断熱工法は、第10章「防水工事」によるものとし、また、壁外断熱工事は特記による。

20.10.2 1　発泡プラスチック保温材は、JIS A 9511（発泡プラスチック保温材）によるA種ビーズ法ポリスチ

材料 　レンフォーム保温材、A種押出法ポリスチレンフォーム保温材（スキンなし）、A種硬質ウレタンフォー

　ム保温材及びA種フェノールフォーム保温材（3種2号を除く）とし、材種は特記による。特記がなけ

　れば、押出法ポリスチレンフォーム保温板3種bとする。

(1)　発泡プラスチック保温材裏打ち合板（S1工法用）

ア　発泡プラスチック保温材裏打ち合板は、「合板の日本農林規格」の「普通合板の規格」によ

　る2類1等又は1類B-C以上の合板に、発泡プラスチック保温材を、工場において接着剤又は自己

　接着により裏打ちしたものとする。

イ　標準寸法は、910mm×1,820mmとする。製品の反り許容差は、長辺方向及び短辺方向それぞれ

　±12mm以内とし、四隅の角度の許容差は、±0.5°以内とする。

(2)　発泡プラスチック保温材裏打ちせっこうボード（S1工法用）

ア　発泡プラスチック保温材裏打ちせっこうボードは、20.8.2「材料」による厚さ9.5mm又は

　12.5mmのせっこうボードに発泡プラスチック保温材を工場において接着剤又は自己接着により

　裏打ちしたものとする。

イ　標準寸法及び製品の反り許容差は、上記(1)のイによる。
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(3)　発泡プラスチック保温材裏打ち型枠合板（S1-F工法用）

ア　発泡プラスチック保温材裏打ち型枠合板は、7.2.1表「せき板の種別」のB種の厚さ12mmに、

　ポリスチレンフォーム保温材を、工場で接着剤又は自己接着により裏打ちしたものとし、その

　使用箇所及び厚さは特記による。また、合板の表面（壁紙張り下地となる面）は、サンダー処

　理を行う。

イ　裏打ち型枠合板は、割付図に基づき、床から天井まで1枚ものとし、工場で製作する。

(4)　発泡プラスチック保温材単体貼り（FP板）

浴室回りや最下階住戸、又は外気に面する床の狭小部分等の仕上げを直に行わない場合に使用し、

材料は1による押出法ポリスチレンフォーム保温板3種bとする。

(5)　断熱材張り用接着剤（天井用および壁用）はJIS A 5547（発泡プラスチック保温板用接着剤）の

一液・無溶剤型変成シリコーン系接着剤とし、発泡プラスチック保温板裏打ち合板及び、発泡プ

ラスチック保温板裏打ちせっこうボード等を天井、壁のコンクリート面等に接着する場合に用い

る。

(6)　梁側面、梁底面（幅300mm以上の場合。）又は天井面（直張り）に断熱材を張り付ける場合に使

用するプラスチックピンは、断熱材の重さに対し十分な耐引抜き強度を有するものとし、断熱材

製造所の仕様による。なお、材質は燃えにくく、断熱性を損なわないものとする。

2　吹付け工法（現場発泡工法）による断熱材は、JIS A 9526（建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォー

　ム）によるものとし、種類は特記による。特記がなければA種1とする。

20.10.3 1　工法

施工 (1)　工法は、S1工法（あと張り）、S1-F工法（先打込み）又は吹付け工法（現場発泡工法）とし、特

記による。特記がなければS1工法とする。

(2)　S1工法又はS1-F工法において設備配管周辺等の隙間の充填に吹付け工法（現場発泡工法）を採用

する場合は監督員と協議する。

2　下地

(1)　コンクリート下地の乾燥は、30日以上とする。ただし、気象条件等により監督員の承諾を受けて、

放置期間を短縮することができる。

(2)　コンクリート下地の精度は、6.6.9「コンクリート上面の仕上げ」により、汚れ、付着物及びレ

イタンスは除去し、清掃する。

(3)　下地コンクリート面の結露水は、よくふき取り、十分乾燥させる。

3　S1工法（あと張り工法）

(1)　コンクリート面の下地処理に用いる材料は、JIS A 6916(建築用下地調整塗材)によるセメント系

下地調整塗材とする。

(2)　接着剤塗布に先立ち、19.11.1図により発泡プラスチック保温材側にカッターナイフでスリット

（ボードの剛性を弱め、下地になじみやすくするための切込み。）を入れる。

なお、スリット深さは裏打ち合板に達しない程度とする。

(3)　接着剤は、くし目ごてを使用し、20.10.1図によりボード裏面に塗り付ける。くし目ごては、接

着剤製造所の指定するものとする。

(4)　接着剤の塗付け量は、施工面に対し、500g/㎡を標準とする。

(5)　断熱材は、接着剤塗付後、直ちに張り付ける。張り方は、ずれ、曲がり等が無いよう手で圧着し、

更に接着剤の塗付部分に当て木をして木づち等で軽くたたく。

(6)　ボード目地は突付けとする。

(7)　梁側面及び幅300mm以上の梁底面に発泡プラスチック保温材裏打ちせっこうボード及び裏打ち合

板（単体貼りを除く）を張り付ける場合は、20.10.1図により接着剤とプラスチックピンを併用

し留めつける。

(8)　直張り天井に発泡プラスチック保温材裏打ちせっこうボード及び裏打ち合板（単体貼りを除く）

を張り付ける場合は、接着剤とプラスチックピンを併用し留めつける。

プラスチックピンの留めつけ位置は20.10.2図による。

(9)　プラスチックピンの躯体への打込み長さは20～25mmとし、ピン頭は径15mm程度とする。
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20.10.1図 接着剤塗布、スリット及びプラスチックピンの標準位置図

（壁面、梁側面及び幅300mm以上の梁底面）

20.10.2図 接着剤塗布、スリット及びプラスチックピンの標準位置図

（天井面）

4　S1-F工法（先打込み工法）

(1)　断熱材は、座付き釘等により、型枠に取り付ける

(2)　断熱材に損傷を与えないように適切な養生を行い配筋等を行う。

(3)　コンクリートを打ち込む場合、棒形振動機等によって断熱材を破損しないように注意する。

(4)　型枠取外し後、断熱材の損傷、めり込み及び付着不良があった場合は、速やかに補修する。

(5)　開口部等のモルタル詰めの部分及び型枠緊張用ボルト、コーンの撤去跡は、断熱材を張り付ける

か又は5により断熱材を充填する。

5　吹付け工法（現場発泡工法）

(1)　断熱材の吹付け厚さは、特記による。

(2)　施工は、断熱材製造所の仕様による。なお、火気及び有害ガス等に対する安全衛生対策は、関係

法令等に従い十分に行う。

梁側面

梁底面

壁面

９１０ｍｍ

９
１
０
ｍ
ｍ

９１０ｍｍ

９１０ｍｍ

３００ｍｍ
以上

４５５ｍｍ

２２７ｍｍ

４５５ｍｍ

２２７ｍｍ

２２７ｍｍ
３
０
３
ｍ
ｍ

４５５ｍｍ

ｽﾘｯﾄ

ｽﾘｯﾄ

ｽﾘｯﾄ

ｽﾘｯﾄ

接着剤

接着剤標準塗布幅は

約１００㎜とし、接着剤メーカー
の指定する専用くし目ゴテを使
用するものとする。

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾋﾟﾝを併用する

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾋﾟﾝを併用する

１
８
２
０
ｍ
ｍ

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸﾋﾟﾝを併用する

4
5
5
mm
以
下

プラスチックピンを併用スリット

1
2
0
mm

接着剤

接着剤の塗布幅は100mm程度とし、

接着剤製造所の専用くし目ゴテを使

用する。

303mm以下

1200mm以上　1820mm以下

910mm以下 600mm以上　1200mm未満

2
2
7
m
m

外壁側

1
2
0
m
m

室内側

12
0
m
m

9
10
m
m

2
2
7
m
m

303mm以下 303mm以下

600mm未満
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第21章 部品・その他工事

１節 一般事項

21.1.1 　この章は、現場で取付けを行う部品・その他に適用する。

適用範囲

21.1.2 1　この章に使用する機材の品質等は、総則編1.5.1「機材の品質等」による。

一般事項 2　室内において使用する機材は、特記がなければ、JIS及びJASに定められたホルムアルデヒド放散量

　F☆☆☆☆、またはホルムアルデヒドを発散しない機材とし、監督員の確認を受ける。

２節 部品ユニット

21.2.1 1　浴室ユニットの品質・性能は、特記がなければ別に定める「機材の品質・性能基準」による。

浴室ユニット 2　浴室ユニットの種類、形状、寸法（内法）、材質は特記による。

21.2.2 1　キッチンキャビネットの品質及び性能は、特記がなければ別に定める「機材の品質・性能基準」に

ｷｯﾁﾝｷｬﾋﾞﾈｯﾄ 　よる。

2　キッチンキャビネットの種類（セクショナルキッチン、システムキッチン）、寸法（高さ、奥行き、

　間口等）、材質、付属部品（包丁差し、トレイ等）は特記による。

レンジ用フードファン、ガス加熱機器、照明器具、給排水・ガス管等の設備関連部品は別途工事

　とするが、取合い等の調整は十分行う。

21.2.3 1 手すりユニットは、次によるほか、特記がなければ「機材の品質・性能基準」による。

手すりユニット 2 手すりユニットの種類（廊下用、バルコニー用）は特記による。

3　材　質

アルミニウム合金製、スチール製、ステンレス製の種別は、特記による。

4　形状、寸法

手すり子タイプ、目隠しパネルタイプ、支柱間隔、高さは、特記による。

5　支持方法

躯体への支持方法（床支持、壁支持、方立て支持）の種別は、特記による。

6　床支持の場合の支柱脚部躯体立上りは、コンクリートのかぶり厚さを確保するとともに、支柱脚部

への雨水浸入防止対策を講ずる。

21.2.4 1　郵便受箱の品質及び性能は、特記がなければ「機材の品質・性能基準」による。

郵便受箱 2　郵便受箱の形状、寸法、材質は特記による。

21.2.5 1　補助手すりの品質及び性能は、特記がなければ、別に定める「機材の品質・性能基準」による。

補助手すり 2　補助手すりの形状、寸法、材質は特記による。

21.2.6 1　その他の部品ユニット（換気扇、レンジ用フードファン、洗面化粧ユニット等）の形状、寸法、材

その他の 　質は特記によるほか、機械編による。

部品ユニット 2　取合い工事の区分は特記によるほか、1.1.4「関連工事との取合い」のほか、機械編による。

3　設備関連部品
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３節 洗たく機用防水パン

21.3.1 1　洗濯機用防水パンは、「機材の品質・性能基準」による性能を有するものとし、その材質は、特記

洗たく機用 　による。

防水パン 2　排水トラップは、ABS樹脂製排水トラップを標準とし、使用区分は特記による。取付はコンクリー

　ト床面に固定する。
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第22章　プレキャスト鉄筋コンクリート工事

1節 一般事項

22.1.1 　この章は、プレキャスト部材製造工場で製造されたプレキャスト鉄筋コンクリート造の柱、梁、壁、

適用範囲 床、屋根等の部材（以下、「PC部材」という。）を組立てる工法（以下、「PC工法」という。）によ

る鉄筋コンクリート造工事に適用する。

22.1.2 1　この章に使用する機材の品質等は、総則編1.5.1「機材の品質等」による。

一般事項 2　この章に記載なき事項は、(一社)日本建築学会（JASS10）による。

22.1.3 関連する設備工事が別契約の場合は、特記がなければ次による。

関連設備工事 (1)　PC部材に先付けされるスリーブ、電気配管及び電気ボックスは、すべて建築工事に含むものとす

  る。　

(2)　衛生、電気及びガス設備工事の穴あけは、すべて建築工事に含むものとし、穴埋めは、特記によ

　る。

22.1.4 PC工法による鉄筋コンクリート工事の施工管理には、（一社）プレハブ建築協会の「ＰＣ工法施工管

施工管理技術者 理技術者資格認定規程・同細則」に定めるＰＣ工法施工管理技術者を置かなければならない。

２節　PC部材製造に用いる材料及び部品

22.2.1 　セメントの種別は、特記による。特記がなければ普通ポルトランドセメント、早強ポルトランドセ

セメント メント又は混合セメント（高炉セメント、フライアッシュセメント）のA種のいずれかとする。

22.2.2 骨材の品質は、6.3.3「骨材」による。

骨材

22.2.3 1　コンクリートに用いる練混ぜ水は、上水道水又は22.2.1表の規定に適合する品質を有するものとす

練混ぜ水 　る。

22.2.1表　上水道水以外の水の品質

2　練混ぜ水にスラッジ水を使用してはならない。

懸濁物質の量 2g/ℓ以下

溶解性蒸発残留物の量 1g/ℓ以下

塩素イオンの量 200ppm以下

セメントの凝結時間の差 始発は30分以内、終結は60分以内

モルタルの圧縮強度の比 材齢7日および材齢28日で90％以上
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22.2.4 混和材料の品質は次によるものとし、その種別は特記による。

混和材料 (1)　ＡＥ剤、減水剤、ＡＥ減水剤、高性能減水剤、高性能ＡＥ減水剤及び流動化剤は、JIS A 6204

（コンクリート用化学混和剤）に収縮低減剤はJASS5 M－401（収縮低減剤）に、防錆剤はJIS A 

6205（鉄筋コンクリート用防錆剤）に適合するものとする。

(2) フライアッシュ、高炉スラグ微粉末及びシリカフュームは、それぞれJIS A 6201（コンクリート

用フライアッシュ）、JIS A 6206（コンクリート用高炉スラグ微粉末）及びJIS A 6207（コンクリー

ト用シリカフューム）に、膨張材はJIS A 6202（コンクリート用膨張材）に適合するものとする。

(3)　（1）、（2）以外の混和材料及びその他の材料の品質は特記による。

22.2.5 1　鉄筋は、JIS G 3112（鉄筋コンクリート用棒鋼）によるものとし、その種別は特記による。

鋼材・鉄筋等

　ただし、溶接接合用鋼材は、JIS G 306（溶接構造用圧延鋼材）によるものとする。

3　溶接金網は、JIS G 3551（溶接金網及び鉄筋格子）によるものとする。

4　せん断補強筋としてPC鋼棒を用いる場合は、特記による。

３節　PC部材の製造

22.3.1 　PC部材は、(一社)プレハブ建築協会の「PC部材品質認定規程」に基づき、認定を受けた工場で製造

PC部材の製造 されたものとする。

22.3.2 　コンクリートの使用骨材による種類は、普通コンクリート、軽量コンクリート1種及び2種とし、そ

コンクリートの の種類は特記による。

種類

22.3.3 　コンクリートの設計基準強度は、特記による。

コンクリートの

設計基準強度

22.3.4 1　コンクリートの計画調合は、原則として、JASS10（2003年版）により行い、第6章「コンクリート工

コンクリートの 　事」に準じて行い、脱型時等の特定、材齢圧縮強度、28日圧縮強度、材料及び製造条件並びに22.3.

調合  13「加熱養生」に示す加熱養生条件との組合わせにより、仮調合を定めて試し練りを行い、コンクリー

　トの圧縮強度試験により結果を確認した後定める。

　 ただし、この場合、同一条件でコンクリートの品質が安定している場合には、試し練りを省略する

　ことができる。

2　コンクリートの圧縮強度試験の方法及び結果の判定は、原則としてJASS10（2003年版）による。

3　コンクリートの計画調合と加熱養生条件との組合わせは、季節の変化（外気温）に応じて、その都

　度必要な修正を行う。

4　単位水量は、コンクリートの所要の性能が得られる範囲内で、できるだけ小さくする。

5　単位セメント量の最小値は、300kg/㎥とする。

6　水セメント比は55％以下とし、その値は特記による。

7　コンクリートの所要スランプは、原則として12cm以下とし、その値は特記による。

　スランプの許容差は、±2.5cmとする。

2　鋼材は、8.2.1表により、形状及び寸法は特記による。
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22.3.5 1　ホットミクストコンクリートの調合は、あらかじめ試し練りを行い、所要の品質のコンクリートが

ホットミクスト 　得られるよう、練上がり温度、加熱養生条件等加味して定める。

コンクリート 2　ホットミクストコンクリートの練上がり温度は、50℃前後とする。また、設定温度の許容差は、

　±3℃とする。

3　ホットミクストコンクリートのスランプは、ミキサーから排出直後のスランプ値を基準とし、その

　値は、22.3.4「コンクリートの調合」の7による。

4　蒸気通気時間及び所要水量については、次による。

(1)　蒸気噴射方式のホットミキサーを使用し、設定温度を得るための蒸気通気時間は、コンクリート

　の種類、容量及び外気温の変化に合わせ、あらかじめ決定しておく。

(2)　蒸気噴射方式によるミキサーへの初期投入水量は、所要温度及び軟度を得るために必要な水量か

　ら、凝結水量及び調整水量を差し引いた水量とする。

5　蒸気噴射方式によるミキサーへの蒸気の供給は、原則として専用ボイラーを使用する。

6　ホットミクストコンクリートの運搬及び打込みは、ミキサーから排出した後20分以内とする。

　

22.3.6 1　コンクリートに用いる各材料の計量は、質量による。ただし、水及び化学混和剤溶液の計量は、容

コンクリートに 　積計量でもよい。

用いる材料の計量 2　各材料の計量誤差は、次の範囲とする。

(1)　水及びセメントは、1％以内とする。

(2)　骨材は、3％以内とする。

(3)　化学混和剤は3％以内、その他の混和材料は2％以内とする。ただし、高炉スラグ微粉末は1％以

　内とする。

3　骨材の表面水量が、骨材質量の1％以上変化した場合は、骨材量及び加水量を補正する。

22.3.7 1　型枠は、原則として金属製とし、形状寸法が正しく、組立て脱型が容易にでき、予想される外力及

型枠の組立て 　び養生条件に耐えるものとする。

2　型枠は、反り及びねじれがなく、寸法、通り及び角度を正しく保つよう組み立てる。

3　型枠にはく離剤を使用する場合は、鉄筋を配置する前に塗布し、鉄筋等に付着しないようにする。

4　はく離剤は、コンクリートの硬化に悪影響を及ぼすもの、表面仕上げ材料の付着に支障をきたすも

　の並びにコンクリート面の仕上げに悪影響のあるものは、使用してはならない。

5　型枠は、コンクリート打込みに先立ち、設計寸法との相違、埋設金物類の位置、数量等について確

　認する。

22.3.8 1　開口部枠、インサート、埋込み電線管、埋込みボックス、接合用金物・鉄筋、つり上げ用金物等の

先付け部品の  先付け部品は、PC部材製作図に従って、正確な位置に取付け、コンクリートの打込みにより移動する

取付け  ことのないよう固定する。

2　埋込み金属製電気ボックスの内部には、絶縁ニスを塗布する。

22.3.9 　PC部材の鉄筋に対するコンクリートの設計かぶり厚さ（以下、「PC部材のかぶり厚さ」という。）

PC部材のかぶり 及びPC部材接合部における接合用金物類に対するコンクリートの設計かぶり厚さ（以下、「PC部材接

厚さ 合部のかぶり厚さ」という。）は、次による。

(1)　PC部材及びPC部材接合部のかぶり厚さは、22.3.1表に示す最小かぶり厚さが確保される値とし、

　特記又は設計図による。

22.3.1表　ＰＣ部材の最小かぶり厚さの値　　　　　　　(単位：mm)

部　　位 かぶり厚さの寸法

非耐力壁・床・屋根 20

耐力壁・柱・梁 30
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(2)　施工者は工事に先立ち、PC部材及びPC部材接合部のかぶり厚さが確保できることを確認する。

　所定のかぶり厚さが確保できない箇所がある場合は、監督員の指示による。

22.3.10 1　型枠検査は、寸法及び先付け部品の取付け位置について行う。

型枠検査 2　鉄筋及び鋼材のコンクリートに対するかぶり厚さについては、21.3.9「PC部材のかぶり厚さ」によ

　る。

22.3.11 1　コンクリートの練混ぜは、各材料が分離しないように均一に行う。

コンクリートの 2　コンクリートは、豆板やす
　・

ができないように打込み、振動機等を用いて密実に締め固める。

練混ぜと打込み 3　PC部材は、打継ぎを設けてはならない。

22.3.12 1　表面仕上げの工程は、22.3.2表を標準とする。

表面仕上げ 22.3.2表　表面仕上げ工程

仕上げ工程

種別

○ ○ ○ ○

○ ○ ○ -

○ ○ ○ -

○ ○ ○ -

2　タイル張り仕上げは、次による。

(1)　タイルは、12.3.2表「タイル張りの工法及び張り付け用材料の塗り厚」による。

(2)　製造方法は、特記がなければPC部材にタイルを打込む工法（先付け工法）による。

22.3.13 1　加熱養生は、あらかじめ試験を行ったうえ、適切な時間と温度を定め、その関係図を作成しておく。

加熱養生 2　養生槽内の温度と上記1の関係図との許容差は、±5℃とする。

3　養生温度及び養生時間は、各養生槽ごとに常に記録する。

22.3.14 1　PC部材の寸法の許容差は、22.3.3表による。

製品規格 22.3.3表　製品の寸法の許容差　

辺長の方向

厚さの方向

定規ならし
木ごて
押さえ

金ごて
押さえ

はけ引き

壁板
外部面

内部面

床板

屋根板

項目
許容差

備考
外壁板 内壁板 床板 屋根板 階段

±3 ±3

±2 ±2 ±2 ±2 ±2

辺長 ±3 ±5 ±5 ±5 ±5

基準は、テーブル
面側とする

板の三隅の面を含んだ
仮想面に対する寸法面の反り 5 5 5 5 -

面のねじれ 5 5 5 5 -

部材厚 ±3 ±3 ±3 ±3 -

接合用金物
の位置

±3 ±3 ±3

直線定規を使って作ら
れる面に対する寸法

辺の曲り 3 5 5 5 -
隣接する二層を結んだ
直線に対する寸法

面の凹凸 6 6 6 6 -

対角線相互の寸法対角線長差 5 5 5 5 -

-　195　-



建設編　第22章　プレキャスト鉄筋コンクリート工事

2　ひび割れ及び破損

(1)　PC部材には、構造上、防水上の支障となるひび割れ及び破損等がないものとする。

(2)　接合用金物・鉄筋、サッシ及び電気ボックス等の先付け部品には、構造上、機能上及び外観上支

　障となる曲がり、損傷、ずれ、ゆがみ等がないものとする。

3　表面仕上げ

　表面仕上げは、構造上、防水上及び美観上支障となる欠陥がないようにし、次を標準とする。

(1)　こて仕上げは、面が平たんで、こてむらが目立たないこと。

(2)　はけ引き仕上げは、はけ目の通りがよく、はけ目が起きて、鮮明なものであること。

(3)　気泡及び目違いは、見え掛かり面にあっては、塗装又は吹付け仕上げにより消され、目立たなく

　なるものであること。なお、気泡の穴埋め及び目違いについては、7.4.2「せき板取外し後の検査及

　び補修」による。

(4)　タイル面の仕上がりは、色調の不ぞろい、張りの不ぞろい、不陸及び汚れが目立たず、また、割

　れ、浮上がり及びふち欠けがないこと。

(5)　タイル目地の仕上がりは、目地幅がそろっており、所定の目地詰めが十分行われていること。

4　かぶり厚さ

　　PC部材のかぶり厚さ及びPC部材接合部のかぶり厚さは、22.3.1表に示す最小かぶり厚さの値以上

　とする。

5　PC部材コンクリートの圧縮強度

 (1)　PC部材コンクリートの圧縮強度試験用供試体は、PC部材製造工場で採取する。

 (2)　標準養生による供試体の材齢28日における圧縮強度の平均値は、設計基準強度以上とする。

 (3)　PC部材と同一養生を行った供試体の圧縮強度は、次を満足するものとする。

ア　脱型時において、平均値が脱型時所要強度以上であること。

イ　出荷日において、平均値が出荷日所要強度以上であること。

ウ　PC部材コンクリートの圧縮強度の保証材齢28日において、設計基準強度以上であること。

 (4)　PC部材コンクリートの圧縮強度の管理試験は、22.3.4表による。

22.3.4表　ＰＣ部材コンクリートの圧縮強度の管理試験

ア 脱型時

イ 出荷日

ウ 28日

 (注)　出荷日が7日を超える場合には、7日とする。

22.3.15 1　PC部材の製品検査は、形状、寸法、表面の仕上がり状態、ひび割れ、破損、かぶり厚さ、先付け部

製品検査 　品の種類・数量・取付け位置及び電線管の詰まりの有無等について行う。

2　製品検査の結果、22.3.14「製品規格」の製品規格を満足している場合は、合格とする。不合格品

　については、廃棄処分とする。ただし、軽微なひび割れや破損で、構造上・防水上及び仕上げ上許

　容できる場合には、補修し再検査する。

3　合格品については、製品番号、製造年月日、製造所名等を記入した検査済みの表示を行う。

22.3.16 1　補修を要するPC部材の補修規準及び補修方法は、特記による。

PC部材の補修 2　補修箇所は、周囲とよくなじむように仕上げる。

3　補修した箇所については、部材記号（部材名）、補修内容、方法、再検査日、検査員名等を記録す

　る。

22.3.17 1　合格したPC部材は、廃棄品と明確に区分して貯蔵する。

貯蔵・出荷 2　合格品は、汚れ、ねじれ、ひび割れ、破損が生じないように貯蔵する。また、急激な乾燥により、

　コンクリート強度に悪影響を及ぼさないようにする。

3　貯蔵が長期間になるときには、接合用金物類の防錆処理を施す。

標準養生 28日

毎日1回

各材齢につき3個、
それぞれ異なる
バッチから採取す
る。

JIS A 1108（コンク
リートの圧縮強度試験
方法）による。

ＰＣ部材
と同一の
養生条件

養生方法 材　齢 試験回数 供試体数 試験方法
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4　PC部材の出荷に当たっては、次の事項を確認する。

(1)　PC部材コンクリートの圧縮強度が22.3.14「製品規格」の5(3)イに規定する出荷日所要強度を満

足していること。

(2)　PC部材にひび割れ、破損及び有害な変形がないこと。

４節　基礎及び基礎梁

22.4.1 　現場打ち鉄筋コンクリート造の基礎及び基礎梁の工事は、この節によるほか、第5章「鉄筋工事」及

一般事項 び第6章「コンクリート工事」による。

(1)　コンクリートの設計基準強度は、特記による。

(2)　6.1.1表「レディーミクストコンクリートの類別」によるⅠ類コンクリートを生産者へ注文する

　場合の呼び強度は、6.4.5「調合管理強度」による。

22.4.2 1　接合用金物・鉄筋は、設計図に従って正確に配置し、コンクリートの打込み等により、移動しない

接合用金物・鉄筋 　よう型枠に堅固に取り付ける。

2　コンクリートの打込みに先立ち、型枠の通り・寸法、接合用金物・鉄筋の取付け位置・頂部高さ・

　数量・種類及び取付け方法について、監督員の検査を受ける。

3　接合用金物・鉄筋は、コンクリートの打込みにより、セメントペースト等が付着しないように適切

　な養生を行う。

５節　PC部材の運搬・受入れ及び組立て

22.5.1 1　PC部材の運搬は、関連法令の定めるところにより、事故防止の措置を講ずる。

運搬 2　PC部材の運搬に際しては、部材にひび割れ、破損等が生じないように、適切な運搬車両や運搬架台

　の選定や十分な養生を行う。

22.5.2 1　現場に搬入されたPC部材については、検査済の表示の確認及び運搬時におけるひび割れ、破損等に

受入れ 　ついて受入れ検査を行う。

2　ひび割れ、破損があるPC部材で、性能上補修が可能なものについては、22.3.16 「PC部材の補修」

　の定めるところにより補修する。

3　ひび割れ、破損があるPC部材で、性能上補修が不可能なものについては、不合格の印を付して、直

　ちに場外へ搬出するとともに、その結果を記録し、監督員に提出する。

4　PC部材を現場に仮置きする場合は、架台等を設け支持させ、汚れ、ひび割れ、破損等が生じないよ

　うにするとともに、安全対策に十分留意する。

5　壁板の水平接合に用いる添えプレートの寸法許容差は、22.5.1表による。

22.5.1表　添えプレートの寸法許容差

－0

＋5

6　添えプレートは、現場搬入時に前記5の検査を行う。検査は、選別抜取り検査とし、400個又は1階

　ごとの1施工単位を1ロットとし、1ロットにつき試料を18個抜き取り、全数合格した場合にそのロッ

　トを合格とする。

7　検査の結果、不合格になったロットは、全数を選別し、不良品を直ちに場外へ搬出する。

名称 許容差（mm） 備考

板厚
JIS G 3194（熱間圧延平鋼の形状、寸法、質量及びその
許容差）に規定する許容差内

開先角度45°、
ルート間隔6mmの場
合板の大きさ

ルート面 1.5以下
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22.5.3 1　PC部材組立て作業に使用する機械及び用具は、それぞれの使用目的に応じた十分な性能を有したも

機械及び運転 　のとする。

作業員 2　機械の運転作業員は、関係法令に基づいた資格を有するものとし、その機械及び作業に十分熟練し

　た者とする。

22.5.4 1　組立て作業は、PC部材符号（番号）を確認のうえ、組立図及び施工計画書に従って行う。

PC部材組立て作業 2　組立て作業は、作業指揮者を定め、その指示に従って行う。

3　PC部材組立てに際しては、つなぎ材、控え材等を用いて支え、溶接又はその他の方法によって仮接

　合する。

4　階段板を溶接により接合する場合は、据え付け後、直ちに溶接を行う。

22.5.5 1　1階床板の組立ては、基礎コンクリートの圧縮強度が、10N/㎟以上に達した後に行う。

PC部材組立て時期 2　2階以上のPC部材の組立ては、JASS10による。

22.5.6 1　各階ごとにPC部材組立て後（溶接前）に、組立て位置及び建入れ（水平・垂直）精度、PC部材のひ

PC部材組立て時の 　び割れ、破損の有無等について、検査を行う。

検査 2　PC部材組立て位置及び建入れ精度の修正は、それぞれ部材組立て完了時に行う。

3　PC部材のひび割れ、破損等の検査の判定及びその補修方法は、22.3.15「製品検査」及び22.3.16 

　「PC部材の補修」の定めるところによる。

4　PC部材の検査結果及び補修方法を記録する。

5　PC部材組立て時の検査結果は、書面により監督員に提出する。

22.5.7 1　運搬及び組立てに使用する機械器具は、絶えず点検を行い、事故防止に努める。

事故防止 2　組立て作業中に強風のおそれがある場合は、つなぎ材、控え材等を点検し、必要に応じて接合部の

　補強等を行う。また、状況によっては作業を中止する。

3　その他関係法規の定めるところにより、絶えず危険防止に留意する。

６節　溶　接　接　合

22.6.1 　この節は、工事現場における被覆アーク手溶接及び半自動溶接に適用する。

適用範囲

22.6.2 1　溶接作業には、施工指導を行う溶接管理技術者を置かなければならない。

溶接管理技術者 2　溶接管理技術者は、(一社)プレハブ建築協会の「PC工法溶接工事に関する技術者の資格認定規定・

　同細則」若しくは「PC工法施工管理技術者資格認定規定・同細則」に定める資格を有する者又は

　8.6.2「施工管理技術者」に規定する者とする。

22.6.3 1　溶接技能者は、JIS Z 3801（手溶接技術検定における試験方法及び判定基準）又はJIS Z 3841（半

溶接技術者 　自動溶接技術検定における試験方法及び判定基準）による資格を有する者とする。

2　溶接作業に先立ち、当該現場に従事する溶接技能者の履歴書及び資格の写しを、監督員に提出す

 るとともに、溶接作業中は溶接技能者の資格を識別できるようにする。

22.6.4 　溶接機及び付属装置は、8.6.7「溶接施工」の1の(1)による。

溶接機器及び

付属装置

22.6.5 　溶接材料及び溶接ワイヤは、母材の種類及び寸法、溶接部の形状、溶接姿勢、その他の施工条件に

溶接材料 適した種類及び径のものとする。
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22.6.6 1　壁板の接合部に用いる水平ドライ接合部に用いる添えプレートの材質は、特記による。

添えプレート 2　添えプレートのルート間隔の許容差は、－1mm以上、＋2mm以下とする。

22.6.7 1　溶接は、PC部材組立て後、速やかに行う。

溶接施工 2　継ぎ手の清掃は、8.6.6「継ぎ手の清掃」による。

3　溶接中は、溶接適正条件を維持するため、溶接管理技術者は、溶接用電流測定器を携帯して電流測

　定を行い、常に溶接技能者を指導する。

4　気温等による処置は、8.6.8「気温等による処置」による。

5　多量溶接及び同一溶接線上において溶接棒を交換する場合は、発生したスラグを十分取り除いてか

　ら次の作業を開始する。

6　溶接端部の運棒は、特に注意し、クレータ等の溶接欠陥を作らないようにする。

7　壁板の接合用プレートの隅肉溶接は、溶接熱によってPC部材にひび割れが生じないように、2回以

　上に分けて行う等、時間をかけて施工する。

8　隅肉溶接の余盛りは、0.1S＋1.0ｍｍ以下とする。ただし、Sは指定サイズとする。

9　T字突合せ溶接の補強隅肉は、板厚の0.3倍以上、かつ0.5倍以下とする。

10　溶接長さの許容差は、（－）側は0、（＋）側は規定しない。

11　フレアグループ溶接の余盛りは、特記による。

22.6.8 1　溶接の検査は、全数行い、検査項目は次による。ただし、(4)については、外観検査とする。

溶接後の検査  検査結果は記録し、監督員に提出する。

(1)　溶接部の長さ

(2)　脚長

(3)　のど厚

(4)　溶接部の欠陥（割れ、アンダーカット、オーバーラップ、ピット、ビード幅及び高さの著しい不

　整又はビード幅の端部表面に現われているスラグの巻込み。）

2　超音波探傷試験は、特記による。超音波探傷試験を行う場合は、8.6.11「溶接部の試験」の4に準

　ずる。

22.6.9 不合格溶接の補修は、次によるほか8.6.12「不合格溶接の補修その他」による。

不合格溶接の補修 (1)　異形棒綱の肉盛り及び再溶接長さの最小値は、30mmとする。

(2)　溶接箇所により、補修ができない溶接部については、添え板により補強する。

(3)　溶接管理技術者は、溶接部の補修後、適切な溶接電流、運棒速度等の検討を行い、溶接技能者を

　適切に指導する。

７節　スリーブ接合

22.7.1 1　スリーブ接合の材料及び施工方法は、特記による。

一般事項 2　スリーブ結合は、接合前後に検査を行う。その検査方法及び判定基準は、特記による。

８節　その他の接合

22.8.1 1　その他の接合の種類・箇所及び施工方法は、特記による。

一般事項 2　その他の接合は、接合前後に検査を行う。その検査方法及び判定基準は、特記による。

９節　狭小部充填コンクリート

22.9.1 1　狭小部充填コンクリートの設計基準強度は、PC部材の設計基準強度以上とし、その値は特記による。

充填コンクリート 2　6.1.1表「レディーミクストコンクリートの類別」によるⅠ類コンクリートを生産者へ注文する場

の設計基準強度 　合の呼び強度は、6.4.5「調合管理強度」による。
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22.9.2 　狭小部充填コンクリートに用いる材料は第6章「コンクリート工事」による。ただし、粗骨材の最大

材料 寸法は、原則として、15mm以下とするが、充填部の断面形状等により、充填性が特に問題とならない

箇所については、20mm以下とすることができる。

22.9.3 1　狭小部充填コンクリートの調合は、特記によるほか、次の条件を満足するものとする。

調合 (1)　単位水量は、185kg/㎥以下とする。

(2)　セメント比は55％以下、スランプは20cm以下とする。

(3)　単位セメント量の最小値は、330kg/㎥とする。

2　計画調合は、試し練りにより定める。ただし、同一条件でコンクリートの品質が安定している場合

　には、試し練りを省略することができる。

22.9.4 　充填コンクリートの品質管理のための試験項目、方法、時期、回数及び判定基準は、JASS 10による。

充填コンクリート

の試験・検査

22.9.5 1　せき板の材料は、アルミ合金又は7.2.1表「せき板の種別」のB種とする。

型枠 2　組立て及び検査は、7.2.2「型枠の加工及び組立て」及び7.2.3「型枠の検査」による。

22.9.6 1　充填コンクリートの打込みに先立ち、打込み箇所を清掃して異物を取り除き、せき板及びPC部材の

打込み 　接合部を散水して湿潤にする。

2　打込みは、PC部材間のすみずみまでコンクリートが充填され、密実なコンクリートが得られるよう

　に行う。

3　コンクリートの充填が困難な、目地幅30mm以下の接合部は、充填モルタルを打ち込むものとする。

　この場合の充填モルタルの調合及び品質管理は、10節「敷きモルタル」による。

4　充填したコンクリートは、十分に湿潤養生を行う。

5　凍害を受けるおそれのある場合は、適切な保温養生を行う。その方法は特記による。

10節　敷きモルタル

22.10.1 　敷きモルタルの圧縮強度は、PC部材の設計基準強度以上とし、その値は特記による。

敷きモルタルの

圧縮強度

22.10.2 　敷きモルタルに用いる材料は6.3.2「セメント」による普通ポルトランドセメントを用いる。

材料

22.10.3 1　敷きモルタルの調合は、所要の強度及び施工軟度が得られるように試し練りにより定める。

調合 　試し練りにより定めた調合内容は、監督員に報告する。

2　敷きモルタルには、12.2.3「張り付け用の材料」の2(1)による保水剤を使用する。

3　敷きモルタルの施工に先立ち、PC部材面を清掃し、適度に湿潤にする。敷きモルタルは、部材の接

　合部に十分ゆきわたるように敷き込む。

22.10.4 　敷きモルタルの品質管理のための試験項目、方法、時期、回数及び判定基準は、JASS 10による。

敷きモルタルの

試験・検査

11節　防水処理

22.11.1 　下地処理については、次によるほか、10.7.4「施工」の2による。

下地処理 (1)　PC部材にひび割れ、破損又はコンクリート充填不良等がある場合は、防水施工に先立ち補修する。

(2)　シーリングは、目地深さを調整した後、充填する。
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22.11.2 　材料及び工法については、次によるほか10.7.2「材料」及び10.7.4「施工」による。

材料及び工法 (1)　壁横目地用テープ状シールは、製造所の製品とし、工法は製造所の仕様による。

(2)　液状シール材は、製造所の製品とし、工法は次以外は製造所の仕様による。

ア　液状シールの溶融温度は、220℃を上限とし、上限で3時間以上溶融してはならない。

イ　液状シールのはけ塗りは、プライマーをスプレー又ははけ塗りした後2回以上に分けて行い、

　１回目のはけ塗りは、下地にすり込むように行う。また、2回目以降は、所定の塗り厚になるま

　で、はけ塗りした後、液状シールカバー材の流し張りを行う。

22.11.3 1　材料

屋根外断熱工法の (1)　ゴムアスファルトグラスシートは、ガラス繊維で補強しシート状に成形したもので、品質は

屋根面防水工法 　22.11.1表を標準とする。

22.11.1表　ゴムアスファルトグラスシートの品質

(2)　液状シール材の品質は、22.11.2表を標準とする。

22.11.2表　液状シール材料の品質

2　工法

(1)　立上がり部周囲の増し張りに先立ち、プライマーを塗布する。また、溶融温度は280℃を上限と

 し、局部加熱を生じないよう注意する。

 (2)　防水材を均等に流しながら、平均に押し広げて密着させる。重ね幅はとし、重ね合わせ100mm程

 度部がPC部材の接合部と重ならないように注意をする。空隙、損傷は、断熱工事に先立ち補修をする。

22.11.4 　養生は、10.7.4「施工」の5による。

養生

項　　目 品　　質

　　製品の単位質量(g/㎡) 3400以上

　　原反の単位質量(g/㎡) 38以上

破断時の伸び率(％) 長手幅
15以上

50以上

寸法安定性
伸縮量(mm)

変形

±5.0以下

異常な変形を生じない

ゴムアスファルトの単位質量(g/㎡) 3300以上

引張強さ（Ｎ/mm） 長手幅
2.0以上

1.5以上

　　　　　　　 硬化点（℃） 80以上

　　　　　　　 引火点（℃） 200以上

　　　　　　　 たれ長さ（70℃、mm）　　　 1以下

低温可とう性（－10℃、φ30mm） 10個中7個以上合格のこと

項　　　目 品　　質

針入度（25、100g、5sec） 25以上

0.1以上

伸び率(％) 3以上

促進暴露（1000hrs） 合格

　　　　　　　 収縮率（％） 3.5以下

付着性

20℃
強さ(N/㎟) 0.1以上

伸び率(％) 10以上

－5℃
強さ(N/㎟)

-　201　-



建設編　第22章　プレキャスト鉄筋コンクリート工事

12節　現場における仕上げの下地処理

22.12.1 　塗装、吹付け、壁紙張り等の仕上げの下地処理は、次による。

仕上げの下地処理 (1)　PC部材面、充填コンクリート面及び充填モルタル面の下地処理は、仕上げに適したシーラーを用

いて行う。

(2)　PC部材面に目違い、気泡等がある場合の下地処理は、7.4.2「せき板取外し後の検査及び補修」

による。
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 第 35 章 建物等除却総則 

 

 

35.1.1 

適用範囲 

 

35.1.2 

用語の定義 

 

35.1.3 

設計図書 

の適用 

 

35.1.4 

疑義に対す 

る協議等 

 

35.1.5 

協議の結果 

の処置 

 

35.1.6 

官公署その 

他への届出 

手続き等 

 

35.1.7 

提出書類 

 

35.1.8 

法令等の 

遵守 

 

 

35.1.9 

関連工事等 

の調整 

 

１節 一般事項 

 

本編は、公社が行う建物等除却工事に適用する。なお、その他必要事項については、本仕様書

総則編による。 

 

総則編 1.1.3「用語の定義」による。 

 

 

総則編 1.1.1「適用」による。 

 

 

 

総則編 1.1.13「疑義に対する協議等」による。 

 

 

 

監督員と協議を行った結果、必要に応じて工事変更が行われるものとする。 

ただし、工事変更に至らぬ事項は、総則編 1.1.13「疑義に対する協議等」の 3による。 

 

 

総則編 1.1.5「官公署その他への届出手続等」による。 

 

 

 

 

総則編 1.1.9「提出書類」によるほか、監督員の指示による。 

 

 

工事の施工に当たっては、総則編 1.1.2「関係法令等の遵守」によるほか、建設業法（昭和 24

年法律第 100 号）、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）等工事に関する諸法令を遵守し、

工事の円滑な進捗を図る。 

なお、諸法令の運用及び適用は、受注者の責任と負担において行う。 

 

総則編 1.1.12「関連工事等の調整」による。 
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35.2.1 

工事現場の 

管理 

 

35.2.2 

工事現場の 

保安 

 

35.2.3 

災害及び公 

害の防止 

 

35.2.4 

解体材、発生 

材等の処理 

 

 

 

 

 

35.2.5 

交通安全 

管理 

 

35.2.6 

事故発生時 

の処理 

 

35.2.7 

関係書類の 

常備 

 

35.2.8 

工事現場内 

外の清掃及 

び後片付 

 

２節 工事現場管理 

 

工事現場の管理は、総則編 1.3.1「施工管理」～1.3.20「清掃・後片付け」による。 

仮設物については、総則編 1.4.1「足場等」～1.4.7「仮設物の撤去等」による。 

 

 

総則編 1.3.7「施工中の安全確保等」による。 

 

 

 

総則編 1.3.8「施工中の環境保全等」、総則編 1.3.10「災害及び事故等の発生時の対策」によ

る。 

 

 

1 建設副産物の処理については、総則編 1.3.14「建設副産物の処理」による。 

2 吹付け石綿及び石綿を含む建設材料（以下「石綿含有材料」という。）の処理については、「第

38 章 石綿処理」による。 

3 防蟻、防腐等のため CCA（クロム、銅、ヒ素化合物）、クロルデン類及びクレオソート油が塗

布又は注入された建設発生木材については、当該物質が注入又は塗布されていない部分と分

離、分別するものとし、それが困難な場合には、当該物質が注入されているものとして、廃

棄物処理施設での焼却処分又は管理型最終処分での埋立て処分により、適正に処理すること。 

 

総則編 1.2.2「施工計画書」に明示するとともに、総則編 1.3.7「施工中の安全確保等」によ

る。 

 

 

工事現場内で発生した事故、工事現場周辺で工事に起因して発生した事故及び第三者に損害を

与えた事故が発生したときは、直ちに応急処理等の処置を行う。 

また、事故発生の原因及び経過等の状況を速やかに監督員に報告する。 

 

工事に関わる関係書類は、随時閲覧できるよう整理する。 

 

 

 

工事中は、現場周辺の清掃を十分に行うこと。また、工事完成時は、総則編 1.3.18「原状復旧

工事の立ち会い等」による。 
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35.2.9 

過 積 載 の 防

止 

 

35.2.10 

建設発生土 

並びに建設 

副産物 

 

 

 

35.3.1 

検査及び 

試験の費用 

 

 

 

35.4.1 

施工 

 

35.4.2 

現場の整理 

整頓 

 

35.4.3 

工事用機械 

器具 

 

35.4.4 

特許等の 

調査 

 

 

 

35.5.1 

工事の報告 

及び記録 

 

 

総則編 1.3.17「過積載の防止」による。 

 

 

 

建設発生土については、総則編 1.3.15「建設発生土」による。また建設副産物については総則

編 1.3.14「建設副産物の処理」による。 

 

 

 

３節 検査及び試験 

 

検査又は試験に必要な費用は、受注者の負担とする。 

 

 

 

４節 施 工 

 

総則編 1.6.1「事前打合せ」～1.6.13「低騒音・低振動型建設機械」による。 

 

 

工事の施工中、機械器具、材料等は保安上の妨げにならないよう使用の都度整理し、不要のも

のは場外に搬出するなど、工事現場の整理整頓に努める。 

 

 

工事用機械器具は、故障、危険等のないよう常に安全上の点検を行う。 

 

 

 

工事の特殊な施工方法に関する特許権等については、その有無を事前に調査するとともに、特

許権を使用する場合は、総則編 1.1.16「特許権等」による。 

 

 

５節 記 録 

 

1 工事の進捗状況等現場の状態を監督員の指示により報告する。 

2 監督員が指示した事項及び監督員と協議した事項については、正確に記録し、これを系統的

に整理し監督員に提出する。ただし、軽易な事項については、監督員の確認を受け省略する

ことができる。 
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35.5.2 

工事記録 

写真 

 

 

 

 

 

 

 

35.5.3 

提出書類 

 

3 上記記載のほか、総則編 1.2.4「工事の記録等」による。 

 

1 工事記録写真は、監督員の指示により、撮影・編集する。 

2 着工前に、原則として各フロアー１住戸程度の撮影をする。 

3 撮影方法は、各施工段階における状況が明瞭に判断できるよう撮影する。 

4 工事の完成後、明視できなくなる部分は、特に注意し撮影を行う。 

5 写真は撮影の都度整理し、監督員が随時閲覧できるよう編集する。 

6 写真は工事写真アルバムに編集して、提出する。 

7 工事完成写真の撮影等は、特記による。 

8 提出された写真の所有権は、東京都住宅供給公社に帰属する。 

9 上記記載のほか、総則編 1.2.4「工事の記録等」による。 

 

工事が完成するまでに、関係書類、写真を整理し提出する。 
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 第 36 章 解体工事 

 

 

36.1.1 

一般事項 

 

 

 

 

 

36.1.2 

使用機械等 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.2.1 

一般事項 

 

 

 

36.2.2 

場内管理 

 

 

 

 

 

36.2.3 

安全管理 

 

 

 

 

１節 一般事項 

 

1 工事の施工に先立ち、施工計画書を作成し、監督員の確認を受ける。 

2 工事の施工に先立ち、受注者において危険物及び有害物の貯蔵位置等、地下埋設物（上下水

道管、ガス管、電気配管等）の調査・確認を行い、速やかに監督員へ報告する。 

3 設備配管（上下水道管、ガス管、電気配管等）の撤去は、特記による。 

4 敷地内樹木については、できるだけ保護に努める。なお、設計図書に指示がある場合はそれ

に従い、移植、伐採を行う。（移植にあっては都営建替工事を除く） 

 

1 現場内で使用する重機等は、解体建物の位置及び規模等に応じ重機及び規格のものを選定し、

低騒音のものを使用する。 

2 重機を使用するときは、機械が転倒又は転落のないよう安全対策を講ずるとともに、常時、

点検整備して安全性を確認する。 

3 重機の稼動範囲等には、設計図書の指示により振動軽減の措置を講じ、作業を行う。 

4 建設機械を使用する場合は、総則編 1.6.11「排出ガス対策型建設機械」による。 

 

 

２節 解体工事 

 

1 内部造作材等の解体に先立ち、害虫駆除等の対策を講じる。 

2 内部造作材等は、分別解体により仕分けして、袋詰め等飛散しないようにすること。搬出の 

際、3m 以上の高さからの投下は原則禁止とする。ただし、ダストシュート等を用いる等を講じ

搬出する場合は監督員の確認を得ること。 

 

1 場内から土ぼこり、塵埃等が発生しないように、十分な散水等を行う。 

なお、排水についても十分配慮する。 

2 塵埃から作業員を保護するため、建物内には適切な換気設備及び防塵マスク等を装着する。 

3 場内は常に整理整頓する。また、危険な箇所には表示を行うとともに、ロープや手摺で区画

し安全を確保する。 

4 場内の適切な場所に喫煙所を設け、タバコによる火災の防止を行う。 

 

1 設計図書により、仮囲い及び防音パネル等の安全施設を確保する。 

2 地下構造物の解体においては、解体後の周囲の地盤の崩壊を防ぐために適切な崩落防止を行

こと。 

3 工事現場周辺のガス、電気、道路などの公共施設に対し、工事による影響を防ぐため適切な

養生を行うこと。 

4 内部造作材及び付帯設備の解体作業については、火気使用をしない。 
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36.2.4 

近隣に対す 

る措置 

 

 

 

 

 

 

 

36.2.5 

存置 

工作物等 

 

 

 

 

 

36.3.1 

地上解体 

工事 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.4.1 

適用 

 

5 主要構造部の解体にあたって、火気を使用する場合は、適切な消火設備、防炎シート等を設

けるとともに、火気の取扱いには十分注意を払う。 

また、作業後広範囲にわたり点検し、散水などを十分に行い、火災の防止を行う。 

6 木材及び残材等は、現場内で焼却してはならない。また、残材等を場内に埋めてはならない。 

7 作業にあたっては、必要な照明を設けること。 

8 第三者に対する安全対策には特に注意を払う。 

 

1 近隣の建物・構造物（以下「近隣家屋」という）に対して、工事の施工に先立ち、必要な調査

を「第 37 章 現場周辺の家屋調査」により行い記録する。 

2 作業員に対し、作業方法による振動、騒音及び塵埃の発生とその原因を十分説明し、これら

の防止に努めるよう教育、指導を十分に行う。 

3 環境測定（振動、騒音）を行う場合は特記による。 

4 解体工事完了時に、近隣居住者等に対し、解体工事完了の連絡を必ず行い、建築本体工事等

の後続工事に支障ないよう説明に努め処理する。 

5 解体工事により、近隣家屋に損傷を与えたことが明らかな場合は、受注者の責任において損

傷箇所の復旧又は補修を行う。 

 

1 解体対象外工作物等は、必要に応じ養生を行う。 

2 設計図書の指示により、地盤面下に工作物等を残しておく場合は、それらの種別、位置、大

きさ、深さ等を明確にし、監督員に報告する。なお、必要に応じて危険表示を行うとともに、転

落等のおそれがある場合は、ロープ又は手摺等を設置する。 

 

 

３節 解体工事 

 

1 地上躯体解体に際しては、あらかじめ決められた施工計画に従って、整然と作業を行うこと。 

また、躯体の解体作業中は、常に解体途中の躯体や部材の安定度を監視し、必要に応じて解

体手順の変更を行うなど、残存躯体の安定を図ること。 

2 躯体解体作業中は、コンクリート塊や鉄筋・鉄骨の切断片などの解体物の飛散により作業員

に危害を与えないよう、解体作業区域を立入禁止区域とし、必要に応じて見張りを置くなどの

措置を講ずること。 

3 躯体解体作業中は、破砕片が養生足場や仮囲いを越えて外部に飛散しないよう注意すること。 

 

 

４節 木造解体 

 

1 この節は主要構造部が木造及び簡易耐火造の解体工事に適用する。 

2 木造と他の構造が混在しているときは、それぞれの構造の節を適用する。 
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36.4.2 

工事範囲 

 

36.4.3 

工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.5.1 

適用 

 

36.5.2 

工事範囲 

 

36.5.3 

工法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

解体工事範囲は、設計図書による。 

 

 

1 主要構造部の解体に先立ち、内装材等の撤去を行う。 

2 主要構造部の解体は、規模に応じた機種及び規格の重機により行う。 

3 解体にあたっては、作業前及び作業中に散水を十分に行い、塵埃等の発生を防止する。 

4 散水は加圧式とし、散水設備は解体建物の規模及び重機に応じた設備とし、十分な水量及び

水圧を確保する。 

5 木造の解体作業には、火気を使用してはならない。 

6 軽量鉄骨造の解体作業で、溶断等火気を使用する場合は、火の粉等が飛散しないよう対策を

講じて使用する。付近には、消火器を準備する。 

7 軽量鉄骨造の解体で、石綿含有成形板を除去する場合は、35.2.4「解体材、発生材等の処理」

の 2による。 

8 石綿含有成形板は、手ばらしによる解体とする。 

9 解体跡地は、ブルドーザー等による整地を行う。 

 

 

５節 鉄筋コンクリート造解体 

 

1 この節は主要構造部が鉄筋コンクリート造、コンクリートプレハブ造の解体工事に適用する。 

2 鉄筋コンクリート造と他の構造が混在しているときは、それぞれの構造の節を適用する。 

 

解体工事範囲は、設計図書による。 

 

 

1 主要構造部の解体に先立ち、内装材等の撤去を行う。 

2 主要構造部の解体は、重機による圧砕工法を原則とし、36.1.2「使用機械等」に規定する低

振動、低騒音の機械を使用する。また、現場周辺の環境影響により、ウォールソーイング工法、

ワイヤーソーイング工法及びコアドリリング穿孔工法等の特殊工法を併用する場合は、別途施

工計画書を作成し、監督員の確認を受ける。 

3 ジャイアントブレーカーは、原則として使用してはならない。 

4 建物の解体にあたっては、作業前及び作業中に散水を十分に行い、塵埃等の発生を防止する。 

5 散水は加圧式とし、散水設備は解体建物の規模及び重機に応じた設備とし、十分な水量及び

水圧を確保する。 

6 主要構造部の解体は、たちくずしを原則とする。 

7 解体にあたっては、建物の各部の高さが平均して同一となるようバランス良く行う。 

8 解体建物が倒壊しないよう必要に応じ、倒壊防止のための対策を講じながら作業を行う。 

9 重機を建物上に設置して解体作業を行う場合は、適切な建物補強を行うとともに、集中荷重

が加わらないよう対策を講じながら作業を行う。 
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36.6.1 

給水管撤去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.6.2 

ガス管撤去 

 

 

 

10 コンクリート片が飛散しないよう、また、無理な力を建物に加えないように作業を行う。 

11 建物基礎部（地中部）の解体については、振動・騒音を軽減するため基礎部周辺の土砂を掘り

下げてから重機による解体を行う。 

12 コンクリート塊の小割り作業は、周辺環境への影響の少ない場所で行う。 

13 解体作業は、作業状況をトランシーバー等適切な連絡手段により、作業指揮者、オペレータ

ー、作業者間相互に連絡を取り合いながら行う。 

14 溶断等火気を使用する場合は、火の粉等が飛散しないよう対策を講じて使用する。 

付近には、作業の安全を確保する。 

15 施設等における地下の解体にあたっては、有毒ガス、酸素欠乏による事故の防止に十分注意

し、作業の安全を確保する。 

16 解体跡地は、ブルドーザー等による整地を行う。 

 

 

６節 設備撤去工事 

 

1 給水装置の撤去及び改造の調査・申請手続並びに施工は、東京都指定水道工事店で行うこと。 

2 給水管撤去において給水管の止水箇所は、残存家屋がある場合は、残存家屋に給水できる位

置で止水する、（この場合、滞流水が発生しないよう注意すること。） 

3 給水装置撤去等の手続 

(1) 現場調査 

(2) 所轄水道局事務所で水道管埋設経路（水道局管理）の調査を行う。敷地内の配管について

は、公社保管竣工図書等で確認すること。 

(3) 撤去及び改造工事の設計 

ア 既設メーターの撤去及び所轄水道局への返還 

イ 撤去する水栓番号の確認及び改造する給水管埋設図を作成する。 

(4) 申請書の提出 

(5) 手数料、検査料の支払い 

設計審査、検査手数料納入書のコピーを監督員に提出すること。 

(6) 撤去及び改造工事 

4 給水管撤去工事は、敷地境界までの撤去を原則とする。 

5 上記 4の撤去申請は、改造する水栓番号以外すべて申請すること。 

6 申請時に水道局より断水等の通知についてビラ配布等の指示がある場合は、影響範囲の周辺

住宅等への供給経路を調査し対処する。 

 

東京ガス（株）と打合せの上、必要な手続きを行うこと。（都営建替は除く） 
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36.6.3 

電気設備 

撤去 

 

36.6.4 

支障害対策 

 

 

 

 

 

36.7.1 

地下躯体 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36.8.1 

杭解体工事 

 

電気設備撤去 

東京電力と打合せの上、必要な手続きを行うこと。また、引き込み線については解体工事に支

障のない箇所で撤去すること。（都営建替は除く） 

 

テレビ受信障害防除施設の調査 

解体に支障となる設備については、受信施設の設置状態を調査し施設の管理者と協議した結果

により受信状況に影響のないよう必要な措置を講ずること。（都営建替は除く） 

 

 

７節 地下躯体解体工事 

 

1 地下躯体の解体に際しては、山留め工事と解体工事の関連を十分把握して、あらかじめ、決

められた施工計画に従って作業を行うこと。山留め壁に接した躯体など側圧を負担している部

材の解体に際しては、切梁などの架構が設置されていることを確認した上で作業を行うこと。 

2 地下躯体の解体は、切梁や支持杭など山留めのための仮設材が存在し、限定された空間での

作業となるので、常に周囲の状況に注意を払って安全を確認しながら作業を行うこと。 

3 地下躯体は、大断面で土に接している部材が多いため、振動低減に配慮しながら解体作業を

行うこと。 

4 地下躯体の解体は、山留め工事に伴う地盤沈下や位置による周辺の影響を少なくする注意を

図りながら作業を行うこと。 

 

 

８節 杭解体工事 

 

1 既存杭を解体する際は、杭種、地盤状況などの調査結果に基づき、適切な解体・撤去工事を

行うこと。 

2 既存杭を地上作業で引き抜く場合は、杭と地盤との摩擦を減ずるなど、適切な方法で作業を

行うこと。引き抜き作業行為により地盤をゆるめるおそれのある場合には、引き抜き跡には、

充填材で地盤の安定を維持すること。 

3 既存杭を地上で破砕する場合は、振動に注意して作業を行うこと。破砕跡には充填材で、地

盤の安定を維持すること。 

4 既存杭を露出させて解体する場合は、杭の不測の転倒等を起こさないよう注意して作業を行

うこと。 
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 第 37 章 現場周辺の家屋調査 

 

 

37.1.1 

目的 

 

 

37.1.2 

調査種別 

 

37.1.3 

立入調査 

 

 

 

 

 

37.1.4 

調査報告 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１節 一般事項 

 

本仕様書は、工事現場周辺の建物除却工事若しくは建設、営繕工事等における工事に伴う家屋

目的調査について、事前又は事後調査を行い、当該本工事の慎重を期することと周辺家屋の現状

を把握し、被害を与えぬことを目的とする。 

 

実施する環境調査の種別は、家屋調査とする。ただし必要に応じ井戸調査、騒音調査並びに振

動調査を行うものとする。 

 

1 他人の土地、家屋等に立ち入る場合には、あらかじめ当該土地家屋等を管理する者及び居住

者に通知し、協力を求めること。 

2 立入調査は、立会人の立会いのもとに行う。立会人は、当該土地、家屋等を管理する者、又は

その代理人とする。ただしやむを得ない場合は、この限りではない。 

3 調査を実施する者は、身分を示す証明書を携帯かつ腕章等を携帯し、2 の立会人等より請求が

あったときは、それを提示すること。 

 

受注者は、調査実施後速やかに調査報告書を作成し、原本を保存するとともに調査対象家屋等

の立会人等にも渡す。なお、工事が完了したのち、受注者が保存していた調査報告書を公社監督

員に提出する。 

1 調査報告書の大きさは A4 判とする。 

2 事前及び事後調査報告書の正は受託者が保存する。 

3 事前及び事後調査報告書の副は公社監督員に提出し保存する。 

4 調査対象建物ごとの事前及び事後調査報告書は各立会人等に届け報告すること。 

5 調査報告書の内容は次のとおりとする。 

(1) 現場周辺調査報告書（表紙） （別紙―様式 １） 

※ 記載事項 

ア 工事件名 

イ 調査期間 

ウ 調査受注者名（調査受注者が専門調査機関に委託した場合は調査実施者名併記） 

(2) 調査位置図（案内図） 

(3) 調査区域平面図    1／1000～1／2000      （別紙―様式 ２） 

家屋番号を入れること。 

(4) 調査家屋一覧表                  （別紙―様式 ３） 

ア 家屋番号 

イ 写真番号、スケッチ番号 

ウ 家屋所有者 

エ 家屋使用者氏名 
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37.2.1 

調査対象 

 

37.2.2 

調査区域 

 

37.2.3 

調査時期 

 

37.2.4 

調査内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

オ 所在地 

カ 構造、階数 

キ 経過年数 

ク 損傷概要 

(5) 調査家屋間取り平面図    1／100～1／200    （別紙―様式 ４） 

調査家屋ごとに整理（写真撮影・スケッチの位置・方向図示） 

 

 

２節 家屋調査 

 

工事対象物周辺の家屋及び付属物（門、塀、水槽、池、コンクリートタタキ、作業用機器等）

調査対象とする。 

 

工事対象物敷地境界線から、原則として、外側 20m までの区域とする。ただし、設計図書に範 

 

 

1 事前調査は、調査対象に影響を及ぼすと予想される工事の着手前に実施すること。 

2 事後調査は、工事完了後、速やかに行うこと。 

 

1 特記なき限り、37.2.4 表により、家屋及び付属物の傾斜、破損、亀裂等、損 傷の有無、及び

写真撮影により調査する。 

37.2.4 表 

調 査 箇 所 測定部の要点 

家屋の全景  

外壁の亀裂、浮き、はらみ等 亀裂幅、長さ 

内壁の亀裂、隙間、浮き、はがれ、漏水跡等 亀裂幅、長さ、隙間、浮き、はがれ等 

タイル張り部分 亀裂幅、長さ、破損等 

内壁と柱・回り縁 隙間幅 

柱・床等の傾斜 傾斜 

建具の建付け状況 隙間 

玄関タタキ、布基礎等の亀裂、破損 亀裂幅、長さ、破損等 

家屋の沈下、傾斜 傾斜 

屋根の状況 破損状況 

天井の亀裂、漏水跡等 亀裂幅、長さ 

外構（塀、擁壁、問扉等）の損傷 亀裂幅、長さ 

その他報告書に記載すべき箇所  

（注）1 各調査箇所について、測定を原則として２箇所程度とする。ただし、程度の状況によ

っては代表的なものについても測定する。 

2 亀裂幅 0.5ｍｍ単位で測定する。 

3 隙間幅、傾斜については、1ｍｍ単位で、亀裂長さは１cm 単位で測定する。 

4 事前調査と事後調査を比較するため、測定点を同一測定点とする。 

同一地点の事前調査時と事後調査時に変化が見られた場合、若しくは事後調査時、新た

に変化が見られた箇所については、事後調査記録報告書に朱書きで表示すること。 
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37.2.5 

調査内容 

拡大、縮小 

 

37.2.6 

写真撮影 

 

 

2 家屋の構造、用途、規模、損傷等によって、37.2.4 表の調査で不十分な場合は、下記例示を

参考にし、実態に即した調査を行う。 

(1) 木造以外の家屋にあっては、基礎構造（杭を含む）についての調査を加えること。 

(2) 作業用機器を設置している家屋にあっては、機器の種類、台数、作業時間帯についての調

査を行うこと。 

 

調査対象家屋所有者若しくは周辺住民の要望に対しては公社監督員と協議の上、規模、周辺地

盤、地下水、家屋及び付属物等の状況に応じて、調査対象、区域、内容の変更を行うものとする。 

 

 

1 写真撮影は損傷の有無にかかわらず必ず撮影すること。 

2 デジタルカメラの解像度は、130 万画素以上とする。この場合、データを CD－ROM に記録し、

提出する。写真の大きさは L判（カラー）とする。 

3 原則として、対象物を測定用ポール又は指示棒等にて指示し黒板等に次の項目を標記して、

撮影すること。 

(1) 撮影年月日 

(2) 撮影家屋及び家屋所有者名 

(3) 調査箇所名（37.2.4 表による） 

(4) 測定値 

(5) その他 

4 同一地点の事前調査と事後調査において変化が見られた場合、若しくは、新たに変化が見ら 

 れた所については、撮影箇所を朱書きにすること。 
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                様式 1 

    

    

    

工事件名                   

    

    
                                                                        （注 1） 

現場周辺○○調査報告書現場周辺○○調査報告書現場周辺○○調査報告書現場周辺○○調査報告書    
    

    

    

                    調査期間：令和  年  月  日 ～ 令和  年  月  日 

    

    

                                                                                工事受託者名        印 

    
                                                                                    （注 2） 

                                                                                調査実施者名        印 

    

    

    

    

                                                            （注 1）家屋、井戸、騒音、振動等の調査種別を記入する。 
                                                            （注 2）工事請負者が専門調査機関に委託した場合は、その 

                                                                        受託者名を記入する。 
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（注1）数字は、家屋番号を示す

（注2）＃-Noは、井戸の位置及び番

　　　 号を示す

様式２

調　査　区　域　図

4

５
＃-１

7

6

 縮尺：１/１０００～１/２０００

空　地

畑

林

3

8

9

2 1

除却工事現場
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調　査　家　屋　一　覧　表

調査を

断られる

損傷概要 摘要

天井クロスの剥離

壁の亀裂

経過
年数

 ７年

 １５年

構造
階数

 ＲＣ
 ４F

 木造
 平屋

所在地

○○区□□町＊丁目
　　　　☆☆番△△号

○○区□□町＊丁目
　　　　☆☆番△△号

居住者

江戸　花子

千葉　次郎2-1～2-16

管理者

東京　太郎

千葉　次郎

7

8

9

写真番号

スケッチ番号

1-1～1-20

1-ｲ～1-ﾎ

家屋
番号

1

2

3

4

5

6

様式３
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家屋番号：

 ↓ロ

浴室

 ← ４

イ    ↑３ ↑ハ

　← ８ →

二
６

↓
床 ←

 ← ５

 ← ブロック塀 コンクリート叩き

７（上から）

注： 矢印は写真撮影・スケッチの位置・方向

数字は、写真番号を示す。

カタカナは、スケッチの記号を示す。

ＷＣ

居間兼食堂

様式４

配 置 ・ 平 面 図

和室

玄関

物
入
れ

洋　室

 縮尺：１/１００～１/２００

押
入
れ

縁　側 ← ２
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（注１）当該家屋等を管理する者又はその代理人（居住者も含む）

経過年数
　　　　　　　　　年

所在地

構造・階数

調査年月日

立会人（注１）

家　屋　調　査　票

家屋番号

管理者（注１）

写真番号
（スケッチ記号）

調査員

居住者

様式５



 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（余白） 
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2節  工事現場管理                              331 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（余白） 
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 第 38 章 石綿処理 

 

 

38.1.1 

適用範囲 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.1.2 

法令等の 

遵守 

 

 

 

 

 

 

38.1.3 

事前調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１節 一般事項 

 

1 吹付け石綿及び石綿を含む建設材料（以下「石綿含有材料」という。）を使用する建築物その

他の施設の解体又は改修工事（以下「石綿含有建築物解体等工事」という。）を施工する場合に

適用する。 

石綿含有材料は次のものとする。 

(1) 石綿含有吹付け材 

(2) 石綿含有保温材等 

(3) 石綿含有成形板 

2 この工事は、設計図書に従い施工するものであるが、設計図書に明示されていない事項でも

工事の性質上当然必要なものは、監督員の指示に従い施工する。 

3 石綿含有材料とはすべての種類の石綿及びそれらをその重量の 0.1％を超えて含有するもの

をいう。 

 

施工にあたっては、大気汚染防止法（昭和 43 年法律第 97 号）、廃棄物の処理及び清掃に関す

る法律法令等の遵守(昭和 45 年法律第 137 号)、労働安全衛生法(昭和 47 年法律第 57 号)、石綿

障害予防規則（平成 17 年厚生労働省令第 21 号）、建築基準法（国土交通省昭和 25 年法律第 201

号）、都民の健康と安全を確保する環境に関する条例（平成 12 年東京都条例第 215 号）等、石綿

処理に関する諸法律を遵守し、第三者に危害を与えることのないように施工する。諸法令の適用

及び運用は受注者の負担と責任において行う。 

・建築物の解体等に係るアスベスト飛散防止対策マニュアル（東京都環境局） ※最新版参照 

・アスベスト成形板対策マニュアル（東京都環境局） ※最新版参照 

 

1 労働安全衛生法に基づく「建築物の解体等の作業及び労働者が石綿等にばく露するおそれが

ある建築物等における業務での労働者の石綿ばく露防止に関する技術上の指針」により、石綿

に関し一定の知見を有し、的確な判断ができる者が事前調査を実施すること。 

2 工事対象である建築物その他の施設等において使用されている石綿含有建材の使用状況（材

料の種類、使用の箇所及び規模をいう。以下同じ。）を設計図書等及び現場目視によって調査し、

記録する。 

3 上記 2の調査において、材料の石綿含有が判明しない場合は、含有の有無を JIS A 1481-1、

1481-2 又は 1481-3 に基づく分析方法によりクリソタイル、アモサイト、クロシドライト、アク

チノライト、アンソフィライト及びトレモライトを含む全ての種類の石綿について、調査し、

記録する。 

この場合、試料採取に際して、石綿の飛散防止を徹底するとともに、採取後は石綿飛散防止

剤（固化剤）を散布し、粉じんが飛散しないよう補修する。 

4 上記 2、3の調査を終了した日、調査の方法及び結果の報告書を提出し、監督員に説明を行う。

その概要を「大気汚染防止法」第 18 条の 17 第 4項及び「石綿障害予防規則」第 3条に基づき、
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38.1.4 

施工計画書 

 

38.1.5 

関係官庁へ 

の届出 

 

 

 

 

38.1.6 

従 事 す る 作

業者等 

 

 

 

38.1.7 

事前教育 
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公衆の見やすい場所に掲示する。 

 

受注者は、事前に石綿障害予防規則第 4 条に定められた事項を盛り込んだ施工計画書を作成

し、監督員に提出して確認を得た後に施工する。 

 

1 受注者は作業に必要な提出書類等の届出を遅延なく行う。 

2 関係官庁への届出先によって、必要な内容が異なる場合があるため、届出先の窓口に詳細を

確認すること。 

3 受注者は「大気汚染防止法」に基づく届出（特定粉じん排出等作業実施届書）又は「東京都環

境確保条例」に基づく届出（石綿飛散防止方法等計画届出書）に必要な資料を作成し、監督員

に届出の記載内容の説明を行うとともに、提出に協力する。 

 

1 受注者は「石綿含有建築物解体等工事」にあたり、石綿障害予防規則第 19 条に基づき、「石

綿作業主任者」を選任し、資格証明書及び工事経歴書の写しを施工計画書に添付し、監督員の

確認を受ける。 

2 受注者は、石綿作業に従事する作業者等について、健康診断を受診させるなど法令に定める

健康の保持増進のための必要な措置を講じなければならない。 

 

受注者は、石綿含有建築物解体等工事に従事する作業者等に対して、事前に石綿障害予防規則

第 27 条に基づく特別教育を行い、その実施内容を監督員に報告する。 

 

 

２節 作業上の遵守事項 

 

石綿を含む建設材料を有する建築物その他施設の解体又は改修の工事を施工する者は、作業に

伴う石綿の飛散の状況について適切に監視を行うこと。 

 

 

1 吹付け石綿及び石綿保温材等の除去工事を施工する場合は次による。 

(1) 受注者は、工事の場所の敷地境界線上のうちで、集じん・排気装置の排出口に最も近い場

所を含む建築物その他の施設の周辺 4方向の図面図示による場所について、作業前、作業中、

作業後の浮遊石 綿濃度を測定し報告書を提出する。 

浮遊石綿濃度の測定方法は、石綿の種類に応じ、平成元年環境庁告示第 93 号「石綿に係る

特定粉じん濃度の測定法」又は「アスベストモニタリングマニュアル（環境省）」に基づき行

う。 

※作業前の測定は、現場周辺のバックグラウンド濃度を把握するため実施する。 

※作業中の測定は、除去工事の作業期間が６日を超える場合、６日ごとに１回以上行う。また、

二区画以上の施工区画にわたって行われる場合、施工区画ごとに行う。 
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(2) 施工区画の隔離状況等を把握するため、図面図示による次の地点において、浮遊石綿濃度

を測定し報告書を提出する。 

・施工区画内（作業前、隔離用シート撤去前） 

・除去作業中の前室の入口など、施工区画直近の外周（作業前、作業中、作業後）測定方法は、

JIS K 3850-1（空気中の繊維状粒子測定方法-第 1部：光学顕微鏡法及び走査電子顕微鏡法）

による。 

(3) 測定は、作業環境測定法に基づき都道府県労働局に登録された第三者試験機関が行うもの

とし、施工計画書に記載する。 

2 石綿含有成形板の撤去工事を施工する場合は、目視による監視を実施する。 

 

吹付け石綿及び石綿保温材等の除去作業は、次の方法により行う。 

1 吹付け石綿及び石綿保温材等の除去は、解体又は改修工事に先立って行う。 

2 除去作業を行う場所は、プラスチックシート等（壁等の場合 0.08mm 以上を一枚、床の場合

0.15mm 以上を二枚重ねの厚さのプラスチックシートなどをいう。以下同じ。）で覆うなどして、

周辺と隔離する。 

3 隔離した区画の出入口には、石綿粉じんによる二次汚染を防止するため、前室、エアーシャ

ワーユニット等を備えた洗浄室及び更衣室の３室で構成するセキュリティーゾーンを設ける。 

また、セキュリティーゾーンの出入り口と隔壁（計 4か所）は、ファスナーをとり付け開閉

可能とする、若しくは除去作業場所側に上部のみ固定して垂らすシート（いわゆる「のれん」）

を設置するなど、除去作業場所から隔離外部へのアスベスト漏えいを防ぐ構造とする。 

4 隔離した区画は、石綿の飛散を防ぐことのできるフィルター（JIS Z 8122 に規定する超高

性能微粒子フィルター（HEPA フィルター「High Efficiency Particular Air Filter」及びこ

れに準じたものをいう。以下「石綿飛散防止フィルター」という。）付集じん・排気装置によっ

て排気し、常時負圧を保つ。 

5 隔離した区画において、最初の除去作業の開始前及び開始後速やかに、集じん・排気装置が

正常に稼動することを確認する。異常が認められた場合は、集じん・排気装置の補修その他の

必要な措置を講じる。 

6 除去作業者には、呼吸用保護具、防護メガネ及び保護衣等を着用させる。 

7 除去作業は、石綿部分を石綿飛散防止剤（湿潤剤）により湿潤化した後に行い、石綿が残留

しないように注意する。 

8 石綿含有材料を湿潤化するために行う散水その他の措置により石綿を含む水を排出するとき

は、ろ過処理その他の適切な処置を行う。 

9 石綿含有材料を除去した部分には、石綿飛散防止剤（固化剤）を散布する。 

10 除去作業に使用した工具及び資材等は、付着した石綿を石綿飛散防止フィルター付真空掃除

機等で取り除いた後、当該作業区画の外へ搬出する。また、着用した保護衣等は、付着した粉じ

んを石綿飛散防止フィルター付真空掃除機等で除去した後に区画外へ搬出するか、又は処分す

る場合は、石綿等の廃棄物と同等の措置を行う。 

 

 



アスベスト編 第 38 章 石綿処理 

 

- 333 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

38.2.4 

石綿含有成 

形板の除去 

作業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 隔離に使用したプラスチックシート等は、石綿飛散防止フィルター付真空掃除機等で清掃し

た後、石綿飛散防止剤（固化剤）を散布し、施工区画内の空気の除じんを十分行った後に取り外

す。 

12 区画した作業区域には、「石綿等の取り扱い作業者以外立入禁止」の表示を行う。 

13 作業場には、「禁煙、飲食禁止」、「石綿等を取り扱う作業場であること、石綿等の人体に及ぼ

す作用、石綿等の取り扱い上の注意事項、使用すべき保護具」の掲示を見やすい場所に掲示す

る。 

14 「建築物等の解体の作業に関するお知らせ（労働基準監督署への届出内容、石綿のばく露防

止措置及び石綿粉じん飛散防止措置等）」を公衆の見やすい場所に掲示する。掲示にあたっては、

「建築物等の解体等の作業を行うにあたっての石綿ばく露防止対策等の実施内容の掲示につい

て」（平成 17 年 8月 2日基安発第 0802001 号：厚生労働省労働基準局安全衛生部長）及び、「大

気環境中への石綿（アスベスト）の飛散防止対策の徹底と実施内容の掲示について（通知）」(平

成 17 年 8 月 9 日環管大発第 050809001 号：環境省環境管理局長）に基づく掲示を行い、 その

掲示状況の記録写真を監督員に提出する。大気汚染防止法に基づく届出（特定粉じん排出等作

業実施届）については、大気汚染防止法に基づく届出内容を上記掲示に追記すること。東京都環

境確保条例等に基づく届出を行う場合も同様に追記すること。また、掲示内容に変更が生じた

場合についても、修正後の記録写真を監督員に提出する。なお、掲示板の大きさについては、

600×900mm 以上とする。 

 

1 建物内部の石綿含有成形板の除去作業は、次の方法により解体又は改修工事に先立って行う。 

(1) 石綿含有成形板の撤去は、内装及び外部建具等の撤去に先立って行う。 

(2) 除去作業を行う場合は、外部建具を閉鎖するとともに、ガラスの破損箇所又は換気扇枠等

で粉塵が外部に飛散するおそれがある箇所をプラスチックシート等で塞ぐ。 

(3) 石綿含有成形板の撤去は、可能な限り破断を伴わない方法で行うものとし、原則として「手

ばらし」とする。 

(4) 除去作業中は、石綿含有成形板を下記により常に湿潤な状態として作業を行う。 

ア 石綿飛散防止剤（湿潤剤）等の噴霧による湿潤化 

イ 水噴霧による湿潤化 

ウ 散水による湿潤化 

なお、石綿を含む水の排出は、38.2.3「吹付け石綿及び石綿保温材等の除去作業」の 8に

よる。 

(5) 撤去（手ばらし）作業者には、呼吸器用保護具、防護メガネ及び作業衣を着用させる。 ま

た、着用した作業衣は付着した粉じんを除去した後に区画外に搬出するか、又は処分する場

合 は石綿等の廃棄物と同等の措置を行う。 

(6) 除去作業後、石綿含有成形板の破片、破断粉及び作業衣等に付着した粉塵が残存しないよ

う、 石綿飛散防止フィルター付真空掃除機等により、清掃及び片付けを十分に行う。 

(7) 区画した作業区域には、「石綿等の取り扱い作業者以外立入禁止」の表示を行う。 
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(8) 作業場には、「禁煙、飲食禁止」、「石綿等を取り扱う作業場であること。石綿等の人体に及 

ぼす作用、石綿等の取り扱い上の注意事項、使用すべき保護具」の掲示を見やすい場所に掲

示する。 

(9) 電動工具等を使用して、石綿含有成形板を切断等除去しなければならない場合で、粉じん

の飛散が飛散性石綿のレベルになると予想される場合は、上記１の吹付け石綿及び石綿含有

保温材の作業に準じて作業する。 

2 建物外部の石綿含有成形板の除去作業は、次の方法により 

(1) 対象箇所の周囲を当該部分より高い位置まで防塵シート等で囲う。 

(2) 石綿含有成形板の撤去は、可能な限り破断を伴わない方法で行うものとし、原則として「手

ばらし」とし、できる限り原型のまま撤去する。 

(3) 除去作業中は石綿含有成形板を下記により常に湿潤な状態として作業を行う。 

ア 石綿飛散防止剤（湿潤剤）等の噴霧による湿潤化 

イ 水噴霧による湿潤化 

ウ 散水による湿潤化 

なお、石綿を含む水の排出は、38.2.3「吹付け石綿及び石綿保温材等の除去作業」の 8に

よる。 

(4) 撤去（手ばらし）作業者には、呼吸器用保護具、防護メガネ及び作業衣を着用させる。ま

た、着用した作業衣は付着した粉じんを除去した後に区画外に搬出するか、又は処分する場

合は石綿 等の廃棄物と同等の措置を行う。 

(5) 除去作業後、石綿含有成形板の破片、破断粉及び作業衣等に付着した粉塵が残存しないよ

う、石綿飛散防止フィルター付真空掃除機等により、清掃及び片付けを十分に行う。 

(6) 区画した作業区域には、「石綿等の取り扱い作業者以外立入禁止」の表示を行う。 

(7) 作業場には、「禁煙、飲食禁止」、「石綿等を取り扱う作業場であること。石綿等の人体に及

ぼす及ぼす作用、石綿等の取り扱い上の注意事項、使用すべき保護具」の掲示を見やすい場

所に掲示する。 

※「手ばらし」とは、石綿含有成形板を湿潤状態にした上、接合・固定状態を、簡易な工具等で

解除又はその位置において人力により、原形をとどめたまま除去することをいう。 

 

石綿含有材料の封じ込め又は囲い込み作業は、次の方法により行う。 

1 封じ込め又は囲い込みの作業にあたっては、国土交通省告示で定める封じ込め又は囲い込み

の措置基準（平成 18 年 9月 29 日 国土交通省告示第 1173 号）を遵守すること。 

2 封じ込め作業に用いる石綿飛散防止剤（固化剤）は、原則として「石綿飛散防止剤に関する

技術的基準」（平成 18 年 9月 29 日 国土交通省告示第 1168 号）を満たした認定品とする。 

3 封じ込め又は囲い込み作業にあたっては、作業実施前に既存の石綿含有材料の劣化損傷、建

材下地との接着の状況等を確認し、必要に応じ石綿が飛散しないよう補修する。 

4 封じ込め作業にあたっては、作業実施前に石綿飛散防止剤（固化剤）の接着性、浸透性等の

性能を確認し、適正なものを使用する。囲い込み作業において石綿の飛散を防ぐために石綿飛

散防止剤（固化剤）を使用するときも同様とする 
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5 作業にあたっては、作業場所の隔離、石綿飛散防止フィルターのついた集じん・排気装置に

よる排気等、38.2.3「吹付け石綿及び石綿保温材等の除去作業」に準じた作業を行う。 

 

1 吹付け石綿及び石綿保温材の廃材（廃石綿） 

(1) 除去された廃材は、固形化する方法で石綿の飛散防止を図る。 

集積・運搬 なお、固形化の方法等については、以下の方法による。 

ア 飛散性アスベスト廃棄物に関する収集・運搬の手引き（平成 18 年 1月 東京都環境局） 

イ 飛散性アスベスト廃棄物の処理の手引き－飛散性アスベスト廃棄物のセメント固化の方

法（平成 17 年 12 月 東京都環境局） 

ウ 石綿飛散防止剤（湿潤剤）で湿潤し、十分な強度を有する耐水性の材料で二重に梱包する。 

（プラスチック製の袋を使用する場合は、厚 0.15mm 以上） 

(2) 運搬するまでの保管は、特別管理産業廃棄物保管基準に従い次による。 

ア 保管は、保管施設で行い、石綿が飛散しないようにする。 

イ 保管施設には、周囲に囲いを設け、見やすい箇所に特別管理産業廃棄物の保管場所である

こと及び保管する特別管理産業廃棄物の種類（廃石綿等）並びに特別管理産業廃棄物管理

責任者の氏名と連絡先を表示する。 

ウ 石綿廃棄物に他の物が混入するおそれがないよう仕切りを設ける。 

(3) 収集・運搬は、特別管理産業廃棄物収集運搬業者が特別管理産業廃棄物収集・運搬基準に

従い、他の廃棄物と混合するおそれのないように他のものと区別して収集し運搬する。 

2 石綿含有成形板の廃材 

(1) 作業において、破砕された廃材（石綿含有産業廃棄物）は、石綿飛散防止剤（湿潤剤）等で

湿潤し、十分な強度を有するプラスチック製の袋に入れる等、飛散防止の措置をする。 

(2) 運搬するまで、現場に保管する場合は、一定の保管場所を定め他の内装材と区別して保管

し、シート等で覆うなど、飛散防止の措置をする。また、保管場所には、石綿含有産業廃棄物

（石綿含有成形板）であることの表示を行う。 

(3) 収集・運搬は、産業廃棄物収集運搬業者が行い、運搬車両は荷台に覆いを掛けるなどの飛

散防止を講ずるとともに、運搬途中に振動等で破損しないようにする。 

 

工事の終了時は工事現場及びその周辺に、石綿含有材料の破片その他の石綿を含有するくずが

残存しないよう後片付け及び清掃を行う。 

また、石綿含有材料の破片その他の石綿を含有するくず及びその他の廃棄物は、次によるほか

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年法律第 137 号）に定めるところにより処理する。 

1 吹付け石綿及び石綿保温材は、特別管理産業廃棄物として特別管理型処分場で処分する。 

2 石綿含有成形板は、産業廃棄物として安定型処分場、又は管理型処分場で処分する。 
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